
様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I こども福祉課

大項目{政策)

1|安心して子どもを生み育てるととができる環境づくりI1 
白昨計画名

保育係 匹亡ヨ

事|市内5箇所の保育園(焼野・須恵・さくら・姫井・貞源寺嘉三)で月
|曜日から金曜日までに5時間開設。子育て世代の交流の場を提
業|供し、子育て相談の受付。子育て支援に関する講習会の実施。
概|また、近隣の児童館に出張し、育児相談及び育児講習を実施。
要

歳 出 予算現額(円J 決算額(円)
地峡子育て支援センター事業費 37，100，000 36，965，000 

支
〉出

内
訳

ぷE』ヨ 計 37;100;000 36，965，000 

人件費概算
IX工数て人役)1人件費(円)1 
|0.151  865，2741 

活動指標または成果指標

1 I延べ利用者数(実績数)

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 1/3 12，366，000 12，366，000 

Fオ 県支出金 1/3 12，366，000 12，366，000 

j内原 割合 地方債

訳 その他

一般財源 12，368，000 12，233，000 
iロh陶 計 37;100;000 36，965，000 

官見|無||会計種別| 一般 経常

H25 

2 

116.00% I 101.90% 

3 

目的の妥当性 妥当である|子ども・子育て支援交付金交付要綱により実施

i 111HRHEG--Ei:::251校医日主主三庄日当日民主:::::::::::::::
対象(受益者)の妥当性|妥当である|育児中の親子が対象

4・目標達成度 達成している
、有 t:...，.，...................，...........'.....1
効 1類似事業の存在 |存在しない
性~::.;，......................;;.....，..........I

l上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|市内5箇所の保育園への業務委託で実施
効 t......……"・ l

率 |受益者負担の適正化|適正である
性卜・・・-…"“M・M ・………...1..........・H ・H ・H ・H・...…1
|コスト効率 1適正である|市の負担割合が3分の1である.. 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

向性

記
項

ー
特
事



. 

様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課圃局・室・所{係)1 こども福祉課 子育て支援係

大項目(政策)

1|安心して子出を生み育てるととができる環境づくり 11 
一ー計画名

地域子育て支援事業

事|地域における親子及び世代聞の交流、文化活動、その他
業|児童福祉の向上を図る活動に専ら取り組む団体に対して
概|補助金を交付することにより、地域での子育て支援体制

要|の充実を図る。

歳 出 予算現額f円) 決算額(円)
地域組織活動育成事業補助金 1，512，000 1，417，500 

支出

内
訳

1s 計 1，512，000 1，417;500 

地域組織活動育成事業¥

4歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原害IJ
地方債

内合
訳 その他

一般財j原 1，512，000 

1sコ 言十 1，512，000 

. 出 ， . =主白 ， 
人件費概算 |人工数(人?;|人件切~ I官|無|同問l一般
活動指標または成果指標 H25 

1 1活動(イベント及び講習会等)回数 305回 227回

21参加延べ人数 7，451人 6，298人

3 

目的の妥当性 妥当である|児童福祉の向上のため地域活動を支援するものであり妥当。

匹亡ヨ

決算額(円)

1，417，500 

1，417，500 

経常

i!日納税制:221BEE-説15221515長五三百自主;:二二二........
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|地域の児童福祉向上のために活動する団体に補助することにより、地域全体が受益者となる。

目標達成度

通雨量長雨量五・・1・1""";長工手;;・(有効
i性 F...;・…........:...，."，...........+............................j
上位施策への貢献度|貢献している|地域子育て支援体制の充実に貢献している。

1実施主休の適正化 |適正である I補助金交付が主な事務であり、委託等にはなじまない。
効 lト‘“….. 川山.吋山山.. 川.. 冒… ;……"山…….“山山…….“川山.. 山….. 山..州州山川…H山山….. 山山.. 叫山….. 山‘“‘
率 |受益者負担の適正正、化 1 1，受益者負担と凸しい、ぢう概念にはなじまない。
性性、 |トト.“山….. 山.. 川.ザ4川州川.“叫川-川叩M川川『い刊山.. 山….. 山...…‘

|hコスト効率 1適正である l必要最低限の事務を必要最低限の人数で行っている。.. 
|課題

} 今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

-里」



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局直E所得)I こども福祉課 子育て支援係 INol 3 I 
中項目(施策)

次世代育成支援の充実

ファミリーサポートセンター事業

至|JE国主2255五三よ去空71?;232f|対象|市内居住の子育て支援を受けたい者と子育て支援を行いたい者
毒|ターの運営を行う。会員の募集や登録事務、援助に関す|手段|酬を受けたい人と行いたい人との間のコーデイネート
|る調整、講習会、交流会の開催及び広報紙の発行 l l 
1. r:VHf，，_J~， J1iTl=f.L>，.， _.，1<...lIll.&..L->.V./I/'J [j:i:./..........¥，....I I~TI""'I~"./ :，.J u I.J 0 I意図|育児と仕事を両立できる環境の整備

歳 出

臨時雇賃金他

1 支出
報償費

内
需用費

言R 役務費

』E』ヨ 言十

人件費概算

予算現額(円) 決算額(円)

1，875，474 1，875，474 

40，000 。
150，000 140，148 

226，000 171，004 

2，291，474 2，186;626 

|人工数(人役)1人件費(円)1 

2，878，916 

歳、入

国庫支出金

県支出金
j原割
地方債

訳内合r 
その他

一般財調

ぷロh 言十

交付税 I血 | 
算入 | 出|

活動指標または成果指標

※上段:目標

H25 I H26 

1 1登録会員数

21利用延べ件数

3 

300人 1 300人

268人 1 289人
89.30% I 96.30% 

279件 I 320件
320件 1 217件

114.70也 I 67.80% 

目的の妥当性 I妥当である|子とも・子育て支援交付金交付要綱による
妥 }山叩H・H・-……H・H・~.;...・ H・-哩J….........................，

予事麗額(円)

1/3 666，000 

1/3 666，000 

959，474 

2，291，474 

当 |自治{体本関与の妥当性|妥当である|子育て支援に関する事業は白1治台体が積極的に関与すべき事業であるo
性 |トト…….. 山…….. 山圃H山....……….“山.“...….. 山….叫山...….. 山…冒"山.“.“山….“山..'山…….. 山.. 川..…圃H山….. 山...山….. 山イ.. 

決算額(円)

666，000 

666，000 

854，626 

2，186，626 

経常

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|子育て支援を受けたい者と子育て支援をf行子引しい、たい者とを対象としており妥当。

有 占特幣......:;;，.....~....I 空空黙史竺庶?史.日とピL---Cvご三vどr川vどY叶.\三刀:三汀T汀哨|作?明.♂?烈!=I t~翌烹警ぢ仕士E史空.空モ引，:1'切!円円円恒!燃lf:常lf:~iJ竺?空~iJ~<lb去主~<lb芝.ごゴ0.
効 l類似事業の存存:在 | 存在しυ7な旨い

生|エ半面員二両両|言語以~6"1両百二五長両元五日以山花;

r 効 h卜?一……….…冒"叩…"川山.“川山.“叫‘削唄. 円山刊.. 山………"山山…….. 町山.. 川山"山.“圃一……"…………..‘H……  .. …山.. 川..o"o“‘
I 慎闘施主跡叩体伽の倒適E耽化 |は適正町であ抗る |ド肘子奇育て支域援は叩市制が3糊榔的枇に実矧施すドベき繍施策鮫で抗
率 I受益者負担ののji適直i正主化|適正である|依頼会員から要綱及び基準に基づく負担金を徴収している。
J 性 l卜!……….u.……..山山…‘“山山.. 山....卯川川….“山山.. 山....“.. 円円…
I:::Jコスト効率 I適正である|平成27年度以降必必、要最低限(札1人)の専任職員の配置としている。.. 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

笠|



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I こども福祉課 子育て支援係 匹仁ヨ
大項目(政策) 中項目(施策j

次世代育成支援の充実

事|平成26年夏末記策定した「山陽小野田市子E長子育
:!:Iて支援事業計画Jの取組状況について、毎年度終了後に
読|取組状況を整理して、子ども・子育て協議会を開催して検
要|証し、必要に応じて見直しを行う。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

委員報酬 80，000 56，000 

支
出
内
訳

dEb3 h 計 80，000 56，000 

歳 入 予算現額(円〉 決算額(円)

、国庫支出金

財 県支出金
源害IJ
地方債

内合、
訳、 その他 J

一般財j原 80，000 56，000 

合計 80，000 56，000 

人件費概算 |人工数(矧人件1241|官|無|自画 一般 経常

活動指標または成果指標 間
一
個

1 I協議会開催日数 6回

100.00% I 83.00% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|子ども・子育て支援法に基づいて子育て支援施策を推進することを目的としており妥当。
妥 「い"叩川.吋山‘"川'
、当 |同自治{体本聞与の妥当性| 妥当である|子育て支援は市が積極的に関与すベき施策であり妥当。
性 ~ ト..….日.山..山..山.. 山…….. 山……….. 山….. 山….. 山...山…….. 山….. 山.. 山……….. 山….. 山….. 山....山……….. 山…….. …….ム…，.，.. 川…….. 山…‘“山.. 個"山……陶H山川.. 川...1.............................1
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|地域のすべての子どもが対象者となるものであり妥当。

l目標達成度 |達成している|協議会開催日数は目標を達成。今後は計画内容の着実な実現が必要。
、有'..I...~; ・ a・-…i山H・H・... ，~ • ..-.. • ..... • 'o. .1・H・H・.......・H・-……lグ|類似事業の存在 |硝…凶山し、
i [1エ.瓦返証.元砕長.二ぷゐ説量言.語説.長長i員説Fしている|次世代語説示支支五.長五雇雇.肖ぷL2逼.半半
効 .実施主休の適正化 |適正である|子育て支援は市が積極的に実施すべき施策である。
1"吋...;・.，..，..リ・，...o・H・9・...o.....・4・・..，.............................，

l 率 |受益者負担の適正化 I '1策定した計画の着実な実行が必要な事業であり、受益者負担という概念にはなじまない。
性 |卜ベベ.. 引.吋…戸

|伺ヨスト効率 1適正である|必要最低限の委員報酬のみであり適正。

e 

，課題

?今の方後 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期
向性

'.;~.I 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局直・所得)I こども福祉課 子育て支援係

中項目(施策)

次世代育成支援の充実

家庭児童相談事業

市内在住の児童とその保護者事|核家族化の進行や地域社会の連帯感が弱まるにつれ
:':1て、家庭や地域社会における子育て機能が低下している
読|状況の中、子育てに関する悩みや児童虐待等の様々な
要|問題に対応するため、家庭児童相談事業を実施。

手段|家庭児童相談員による児童虐待等の相談援助

児童の健全育成及び児童福祉の向上

歳 出 予算現額{円) 決算額(円) 歳 ι入 予算現額(円)

消耗品費 6，000 

支 中部里親会市町負担金 36，000 

内出 家庭児童相談員連絡協議会負担金 4，000 

訳

合~計 46;000 

.!llL， I -'r官、

入件費概算

活語指標ま正ほ戒果指標

1 I家庭児童相談件数

2 

3 

• 10' 

1，000 国庫支出金 J

35，500 財 県支出金

4，000 
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財j原 46，000 

40，500 ぷ同』 言十 46，000 
J 

，、

一般

H25 

. 18砕・… 「…--55存.

目的の畏当性 ぱ |妥当である|児童福祉法に基づき児童福祉の向上を目的としており妥当。
妥 I卜卜司ι…iム川.
当 I白治休関与の妥当性|妥当である|児童福祉の向上は市が積極的に関与すベき施策であるo

》 性 lい川.“山….“山圃..……ム.....山….. 山.叫.川.. ….“…….ιi 
| I対象(受益者)の妥当性| 妥当である|地域のすベての児童及びその保護者が対象者となるものであり妥当o

回二日

決算額(円)

40，500 

40，500 

経常

1 ;(3， l伊陣目時標達成度 1............................1除発粧生した事例や相談に適削切に附対肘位が必要で棚あ制り、時駒の嚇設定枇には帥なじほま枕な恥い川o 
〈 有有， Iトトω一P…..干Jプ?….“山..川.吋u“ .山…..山山.“山..，
効 |類似事業の存在 | 存在する |心の支援室、児童相談所で同様の事業を行つている。
唱斗.凧ι F向.“.，..μ.，.".句..“.“.“....且..μ.....io....・H・.....，.............................，.
¥|よ位施策への貢献度|貢献している|次世代育成の支援に貢献する事業。

| 効 |許雪許F主烹?E?翌E思ib一 |ほ空照主日士芝於f吹三 |快男幣空烹T幣翌翌吹.三土?町円士f!TtfTtf主竺労7.J~常仔:ア竺T翌.吹警
率， 1受益者負担の適正化
| 性 ~卜1，卜.勺".，…"山山…，.山.. 占a
|hヨ3スt卜効率 I適正である|必要最低限の負担金のみであり適正o

.... 
課題

h 今の向後方性- 計画どおり事業を進めることが適当
改善 1

時期

tzE 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局E室且所(係)I こども福祉課 子育て支援係 匹E己

事|子育て情報の一元化と情報提供の充実を目的に、平成
:'1'::122年度に「さんようおのだっこJを開設した。平成28年度
高|には、新たにスマホ対応やアプリを利用した情報のプツ
|ごュ配信の取組も始め、更なる内容の充実により利用者
要|の拡大を図る。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)I 
手数料 6，000 5，400 

支 機械器具借上料 65，000 64，800 
出

内
訳

、不項百I基本事葉7
家庭における子育て支援

子育て情報ホームページ運営事業

子育て世代

さんようおのだっこサイトの運営

子育て情報を一元化して提供することによる子育て支援

歳入 予葺覇額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

j内原 割合 地方債

訳 その他 広告料 36，000 。
一般財源 35，000 70，200 

eEaZ b・ 言十 71，000 70，200 bロ. 計 71，000 70，200 

人件費概算 一般 経常

活動指標または成裏福扉
ρ 

H25 

1 1ホームページアクセス数
143首 I 142% 
5，000件 1 8，000件

21携帯サイトアクセス数 7，486件 1 2，167件

150% I 27% 

3 

目的の妥当性 妥当である|子育て情報の一元化による子育て支援を目的としており妥当。
妥.c，+.・h・-…川H・H・-…山川;.:.1....・・ l 
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|子育て支援は市が積極的に関与すべき施策であり妥当。

性|説(込者)説話|妥当であ~''''I子べての子五て五代を対五として主り妥当。
|目標達成度ご 、 l概ね達成している|ホームページアクセス数は目標を上回っている。携帯サイトは、平成28年度以降の改善が期待できる。
有トH・M ・....，・H・，.......・H・..・・H・H・..・1.............................1

効 |類似事業の存在 I存在しない|市のホームページとは内容の重複が見られるが、民間情報も発信しており類似事業は他にない。
唱~， t..~........・ー""・・・ ó... ~.' o.， .• .， • • ~ • • • • •.. .1'... ...... .. ......... . .. . . ... t 
l上位施策代の貢献度|貢献している|家庭における子育て支援に貢献する事業。

1F4T  t l  
効 |実施主体の適正化 |適正である|子育て支援は市崎極的に関与すべき施策であり妥当。

率小受益者負担の適正化 I I情報提供サイトであり弘、受益者負担と凸しい、ウう概念にはなじまない。
性 l卜咽..... “山.. 川'
l=コヨスト効率 I適正である|必要最低限の費用負担のみであるo

4易

課題

今の向後方性 事業の進め方等に改善が必要 改時善期 28年度中に改善に着手

国



. 

様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I とども福祉課 | 子育て支援係 | 匝三日

大項目(政策) 1 中項目(施策)

1|安心して子出を生み育てることができる環境づくり111 次世代育成支援の充実
~~計画 h

子育て支援情報発信事業 1 31 子育てWEBサイト拡充事業(地方創生先行型)

事|子育て情報の一元化を目的として平成22年度に開設し
~Iた子育て情報サイト「さんようおのだっこ」について、子育
義|て世代に普及しているスマートフォンへの対応や、アプリ|手段，1スマートフォンでも見やすいサイトの整備及びプッシュ型の情報発信
|を利用したプッシュ型の情報発信を行うことで、更なるサイ

要|トの充実と利用者増加を図る:I-I I~ ~ I.J /'--'-- ....， ..-'0-. CV  / II意図|総合的な子育て情報の提供による子育ての応援

歳 出

委託料

支
出

内
訳

dE』ヨ 計

人件費概算

予算現額(円) 決算額(円)

2，371，000 2，370，600 

2，371，000 2，37Q，600 

. 虫 ， . 由
l人工数(人役)1人件費(円)1 

|0.31  1，730，5491 

歳 入

国庫支出金

源財 割
県支出金

内合
地方債

訳 その他

一般財源

ムロ 計

叡見|無|

※上段:目標

活動指標または成果指標 H25 1 H26 

ホームページアクセス数

20，000件 129，000f'牛

[:おお議::l::1125在
143% I 142% 

5，000件 1 8，000件

予算現額(円)

2，371，000 

2，371;000 

|会計種別| 一般

21携帯サイトアクセス数 7，486件 1 2，167件
150% I 27% 

3 

目的の妥当性 I 妥当である|子育て情報の一元化による子育て支援を目的としており妥当o
"rr' .山山山……"・司叩山叩…叩 . 

言l.~ 治相与の雪当性|妥?である|子育て支援は市が積極的に関与すべき施策であり妥当。

|対象(受益者Jの妥当性| 妥当である|すべての子育て世代を対象としており妥当。

決算額(円)

2，370，600 

2，37Q;600 

臨時

|目標達成度 一|概ね達成している|ホームページアクセス数は目標を上回っている。携帯サイトは、平成28年度以降の改善が期待できる。
有い......・M ・.....山H・H・.....・H・…1.............................1
効 |類似事業の存在 | 存在しない|市のホームページとは内容の重複が見られるが、民間情報も発信しており類似事業は他にない。
性 I...~.'，.，.・H ・......・ ...io!.........…一1.............................1

上位施策への貢献度|貢献している|家庭における子育て支援に貢献する事業。

ー実施主体の適正化 |適正である|子育て支援は市が積極的に関与すべき施策であり妥当。
効 L ト…“...;....・H・...“-……....，;.1.............................1
率 |受益者負担の適正化 1 1無料で閲覧ができるべきであり、受益者負担という概念にはなじまない。
性ト….....・H・.....~. ....…“M・E・-…1.............................1
コスト効率 1適正である|必要最低限の費用負担のみである。

4易

課題

今の向後方性/ 事業の終了 改時善期

地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金(地方創生先行型)を活用した事業



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課M局・室ー所(係)I こども福祉課 保育係

.d"，. 1対象児童が扉育面I乙入所じ王蕩否~;::保育肩を誠元I半
芸|額又は全額)する。
概|対象児童が民間保育サービス入所した場合は保育料を|手段|対象児童の保育料を減免する。

匹LD

|助成する。 (5万円限度)
1"7.J''''/'j / CV'Q ，......../.J I .J r~/_;x._/ I意図|安心して子育丈できるように多子世帯の経済的負担の軽減。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

保育料の歳入減 26，846，000 18，653，350 国庫支出金

支 多干一世情保育料等軽減事業費補助金 50，000 50，000 目オ 県支出金 1/2 13，448，000 
出
内

j原割
地方債

内合
訳 訳 J その他

一般財源 13，448，000 

i:晶コ、 計 26，896，000 18，703，350 ムロ 言十 26，896，000 

人件費概算
l人工数(人役}I人件費(円)I 
|0.11  576，8501 官見|無II会計部IJ 一般

活動指標または成果指標 H25 

1 1保育料軽減した児童数
.........1五x…・T....... 'ï33']~・....

保育料助成を行つた民間保育サ一ビス入所児童 1'"……….. ….“...……… .. …… .. …....……… .. …....……… .. …..………....…. 
21数 1 1人 1 1人

3 

.目的の妥当性 、 |妥当である|山陽小野田市多子世帯保育料等軽減事業実施要綱による事業
妥 h.・H・...…J…H・H・-・川…..1.............................，卜
当 I同自治休関与の妥当性|妥当である l子育て支援に関する事業は自f治台体が積極的に関与すベき事業である。
性|ト.. ι圃ι…t
:I対象(受益者)の妥当性|妥当である

| 右 |目標達成!".."......;.，...:'.J.............................I目標設定にはなじまない。'"司 '圃・..・...'o........u....，!..，.O....(..........I.............................1
効 |類似事業の存在 I存在しない|国による多子減免制度を補充するもの
性 |卜府且吋叩…唱.. 

|土位施策への貫献度1:貢貢献している

効 I実施主f本?適切じ |適正である l山陽小野田市多子世帯保育料等軽減事業実施要綱による事業
t..-'.h •，..・ ・4・・， ・・................'1.............................1・

一率 I受益者負担の適正化 I I多子世帯の子育て支援事業であり、受益者負担になじまない
|二性 1 ，;"・H・-・川竹......勺且 H・ :."..I....:::=...~.:..:::....I.
Iコスト効率、 二 I適正である ，. 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 み改時期善

向性

E皇

決算額(円)

9，351，600 

9，351，750 

18，703，350 

経常



目

様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室且所(係)1 こども福祉課 保育係

大項目(政策)

1|安心して子どもを生み育てるととができる環境づくり111" 
同時計画名

保育料支援事業

I r多子世帯保育料等軽減事業jを拡充。従来制度は、保育所
事Ifこ通う3歳未満の第3子以降の保育料を半額または無料とするも
業|の。拡充では、対象者の年齢制限をなくし、幼稚閏に通う児童も
概|対象。こども福祉課においては、保育所に通う児童について対
要|応。

歳 出 予算現額(円)}決算額(円)

保育料の歳入減 30，280，000 37，225，610 

支 多子世帯保育料等軽減事業費補助金

出
50，000 50，000 

内
訳

dE』3 言十 30，330，000 37，275，610 

子だくさん応援保育料等軽減事業

歳 入 予算現額(円)
ι 

国庫支出金

財 県支出金 1/2 15，165，000 
j原割
地方債

訳内合
その他、

一般財源 15，165，000 

ム同 計 30，330，000 . 剖也 Ae =昌司

人件費概算
|人工数(人役)I人件費(円)1 1交付税| 相 1 1ム | 
|OωO叶 28回8問，

活動指標または成栗福寝 H25 

1 I保育料軽減した児童数

保育料助成を行った民間保育サービス入所児童 1...・H・.....・H ・-……・・...... 
21数

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率
H26 I I H27 . I目標 l

達成
度

|目的の妥当性 " 1妥当である|多子世帯の経済的負担を軽減する事業であり妥当であるo
.""b- tu・………山・山山山山叶 ・←
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|子育て支援に関する事業は自治体が積極的に関与すべき事業であるo
性 |トト"山川."川.，円F
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である I所得要f件牛あり妥当である。

1目標達成度 九 ...1 1佃自標設定にはなじまない。
、有有~トトトド.“山山.. 山.. 山…….. 山山.. 山….“山..ム……….ペ、"….. 山..り“……… .. 一.“.……. … .川.+............................1
効よ 1類似事業の存在 1存在しない|国による多子減免制度を補充する県との協働事業をさらに拡充するもの
性ぺl卜.. 山.. 円一.刊そ
l上位施策代の貢献度 1貢貢献している

効 l実施主体の適正化 |適正である 1
ト ，......・リ...i..・.-...，ω..，.....o山・・・・1.............................1
率 |受益者負担の適正化 1 1多子世帯の子育て支援事業であり玖、受益者負担になじまない
."" い .. “山“...山掴H圃.. 山.. “山..“

|伺コスト効率 1適正である | 

f課題

J 

今の向性後方

特記
事項ふ

.. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

匹亡己

決算額(円)

18，637，800 

18，637，810 

37，275，610 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課圃局・室・所(係)I こども福祉課 子育て支援係

ー両亨藤啓二了主で面克重吾妻育じて長6者lご対L"(-二手当を
芸|支給する。
概|※支給額:3歳未満 15，000円、 3歳~小学校修了(第1
要|子・第2子) 10，000円、 3歳~小学校修了(第3子)
115，000円、中学生 10，000円、所得制限超過 5，000円

)歳 出

消耗品費
|支 印刷製本費

出内 通信運搬費

訳 児童手当

ぷE』コ 計

人件費概算

予算現額(円)|決算額(円)

72，000 71，180 

180，000 149，480 

598，000 475，757 

1，049，635，000 1，039，005，000 

1，050，485，000 1;039; 701，417 . 剥U 1・ Z主主主

|人工数(人役)1人件費(円)1 

|0.851  2，881，5821 

児童手当事業

中学修了までの児童を養育している者

手段|児童手当を支給する

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金 37/45，2/3 730，983，000 
財 J 県支出金 4/45，1/6 159，325，000 
j原割
地方債

内合

訳 その他、

一般財源 160，177，000 

l合 計 1，050，485，000 

交付税| 無 | 
l 算入 |会問~ 一般

活動指標または成果指標 H25 、H26

1 1支給延べ件数 "9'4:929{'平..r....93j38f平....

2 

3 

匹亡日

決算額(円)

723，904，331 

157，510，331 

158，286，755 

1;039，701，417 

経常

|目的の妥当性 | 妥当である|児童手当法に基づき次代の社会を担う児童の健やかな成長を目的とする事業であり妥当。
妥 1.....…....・H・...・H・..，・H・..…・・・..1.............................1

当 l自治体関与の妥当性|妥当である|児童手当法に基づき市が実施主体となる事業。
性?ト……り……H・M・，...~.....… 1.............................1 

1対象(受益者)の妥当性| 妥当である|児童を養育するすべての者を対象としており妥当。

目標達成度 1 1対象者に対する適切な手当の支給が求められる事務であり目標設定にはなじまない。
ヤ(九有 ト.. 山……….，山…….“山….. 山....…….刷山….. 山....山….. 山….山山日山山...川.円叩山R日川山…川.. 山山……，.川山…….，山山……，.山……….. 山山…….，川山……"山山.“川山.叫叩....山……….. 山….. 山....山.，十.
効- 1類似事業の存在 1存在しない
| 性 --~十山.，山.，……川一.マ一円1プ六一.. …..，.川山山、'，-ヤ，-一山.. 
|止よ;位施策への貢献度 -1貢献している|次世代育成支援の充実に貢献する事業o

|実施主体の適正化 |適正である|児童手当法に基づき市が実施主体となる事業o
効 }卜4山.“….“山i.山且....…....……且H…叫….. 吋山.吋巾山，μ向..μ山山……且H…….. 山..“川H川F….. …… .. 山且H品一山圃ι山ιん山...斗.

率 |受益者負担の適正化 I I受益者負担と凸し、ヴう概念にはなじまないが、所得による支給制限があるo
性~卜"川……….“山….. 川..……--・....…...・H・;;....1.............................1
J:Jスト効率 1適正である|支給する手当以外は、必要最低限の事務費のみである。

4易

課題

の今向後性方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課局・室・所得)I こども福祉課

大項目(〒L 町、

子育て支援係 匹OD

~I 乳扇克雇麗膏扇蔵つ，]~学校就学前の乳幼児の医療費
事|自己負担部分を助成する。ただし、所得制限あり。
概|ひとり親家庭医療費助成 18歳未満の児童及びその父
|又は母の医療費自己負担部分を助成する。ただし、所得
要|制限あり。 一

乳幼児又は18歳未満の児童及びその父又は母

対象者の保健の向上に寄与し、生活の安定と福祉の増進を図る

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 130，000 113，858 

支 役務費 7，491，000 7，044，350 
出
乳幼児医療費助成 103，854，848 99，873，036 

内
|訳 ひとり親家庭医療費助成 51，745，152 51，747，801 

(乳幼児分医療費再掲) (91，645，136) 

ぷE』ヨ 計 163，221，000 158，779;045 

歳 入 予事現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 1/2 60，021，000 58，870，170 

j内原 割合 地方債

訳 その他 品額医療費 7，000，000 6，462;607 

一般財j原 96，200，000 93，446，268 

iロ』 計 163，221，000 158，779;045 

人件費概算 |人工数句|人τ291|官|無|同問| 一般
※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26ノ 1 I H27 1目標 l

達成

度

活動指標または成果指標 H25 

乳幼児医療受給者数 2，557人 2，498人

21ひとり親家庭医療受給者数 1，161人 1，198人

3 

経常

|目的の妥当性 、 | 妥当である |山口県福祉医療費助成事業補助金交付要綱に基づいて対象者の保健の向上を目的とするものであり妥当。
妥ト……山H・H ・....・H・H・....・H・H・I・H・-ムH・H・-…H・H・....1
当 I自治体関与の妥当性|妥当である|行政機関以外が実施主体になりえない事業。
性 h・H・..・H・H・-・山・H・H・山H・H・....・a・..1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である |乳幼児又はひとり親家庭を対象とする制度であり妥当。乳幼児医療については、対象者の拡大を予定。

目標達成度 1 1対象者に対する適切な助成が求められる事業であり、目標設定にはなじまない。
有}・N・J・....……“H・M ・.....・H・.."..1・M・.......・H・...・H・H・H・.1
効 |類似事業の存在 |存在しない

恒 Iエ雨量三記長雨'"五ぷ;;ぷ|三五五ぷ副局長:二日:
| 、|実施主体の適由ι|適正である|行政機関以外が実施主体になりえない事業。
効 +川山山・・H山・p・a・山・・・川...・“1.............................1
率 J受益者負担の適正化|適正である|所得制限咋より対象者を適正に判断している。
性|円……川…......……"“1.............................1

}lコ~ト効率 ¥九三|適正である|必要最低限の費用負担である。

.レ
未就学児を持つ子育て世代の経済的負担の軽減を図るため、平成28年8月以降、乳幼児医療については所得制限の撤
廃を予定している。

J 

課題、

今の向後方性 事業の進め方等に改善が必要 改時期善 28年度中に改善に着手

業
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課局E室・所(係)I こども福祉課 子育て支援係

大項目(i6l:m、

士 E 平成26年両両面師事業。
芸|小学1年生から小学3年生までの児童の医療費自己負
既|担部分のうち、 1割を助成。ただし、所得制限あり。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

子とも医療費助成 8，227，900 

支 (10の再掲)
出
内
訳

合計} 。8，227，900 
人件費概算

I瓦工薮T瓦在，1人件費(円)， 
0.151 865，274 

活動指標または成果指標

1 1受給者数

H25 

2 

3 

小学1年生から小学3年生の児童

医療費自己負担部分のうち1害lを助成

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財j原

合、計 。

宝?|無 I I 会開~ 一般

H26 

945人

匹DIJ

決算額(円)

8，227，900 

8，227，900 

経常

|目的の妥当性二 |妥当である|対象児童の保健の向上、生活の安定及び福祉の増進を図ることを目的としており妥当。
妥 1:'.. ・ H・-川H・H・....・M・;..，~・.，...，':.1.............................1

当 I自j治台体関与のの3妥当性| 妥当である|行政機関以外が実施主体になりえない事業司
|卜(性 |ト卜..…温

.対象(受益者)の妥当性| 妥当である|平成28年8月以降、対象児童を中学3年生までに拡大の予定。ただし、所得制限あり札。

|旧目標達成度、 I I対象者に対する適切な助成が求められる事業であり、目標設定にはなじまない。
… 有 fトトド"山叩….. 叩"山山…….. 山….. 山….. 山圃..… .山……….. 山……且H山….. 山.れ.. ….一川;
:効 |類似事業の存在 、| 存在し7な旨い

|柾[l~'雨量二ぷ言語長ド示日;:平主主詰福伝説山花:
|実施主体の適正化 j適正である|行政機関以外が実施主体になりえない事業o
効 Iト..川圃円….. 一……且u山.“叫‘“‘.句町山.. 且山6ρ川山圃H川山….“山山….. 山.. …....……… .. …… .. …...……… .. ……… .. …………冒"山….. 山山.. 叫.叫...川….“‘
率 |受益者負担の適正化 I適正である|所得制限により対象者を適正に判断しているo
性 ξ }ト.“山……….. 山…….“川山川.. 山川.. 川.ぺ!川……….一…i一.. … u;..，.... 川、H・... … ・，.............................1 
lコスト効率 1適正である|必要最低限の費用負担である。

4易
子育て世代の経済的負担の軽減を図るため、平成28年8月以降、小学3年生までとしていた対象者を中学3年生までに拡
大の予定。

課題

J、今の向後方性 事業の進め方等に改善が必要 、改時期善 28年度中に改善に着手|

...=~............I市単独



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課且局室a所(係)I こども福祉課 子育て支援係

大項目(政策) 中項目(施策)

1|安心して子どもを生み育てることができる環境づくりf1 次世代育成支援の充実
白昨計画名

養育医療給付事業

士 E 出生後、速やかな処置を講じる必要があると認められる
霊|未熟児等が指定医療機関において入院養育を受ける場
概|合に、その養育に要する医療費を公費負担する。ただし、
要|所得に応じた自己負担あり。

歳 出

消耗品費

支 手数料

出内 未熟児養育医療費

~R 

4E2ヨh 計

4人件費概算

予算現額(円) 決算額(円)

10，000 。
10，000 2，298 

7，000，000 4，748，308 

7，020，000 4，750;606 

l人工数(人役)I人件費{円)I 
|o叫 865，2741

}舌覇福標または成果指標 H25 

1 I支給件数 22人

2 

3 

歳入 予算現額(円)

国庫支出金 1/2 3，000，000 

財源内 割合

県支出金一 1/4 1，500，000 

地方債 J

訳 その他 負担金 1，000，000 

一般財j原 1，520，000 

ムロ 言十 7，020，000 

交付税| 有 | 
算人 |会計翻~ 一般

H26 

29人

回コヨ

決算額(円)

1，800，000 

900，000 

741，253 

1，309，353 

4，750，606 

経常

目的の妥当性 妥当である |入院養育を必要とする未熟児等の医療費を公費負担することにより乳児の健康の保持・増進を図るものであり妥当。

|可妥 ~IH--HH・H・-……...・H・-・1・H・H ・ :':'::"'~":''':''''1
、当 |自治体聞与の妥当性 I妥当である|母子保健法に基づき市が関与する必要のある事業。
性 Iト卜卜.. 山.. 山….. 山.. 川叫.“山山‘“.. 山…….. 山.. 山..……‘ 山 "…… .. 山‘“..，山…….“山….. 山.. 山.
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|入院養育が必必、要な乳児が受益者となり妥当o

目標達成度 1 1.対象者に対する適切な助成が求められる事業であり、目標設定にはなじまない。
|、有 ト山H・a・-………川田山田圃H・H・.1“M・M・.....・M・.....・H・...1.
効 |類似事業の存在 l存在しない
性， 1..;....・H・...・H・...".・，..…“・;......1...

， .上位施策への貢献度|貢献している|子育て負担の軽減に貢献している。

実施主体の適正化 適正である|母子保健法に基づき市が関与する必要のある事業。
l 効 t.山い山…"川…‘山g“山.“一圃
率 |受益者負担の適正化|適正である|所得に応じた事故負担金あり札o 
性 }ト.川‘.. …“山……….“山…….. 山…一.. ……‘A山川-いい…….. 山.. 山..“山………“山…‘...“ !… .. 山….. 山‘.."…….一….. ………… .. 円一.“山……….. 山……….“山…圃"山….. 山a“.什....;........................1 
|コスト効率乞 1適正である|必要最低限の費用負担である。.. 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

固

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I こども福祉課 保育係

中項目(施策)

次世代育成支援の充実

子育てコン、ンェルジュ事業(地方創生先行型)

，子育て世代が集まる子育て支援拠点施設等に積極的に出向き、
事|子育て世代の実態を拾い上げ、声のかけやすい子育て相談窓
業|口となり、子育て世代のニーズの把握、個々 に必要な情報提供
概|や相談、助言等を行い、子育て世代の応援及び自立を支援し、
要|いきいきと楽しく子育てができる地域社会をつくる。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

子育て支援員委託料 617，000 608，200 

支 庁用器具 195，000 155，304 
出
印刷製本費 135，000 135，000 

内

dR 消耗品 15，000 8，964 

1s 言十 962，000 907，468 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金 962，000 

財 県支出金

j内原 割合 地方債

訳 その他

一般財j原

合計 962，000 

人件費概算 |人工数(人役)I人件費(円)II交付税| 無 I I会計種別| 一般
| 0.151 865，2741 1 算入 1 ~ 1 1云on1'l!tJl'JI 

活動指標または成果指標 H25 

1 I子育て支援施設等の訪問回数

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|子育て世代の支援施策
妥 I什..山………..山………..川……...…..川..“山山…‘“川山..叫山‘村仙6μ.… ……. 山…‘刊巾6“...……"川川"川"..……"町山…..川叶..

※上段:目標中段:実績下段:達成率
H26 -l I H27 I目標 l

達成
度

当 |自治{休本関与の妥当f性生| 妥当である|子育て支援に関する事業は自1治台体が積極的に関与すベき事業であるo

性 |福象逼益言£)雨み長当雇副| 妥三で乞る|三育て世代で、あり妥当

目標達成度 達成している
有 t.............................................1

効 |類似事業の存在 |存在しない
性ト"'"…..ー……-…..，........1....・H・-………山1…H・H・
.上位施策への貢献度|貢献している|子育て世代の応援

.，実施主体の適正化 適正である|市が率先して取り組むべき事業
、効 t.......:............;.....................'..1

率 |受益者負担の適正化|適正である
性ト…H・H・....・H・..…........;...'....1..・H・-……-….......1.....
コスト効率 | 適正である|国10/10 .. 

課題

一今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金(地方創生先行型)を活用した事業

INol 34 1 

決算額(円〕

907，468 

907，468 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課骨・室・所得)I こども福祉課 子育て支援係 匹O[J

大項目(政策)

子育て世帯臨時特例給付金事業

平成27年6月分の児童手当(特例給付を除く。)の受給者

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

職員手当等 644，000 643，037 国庫支出金 28，027，000 

社会保険料 167，000 166，676 県支出金》

支
臨時履賃金 884，000 883，164 

出 需用費 67，000 66，327 

内 役務費 492，000 491，076 
~R 
システム開発委託料 1，767，000 1，766，880 

j財内原 割合

地方債

その他 雑入 。
一般財j原

訳

機械器具借上料 174，000 173，331 

子育て世帯臨時特例給付金 23，832，000 23，802，000 

-g 計 28，027;000 27，992，491 ぷロ』 言十 28，027;000 

人件費概算 |人工数(人でH 人宮匁~ I官|無|匝画 一般

若覇指標まfこは7成果指標

1 1給付対象者数

21給付金額

3 

H25 

4，085人

72，200千円

に決算額(円)I 

27，989，0001 

3，000 

491 

27，992，491 

臨時

| 妥 |目的の妥当性 |概ね妥当である|閣議決定に基づく事業であり目的の妥当性について検討の余地がない。

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|閣議決定に基づく事業であり自治体の関与を拒否できない。
性 lト"ト.. 札川叩}川.貝“山刊……}タ"川川….. 山…….. 山….. 山.. ….  

-対象(受益者Jの妥当性|概ね妥当である引|閣議決定に基づづ、く事業であり対象者の妥当性について検討の余地がない。

目標達成度 対象者に対する適切な給付が求められる事業であり目標設定にはなじまない。

i|持安保;::::::i:日夜::::
土位施策令の貢献度|概ね貢献している司|ド1人につき3，00ω0円と凸しい、ηう金額には疑問を感じるが、子育て負担の軽減にはつながるものと思われる。

効 |空空幣?空JE史]生ιit;免q111‘り山一，.ト....-一，.. J.!.面.;
I警杢 I受益者負担の適正化

'P可，.・E・・H ・・・H・R・ ~h.~...・・・・・・祖・・H‘・・・・H ・ 1.............................1.

;Iコスト効率ん I 適正である|全額国庫支出金で賄える事業。

4易

11| 
団;



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課E局冨室・所(係)1 学校教育課 学務係 匹I1 I 

三三|扉謹吾丙雇詩的負担を軽減するとEを画面}こ、国の就園 I対象|幼稚園に通う子供がいる家庭の保護者
主|奨励費補助事業が開始されたことに伴うものであり、国庫 l ! 
議|補助事業である。 I:手段|市で所得要件等の審査を行い、就園奨励費を支払う

要I I音闇|子育てを行う家庭の経済的負担の軽減

48，295，900 

三、67;821，900

lo-~ とご去で ヲ|木工数(人役)1こ人件費(円)I 三鮒税 1* 1 1三三 1 _"Iu 1 
三;三木件費概算 1三汁 o叫 865.，;741 I~c 算;;1 有 11会計種別| 一般 | 経常

100% 1 100% 

活動指標、または成果指標?っ三てて ， H25 ..， H26 

589(人) ， 642(入)
1 I申請人数/認定者数 I 547(人) I 606(人)

21保護者への周知をお願いする幼稚園数

淵
一
齢
…
即
断

!
 

9
一
回
一
ロ

叩

m

一即断齢

昭
一
山
一
山

3 

一一目的の妥当性 | 妥当である|国の事業として全国的に行われている
妥:1:;示山....・H・-………..;...1 ↓ 
当:三自治体関与のの「妥当性| 妥当である|国の補助事業である
佐Z 卜卜.……..……….日………冒日…ヨ日一.目.……….町...，.....………..……..…....…..恒.
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|所得要件あり

目標達成度 |達成している|要件該当者に申請漏れがないように、幼稚園経由で周知している
有十..……-…………-……...・M ・-………i

効三|類似事業の存在 ;五|存在しない
性三I 4 h :J J :ぞぎ二、三三二?ラ，.，.ι一一」γ1
ニ 1土位施策への貢献支度|貢献している

の適正化 適正である|市が主体として行う事業

担の適正化|適正である

蒜誌E両弱泌半ぷι~<二......;.，竺寸ケγγ!二γγ:γr一将! .. ' 露吾言目三与三三民占

子育額て支や援認対定策基の準一の層見推直進しがを行図るため、随時認定基準や支給額の見直しが必要である。平成25年度、平成26年度ともに
支給 われ、制度の拡充が図られた。また、平成27年度からは子ども子育て支援新制度の施行に
より、施設型給付の幼稚園に移行した幼稚園については、幼稚園就園奨励費が支給されなくなったo今後は、順次、施設型
給付の幼稚園に移行していく園が増えてしてと見込まれるが、移行しない幼稚園に通う保護者が不利益にならないように、整
合性を図り、制度を拡充していくことが求められる。

一の向今性後方 計画どおり事業を進めるととが適当 改時善期

固



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局盲室E所(係)I 学校教育課 学務係 匹亡ヨ

至|関野球T祭器搭惣野晶1V域|峠校時う子供山家庭の保護者
呆|から要保護者の就学援助費及び特別支援教育費を除 |手段|市で所得要件等の審査を行い、就学援助費を支払う
塑|き、国庫補助が廃止され地方交付税措置となった。 に竺 i
安 I I意図 保護者の経済的負担の軽減を図り、学校への就学を支援する

|三三 歳出

扶助費

支
出
内
訳

合 rn;

予算現額(円) 決算額(円)

16，492，000 14，646，381 

16，492，000 主 14，646，381

|人工数f人役汁二木件費(円)1 

10.21  1，153，6991 

活動指標、または成果指標二壬

申請人数/認定者数

周知方法(広報掲載1回、校長会1回、仮入学時
21 
に新入学児童への周知1回)

3 

1， 三三=一一三一一章二 入

書主鍋訳嗣主量2手三ー詞合三

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 士二

ー般財滞:二ミ

合.C~t 

目的の妥当性 τ?三 I妥当である|国の事業として全国的に行われている
妥 }ド目……….日一….叫山……‘H山.. 山.. 叫…量"山.. 山….ら，0-;，:一叩~示ぷム.. ぷ.. 山…….. … .. …...… .. 山山….“山.. 山....山.. 山山‘“川.凶斗.

至算現額〈円)

2.2% 250，000 

97.8% 16，242，000 

16，492，000 

一般

当ニ|旧自治{体本関与の妥当性|妥当である|要保護者及び特別支援教育費は補助対象。その他は交付税措置

性二-cF.?…一i主.. 
I対象(受益者)の妥当性|妥当である|所得要件あり

|有I.~.:.~~.~.，... 忌|黙とさ三|???.21b????手IC--C円三国frf
効 |類似事業の存在ご |存在しない
性 トー...がーヂ;..;~;，.;:，，;:.;;..， .......I

三三I土1立施策;，.ミの貢献度!貢献している

"~ ~丹空??EEjF芳三 I.!.主主性ど--C1T?*票
率 |受益者負担の適正fl:il適正である
性 1.….................-.oi.戸.......o..・I・H・..........・H・-…・・・1
ぜ M3~h効て率三子三 |概ね適正である|要保護者及び特別支援教育費は補助対象(補助率約50%).. 

ぅ決算額(円I
321，700 

14，324，681 

三三 14，646，381

経常

保護者の経済的負担を軽減し、学校への就学を支援していくために、随時認定基準や支給額の見直しをしていく必要があ
る。平成25年8月から生活保護基準の見直しが行われたが、国の他の制度に影響を及ぼさないように配慮するという方針を
受けて、基準額は据え置いている。

課題ご

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当 時改善期

固



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課E局盲室・所(係)1 学校教育課 学務係

主|国の要保護及び準要保護児童生徒援繭補職事業 I対象d中学校に通う子供のいる家庭の保護者
ιlが開始されたことにより本事業が始まったが、平成17年度しへ l 

回二百

事|から要保護者の就学援助費及び特別支援教育費を除 |手段三|市で所得要件等の審査を行い、就学援助費を支払う
|き、国庫補助が廃止され地方交付税措置となった 1 1 (.._-， 1==11"'+'"" I IJJ'7.J'" 1，.7U....L.L..1..... "i "''''L.:...J/.，J ~ I.J 'I/UJR j..El..."-'d-o -"''-0 I意図|保護者の経済的負担の軽減を図り、学校への就学を支援する

て二三三歳三こ出三三た手三三|予算現額(円)1決算額(円J
扶助費 1 21，445，0001 19，666，182 

三去二'
三出三
三内

I二訳

合」計 |二 21~445;öOÞI 二; 19;666;1821 r 合計
lAエ数f人役)I人件費(円)1 1交付税 1 t- 1 

;人二件費概!.，. c;lu _....  0.;1 . "~，~5;'，~，叫 | 算入二11f 1 

三三活動指標Jまたは成果指標

1 I申請人数/認定者数

H25 I H26三三
474(人) I 458 (人)
442 (人) I 428 (人)
93.2%一 I 93.4% 
2(回) 1 2 (回)

21周知方法(広報掲載1回、校長会1回) 2(回) 1 2 (回)

100% 1 100弘

3 

目的の妥当性 |妥当である|国の事業として全国的に行われている
妥 f....叩…….........;.…"…山1.............................1・

20，884，0001 19，077，882 

田昌弘0001"二町出向田

当 |同自治f体本関;与写の妥当1性主| 妥当である l要保護者及び特別支援教育費は補助対象。その他は交付税措置
性ミ 1;;一一一一旦り?山.. …一...….二ι片...負五示吊Jヂ示hヂ戸戸"ム.
l対象〈受益者Jの妥当性|妥当である|所得要件あり

|三 I目標達成度 |達成しているi受給率は約25%。広報や学校を通じて周知を図っている
:有ト・H ・H ・……….......….川…1..........・H・........・H ・...1..

効 |類似事業の存在 l存在しない

1li]~伝説説|議日ミ|
手l~.衿??空里子 |翌rT21T.??と217.ぞ
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 1....一…・・1・・・・iii.....…・・山I・M ・.......・H・.......・H ・...，"…・・・

|コAド効率二二;三三云|概ね適正である|要保護者及び特別支援教育費は補助対象(補助率約50%).ト
，1保護者の経済的負担を軽減し、学校への就学を支援していくために、随時認定基準や支給額の見直しをしていく必要があ
，1る。平成25年8月から生活保護基準の見直しが行われたが、国の他の制度に影響を及ぼさなし、ように配慮するという方針を
|受けて、基準額は据え置いている。

璽題

奇麗
の方
向性

園

計画どおり事業を進めることが適当 lpil 



様式1号(事務事業評価)

回二日学務係学校教育課平成27年度事務事業評価シート|課E局室・所(係)1 

占 E証享憂扇丙認定を受けだ児童生徒が、学校検診で一定

重|の疾病に擢患している場合に、その疾病針台療するため
概|の医療費を助成する。

:要

市エ:

100.0% 

予

n
u
-
A
U
 

q
L
-
n
L
 

n
b
-
P
O
 

，.， 

7
=
t
 

o
口
-
口
0

1
E
4
-
一噌

'i

，.一一，

1
Eム
四

4

・i

経常

1，848，000 

1，848，QOO 

一般
|人工数(人役J!モ^件費(円)! 
|0.11  576，8501 

三歳三出 予算現額(円) 決算額(円)

扶助費 1，848，000 1，187，620 

支出訳向

合 r 計 1，848，000 1;ln62Q 

人件費概算4

三若耕昔標、または成果指標三

医療券発行者数/治療した者の人数

2 

3 

|マ |目的の妥当性三 |妥吋る|国の事業として全国的に行われている
妥 }トトト.吋叩....……..山…….“山..山....1川….川，.“ .山.. ….  
当 |自治体蘭与の妥当性| 妥当である I就学援助の一部であり仇、交付税措置
性 lト卜n…且z 日.. …川.. 叩小…..，一一プ一.戸.一そ戸主E一…L一一.日….日.. 一ιム一一一…ι...一.. ….言…九Lム......リ小Pρ...…….. …… .. 一……E日….. ….. ……….目E日1............................. 十
I対象〈受益者)の妥当性|妥当である|所得要件あり

正l.~.!:~~.守 口 i三;....1空是f三土?どv'三:三叶~..l刊ポJ.:佐‘空主翌翌巧a雪戸給戸T照2竺?
効 |類似事業の存在三=二~1存在しない
て性ト....................... 討 l 
上位施窒への貢献度|貢献している

|効 n妻子守1*0)空開山I....~.~.~~~....Iでどさ?とffi芳
三事f三I受益者負担の適正11;;1適正である
三三性 1...: ャ " .. i. ~. .-.-i-~-~ -~:，示|

コスト効率三ミ三予 |概ね適正である

.... 
保護者の経済的負担を軽減し、学校への就学を支援していくために、随時認定基準や支給額の見直しをしていく必要があ
る。平成25年8月から生活保護基準の見直しが行われたが、国の他の制度に影響を及ぼさないように配慮するとしづ方針を
受けて、基準額は据え置いている。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

向性

園



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室d所得)I 学校教育課 学務係 回二百

手段|市で所得要件等の審査を行い、就学援助費を支払う

|保護者の経済的負担の軽減を図り、学校への就学を支援す
意図|る

合計

〈円)

61，479，000 54，978，293 

61，479，000 5:4，978，293 

壬 目(ー品、，、山川 (川品、I ，1"I I ιJ交付耳税見主ご二1| 
人件費概主竺:

※上段:目標

吉IiS!動指標-または成果指標 γ 1 H25 1 H26 
1，378 (人) 1 1，438(人)

申請人数/認定者数 I 1，261 (人) I 1305 (人)
91.5弛 I 90.8見

2(回) 1 2 (回)

21周知方法(広報掲載1回、校長会1回) L:二注目仁:!:::21時二:
100% I 100% 

一般 経常

3 

f一=プ=一主三二二一1亘的の妥当性 ご三| 妥当である|国の事業として全国的に行われている
三妥 |トい一よふ山J瓦...主λ..山…..、

当 |同自治体関与(J)ロ妥当住 I妥当である|就学援助の一部であり弘、交付税措置
性 lト卜卜ト"山….日a日aベ山…夫υ円…門.日…..川....…..…..… 主主"….-....台う...“………..………..….“…ぷ..孟云..……….ι……J一…..… 1.............................1 
対象{受益者7の妥当性|妥当である|所得要件あり

主;1望号明 王パ I..~~.~.:.~.~~..I田子守男!?:.5.で??.:.F.?月♂三
三効 I類似事業の存在子:三|存在しない
性 I....................;...'.....d坦|
上位施策へ白貢献度|貢献している

二説i三|書聖子.明里!?lF22172ヲfffZ27ぞ
i之率三|受益者負担の適正化 I適正である

市 I~広君主主 .. 
IすJ 三点I保保傭語駒の経僻問済糊的糊負担を軽醐醐減蹴じ、学称枝が的ベゆ丙峨就学特を支球援
|防る。平成25年8月から生活保護基準の見直しが行われたが、国の他の制度に影響を及ぼさないように配慮するという方針を
|受けて、基準額は据え置いている。

課題.

蜜
方
性

一
今
の
向

計画どおり事業を進めることが適当 1==1 

園



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱?岳所得)I 学校教育課 学務係 匹CIJ

少子化対策として、 3歳未満を対象とする「多子世帯保育 対象 幼稚聞に通う第3子以降の園児
料等軽減事業」を改善し、幼稚園児も対象とするために創

事概要業

設した補助制度。これは、県と市の合同の事業であり、第
一一手段二
就園奨励費を支給後の実質負担園料に対して、階層に応じ

3子以降の幼稚園児に対して幼稚園就園奨励費に上乗 全額又は半額を補助した
せして補助するもの。具体的には世帯の所得階層区分に
応じて、第3階層の者には保育料負担額の全額(県・市1/
2ずつ負担)、第4階層以上の者には半額((県・市1/4ず
つ負担)を補助した。 意図 幼稚園に通う子がいる多子世帯の経済的負担を軽減する

一一一ーと
ザ歳 出 予算現額(円) 決算額(円) (円)

喜:きて幸 扶助費 5，315，650 5，315，650 

50% 2，776，100 2，776，100 

内
J 訳 236，550 236，550 

2，776，100 2，776，100 

三:二三合 計
一#---一

5，31t，650 9;315;650 三三 5，315，650 T ニ 5;315;650

l 件費均三
l 三 活動指標ょまたは成果指標三 H25 H26 

1 I認定者数

21保護者への周知をお願いする幼稚園数

3 

妥 l目的め妥当空 ，....:.，1 空当である l生三化烹策の一環であり、妥当である
当 I自治体関与の妥当性|妥当である I幼稚園就園奨励費の上乗せ事業であり、妥当である
tz雨量(当益者j記妥当性'1 妥当で返る t功稚園に逼う第i子以降ゐ画克がし・;五世逼であb-、妥当である
.目標達成度 |達成している|要件該当者に申請漏れがないように、幼稚園経由で周知している

有 I...........;~;;，;"{........................I
効 |類似事業め存在 I存在しない
性 |ι王証遍議ぶ二ぷ量説語逼|貢翫.じ主石ぷLぷ;屯司る斗|必苔許許.面石「伴手
姑三三:て三ぞ~I呈実:施主俸貝適正:化f化bι二 I 適正である |市.県が連携して行う事業である

手一二 I通説員五晶玉jitT誼孟宅五日.副議判官iZ五しそ遍弘子持来志6:逼王巡2
cl:J: Iコスト訪率 、八 九 |概ね適正である|財源:県1/2・市1/2

.レ
課題

2、今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期1

固



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課且局室置所得)1 学校教育課 学務係 回二口

就学援助費については、経常予算要求において平成26
対象
小学校に通う子供のいる家庭の保護者(所得要件を満たす

年度と同等額を要求しているところであるが、平成26年度 者)
事 は就学援助の認定者数が前年度に比し55人増加したこ 二季段 市で所得要件等の審査を行い、就学援助費を支払う業 と及ひ'消費税が上がった関係で‘学用品費の単価が増額
概 されたことを受けて、 12月議会で140万増額補正した。

二意図要 平成27年度についても、同様の予算を確保するため、増
保護者の経済的負担の軽減を図り、学校への就学を支援す

2 

3 

額分を臨時要求するものである。
る

三三歳ュ 出 予算現額(円Jj夫算額(円)
;扶助費 1，953，000 1，953，000 

訳出主両三三三

合計 戸、1，953，000 1，95:1，000 

人件費概算 iヤード竿入役)瓦再葺T同7

活動指標、または成栗福事 H25 

申請人数/認定者数

ミ云云三主|目的の妥当性三 | 妥当である|国の事業として全国的に行われている
妥一-一iト.…….. 山山…….. 山山…….. 山……….. 山……….. 山山…….. 川山.. 山….“山.... 山……….. 山山川.. 山山.. 山.“‘u山.山，ザL、?…1一己….. 処…一一山り…..1ト卜ト"…………..山….，……….“….目….日.......................1
当 |自治体関与の妥当性、|妥当である|
性ト…......…ぷ・・M・E・-・…・..，.............................，

|対象(受益者)の妥当性|妥当である|所得要件あり

-・・・E・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・E

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・E・

|旧目標達成度 三l達成している|受給率は約25%。広報や学校を通じて周知を図つている
有 ~ fい....….巳山叩..巳…..山..……….川..……..川……..山…..山...山…川..山川..川'0….. 山…….. 山….. 山...いい刊怜円.. 川叩叩.勺引円y円川..元…"山.
ニ劫効;三弓|類似事業の存f査コ | 存在しない
ミ性 fトトト“………….“…….. ………….“………….“山……….“山…….. 山….. … .. “……….“山….“山…a“山..♂←←日…...…一.自一、

マ.1上位施策イ示?示"の貢献度|貢献している

I効|型計ぞ円ιlF22lff常任fZ17Jぞ
率三|憂益A者負担の適正記|適正である

三乞:了.1コスト効率7三ι |概ね適正である .. 
三課計三題三

就学援助は所得要件があるため、正確に受給人数を事前に把握することは難しい面がある。

今の向後性方 事業の終了 改時善期

圃

一般 臨時E 



様式1号(事務事業評価)

匹I9 I 学務係学校教育課平成27年度事務事業評価シート|課・局冒室・所得)I 

就学援助費の中には、新入学児童学用品費という項目が
対象
就学援助が認定されると見込まれる者で入学準備のため資

あり、学校へ入学する際にかかる費用を補うため、小中学 金の貸付が必要と認められる方
校1年生に対して、学用品費に入学用の支度金を上乗せ

ヲミ段
2月に申請してもらい、就学援助の仮審査。 3月に貸付。翌年して就学援助費を支給する仕組みになっているが、実際

に支給するのは、前年度の所得の確定後になるため、 7 度の就学援助で返済

月初旬となる。よって、ランド、セルや制服等の入学準備の

意図ための費用が工面出来ない方を対象に支度金の貸付制 入学準備のための費用が工面出来ない方に対する教育支援
一一三

度を創設する。

t円)康三出 予算現額(円) 決算額t凹)
貸付金 940，000 903，5401 

t
三』回h 計三 . ;c(c:，:. 940，000 匡 903;6雪

臨時一般無
交村税
算入

|λ王数t人役汀f瓦再葺(回?l
T1 0.051 288，4251 

;入件費概算

H25 活動指標、または成果指標

1 1貸付を行った人数

周知方法(広報掲載1回、校長会1問、入学通知 E ・2

21 同封1回)

:芸芸ぞ二1てq日，13門円空一雪竺号性竺'11;一.ムぷL
二当 |同自j浩古休関与の妥当性| 妥当である

性 t元年長逼jjp言説j'm;;妥当司王J4扇面二弘主王者三偏見露天j説記i;局長以五福芸品己
ーて|問目標達成度三
有三ベIトト.. …… .. ….日…....…….. ….日.. … .. …. 

γr効三I類似事業の存在三=三三 I存在しない
三性 Iいい.“山…-“.
|上位施策への貢献度|貢献している

1紘一|勃主{向車主化 I適正である|児童生徒の就学支援のため、市が主体的に行う事業である
も率三|受益者負担め適正也|適正である|平成27年度は、 22名に貸付
三三よ性 、J.……"川叩，.，.川叩'リヴ勺yξ♂一.. ……ζ…....ザ戸主Fムμ片'.....ιぷふ一…Jλιふ…i孟而而.. 川...……….. 山……….. 山……….. 川….. 川….. 山......同.. イ'
I:::J.コ2旦里卜効率lソ、う三イ山 1適正である|貸付金は翌年度支給される就学援助で返済

-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・E・..
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・E・・・...3 

---平成27年度から始めた事業であり、 22名の方に貸付を行った。貸付を受けた方からは非常に感謝され、大変効果がある事
業で、あったo一方で、制服やランドセル等の購入が経済的に困難であるかどうかの判断が自己申告のため、制度の趣旨を

課題 しっかり周知していく必要がある。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

l 向性

園



様式1号(事務事業評価)

匹[KJ学務係学校教育課平成27年度事務事業評価シート|課・骨岳所得)I 

; 士歳三孔 、予算現額(円)三決算額L円〉

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源三三 100.0% 140，000 50，000 

合三計二三 ザ 140;000 50;000 

歳三出 予算現額(円)ヤ決算額(円)

扶助費 140，000 50，000 

主克由訳肉一壬主三7ぞ主主士子

合計 ヨI丑0，000 50，QOO 

経常一般無
交付税
算入:

|人工翫五夜)1人件費用下|

|0.01 1 57，6851 
人件費概算

活動指標、または成果指標

1 1校長会における周知回数

)
-
)
・
6

回
…
回
一
削

，，E
、“，，目、.，・
1

唱

E
よ

H
唱

E
A
U
4
1
J

21支給件数

)
且

)
H
b

回
一
回
一
仰

唱

a
A

“司・
A
H
4
'
i

l
l・
守

E
E
l
-
-
-
E

回
…
回
…
州

司
自
よ

H
4

・i
・4E
i

31広報への掲載回数

E且目的の妥当性 rごて三J三三斗| 妥当である|交通遺児の就学.就職を支援する
妥 ......~ι吐竺山Jア一‘j川ふ一Lし一…….. 川….. 山山.. 山....山.. 川山.日山‘“川山川.. 山山….. 山.. 山...山…….. 山.. 山..… ι山.. ふ亀ι...山Eθ山円円.. 川山.. 山….“.
当主主司当ττ|同自治体関与の妥当性| 妥当である|寄付金を原資し、交通遺児を支援する役割を担う
桂三ト............・…・4・・Lふふ....・H・..1...，.........................1
|対象(聖益者)の妥当性|妥当である|対象者は交通遺児

fl l~，~~~:'~ι.，.......1 黙と勺，.~~..I
効 |類似事業の存在w 三|存在しない
性手r'i.:;ん・ ?壬 :.;;..:1 
三|土位施策八め貢献度|貢献している

ネ|帯主主ザIE1とJFffff?!??県烹勿三-C1.-¥6
l 苧 |受ー益者負担の適正信:1適正である
唱す:!: ..;訂正面..;;........................;.....;."..，

三i~I.5~ト効率三三三子|概ね適正である

.レ
申請漏れが無いように、しっかりと周知していくことが必要。現在は、校長会の会議を通じて年数回の学校への周知と市広報

「課題

にも掲載している。

話二 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

※上段:目標
、1.' H25こ 1 H2B 

し烈目(.......1....ぷ思]
3(回) 1 3 (回)
l00.0% 1 100.0% 

目標設定不可|目標設定不可

2(件) 1 2(件)

園



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課圃局・室・所得)1 こども福祉課 子育て支援係 INol 13 1 

子育て支援ネットワーク事業

査|品世帯端出鐸22日長|対象|虐借受けている児一障害ーを抱えている児童
霊|障害児の療育及び家族への支援等、児童の健全育成の|手段|協議会開催により関係機関の連携を深める
霊|ために必要な取組を行い、関係機関相互の連携を図る。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 2，000 。
支 報奨金 10，000 7，000 
出
普通旅費 6，000 2，000 

内
訳

dEbヨ、 計 18，000 9，000 

人件費概算
|人工数(人f回I人件費(円)1 
|0.251  1，126，5031 

活動指標または成果指標

1 I代表者会議開催回数

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財瀬 18，000 9，000 
J 

ムロ 計 18，000 9.000 
白与

官|無||会計種引 一般 経常

H25 

1回

1回
W
泊

-

"

n
u
-

明

D
一
回
一
回

o
r
o
r
b
 

!
 

町

苅

-

川:
 

か
一
回
…
因

。一
6
H
6

!
 

21実務担当者会議開催回数
100.00% 1 100.00% 

3 

目的の妥当性 妥当である|児童福祉法に基づき子どもたちの人権を守るととを目的としており妥当。

ilH25房長妥当:[:2315:!日時三訪日j前日記号主主二..........
目標達成度、

対象(受益者)の妥当性|妥当である|児童福祉法に規定する要保護児童が受益者となり妥当。

達成してし活|目標どおりの協議会を開催している。

I : I~伝説の存在....."1五五日i; ・
性斗幅員二品説|説白石|逼記長言語ぷ;当証じ二日;

I t<h 1実施主体の適正化 |適正である|児童の健全育成は市が積極的に関与すべき事業である。
効 ~十トlトト.. 仰山……‘"一….. 一一、f一.“...山….
率 |受受!益者負担の適正化 I I受益者は要保護児童であり仇、受益者負担と凸い、ηう概念にはなじまない。
性 1.い-叩山~ヤ“山引…….“山……….“山……….. 川山.. 山……….. 山….. …….一…i一.………...山…….. 山……….. 山….. 川….. 山.. 川…….. 山….. 山….. 山……….. 山……….. 山……….. 山……….. 山……….. 山….. 山….. 山..… 
JιI:::Jコスト効率、 l'適正である|必要最低限の費用負担であるo

司ι

'-

改善寸

干の方、 計画どおり事業を進めることが適当
時期

向性

一
記
項
一

一
特
事

ι

一



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I こども福祉課

<d:-I ことばの遅瓦苓嘉音王手示気になる未就学の扇克に対し
宝|て、小野田小学校及び厚狭小学校に開設していることば

子育て支援係 匹I14 I 

議!の教室幼児部で言語指導を行う。 I手段|遊びを通して聞き取りゃ発音、発声練習等を指導する
要.

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

非常勤特別職報酬 5，040，000 5，027，040 国庫支出金

支 消耗品費 60，000 59，545 Rオ 県支出金
出
燃料費 20，000 9，040 

内
源割
地方債

内合
訳 J 総合療育シスァム委託料 100，000 55，000 訳 その他

一般財踊 5，220，000 

dE』ヨ 計 . 5，220，000 5，150，625 ムロ 言十 5，220，000 

人件費概算 「数l人間性別|想見|無 Il::竺l一般
活動指標または成果指標 H25 

1 I指導児童数 50人 78人

2 

3 

|同目的の妥当性 I 妥当である|早期から未就学児のことばの遅れに対する指導を行うものであり妥当。
妥 ト“向山….. 山..io，山…"山…….. 川….. 叩山….. 山....川....叩….“圃
当 |同自治体関与の妥当性| 妥当である|発達障害者支援法第3条に基づき市が実施すベき事業である。
押 '仲...…..山..川..山刊…戸叫山山"山…..山..….“山….日山...川山..山‘“...山…..山山....・… ・...". ・'~I"" •••• ••••••••••• ••••• .....1 

|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|ことばの遅れが気になる未就学の幼児を対象としており妥当。

旧標達成度 I I目標設定にはなじまない。
有 1...・・・“....・・H・H・..…H・H・...・M・-“1・....・H・.....・H・.....・H・..1...・H・-…
効.I類似事業の存在 |存在しない

性…fI雨量二ぷ言語長|五込山花|伝説芸品五五五:
実施主体の適正化 |適正である|発達障害支援法第3条に基づき市が実施すべき事業であるo

効 l……“M・M・…H・H・-…H・H ・ト............................，

率|受益者負担の適正化|適正である|受益者負担金の徴収はふさわしくない。
性 l…H・M・-……………1.............................1

一

r 

課題

γ今の向後方性

特記
事項

コスト効率 適正である|必要最低限の人員及び費用負担であり適正。.. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

決算額(円}

5，150，625 

5，150，625 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I こども福祉課 子育て支援係 匹DIJ
大項目(政策)

1|安心して子どもを生み育てるととができる環境づくりI1 
白山計画名

，心身障害児面瓦通園施設「な孟瓦薗J-a:開設し"'"JL'房扇吾克
事hこ、障害の特性に応じ、日常生活に必要な基礎的な技術習慣態
業|度の養成及び団体生活への適応訓練を実施する。
概|社会福祉事業団が指定管理者として園の運営を行っているo

対象|児童福祉法に定める肢体不自由、知的障害、盲、ろうあ等の障害を有する幼児

手段l障害の特性に応じた基礎的な技術習慣態度の養成及び団体生活への適応訓練を実施
要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

保険料 37，000 36，392 国庫支出金

支 設備保守委託料 37，000 36，288 財 県支出金
出
指定管理者委託料 33，038，000 33，037，714 

内
源割
地方債

内合
言R 機械器具借上料 273，000 188，460 訳 その他

園用器具費 30，000 28，700 一般財源 33，415，000 

dE』ヨ 計 33，415，000 33，327，554 、」ロ』 計 33，415，000 

人件費概算 d |人工数(官~人件1251 1叡見|無|同問| 一般
活動指標または成果指標 H25 H26 

1 I通所児童数
，..… ii3X........r........zox.... 

2 

3 

目的の妥当性 '1妥当である|障害を有する児童の能力の育成及び助長を目的とする事業であり妥当o

i11術指定|:22151:院長時三552Z15校時52;:::::

決算額(円}

33，327，554 

33，327，554 

経常

対象(受益者)の妥当性|妥当である l肢体不自由、知的障害、盲、ろうあ等の障害を有する幼児を対象としており妥当。

|目標達成度 I I目標の設定にはなじまない。
有 ト山….“".山…….“山..叫山…….“山"山"一……1……"叫川"

o 2 |陣剛類捌似事諜業の仔守間在 ..:1 存純在しない I.~~市納内に閣類似附施設制はな恥い川

上位施策への貢献度|貢献している|児童の健全育成に寄与する事業。

I品 l実施主体の適正化 |適正である|発達障害支援法第3条に基づき市が実施すべき事業である。
叩 ，.“"・山川....o・H・..........““・・，....1 ・，.

率 |受益者負担の適正化|適正である l受益者負担金の徴収はふさわしくない。
ν 性 lト卜.“山….. 山.“‘山山…正“山.“山.“.. “一‘ベ…一?ヤ叩.. 川山.“山.“...山……"山.....円1戸円…"山.. 山…….“山.“山.. 山……且H山"山..川. 
. 冶コ=スえト効率 らヘ |検討が必要 l法定施設への移行により札、指定管理料の減額が見込めるo

，.. 
市内の他の障がい者施設(まつば聞、みつば園、のぞみ園)のように、法定施設への移行による自主財源(報酬)獲得によ

課題

今の向後性古

特記
事項

り、市の費用負担を低減することが可能と思われるため、その方向性で、の協議を行ってして。

事業の進め方等に改善が必要 改時期善 28年度問善に着手 l



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I こども福祉課

事|ひとり親家庭の就職に有利であり、生活の安定立長する
業|資格の取得を促進するため、自立支援教育訓練給付金
概|及び高等職業訓練促進給付金を支給し、ひとり親家庭の
要|自立を支援する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入

自立支援教育訓練給付金 100，000 。 国庫支出金

支 高等職業訓練促進給付金 9，246，000 8，242，000 

内出 償還金 1，803，000 1，803"，000 

Fオ 県支出金
j原割
地方債

内合
j 訳 訳 その他

一般財j原

合計 11，149，000 10，045，000 合!計

人件費概算

活覇福薦または成菓子首謀 H25 H26 

1 1自立支援教育訓続給付金支給人数 ....ox.…1・“ OA…

21高等職業訓練促進給付金支給人数
同 ...fiX..........I...........sA…・

3 

子育て支援係

予算現額(円)

3/4 7，009，000 

4，140，000 

11，149，000 

一般

|目的の妥当性 1妥当である|経済的に不利なひとり親家庭の自立を目的とした事業であり妥当。
妥~:.・H・...・H・"...…...・M・....・H・ .;;1 ・|

当 |自治体関与の妥当性!妥当である|厚生労働省の通知に基づいて市が実施主体となる事業である。
性 f:.・H・....，..，…山….......・H・....1.............................1
l対象(受益者)の妥当性|妥当である|経済的に不利なひとり親家庭を対象とした事業であり妥当。

且目目標達成度 .1 I支給人数の多寡で成果を図ることはできず、目標設定にはなじまない。
有 lト.. 川.. 山"山川..~引刊山川司"川…….. 山.. 山…….. 山……….. 山….. 山….. 川...…….. 山…….. 山…関"山.“.山-
効|類似事業の存在 九|存在しない

性!エ雨量二ぷ説長|説Cモ~.~~.T~.~.偏言語ぷ主語;;晶子五量五三LL:
.実施主体の適正化 適正である|厚生労働省の通知に基づいて市が実施主体となる事業で、ある。

効 iト.. 山……….. 山………且H山….. 山….. 山....山… .. ……..叩山…司"山山.. 山……….. …… .. …… .. …....……"山山.... ………… .. ……… .. …山.. 川.叫.
一…………

.. 山….. 山...1....“山……….“山……….“…….“…….. …....………… .. ……… .. 山….. 山....………….. …… .. ….“...………… .. …… .. 山....…叶'1… 
J率 |受益者負担の適正化I I受益者からの負担になじまない事業であるo
性 1:

…… 

.. 川……….. 山……….. 山….. 山….. 山.... 山.. 叩‘"別川….. 山….. 山山.. 山...………陶H山……圃向山….. 山.. 川…….. 川….. 山…陶H山.“...山………“山….....……….. 山…….. 山….. 山....….叫叩J司，:1ふ:1小:1...

コスト効率 適正である|厚生労働省の通知に基づく給付を行っており適正。

...... 

課題
〆

今の後
方 計画どおり事業を進めることが適当 改時善

期
向性

固

匹[}[]

決算額(円)

6，549，000 

3，496，000 

10 ，04~ ，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I こども福祉課 子育て支援係 匹LiiJ

.....1 母子及び父子並びに募扇福祉法第8条第1項丙扇YEに
芸|基づき、母子・父子自立支援員を設置し、母子、父子及
概|び寡婦の自立に必要な情報提供及び指導等を行う。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

非常勤特別職報酬 1，731，000 1，730，400 

支 消耗品費 30，000 28，133 
出
通信運搬費 20，000 19，980 

内

I ~R 母子寡婦福祉連合会補助金 98，000 98，000 

合計 1，879，000 1，876，513 

母子寡婦福祉事業

歳 入 予草麗額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 55，000 54，120 

源内 割合 地方債

訳 その他

一般財j原 1，824，000 1，822，393 

A ロ 計 1，879，000 1，876，513 

人件費概算 l司人生|人空白~I 甘い|同判一般 経常

活動指標または成果指標 H25 

1 1母子、父子及び寡婦相談件数 215 289 

2 

3 

:|開空|叩lmr!??ffffffff投
下当 |自治体関与の妥当性|妥当である|母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき市が実施すべき事業。
性卜…...・・E…"ふ・............;.1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|経済的に不利な母子、父子及び寡婦が受益者となり妥当。

目標達成度 1 1目標設定にはなじまない。
有ト.~，. ••••. ~...・B・H・..…“H ・H・..，・山・ 1..・H・...............・M・ ....1

効 |類似事業の存在 1存在しない

性王両ぶ伝説:.，五両日'~'~;;"I ぷ28議長長i手伝子通量:
実施主体の適正化 適正である|母子及び父子並びに寡婦福祉法に基づき市が実施すべき事業。

効 t..・H・H・-・向H・H・oo...・H・....・H・...，.............................，
率 |受益者負担の適正化 1 1受益者負担という概念にはなじまない。
性ト山……………………1.............................1
|コスト効率 1適正である|必要最低限の費用負担。

..... 

課題

一九

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

固



目

様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シートl課・局冒室包所(係)I こども福祉課 子育て支援係 回三日

児童扶養手当事業

至143塁王宮市立22222若手出品|対象118闘の児童を養育…親家庭…又は養育者
吉|による一部停止、全部停止あり。

霊|※支給額:全部支給仰30円(1人)、 2人目は弘000円
l加算、 3人目以降は3，000円加算 |意図|ひとり親家庭の生活の安定と自立促進及び児童福祉の増進

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入、 予事事額(円) 決算額(円H
消耗品費 138，600 48，219 !国庫支出金 107，247，000 107，152，8631 

'支出
通信運搬費 20，000 16，345 

内
児童扶養手当障害認定業務委託 5，400 。

財 県支出金

j内原 割合 地方債

訳 児童扶養手当 321，265，000 321，192，460 訳 その他

償還金 73，000 72，060 ー般財j原 214，255，000 214，176，221 

』E』:亀 計 321，502，000 321;329，084 ~ ヨ 言十 321，502，000 321，329，084 

. 出 ， 目 由

人件費概算、 i 人工数(官~人{支払川智1 無|同問| 一般 経常

活動指標または成果指標 I H25 

1 I支給者数
...話OA“・・・・T........667X........

2 

3 

|目的の妥当性 |妥当である|児童扶養手当法に基づき児童の心身の健やかな成長を目的とする事業であり妥当o
j 妥~ト山山H・H・...……H・.，.……，.............................，

当当 I自治体関与の妥当性| 妥当である|児童扶養手当法に基づき市が実施主体となる事業。
性 h.“山..  …. 
|対対白象(受益者Jの妥当性| 妥当である|経済的に不利な母子、父子が受益者となり妥当。

有|目標達成度 1.............................1.対象者に対する適切な手当の支給が求められる事務であり目標設定にはなじまない。t.....・・・・・・・・・・ ・....H“.....・........“E・.・・....・M ・M ・..・・・・・・・・・・・・併

効 |類似事業の存在 I存在しない

性|エ雨量二長雨|説仁三三!日記長ふみi:首長子五五五:
|実施主体の適正化 |適正である l児童扶養手当法に基づき市が実施主体となる事業。

1 効ト川…H・H・H 山川川・I....==...:.:.~..:....I.
率， 1受益者負担の適正化 1 l'受益者負担という概念にはなじまないが、所得による支給制限がある。
性 l…H・H ・…・...・a・..………・"“1.............................1.
コスト効率、 適正である|支給する手当以外は人件費のみ。

4易
、

J課題

今の向後性方 J 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

薄 I~Jt~~=ljî:



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課局室R所(係)I こども福祉課 保育係 回三日
中項目(施策)

仕事と子育ての両立支援

一時預かり事業

事|私立保育所(6園:焼野・須恵・さくら・真珠・貞源寺第二・|対象|育児疲れの解消及び緊急・一時的に保育が必要な家庭
業|あおし、)で実施する一時預かり事業に対して補助金を交
概|付する。保護者負担金:1日利用1，800円半日利用900
要|円。同額を保育所に補助。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

一時預かり事業費補助金 4，020，000 3，150，900 国庫支出金 1/3 1，365，000 

支 Rオ 県支出金 1/3 1，365，000 
出

内
j内原 割合 地方債

訳 訳 その他

一般財j原 1，290，000 

dロl>. 計 4，020;000 3，150，900 iロ』 言十 4，020，000 

人件費概算 |人工数(住|人件1251|官|無|匝画 一般

活動1lff粟または成果指標 H25 

1 1一時預かり年間延べ利用者数 4，093人 3，695人

21実施園数
…--E箇…r....・M ・8箇..

3 

旧的の妥当性 |妥当である|山陽小野田市私立保育所保育事業推進費補助金交付規則による事業
妥ト.........・V・......・H・.......・H・"・...，.1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|概ね妥当である|子育て支援に関する事業は自治体が積極的に関与すべき事業である。
性 f.......“………-…...・H・-…・1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|一時的に児童の保育環境が必要な家庭が対象

|目標達成度 '1 1目標設定にはなじまない
有 f;...・H・-…山H・H・-……...・H・...1...……………..1
I ~...l類似事業の存在 |存在しない

凶エ両ぶ記長説|長証している|子育て世長二み五議

実施主体の適正化 |適正である|山陽小野田市私立保育所保育事業推進費補助金交付規則による事業
|効 t........…....:.....………，.............................，
率 |受益者負担の適正化|適正である|利用料を徴収

r 性ト…………H・H・........・H ・，.t'l・・ l 
|コスト効率 |適正である|市の負担割合1/3.. 

課題

、今の向後性方 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

歳入超過分についは、平成28年度に精算。 (2，218，000円)

決算額(円)

2，186，000 

2，186，000 

01 

4，372;000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課M局・室・所(係)I こども福祉課 保育係 回三日
大項目(干L 町、

事昨季?匙官需描寵需交官君主信長|対象|保育所に通う児童

業|え標準時間までの聞の延長保育については、利用料を各園が徴収I"'" <n. I 1;- 'L~~~I~~~~:i.~~~~:/r1 ~L.' JV  • "-rJ.， /f' rJm 1'-1" Fc:-t::r~/J _'l~ v:. 1 手段|延長保育を実施した私立保育園に補助金を交付する
概|し、徴収した額は補助金から除く。 十 1 

要 I~~準時間延長(1時間延長5園、 30分延長6園) 短時間延長全

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 亨重曹顧(円) 決算額(円)

延長保育利用促進事業費補助金 9，059，718 8，943，800 国庫支出金 1/3 3，482，000 4，671，000 

支

ノ内出 財澗内 割合

県支出金 1/3 3，483，000 4，671，000 

地方債イ

~R 〆 訳 'その他 利用料 600，000 ， 14，400 

一般財j原 1，494，718 。
ぷ口』 言十 9，059;718 8，943，800 」同ふ 計 9，059，718 9，356，400 

. . 車 . 申
人件費概算 !人工数(人TJ円需は|宝jfi|無1邑到 一般 経常

活動指標または成果指標 H25 

1 I延長保育年間延べ利用児童数 27:'5ii8')~'''''I''''':úi:'235'j:''… 

2 

3 

目的の妥当性 |妥当である|山陽小野田市私立保育所保育事業推進費補助金交付規則による事業

i111H開設骨子::|::2215112212日21FZjfim--H11時五時五;:::::
対象(受益者)の妥当性|妥当である|保育所を利用する保護者であり妥当

有I.~::慢性予 I.............................I .. ~.!~.~.~~~~:.:.~.!:.:.~..~ 
効 1類似事業の存在 1存在しない

|性|エii員長二五五示長|説じ予三|五五五五i日斗量五二石両支長
効 |実施主体の適正fじ:".j適正である|山口県保育所等機能強化推進費補助金交付要綱による事業
&..，;;・‘・・・h・・.....o....，・・・・E・・・‘・・・・......1.............................1 
率 |受益者負担の適正化|適正である|短時間保育認定の場合は利用料を徴収
|性ト，.........・M・-………....・P・.....・H・.;.1.............................1
コスト効率 1適正である|市の負担割合1/3

.レ
， 古

課題

ふ、 今の向後方性 J 計画どおり事業を進めることが適当

歳入超過分についは、平成28年度に精算。 (3，390，000円)

改時期善



. 

様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I こども福祉課 保育係 匹OD
天項百I政策) 中項目(施策)

仕事土子育ての両立支援

障がい児保育事業

障がい児を受け入れる保育所~I障がい児を保育する公立保育両三冠保育壬面扇面己を行
霊|い、私立保育所には、保育士加配に対して補助金を交付
概|する。軽度障害児(1ヶ月:以 370円)特別児童扶養手
要|当対象児童(1ヶ月 :74，140円)

手段|障がい児数に応じて、保育所に補助金を交付する

歳 出

障害児保育費補助金

支
'出

肉
訳

ぷE』2 言十

人件費概算

予算現額(円) 決算額(円)I 

12，297，610 11，851，170 

12，297，610 11，851，1701 . 舗， At ' 星LZ主且l人工数(人役n瓦再葺I円11
|0.31  1，730，5491 

活動指標または成果指標 H25 

1 I重度障害児人数 4人

21軽度障害児人数 27人

3 

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金

j内原 割合 地方債

訳 その他

一般財j原 12，297，610 

Aロh 計 12;297，610 

宝女児|無||会計種別| 一般

7人

22人

1目的の妥当性 妥当である|山陽小野田市私立保育所保育事業推進費補助金交付規則による事業
妥 t..…………..…………..…………..…………..…川……..川山.吋巾山6“川..

決算額(円)

11，851，170 

11，851，170 

経常

I .~.. ~門1*円:!.~~.~.~3..1 主主主~....I.:.!~!.女史??円!?!???空色!雪史ござ?でぢ:
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|障がい児を受け入れる保育所が対象であり妥当

「…|目標達成度 I I目標設定になじまない
有 iト卜ト"山……..….叫山…….. 山.. 山.“.… H山….. 山.“.山山….…….山"…….“山.. 且“.“.山古“正
効ふI類似事業の存在 I存在しない

性|ヰ幅二伝説|品三.~.~6..1五言語お説明ぶぷiおおお副長ぷ謀議長説
|ィ |実施主体の適正化 |適正である|山陽小野田市私立保育所保育事業推進費補助金交付規則による事業
相 島H“・0・・・o.......-...・H・......1.....“・...，.I.............................f
率 I受益者負担の適正化I I受益者負担という概念にはなじまない。
性トH・H ・-山H・M ・..…・....・H・...・M ・1・ | 
|コスト効率 I概ね適正である|単市事業であるが他市町でも実施する重要な子育て支援事業である

..... 
運営費における障害支援加算とのすみ分けを明確にするとともに、 H28補助金の交付基準を作成し、保育所へ周知する必
要がある。

l 課題

向今の後方性 事業の進め方等に改善が必要
改善
28年度中に改善に着手

時期

J12Jj 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課骨・室・所(係)I こども福祉課

大項目〔政策) 中項目(施策)、

仕事と子育ての両立支援

事|葉団保育が困難な病児・病後児童を、委託すZ戻両事業
業|所等で一時的に預かることにより、就労等を行う保護者の
概|子育て環境を整備し子育て支援を行う。

要

歳、出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入

病児・病後児保育事業委託料 9，111，000 8，908，000 国庫支出金

支 病児・病後児保育事業管外利用 2，731，882 2，731，882 財 県支出金
出
内

源害IJ
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財調

dEL ヨ 言十 、11，842，882 11，639，882 合〉計

IX工数I人役)I人件費(円)1 
011 576，850 

人件費概算 宝?|無|

活動指標または成果指標 H25 H26 

1 1委託施設数
.........2施設M・M ・.r......2施設…・

21延べ利用者数 "に046)..“ T…[ILl-XM・

3 

l目的の妥当性、 | 妥当である|子ども・子育て支援交付金交付要綱による
'妥い…H・'..…H・H・..…山H・a・..，.............................，

保育係

予事現額(円)

1/3 3，036，000 

1/3 3，036，000 

他市負担金 133，000 

5，637，882 

11，842;882 

|会計種別| 一般

当 |自j治台{休本関与の妥当性|妥当である|子育て支援に関する事業は自治体が積極的に関与すベき事業であるo
J 性 |ト卜卜H山……...山.. 川叩.日山…戸.. 

| |対象(受益者)の妥当性| 妥当である|病児病後児をもつ就労等を千行子う保護者が対象であり妥当

|目標達成度 I I目標設定にはなじまない
} 有 lトトト.“山…….. 川…….“山.. 山..山….“..り…"山"山…..山.. 山..……. ……...… .. 山山.. 山...…….. 山山….. 山山….. 川.“.
J効 |類似事業の存在 | 存在しなしい、
ト性 I・H・H・...・H・-…..……山日l
上位施策への貢献度|貢献している|就労等を行う保護者の子育て支援

r実施主体の適正化 |適正である|手ども・子育て支援交付金交付要綱による
効ト…........……...・H・-…，.............................，

率 し受益者負担の適正化|適正である|所得に応じた利用料の負担あり
性弓 L・…H・H・-日H・H・..…….jO.・H・.1.............................1
コスト効率 適正である|市の負担割合1/3

.レ

計画どおり事業を進めることが適当

固

改善
時期

匹[EJ

決算額(円)

2，983，000 

2，983，000 

44，116 

5，629，766 

11，639，882 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課M局・室・所(係)1 こども福祉課 子育て支援係

大項目(政策) 中項目(施策)

1|安心して子どもを生み育てることができる環境づくりI2 仕事と子育ての両立支援
実施計画名

子育て短期支援事業

ーl克童を養育Eでぶる保護者京在事、疾病ぞ両面の事
実|由により、家庭での児童の養育が一時的に困難な場合
概|や、配偶者の暴力から逃れるため、児童の緊急的な一時

一時的な養育や保護が必要な児童

手段|児童養護施設等で一定期間の養育、保護を行う
f呆護が必要な場合に、児童養護施設等において一定期
要|間養育、保護する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

子育て短期支援事業費委託料 408，000 46，500 

支
|出
内
訳

.g. ヨ 計 408，000 46，500 
日， ， ，円、r -・.， ，、

人件費概算

活動指標または戚裏干言葉 H25 

1 I利用延べ日数 14日

2 

3 

‘ 
歳 入 予事現額(円〉

国庫支出金 1/3 106，000 

財 県支出金 1/3 106，000 

j内原 割合 地方債

訳 その他 雑入 87，000 

一般財j原 109，000 

Aロh 言十 408，000 

一般

72日

匹IJD

決算額(円)

106，000 

106，000 

10，530 

。
222，530 

経常

l目的の妥当性 | 妥当である 卜時的な養育や保護が必要な母子を養育、保護して児童及び家庭の福祉の向上を図るととを目的とιしており妥当。
妥 }↓.“山…6“川"川山‘"山'日j……….. 山.. 山且"叩…"山"川"叩…"円…且一1

当 I自j治台{体本聞与の妥当性|妥当である|子育て支援に関する事業は自治体が積極的に関与すペき事業であるo
性i 引山ん川…，"一"山"
| l対象(受益者)の妥当性I.妥当である|一時的な養育や保護が必要な母子を対象とする事業であり妥当。
目標達成度.1 1目標設定にはなじまない。

眉 品川........山山・・・・H・H・・・・・H・H・・・・"・・・・・・・・・・・・・・……......1
効 |類似事業の存在 |存在しない

院|エ雨量二漏説|説仁三百|偏見ヰ副長;i五五五ぷ長三五五
l実施主体の適正化 |適正である

i |除許主:許H##今毛:g併房EE自百訪:ji511G:i1::]11l:[[[[:貯民貯:?j;涜話'l~隠55誌五E汚5主5汚5房ぞ丙臼:日詰示詰訟j三j活2与き;::::::
I::Jス卜効率 適正である|必要最低限の費用負担である。

... 

、課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

歳入超過分についは、平成28年度に精算。 (190，000円)



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I こども福祉課

大項目(政策)

1|安心して子出を生み育てるととができる環境づくりI.2 
ーム計画名

保育係 匹I24 I 

放課後児童対策事業

士 B市内12小学校区において、児童福瓦羽亭授の空き教
室|室を利用し、児童クラブ事業を実施している。平日は放課
ま|後から午後5時まで開所。土曜日及び長期休業期間は午
霊|前8時30分から午後5時まで開所。なお、 1時間延長保育
lあり。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

保育業務委託料 68，000，995 61，580，813 

支 庁用器具費 253，000 244，127 
出
通信運搬費 194，000 193，954 

内
言R 光熱水費 370，079 370，079 

その他 343，921 312，328 

合計 69，161，995 62，701，301 . . 且 EJE 目 由

人件費概算
l人工数(人役)I人件費(円)I 
|0.51  2，884，248 

小学1年生から6年生の児童

手段|放課後及び長期休暇中に児童を預かる

歳 人 J 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 1/3 17，878，000 17，334，000 

財 県支出金 1/3 17，878，000 17，334，000 
源割
地方債

内合
訳 その1也 保育料 15，680，000 17，101，240 

一般財源 17，725，995 10，932，061 

合}計 69，161，995 62，701，301 

宝?|無||会計種別| 一般 経常

活動指標または成果指標 H25 

100% 

1 I受入率(児童クラブ受入児童数÷申込児童数)

H26 

100% 

100% 99.50% 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|山陽小野田市児童クラブ条例施行規則
妥ト…….~..・"!"・a・......，..・.....;'1'・ ...........................1

:当 |自治体関与の妥当性|妥当である|子育て支援に関する事業は自1治台体が積極的に関与すべき事業である。
性 }トh山.川'日...川…日山山....ムん……川.. 山….. 山.. “川h
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|小学校へ通う児童を持ち就労する保護者が対象であり妥当

目標達成度 |検討が必必、要
有~;............;一 1.............................1

:1刊号け空...I....!.空とt，i:l_，¥ 置
上位施策への貢献度l貢献している|子育て世代の就労環境の整備

l実施主体の適正化 |適正である|山陽小野田市社会福祉協議会に業務委託
効}…“……………….'1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である 13000円/月の負担がある。(非課税世帯を除く)
性ドM・M ・-…H・H・..・……."・a・.1.............................1
コスト効率 適正である|事業委託料は市の負担割合1/3、利用者負担あり

• 閉館時間及び長期休暇時の開館時間について利用者から延長の要望が多い。延長するときには保育料改正を検討。
地区によっては待機児童の存在が常態化しているため、年次的な施設の拡充整備が必要。
支援員の賃金単価を増額し、コーディネーターを1名配置したが、まだ支援員不足等の課題がある。

J課題 事業の委託者について、多様な方策を要検討。

今の向後方性 、 事業の統合、規模、内容、実施主体の見直し等が必要 改時期善 28年度中に改善に着手

劃一



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課M局・室・所(係)I こども福祉課 保育係

児童クラブ防火管理業務

防火管理者となる者

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

研修負担金 4，000 4，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源害IJ
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財j原 4，000 

』E』ヨ 計 4，000 4，000 dロh 計 4，000 

人件費概算 |人工数(悦|人件主主~ 1習|無|匝亘|一般
活動指標主主l主成栗指標 j H25 

1 I新たに設置した防火管理者数

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|消防法による
妥 十....・H・H・........・H・-山山H・H ・....1...・H・...・H・-…・・ 1 
当 |同自治{休本聞与の妥当性| 妥当である|消防f法去による
性 トトトト"川.山……..山…..山.. ….  
対象(受益者)の妥当性|妥当である|妥当

目標達成度 目標設定にそぐわない
| 有、 I日目H ・H ・-・川……H山......山…l
効 |類似事業の存在 I存在しない

性也長最初副長;証仁三三|五五五弘子Z語

、効|熱材停EFilpf三:
率 |受益者負担の適正化

| 性 fト卜.刷.. 山…一.. 一一一.一一…!ブ一.，叩….. 1コスド効率l ノ ， I適正である

4眼

課題
、

今の向後方性、 事業の終了

団

改善
時期

回コヨ

決算額(円)

4，000 

4;000 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)1 こども福祉課

中項目(施策)

仕事と子育ての両立支援

保育係 回三日

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

保育所費 397，548，722 381，043，842 

ノ支出

内 J
訳

.g- 言十 397，5'(8，722 381，043，842 

歳 入 予事m額(円) 決算額(円)
国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他 保育料、市外措置他 90，988，000 78，694，3411 

一般財源 306，560，722 302，349，5011 

占E』3 計 39.7 ，548， 722 381;043，8421 

人件費概算 「配\1~~1 人需~~51 I警交付無 I~三副 一般 経常

活動指標または成果指標

1 I公立保育園数
• • • • • 

-

m一
園
…
園

H
一5
…5

;
 :
 

;
 
:
 
:
 
:
 
:
 

;
 
:
 
:
 

!
 

民
一
園
…
園

H
一5
…5
• • • • • • 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|児童福祉施設の設備及び運営に関する基準のよる事業
|ト妥 卜7・・，..・H・・a・H・H・.....山町山叶 1 

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|子育て支援に関する事業は自治体が積極的に関与すべき事業であるo
性 F.向山….. 山.... 刊.. 山.. 山…….. 山.. 山…….. 山陶H山..“戸山山川.. 山.. 山.“川-
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|就労等する家庭の児童であり妥当

有 .目目標達成度 • '.' 1 J達童成している i
~.....;.・ ...ι....;..........................1.............................1

| 整 1類似事業の存在 | 存在する |私立保育所(12園)
"十 t....・H・-・・・・..・ 'HÓO"~'" ・ .o"o ， i... ・ ....1.. ・ H・H・H・ .................1

|上位施策への貢献度|貢献している|保護者の就労支援

l:実実施主休の適正f化じ |検討が必要|民営化.統廃合の検討
効 }叱，吋叱'..，が1アゲ"山晶“.

3琵i|伊受益者負担の適回じ叶|適正である|所得に応じた保育料の負担
「官下Eドp宮~← ........“....刊......刊....“......“.“...“且H圃“.....“.....叩 .叫1.............................1
ーブコスト効率 1適正である|子育て支援のための事業運営

' 施設の老朽化、各国の定員に対する入所児童数の格差等を考慮し、再編を検討する必要がある。

、課題J

の今向後方性 事業の統合、規模、内容;実施主体の見直し等が必要
み改善
29年度以降、改善する予定

時期

....:~..............I 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I とども福祉課 保育係 回三ヨ
中項目(施策)

仕事と子育ての両立支援

事

保育所運営支援事業

官 E保育事業を私立保育所(12保育園)及び管外保育園に
霊|委託し、その運営費を補助する。
且~I焼野・須恵・さくら・伸宏・姫井・石井手・西福寺・真珠・貞
霊|源寺・貞源寺第二・あおい・桃太郎園保育園及び管外保

私立保育所・管外保育所に通園する児童、就労する保護者

手段|運営費を補助する

l育園。

歳 出 予算現額(円) 決算額C円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

保育所運営費(私立分) 1，153，721，570 1，147，171，890 国庫支出金 1/2 367，910，000 362，511，100 

支 保育所運営費(市外公立分) 12，303，430 1，841，910 
出
内

財 県支出金 1/4 183，955，000 181，255，550 
j原書IJ
地方債 5

内合
訳 訳 その他 保育料、督促 256，244，000 254，104，340 

一般財頼 357，916，000 351，142，810 

合計 1，166，025;000 1，149，013，800i ムロ 計 1，166，025;00。1，149，013，800 
人件費概算 「凧Elτどは |宝~Jl I無|同問| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H25. I H26 I 1. H27 1目標
I I I I達成

1 I市内の2、3号認定児童が利用する私立保育所数I 12園 112園 I r 12園 l 度

21市内の2、3号認定児童が利用する管外保育所・
こども園の数(公立・私立)

28園 I 22園

3 

目的の妥当性 妥当である 児童福祉法による保育所運営費国庫負担金ロ児童福祉施設の設備及び運営に関する基準による事業
妥 -・・・・・・d・可F・“・"・・・・4・・・‘圃・・・・"司..喧喧・司噴・.. -・・・・・・・・・・・...司・4・・・・・・・・・・・・・-・・・.......・・・a・・・・・・・・・・............且・・a・・・・・・..............寧・・・・・・・.................軍・・・..................司・・・......・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・e・・・・・・・・・・・・・・・.....・・・・・

当 自治体関与の妥当性 妥当である 子ども子育て支援法に基づき市が実施すべき事業である
i 性 ....・k・・・・・・・.........................................・・・且・・・・・・・・・・・・・・・・・・・且・・・・a・・・・・・・・・・・・・・・・.....・・・・・・・・・・・・・・・・........・・・・・・・・・・・・・・..............・・・・・・・................................
対象(受益者)の妥当性 妥当である 保育を実施する事業所であり妥当

目標達成度 目標設定にそぐわない
有 唱曲・咽白・a・・4・.‘ー.‘・・・・・幅'"・・4・・ー・・4・・a・..u.，-・・・・・・・・・・・.................-・・・...............・・a・・・..............・・・・・a・・・a・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・....................・4・・・・・k・・・・・・・・・・・・・・・・・.............・a・・・・・・...........・・・................・k・
効 類似事業の存在 存在する 公立保育所(5園)
性 司・・耳"司'‘・且・，.周白・・・・・・・4司..‘'・・ー-・“・圃・・・・・圃 ...........・・・・・・・・・・・・・ー・・・・冒・・・..........................且・・・・・・・・・・・・・・・・........・・・・ー・・・・・・・・・......軍曹・・a・・・・・・・・・・......・・・・・・....・・・・・・...............・・・・・・..................・・・・..........

上位施策への貢献度 貢献している 就労等する保護者の子育て支援

効
実施主体の適正化、 適正である
..ー・・..・....ー..，..，畠.....畠・‘・・・・・・・・6・・9眠・.. -・且・・・・・・・・・・.......・・.......-・・・...........司..・・・・・・・...............・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ー.....・・・・・・・・・・・・・・・・・.........................冒.........・・・・a・・・・・・・.........・・ー・・・・・・・・・・.....寧・・・且

率 受益者負担の適正化 適正である 所得に応じた保育料の負担あり
性 -・M・‘・・曲・・圃・・a・..・・・・・・・......唱且・ー'"ー-‘・f・・ー............................. -・・・...............軍・・・・・・...............................................・・・・・唱・・・・・・・・・・・.....・・・・・・・・・・・・・・・・・.....哩・・・・・・....・・・・・・・・・・・・・・・・・・a・ー・・・・・・..........
コスト効率 適正である .. 

|課題

J今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

[墾



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局直・所得)I こども福祉課

士 E 子ども・子育で支援新制度立春有子る私豆扇稚園に対
案|し、公定価格(運営費)を施設型給付費として支給する。
概|平成27年度は、市内で1園が新制度に移行。

要

歳出 予算現額(円) J決算額(円)

私立幼稚園運営費負担金 41，873，000 39，281，800 

支出

内
訳

.g. ヨ 計 41，873，000 39，281，800 

人件費概算
l J瓦工語I瓦夜)1人件費(円)1 
10.151  865，2741 

保育係 INol 28 I 

業事
汎
[
日
間違

3
弓
一
陣幼型付給設施

対象|新制度κ移行する私立幼稚園に通園する児童
手段|新制度に移行する私立幼稚園に施設型給付費を支給する

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 1/2 12，125，000 12，052，305 

財 j 県支出金 1/4，1/2 12，996，000 12，932，921 
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 16，752，000 14，296，574 

.g. 計 41，873，000 39，281，800 

宮支見|無||会計種別| 一般 臨時

活動指標または成裏面謀 H25 

1 1市内の1号認定児童が利用する私立幼稚園数

H26 

市内の1号認定児童が利用する管外幼稚園・こど I.............................t
21 も園の数(公立・私立) I.............................t 

3 

目的の妥当性 妥当である|子ども子育て支援法に基づく事業
妥，t".・...…"……・H・a・H・H ・.....1.............................1.

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|子ども子育て支援法に基づき市が実施すべき事業である
'1-+ l'・・・... . '.' ~ ~.. . . .. '.，. .山山山山山…'~.I.............................I.

|対象(受益者)の妥当性| 妥当である I満3歳以上の児童で教育を希望する児童と保護者が対象であり妥当

、 1目標達成度 ζ :1 1目標設定にそぐわない
有 lト卜.. 山……"山………且H山….. 山….. 山....….日…冶一.. “.川.川…….“山…….“山….. 山....川……….. 山…….“山….. 山..……… .. …….，山山……，.山山…….. 山……….，山……‘"山….. 山叶.. イ.イ，1.............................1
効 I類似事業の存在 I 存在する |公立幼稚園
性 }トト..ι ……...……… .. 山….句山...…….. … .. …...，.… .. 叩...….. 叩山，.川.. 司
上位施策への貢献度|貢献してしい、喝る|子育て家庭への教育環境の整備

実施主体の適正化 適正である|民間事業所
効 「什‘“山山….. 山……….. …… .. 山….“山‘H冒……， .. ….“山山.“川.. 
率 |彊受i益者負担の適正化| 適正である|所得に応じた保育料の負担あり
| 性 lい1……山……‘"川山川….“山山d“山….. 山...…….. 山….，山山‘“山....山……….. 山….. 山.. 山…….“山….“山….“山....山…….“山….. 山....山…….. 叩山.. 川....山……….. 山….. 山.. 咽山1.............................1 
|コスト効率 1適正である|市の負担割合国統一分1/4地方単独分1/2

..... 
:課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善、

L望



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課局・室掴所(係)I こども福祉課 保育係

大項目(政策7
1|安心して子どもを生み育てるととがてをる環境づくりI2 

=..".，.計画名

児童館運営事業

18歳までの児童及び保護者士 E市内7校区(本山・赤崎・須恵・小野田・高泊・高千帆・有
芸|帆)に児童館を設置し、児童の健全育成及び育児相談
既|支援を実施する。 手段|児童の健全な生活・遊びの場の提供

要

歳 出 予算現額(円) 決算額{円) 歳 入

指定管理委託料7館 44，694，000 44，694，000 国庫支出金}

支 修繕料 321，182 321，182 
出
保険料 89，000 88，486 

内
内掘財 割合
県支出金

地方債

訳 回線使用料 261，818 173，520 訳 その他

庁用器具 147，000 145，584 ー般財澗

15 コ 言十 45，!j13，000 45，422，772 ムロ 計

人件費概算
UZ薮T瓦19:)1人件費(円)I 
|0.051  288，4251 官見|無|

活動指標または成果指標 H25 

1 1児童館実施箇所数
…・7宮前 ....T......・7箇所.....

21児童館年間延べ利用者数 37，531人 34，606人

3 

目的の妥当性 妥当である|山陽小野田市児童館条例により実施
妥 t…….............・.~..・H・H・H・....，.............................，

当 |同自治{休本関与の妥当性| 妥当である|山陽小野田市児童館条例により実施
性 |卜h一..…、U山圃H山.，………....山….川山..山川.“…‘
対象(受益者)の妥当性| 妥当である 11臼8歳までの児童と保護者であり妥当

旧標達成度 1 1伺目標設定にそぐわない
有有 Iト卜ト.“山..….

予算現額(円)

行政財産使用料 28，000 

45，485，000 

45，513;000 

|会計種~ 一般

回三日

決算額(円)

14，260 

45，408，512 

45;422，772 

経常

t効 l類似事業の存在 | 存在する I放課後こども教室(山陽地区月2回)教育委員会社会教育課(地区が異なるため競合はしてしい、唯なしい、)
f生 1.… 白山……..…..一'"…….日山-日...山……..川.，川….. 叩山….. 川山….. 叩山….. 山.“山.. 川….. 叩.. 川..山….. 川.“山.. 川.，o.叩….μ山，...1叫...1.............................1.
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化、 |適正である|社会福祉協議会が指定管理している。
効 ト・・.~.，.山H・H・".....!' . •••• ;，".". ... " : . ~ . ." 
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 f.....・a・....……・“H・a・..，川|
1_1コスト効率 l概ね適正である

課題

.. 
の今向性後方、、 計画どおり事業を進めることが適当

特記
事項

》改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課冒局・室・所(係)I こども福祉課

士川、野田児童館そばにある煙突を解体。煙突はレンガと内
主|部鉄筋で強固に作られており、周辺には民家等もあるた
議|め、解体工事は14メートルの足場を組み、人力(手ごわ
要|し)によ・り実施。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

修繕料 1，242，000 1，242，000 

支
出
内
訳

AEヨJ 計 1;242，000 1，242，000 

人件費概算
|人工数(入役，r:-人件費{円)I 

0.051 288，425 

活動指標または成果指標 H25 

1 I煙突撤去数

2 

3 

歳入

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財源

ぷロ』 計

想見|無|

H26 

保育係

予算現額(円)

1，242，000 

1，242，000 

|会計翻~ 一般

|目的の妥当性 一 l 妥当である|児童館に通う児童及び近隣住民の安全の確保
安 l…~.:..・H・，'，……H・H ・"・，.:， ....1.... … l
当 |自治休関与の妥当f性生|妥当である|子育て支援に関する事業は白f拾台体が積極的に関与すベき事業であるo
性 lト..…….. 山山….. 山….. 山…..
|対象C受益者)の妥当性| 妥当である|周辺住民等が対象であり妥当

; 有 円特?幣F;λJ山......，.....，.1空惇骨任と三刀た1ピ:三5乞. 
効 |類似事業の存在 |存在しない
性~..'.• "'~'" .:. y.oo "~"" ~~~Ó. ， .~;'óH ..，o (..~.I 

上位施策への貢献度|施策体系外

効 l雪景子f幣ι|翌日投 b

率二|受益者負担の適正化
性 lトト.“山‘h山山….. 山.. 山..……….“ .. “….パム…Jよ…....山…….. 山川.. 川.吋山Fμ.. 山…….. 叫.“山....山山川...…..山.“山...~叩“叫叩.叫『“

λ ;!:Jコスト効率 "'1適正である

l課題

今の向方後性 事業の終了

I>:~ 

4易

改善r

時期

回三日

決算額(円)

1，242，000 

1，242，000 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I こども福祉課

中項目(施策)下

仕事と子育ての両立支援

保育係 匹DIJ

.....1平成27年度主でで、現在の福定菅理期開示両7するた
芸|めに、平成28年度から平成32年度までの児童館指定管
既|理者を決定するための事業

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償金 12，000 8，000 

支
出
内

訳

合計: 12，000 8，000 

歳 ι 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債内合

訳 その他

一般財源 12，000 8，000 

A ロ 計 12，000 8，000 

人件費概算 円マ~噌hir官rl什也到 一般 臨時

活動指標またぱ戒裏福謀 H25 H26 

1 1審査会の開催回数

2 

3 

|目的の妥当性~三 |妥当である|山陽小野田市児童館条例により実施
妥}………・"“…….-.1.・M ・.1.............................1
当 |同自治休関与の妥当性| 妥当である|仙山陽小野回市児童館条例により実施
性 lト卜卜“卯川川川川.. 山…….帥川叩…….. 山山…型"川川….. 山….. 山..山…山山山.日山唾h山.. 
対象(受益者)のの妥当性| 妥当である 11凶8歳までの児童と保護者であり妥当

有
|同目標達成度 .~..;..，.， ..;..I.............................I 目標設定にそぐわない..........，.・・・・・・・・・・・・a・・・・..........・・・・・・・・E・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・a
効.I類似事業の存在 I存在しない

I ti 1~1~~*F'ð;i~'~'" |上位施策代の貢献度|施策体系外

|実施主体の適正化 1適正である

|効|……………:=.. ::...1 
率 |受益者負担の適正化 1適正である

性一一…コスト効率 l適正である

く，

、、

'課題

向今の後方性 事業の終了 | 改時期善

..... 

一記一項一

一
特
事
ヶ
一
:
 



様式1号(事務事業評価)

子育て支援 匹[Eコ平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1 こども福祉課

割五郎嘉日露説骨組員t劫対象l!市悶が管理する児童輔噛遊鍋園甑酌叩(何岨叩6咽園
tま~I児童遊園の整備や維持管理を行う弘o 1手段|適切な維持管理(市有)及び設置や整備に係る費用の補助(伯自治会所有)
慨|また、自1治台会が管理している公園の施設整備に対して.
要|補助金の支給を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 54，400 29，866 

支 保険料 76，000 73，570 
出
材料費 21，600 21，600 

内
訳 児童遊園整備補助金 360，000 200，000 

dE』Z 計 512，000 325，036 

. 旦Eu.... ; I L . 由

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

!国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

訳内合
その他 行政財産使用料 。 7，390 

一般財源 512，000 317，646 

合計 512，000 325，036 

人件費概算 |司令~巧 r言~~...I 無 I I会計判 一般 | 経常

H25 活動指標または成裏詣麗 H26 

1 1市が管理する児童遊園施設整備実施箇所数 1"'"......3首pjf........r......o面涜・ H・H ・

21児童遊園地設置(整備)助成金交付件数
l …・"4f平…..r.........3存-…

3 

|同目的の妥当性令 |妥当である|児童の安全で健やかな遊び場の提供を目的としており妥当o
1志 妥 |ト卜卜‘H山…d“川山……且"山…..一….一…j一...…………..………..…山..山..司…川….入んiい...………盆"山一…..山山..叫.，‘"………一…….. ………… .. ………… .. ………… .. ……… .. …… .. 山汁冒.. 
当 |自治体関与の妥当性|検討が必要 1!'Et，童遊園を利用する児童の減少や、都市公園及び自治会管理の児童遊園も多くある。
性 lト卜N川…川.. 川.. 川.ザ山…イ白.
対象(受受;益者)の妥当性|妥当である I市内のすペでの児童が受益者となり妥当o

目標達成度 九 1 1同目標設定にはなじまない。
!有ト・.....・M・....……..........;・H・..・1.............................1
効 |類似事業の存在 | 存在する |都市公園、自治会管理の児童遊園等
性ト川……………川…1.............................1
上位施策への貢献度|概ね貢献している|児童福祉法lこ基づき、児童に健全な遊悦与えて、健康を増進し、情操を豊かにする施設tして、「児童福祉施設の充実』に貢献す弘

ー実施主体の適正化 |検討が必要|市が実施主体となることは妥当であるが、他部署でも実施されている事業であり、検討が必要。
効，.;.....;...…ふ……ー“山F.・H・.....................1
率 |受益者負担の適正化 1 1受益者負担を徴収すべきではない。
性 l…H・M・-“..........………..1.............................1
コスト効率 日 1適正である|必要最低限の費用負担のみ。.. 

課題

| 今の向後方性 改時期善計画どおり事業を進めることが適当
r 

一
記
項
-

一
特
事
一
一
:
 



様式1号(事務事業評価)

匹1 1 1 

事|厚主省児童家庭局母子保健課長通知(1)母子保健推進l対象|市長から委嘱を受けた母子保健推進員
業|員活動事業に基づき母子保健推進員育成事業を実施。

概
要

母子保健係健康増進課平成27年度事務事業評価シート|課 a局直・所得)I 

歳入: 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金二

財 県支出金

源肉 割合 地方債

訳 その他

一般財源 750，178 670，935 

合計 750，178 670，935 

歳て出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 564，600 501，900 

車
需用費 126，422 110，239 

役務費 39，156 38，796 

負担金・補助・交付金 20，000 20，000 

三合計 三 750，178 670，935 

出
Iよ主語I瓦夜H一人再葺I円n
10.51  1，873，4刈算+概一

一費一件人 経常

H25 よーL

一回一
H
A年
目

…回……
A
せ
H

人
…
人
…
郊

8
n
6
日
以

内
H

V

H

円，g
m
d
A
A

n
J
U

山

3
i

…QU

E
-
-
E
E

尋・E
・E・-'E
E
E
E

人
…
人
…
明

4
2
D
"
J
 

n
u
v

・F
h
u
"
F
F
U

η
L
H
1
4
一
司

t

r 若覇指標"*正面戒菓指標三

1 1研修会回数

母子保健推進員延対象者に対する研修会延参
21 
加者数

3 

|旧目的の妥当性 1妥当である|厚生省児童家庭局母子保健課長通知による
i 妥 }.，山ふ..

豊 |戸自治体関与の妥当性I:妥妥当である|厚生省児童家庭局母子保健課長通知による
凶 I尉対象(空益者)の妥当性| 妥当である|厚生省児童家庭局母子保健課長通知による
|目標達成度二三 ι |概ね達成している』

有 1トトト"山……..山..山……..…….一…吋〉ι司
効 |類似事業の存在 :コ可~I寸I 存在しない
三千性 ~.;;:.，…ー…，:.，.:...........:， ..;.;1

|主位施置きの貢献度|貢献している

効1)'1宇.性~.~.~E.1~.......1 翌lEC'予三|里竺竺空何B:+常習*@~とJ:6
率 1受益者負担(J5適正fじく|適正である
性、|言乞 | 
コスト効率三て I適正である

:・1期2年で委嘱している。経験年数を重ねることで資質や仲間意識の向上につながり、地域での母子保健推進員活動の充
実が図れるように思うが、家庭の事情等で長く経験で、きる推進員が少なくなってきている。また、欠員地区もあり、やりがいが
持てるような関わりゃ支援を提供していくこととしたい。 (H27年度53名、 H28年度44名)

課題

今の向方性後
改善

計画どおり事業を進めることが適当
時期

ーι

団」



様式1号(事務事業評価)

匹1 2 1 母子保健係健康増進課

中項目(施策)

母子保健対策の充実

平成27年度事務事業評価シート|課喝呈冒所得)I 

事|不妊に悩む方ベ特定不雇治療費助成、一般不妊語藤要
~I助成を平成23年からは人工授精治療費助成を、平成27
事|年度は男性不妊治療費助成を実施。(特定不妊治療費 |手段|それぞれ上限を設け?申請に対して助成
|助成事業、人工授精治療費助成事業、男性不妊治療費

一要|助成事業は県の受託であり、進達しているo) 一 1. ~意図IJ不妊治療者の経済的負担軽減一

t三:二 歳入 γ 入 圭豊里墾〔円) ヤ決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金、 1/2 758，758 694，274 
源割
地方慣三

内合
訳 その他 d

l 一般財源 706，742 659，908 
A 計 1，465;500 1，354，182 二ロ

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 20，000 32，832 

; 支出 役務費 5，500 5，362 

扶助費 1，440，000 1，315，988 
|内
~訳

合 言十 1，465，500 I .1，354，182 
経常

17入工数(入役)1人停葺I円n
10.31  1，528，3851 

人件費概算:

活動指標吉正直武果福覆て

一般不妊治療費助成件数ー

時
山
件
…

随
…
犯
…

時
…
件
…

↑E
u
Q
d
H
 

B
…4
…
 時

一
件
一

-
P
E
u
Q
d
n
 

F
開
山

2

…

21特定不妊治療費助成申請者の進達伴数

時
…
件
…

随…

m…

1
1
4
1
1
4
 

時
…
件
一

随…

μ
…

31人工授精治療費助成申請者の進達件数

1 1目一面の妥当性ャJ三I妥当である|次世代育成支援対策推進法による
安}ぷ.....・H・-……マ，;;，;，1
当工ー自治体関与の妥当性| 妥当である|次世代育成支援対策推進法による
性三 F~..'.......;'" ・H・ん・山ム・・|

|対象(受益者Jの妥当性| 妥当である|次世代育成支援対策推進法による

|目標達成度三
r有 卜・司ヤザヤ・・ ・ r 
J 効 l類似事業の存在 ご I存在しない
♂性 f...;;;;.L..，.."......"，.......:;.::....I.

I主位施策への貢跡度|貢献している

i五三|実施主体の適主化 i適正である|次世代育成支援対策推進法による

三喜 I~:~.!~~.~空黙 lpfT2lq???門戸空?とJ:ç，
lコスト効率 三三ミ|適正である

... 

課題

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



平成27年度事務事業評価シート|課唱・室・所得)I 健康増進課

夫項目(政策)

歳 出 予算現額(円)

需用費 96，728 

主主出 寸己
委託料 ~， 252 ， 800 

負担金・補助・交付金 57，200 

合計 L 8，406，728 

、活動指諌言1":::.1ま語裏霜標

1か月児健康診査受診率

213か月児健康診査受診率

3 1
7か月児健康診査受診率

決算額(円) 歳入

94，847 国庫支出金

7，833，198 

15，260 財調訳内 舗昔ユょ

県支出金7

地方債ミ;

その他三
一一 一一

一般財源

ト 7，943，305 iロL 計:

H25 1 H26 

100.0% 1 100.0弛

96.5% I 99.4也

96.5% I 99.4% 
100.0% 1 100.0% 

100.0% I 100.0弛

96.3% I 97.1% 

96.3% 97.1% 

様式1号(事務事業評価)

母子保健係

100.0% 

95.3首

95.3% 

予算現額(円)

8，406，728 

I 8，406，728 

一般

回ココ

決算額(円)

7，943，305 

7，943;305 

経常

.目目的の妥当性へ | 妥当である|山口県健康増進課作成の健康診査マニユアノルレに則した乳児健康診査を実施している
士妥 }トトトト...….目.目…ぺ冒日て-子巧.よ-ヤ;、?←...叫川.. 、
三当 |自治体関与の妥当性|妥当である|母子保健法による
l十ι1ごニ性 iト卜卜..…..ム"…………..……..…..目一……….目…….町….....山ぷ.一ぷ}ι.日….日........・H・-γ| 十
ー対象(受益者)の妥当性| 妥当である|乳児に対する健康診査である

I目標達成度 ャプ I概ね達成している
有三 p….......・H・..................百・|
効 |類似事業の存在 1存在しない
二性 l → ";.....;..........;...~:..;......I 

|上位施策への貢献度|貢献している

|効二1き:1i1ii主??Fft;!?アで|男工作烹l労り!????
率ー|受益者負担の適正化|適正である
三性 I…・・....μ..o-..; 、 .:.:..，;......1 
コスート効率 I 適正である|山口県内統一単価で実施.. 
受診率向上を図るため、未受診者を把握し地区担当保健師、業務担当保健師からの受診勧奨を確実に行う。共働き等のた

弘r 一一-一一 め連絡が取れない場合はこども福祉課等関係機関と連携し受診勧奨をする。また、虐待防止の観点から7か月健診未受診
の乳児の安否確認を行う。

課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

国



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 健康増進課 母子保健係 匝[IJ

幼児健康診査事業

ーl母子保健事業の対人サムニピスが、平成9辱R市町村事葉
芸|となり、母子保健法第13条、発達障害者支援法第5条に
概|より1歳6iJ'Jl児一般健康診査と精密健康診査及ひ職
要|児一般健康診査と精密健康診査を実施。

対象 11歳6か月児から2歳児まで、 3歳6か月児から4歳児まで

歳 γ ェ出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入

国庫支出金

源財= 割
県支出金

肉合
地方債

訳 その他

苦干主主九毛;主肉訳主出

報償費 2，171，200 2，171，200 

需用費 167，523 164，315 

役務費 122，450 121，640 

委託料 32，000 16，672 

一般財源

dロ~ 計 2，493;173 2，473，827 dロL 計

人件費概算
|人工数(人役)1人件費(円)I 

宝127|云|
※上段:目標

H25 1.. H26 

壬二1 0.91 3，6札凶|

活動指標または成果指標

1歳6か月児健康診査の受診率

213歳児健康診査の受診率

3 

予算現額(円〕

2，493，173 

2，493，173 

l問目的の妥当性 |妥当である|厚生省母子保健課長通知に則した健康診査を実施している
妥 • ~ト示示.示忌i主6川 …...._"-一竺..._"-.号-台._._".片，.い山山.吋叩山…..川山….“川….. ….一一i
当.，同自治体関与の妥当性|妥当である|母子保健法及び発達障害者支援法
; 性戸斗斗Iトト..一一…….で一一了?一一.日…E町..………..山……..一…山.川山山向山ι ふ・H ・H ・-…-…1.............................1
|対象{受益者)の妥当性| 妥当である|厚生省児童家庭局長通知による対象者である

|目標達成度 戸工亡 |概ね達成している

有 lトト….. 勺….. …竹!一.. ら2一い"
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 h.:，，'................;.....，:...............，
zI上位施策Aの貢献度|貢献している

五二l:.性1*0)円!14F.??|史併号f:t$1I!Jりだ烹--cib三
率|受益者負担の適正化|適正である
性 r.....・H・ .....i..:.:.:;..;i.;~............. ，

三一|コスト効率ェ了 | 適正である .. 

1 :決算額(円)

2，473，827 

2;473，827 

経常

更なる受診率向上のため、未受診者を把握しても共働き等のため連絡が取れない場合はこども福祉課や教育委員会等関係
機関と連携し受診勧奨をする。また、虐待防止の観点から幼児の安否確認も行う。

課題

' 今の方後
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

笠l



平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 健康増進課

大項目(政策)

事|母子保健法第12条i嘉蚕障害者支彊語嘉吉条、第6条、
業|乳幼児発達相談指導事業に基づき実施
出卜幼児健康診査の心理相談

霊|年中児の心理相談会
1 (・元気っこ教室、療育相談会の支援及び事後指導)

歳出 予算現額(円) 決算額I円)
報償費 195，000 135，000 

需用費 18，144 12，312 

dEL コ 計 、 213，144 147，312 

歳入

国庫支出金

異財成踊三、三割長
県支出金

地方債

その他

一般財j原

一合ー計

様式1号(事務事業評価)

母子保健係 匹[IJ

予算現額(円) 決算額(円)

213，144 147，312 

213，144 147;312 . . 且且L a hL  '=' ... 

f人件費概算二三-1入工数(官|人{Z2Jil|官見|無 II~~tli司 一般 | 経常

活動指標または成果指標 1 H25 

1 I心理相談会実施回数 12回 12回

100% I 100% 

21年中児相談会参加者率 71.5% 76.9% 

71.5% I 76.9% 

3 

I I目的の妥当性 I 妥当である|円滑な就学のため
妥 }‘iドい‘i一ぷ一Lι一…...日川..山'
当 I自治体関与の妥当性|妥当である|円滑な就学へ移行するため必要な事業である
性性一 ドドドド..戸..ι.日山………..一………..……..……..….日...…………H…….日....………….日……….日…….日…E目...……..川……..叩山..山.日...…………"一….....…………..町…..山..:.:1.............................1
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|

目標達成度.I達成している
三有 f.......:............，.主 ..1 
三効 |類似事業の存在 |存在しない
性 I...~...，..エ川 、 | 

上位施策への貢献度|貢献している

説 l主性骨.5.竺11.J 空~.~~~....I.~戸聖子:f.f.??f????竺*1Pl烹与.
1 率 |受益者負担の適正化|適正である
ベ性 1..…・・1日 | 
コスト効率 | 適正である .. 
より一層、幼稚園や保育園、関係機関と連携を図り保護者に寄り添った支援を行う。
年中児心理相談会に参加できない児については、他の相談機関とも連携し調整を行う。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

EE 



様式1号(事務事業評価)

匹LlJ

医療機関と委託契約し妊婦健康診査を実施する

母子保健係建国増進課平成27年度事務事業評価シート|課E局 E室伺(係)1 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

著書
県支出金

地方債

訳 その他

ー般財源 51，646，148 49，040，194 

合計 51，646，148 49，040，194 

J歳 出二 予算現額(円) 決算額(円u
需用費 137，808 124，740 

| 支出 τ 

役務費 5，600 

委託料 51，034，900 48，698，0601 
訳内J三
負担金・補助・交付金 467，840 209，460 

一

合三計 51，646，148 49，040，194 

経常
交付税
算入

入問l瓦工妻女(よ在刀
|0.551  

算概費
=辻ト人一一一一一一

活動指標または成果指標 H25 H26 

随時 随時

1妊婦健康診査補助券交付申請者件数 532件 546件
-・・・・...・・・・・・・・・・・・・.....................冒・・.............

妊娠届出数に対する妊婦健康診査補助券(14回
100% 100略

-・・・・・・...冒・・・・・・・・・・・.......
2 
分)を利用した1回目の健診受診率

99.7% 
-・・..............・・・・・・・....且 -・・・・・・・・・・・・・・..............
99.7% 98.6% 

妊娠届出数に対する妊婦健康診査補助券(14回
100也 100覧

-・冒・..冒・・......................・・・・・・・・・・・・・..............
3 
分)を利用した11回目(妊娠36週)の健診受診率

86.8覧 88.8% 
-・・・...........・・・・・・・・・E・・・..............・・・・・・・・・・・・・・・.
86.8% 88.8覧

目的の妥当性 I 妥当である

自治体関与の妥当性|妥当である|母子保健法による

対象f受益者)の妥当性| 妥当である'

妥
;当
性

I I目標達成度ぉ. I概ね達成しーている
工有 | 、|

効 |類似事業の存在 |存在しない

性戸弘通量二伝言語長|長示日芯l延長幅員記長詰記長浜i;品目;;ぷ
効|実施主体の事正化 |適正である|母子保健事業は市町村事業である
.....;-. ・，._.....・・1 ・，...........0..1.............................1 

| 率 |受益者負担の適正化|適正である|事業目的から適正である
性 Iトト.“………….“………….“山………..山………..…………..…………..山………..山…一..……'一…J一..川.
bコスト効率率γ 三 I適正である|診療報酬単価に準じている

妊娠後期は妊婦健康診査補助券の利用率が低い。妊婦健康診査の定期受診の重要性を母子健康手帳交付時に確実に l

一一 、
伝えるとともに、妊婦健診結果に基づき保健指導を強化する。

課題

J今の方後 計画どおり事業を進めることが適当
改善

向性
時期

.. 

J特記
事項



平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)1 健康増進課

ーIIIs和40年制定された母子保健法により、妊娠届出句受
霊|理と母子健康手帳を交付(第15.1時)。
概|保健センターと小野田保健センターの2ケ所で、交付。

一一・要.‘

l予算事額伺刀1決算額国)

z:f空 71，2801 64，152 

l-iJjご合計二 1二 '71，2801τ64;152

、:主人件費概算

ーで百覇福覆討こl誠裏宿標

財調割

内合
訳

歳入

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

戸般財源

合計

H26 

随時

1 1妊娠届出受理数 --155i平…1・・…・1詰砕

21
妊娠11週以内の妊娠届出者率

100% 1 100% 

97.8% I 93.5% 

97.8% I 93.5% 

様式1号(事務事業評価)

母子保健係 回二日

予算現額(円) 決算額(円)

71，280 64，152 

71;280 64，152' 

一般 経常

31母子健康手帳交付件数
" 
Z石'iiof存存平平.目………….……….目…….目….目且1γγ.山…….………

.. 
…1."1.IEi昆15.存

.. 
…… 
.. 
…"'1 ，.....…… 4石?沿-冒1存j伴平“

目的の妥当性 | 妥当である|妊婦のときからの健康の記録となるもの
妥 fトトい.. 山…….. 山….川山.. ふ .…… .. 山山….. 山….. 山………"山….. 山….. 山..山……M山.吋山.. ぶ .. …….“山山….. 川山.“山..… lト.............................，
=当 |旧自:治台{体本関与の妥当性| 妥当である |母母:子保健法による

l 性 |卜←竺
γ...

一……

i

一一

.. …....一.. ナ.日a目一……"一…一....…….日…....一山i

対象(受益者)の妥当姓| 妥当でで、ある

|目標達成度 三|概ね達成している
有["，.・H・-吋らい・ 川 l
効 1類似事業の存在 |存在しない

主l土手施策への:貢献度|貢献している

|ミ効:慢性空竺主主主|空間三|史???????ff
率 |受益者負担の適正化|適正である
l 

性 |ト卜卜ト.. ………… .. ……… .. ……… .. …一….. 一山.山山日ω而-而不川己戸iぷ示戸戸川山.. 山…….. 川山…….“山山...川…….. 山….. 山…"山".山…….. … .. 吋川り
I::Jコスト効

J

率 λ三三 1適正である|市販のなかで廉価なものを選んでいる

..... 
妊娠届出に時つ、妊い娠て週指数導がす1

る
1
必週要以が内あのる早。期病

の届出をする者の率が両率である一方、妊娠週数28週以上の者もいるので、早
期の届出 院で出産するためには、早期に医療機関とつながり、定期健診の受診が欠かせ
ないので、指導を徹底したい。

課題

今の向後方
性

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

LfE 



平成27年度事務事業評価シート|課・局・室'所(係)I 健康増進課

，..1母子保健法第4条、第9条、第10条、母性、乳幼児に対
冒芸|する健康診査及び保健指導に関する実施要領により実
町|施。

室|・妊娠中の栄養と保健衛生 ・休浴実習
I・産後の生活について

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 58，166 57，340 

子f袋世訳向 二
役務費 9，360 9，464 

二 zzjE企コh 言十 67;526 66，804 

歳入

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債内，合

訳 その他

一般財源

合計二

様式1号(事務事業評価)

母子保健係 匹I8 I 
小項!3(基本事業7
母子保健サービスの充実

4 予算現額(円) 決算額(円)

食材料費 25，200 25，200 

42，326 41，604 

67，526 66;804 
〆

且 ， . E~割

二入件費概算三三ド数(tiλ[想見|無|同司| 一般 | 経常
活動指標または成果指標 H25 H26 

1 I実施回数 10回 10回

個人案内に対する参加者実数の割合
21 

40.0略 I 40% 

(初妊婦に対する参加率)
35.6% I 28.7% 

89.1% I 71.8% 

3 

目的の妥当性 妥当である|母子保健法による
妥ト…，.-........・H ・...…・・…….j.............................1

当 |国自治体関与の妥当性|妥当である|母子保健法による
性 f:ι.士垣竺1正i
;:1対象(受益者〉の葺当性| 妥当である|初妊婦とその夫

|旧目標達成度度 1概ね達成している

:i l者保安FFF::::::::-::|:::?5涜百日;55安長5託拐汚京:Y五汚五fちち五王?z5EEζζ;....l巨r院.-子持-号:
|;土と位施策への貢献度度ム|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である|母子保健法による
J 効 f....'..…よ............・H・.~ ~・ ..1..... ↓
f率 |受益賓負担の適正化|適正である|調理材料の受益者負担金がある
性ト..~..-~j.~~..~~:;...ー…………...・I ・H・ l 

|コスド効率 一I適正である

-F 
参加者延べ人数が少なく十分に目的が果たせないため25年度より初妊婦に葉書で勧奨し元り教室の麗瓦立てピ主夫した。
開催月によって参加者数に差が生じたo一定した参加者数を確保するため実施月と案内送付の時期を検討した。

計画どおり事業を進めることが適当

I(..';~ul 



様式1号(事務事業評価)

回二日母子保健係健康増進課平成27年度事務事業評価シート|課E局室・所(係)I 

.....，母子保健法第4条、第吾柔;第10条J吾雇;乳幼児に対
芸|する健康診査及び保健指導に関する実施要領、母子保
町|健相談指導事業の実施についてにより実施。

室|・小児科医等の講話 ・歯科指導実技
1-.離乳食実習と試食 乳児の健康保持増進、育児不安の軽減

三二歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

調訳財向 割合

県支出金

地方債

その他1

ー般財源 269，800 265，330 

合計 269，800 一二265，330

C円)

9，984 

経常とJ

…回一
H
n
y
“" 

"

咽

B
i

+
E
E
E
B
B
-
'
 

…
回
…

"
η
6
.
 

'

唱

E
よ
・

W
河
…

w河
川
似
而

ハH
U
"
4
Sム
即

nノ“

nu
山

内

d
山

n
b

F
D
日

A
せ

恥

口

6

・EEE4
B
E
E
-
-

‘
••• 
E
 

W
苅
…
似

m
…
似

m

n
u
u
H
F
h
u
"
n
n
u
 

nu
…勺
t

…q
U

4二
q
u

…Qd

-

一
山
川
口
仏

交

3
、

二|人工数(人役)1入件費(円)1 

|0.451 2，033，6841 

H25 

個人案内に対する参加者実数の割合
21 
(第1子に対する参加率)

活動指標または成果指標

二 :人件費概算

ιi 

1 1実施回数

31参加者実数の割合(第1子に対する参加率)

目的の妥当性 |妥当である

iii;;j一一一.，[)き今i]子4持持易H持:子子-与弓:54併桝H説当-五手:F存一'1'"'昇雪許与主主記:?2三去主-?2去去訪::三三汚:三三汚if汚弓?汚.55子お五引-5宗京夜.?1三引?zz汀~"l佐.i抗-さ苛;三f
l対象(受益者)の妥当性| 妥当である

，目標達成度 ι |達成している
有 t...............:;;;:..::，..;..，..............1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性~.，....川、 ...:1

、 I:L位施策への貢献度|貢献している

三効ご|守主~~~l!~1~.....J 干聖士号l.~:.~竺:今 f;: J::6
J 率""I受益者負担の適正化|適正である
性 ~....;.・山戸・巧 | 
も三Iコスト効率 I 適正である

第1子保護者に学級の案内をしている。その際には参加者数増加のため勧奨内容に工夫をしたため参加者が少しずつであ|
，OJ 

るが増加している。

課題

号今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善
時期

向性

..... 



様式1号(事務事業評価)

母子保健係 匹I10 I 平成27年度事務事業評価シート|課・局宮・所(係)1 健康増進課

大項目(政策)

-J一t一 歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

支出向z 亨ど

役務費 1，800 1，620 

訳

£E』ヨ 計二 1，800 1;620 

歳入 予算現額(円) 決算額{円)

国庫支出金二
獄、
県支出金

1向訳E士三割合 地方債 f 主
その他

一般財澗 1，800 1，620 

dロ訟. 計 1，800 1，620 

入件費概算 -T薮常1ス句2511Jt可!?fJJJ|ム|医竺j一般 経常

一活動指標または成果指標 間
一
桝

1 1健康教育実施回数 25回 27回

1020人21受講者数

随時 l 随時
488人

3 

目的の妥当性 | 妥当である|母性、乳幼児に対する健康診査及び保健指導に関する実施要領による
妥下…“一 ....:H 
当 |自治体関与の妥当性ム|妥当である|母性、乳幼児に対する健康診査及び保健指導に関する実施要領による

J 性 f:..;_....，・町三....・・・ | 

|対象(受益者)の妥当控|妥当である|母性、乳幼児に対する健康診査及び保健指導に関する実施要領による

|目標達成度二
有 l一 ι 〆汁l 

|ドF二三:効 |類担陣事業の存在 | 存在しない
f 性}卜"…….. …. 
|-上-王¥正E自{位宣施策̂ '_ちち空の貢献度|貢献している

効|常予~.~51.r.. ~....1 翌主計l.~~~.~~明同T6ßt空警烹{ff*開竺!??.FザI;: J::6
率 |受益者負担の適正化|適正である
三性 f，:..，....，.........;.....，'........，..........1 
1;:1スト効率三 1適正である

.レ
他機関(子育て支援センター等)においても、子育てに関する情報提供の場ができている。行政機関として他機関とも連携し
ながら、教育を提供していきたい。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

平成26年度から始まったこども市民教育推進事業も含む。



様式1号(事務事業評価)

母子保健係 匹目平成27年度事務事業評価シート|課・局直冒所(係)I 健康増進課

歳、出 予算現額(円) 決算額(円1

三支出

J内

l 訳 / 

合 計 。 。
I A {4lt~. ..~... > I人瑚胤)1摘両1
三 人件費概算 三 1 0.41 肌

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

調財訳向 合割

国庫支出金二

県支出金

地方債

その他;

ー般財源 J

二合 計士 。 。

若覇指標ま7こ面画裏面票 H25 

交付税
算人

経常

実施回数 …回…
"
4
"
 

"
円
，
b

H

…回…
"
必
吐
"

山
円

4
.

21出生数に対する参加者割合

40.0% I 43.0% 
............・・・・・・・・・・・・・・・・+・・・・・・・・・・・・・・・・・・...........
30.4% I 32.3弛

1..............・・・・・・・・・・・・・・・品目...........................
76.0% I 75.1% 

3 

|目的の妥当性 | 妥当である↑母子保健法による
妥 1...;.... …，.，.~..;;.....................，.+...........................ト

当 |同自治休関与の妥当性| 妥当である↓母母:子保健法による
性 lトトトトト"………….. …….日……且日…….. 
|対象t受受益者)の妥妥妥一当当性| 妥当である 梓L幼児の保謹者等

目標達成度 三 I達成している
有 ト・・・・.....・R・H・......…"....…..…1..・H・-…………..1...... 
守効 |類似事業の存在 | 存在する |保育園、児童館等で育児相談を実施している
十性三ご卜H・H・....・Z・....・....…......・H・-十…...・H・..........・H・..1

|上位施策ぷの貢献度|貢献している

効 I帯主~.~.~~.1~.......1 空主計J.~:.~.~.~~.I.で
:率 |受益者負担の適正化|適正である
性 f;.:一J山."ムん.. 
|hコス卜効率、 l適正である .. 
平成26年度乳乳児健診受診者のうち40%が育児中の不安・悩みを抱いているため、不安解消を図る。参加率を上げるため
育児学級等保健事業の際に健康相談(すくすく相談)のPRを行う必要がある。

課題

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当
改善

時期

業
一
事
一

算

一
予

一
ロ
一

ゼ

一

一
記
項
一

一一持事、一一



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シートl課・局・室 z所(係)I 健康増進課

一|国の「母性、乳幼児に対する健康診査及び謀健指導に関
芸|する実施要領Jにより、育児不安の軽減のため電話や来
概|所による窓口相談を随時実施。

要

歳出

:合計f

ご人件費概算

予算現額(円) 決算額(円)

。

H25 

随時

財二=

j内原 割合

訳=

歳入 J

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

dロc.. 

H26 

髄時

言十

ヲ舌動指標または成果指標

1 1相談件数
H・H・"i5"33{i平…・・1'........544存H・H ・-

2 

3 

母子保健係

予算現額(円)

。
一般

目的の妥当性 I妥当である|母性、乳幼児に対する健康診査及び保健指導に関する実施要領による
で妥 h....・-バH・M・.........山.......，...."...1川

112!?男性????引きさ芳三 I.~:息切??Z???警警a*開空!fF.2害警.ザi1U:6
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|母性、乳幼児に対する健康診査及び保健指導に関する実施要領による

|目標達成度、
有.f.......……..，イ I

効 |類似事業の存在 1存在しない
性 f..................... ，.:.:~:，...............1

|上位施策氏の貢献度|貢献している

効 ::1黙さ1*0))1聖子.......1 翌七~~....I.~:尽き黙と雪た，~守?烹空空竺空雪空1::00方空警.雪?jff.
了二率 |受益者負担の適正化| 適正である
L性ト.. 叩…里?円.. 山..一ι日…….. 山…….. 山.. 山....….. …， 
1::1コスト効率 主 l適正である

課題

7ヒー

.. 

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

向性

227トロ予期

改善
r時期

匹[EJ

決算額(円)

。
経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局冒室蘭所(係)I 健康増進課 母子保健係 匹DD

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

合ぺ計;、 4 てO 。
ェ入件費概算

収工識は在Jl人梓葺I円)I f交付税
二 1 1.11 4，816，7401 1 算入

31訪問延べ件数
時
…
#
…

随
…
間
…
(

-

1
1
4
1
1
4
 

時
…
併
…

随
一
軍
…j
-

経常

三7舌動指標また匝蔵裏指標

11新生児訪問実件数

21医療機聞からの訪問依頼延件数
時
…
件
…

随
…
犯
…

1
1
4
1
1
4
 

時
一
件
…

随
一
臼
…

寺
…
件
…

n
n
H
-
d
-

随
一
削
…:・

目的の妥当性 |妥当である|母子保健法による
妥 ト.........…円山山・・M・M・....・M・1.............................1
乙当 |自治体関与の妥当性|妥当である|母子保健法による
性ト..............…ぃ………一+............................1
I対象(受益者)の妥当性| 妥当である|母子保健法による

ー|目標達成度
有 l ・1

効 I類似事業の存在 |存在しない
柱~........，..........;......:".......;........I

l上位施策への貢献度|貢献している

効 1さ~fìffi訣空里!?二 ..1 円，~~:....l翌三空宇空 f;::: J::ç，
?率二|受益者負担の適正化 l適正である
V 性 lトト卜“山….“.“一.，ベプ'ι竺土山が一4土ん..，川.. ….ιιユ

Eココスト効率 | 適正である

4易

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めるととが適当
改善

時期

業
一
事

一

算

一
予

一
ロ
一

ゼ

一

一
記
項
一

一
特
事
一



平成27年度事務事業評価シート|課唱直面所得)I 中央図書館

様式1号(事務事業評価)

匹工ヨ

事|妊雇肩扉親へブックスタートノ切(絵本1肱示ちゃん|対象|母子手帳を受けた妊婦
業|絵本のブックリスト、図書館案内、布バッグ)をプレゼント8
櫨|し、その絵本をおなかの中の赤ちゃんに語りかけてもらう|手段|図書館が選んだ本の読み聞かせをしてもらう。
笠|ことで、子どもの言葉の発達と心の成長を助け、まちづくI~ 
主|り、人づくりにつなぐとともに図書館利用の拡大を図る。 I意図三|言葉の発達と心の成長によるみちづくり、人づくり

100目 440，000 400，8201 

; D140， 000 400;'820 

市7
400，820 

440;9021 ミ三c:•... 400，820

1三 三 l人工数(人役)kX件費(円)1 
L 二人件費概算コ| へ 0.61 1，528，1651 

1 I絵本の交付冊数

経常

|三三 活動指標または成果指標一一三

21母子手帳交付人数に対する絵本の交付率

3 

|三 |目前向妥当性 | 妥当である仔どもの育成と、子どもと母親及び家族の幹を強めるとともに、読書への関心を高める。
妥 h.均.与.. …"…官〉弓.へ←1
当 I亘菌j清台剖f体本関与の妥当性| 妥当である I妊婦の連絡調整等、市の健康増進課との連携が必要であるo
性 oV示よふιι一………j一….. 山..  ……….日….. …....日.……….日.日….... ……… .. …… .. …....……?一一...…一.“一一.. γ…f竺μ.ι…J一;，.1............................. ↓ ↓ 
| :三~I対象(受益者)色豊当住| 妥当である I妊婦に本を渡すことで、産前から産後にかけて、子どもに読み聞かせができる0

4一二 l目標達成度 1達成している
f 有| 雨空:;:...............，..1
効 |類似事業の存在 | 存在しない

性 ;'.[一二二企企[g:五五平平i五五互匝1ft)伝議量之為ゐ局説言言説.示説示
訪すf一I慎実施主佐佐=の重EEι | 適正であるrの読み聞かせなどの方法について、図書館職員が指導できる。
t..・・H・H・._....... '_'_'~~~~~ ，: '_~'\.H!_' ・旬デ里山・ .1.............................1・

~二二卒、 |受益者質量のJ 適正化| 適正である|母子保健の観点からも適正である。
1門司 t~...._. 山...・5・り・孟リ・・云...............・ ..1.............................(・

一 1コ?:H-動車 I適正である

-F I平面7年度にブックスタートパックを配付できたのは、市内で母子語放借受けた妊婦のうち約53%-z"、昨報酬
4%増加した。半数以上の妊婦に配付することができたが、ブックスタートを知らないという利用者もおり、今後、市広報や市
内の医療機関等を通してブックスタートの周知を進めるとともに、「子育て絵本カフェ」等でフォローアップを行うなどして、母

課題三|子手帳交付人数に対する絵本の交付率を高める。

喜一直一

計画どおり事業を進めることが適当 |輩|



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 高齢福祉課 高齢福祉係 匹仁ヨ
大項目(政策) 小項目(基本

2|高齢者・障がい者が安心して自立できる環境づくりI1 生涯現役社会づくりの推進

一一計画名

士 1単位老人クラブ(生きがし吃健康づくりの活動、清掃や慰
霊|問等の社会奉仕活動)、老人クラブ連合会(老人スポーツ
血|大会や老人福祉大会などの開催)に対する補助を行う。
室|いずれも国の間接補助事業。高齢者の地域活動の拠点
|として、地域交流活動や清掃活動等を実施している。

老人クラブ等事業

単位老人クラブ・老人クラブ、連合会

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 J 入 予算現額(円)

負担金、補助及び交付金 2，177，000 1，965，500 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

j原割
地方債

内 J合

言R 訳 その他

一般財源

A回、 言十 2，177，000 1;965，500 ムロ 計

人件費概算
|瓦工語I瓦設:)1瓦再葺I円TI
|0.11  576，8501 宮支見|無|

活動指標または戚裏干首謀 H25 

1 1市内老人クラブ数 同・ 54::7ヲデ“ r......54~ラ.デ...
l・・・・・・・・・・・・・・・・・M ・M ・-・・・・・晶・・・・・・・・・・H・H ・.............

21老人クラブ加入者数 2，193人 2，115人

3 

，目的の妥当性 |妥当である|老人クラブ等補助金交付要綱による
妥 l・..~..~・-……H・...……円..1.............................1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|老人クラブ等補助金交付要綱による
性ト…......“……川..;.....+............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|老人クラブ等補助金交付要綱による

目標達成度
有 }トい.. 山…….. 山山.“山….“.
効，I類似事業の存在 |存在しない

213 

1/3 

|会計翻~

性|エ雨量二‘説説|説仁三.~.~~..I己伝説;平二五二議長五日目当証UZ;;2
'実施主体の適正化 I適正である'

at許税制;l::校長:::::::
コスト効率 適正である .. 

課題

イ

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

本事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。

998，000 

1，179，000 

2，177，000 

一般

決算額(円)

966，000 

999，500 

1，965，500 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課骨・室・所(係)I 高齢福祉課 高齢福祉係 匹CIJ
中事百1施葉T
高齢者福祉の充実

老人福祉作業所運営事業

，=，"".，老人福祉作業所(4箇所)を運営する上で必要な経費(光
雲|熱水費、通信運搬費(電話料)、手数料(汲取り)、保険料
~I(建物損害)、設備保守(消防)等)等の費用を負担す
霊|る。現在の厚狭陶好会館が解体されるととに伴い、新作
l業所の整備について調整する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)• 歳 入

需用費 195，080 166，878 国庫支出金

支 役務費 49，969 
出
委託料 7，000 

内
訳

ぷ仁』司 計 252，049 

人件費概算

活動指標または成果指標

1 I老人福祉作業所の数

21老人福祉作業所の数利用者数

3 

41，571 財 県支出金

4，320 
j原割
地方債 J

内合
訳 その他

一般財摘

212，769 」回ι 

H25 H26 

...2箇m…・1・… 1面市…・

…・.7.'4'j:_.......T........Ei4A・“

目的の妥当性 妥当である|老人福祉作業所条例による
妥 ト…・"・~..... o・・・H・H・."..・H・-…・・1.............................1
当 |自治{休本関与の妥当性 l妥当である l老人福祉作業所条例による
性 |トトトM山………‘“…..山………..山…..山…..山……….. 山……….. 川….. 山….. 山………圃"山….. 山山.. 山.向.……… .. ……… .. 山….. 山….. 山...山…….. 山….. 山.. …. 
対象(受益者)の妥当性|妥当である|老人福祉作業所条例による

.目標達成度

!I持労務:::I:5日日.T.....
E上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である|市が行うことになっており、妥当である
叩 ...........o....“・・ Iooo.....・..o........…・..............................

計

I逗 |受益者負担の適正化|適正である|市の負担で行うものであり、適正である。
性 }ト卜"….“山……川.. 山一.. 山.日?川'
|bコスト効率 I適正である|必要最小限の費用で行つている

..... 
施設の利活用のあり方を検討する。
厚狭陶好会館は、平成28年度に新作業所を整備する。

課題

の今向後方性 事業の進め方等に改善が必要

笠l

予算現額(円) 決算額(円)

利用者負担金 13，000 6，683 

239，049 206，086 

252，049 212，769 

一般 経常

改時期善 28年度中に改善に着手



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 高齢福祉課 高齢福祉係 匹E己
天草百τ

実

i

目充
E
一の

前
山
一
止

孟
柳
川
』

-
A
4
1

U
一福

直
一
者
豆一捕

全国健康福祉祭参加祝い金支給事業(ねんりんヒ。ック出場者祝い金)

歳出 予算現額(円jJ 決算額(円)

報償費 50，000 50，000 

支
出

内
訳

ぷロ』 計 50;000 50，000 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 j その他

一般財j原 50，000 50，000 

合計 50，000 50，000 

人件費概算 |人工数(淵人件記~ I官 1;1匝副
活覇霜寝または成裏指標

1 !全国健康福祉祭参加者数

H25 

(随時)

H26 

(随時)

と」 経常

… 6A・.......f・....・・ 4A 

2 

3 

= I目的の妥当性 l 妥当である|市民の福祉向上に寄与するものであることから市主体の実施
妥 f..・H・.，..……H ・H ・...…….:!.............................!

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|市民の福祉向上に寄与するものであることから市主体の実施
性ト...~・...…u………l…H・H・!.............................!

対象(受益者jの妥当性| 妥当である|ねんりんピック出場者に向けたものである

I目標達成度、二
J 有f，....:..........，.....-..........，......::..:.I
効 l類似事業の存在 |存在しない

性閣議二品料品ぷ~"I謀説広三:6二二五品エ;ぉ;;員長仁三;ミ
実施主体の適正化 |適正である|ねんりんピック出場者へのお祝い金の贈呈

111支持税制:l:E151:ljZ5515iI住......二二二
』コスト効率 I 適正である

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

.. 

本事務事業が参加者決定者に祝い金を贈呈するものであり、目標値の設定にそぐわない



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局呈且所(係)I 高齢福祉課 高齢福祉係 匹仁E
大項目(政策)

全国健康福祉祭参加祝い金支給事業(ねんりんピック出場者祝い金)(開催地枠分)

ねんりんピック出場者

お祝い金の贈呈

参加意欲の更なる増進

歳 出 予算現額{円J 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

報償費 100，000 100，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

j原害IJ
地方債

内合
訳 訳 その他

ー般財源

合，計 100，000 100，000 dロL 言十

人件費概算 |入工数(淵人件12;51|皆川陸出
活覇福震または成裏百覆 H25 

1 1全国健康福祉祭参加者数(開催地枠分)

2 

3 

1. I目的の妥当性 I 妥当である|市民の福祉向上に寄与するものであることから市主体の実施
妥}・...・H・...・M・-山:o..~....・H・..……1.............................1
当 |自治体関与の妥当性l妥当である|市民の福祉向上に寄与するものであることから市主体の実施
性 1'..........・M・...山H・M・...…H・H・+.・|
|対象(受益者?の妥当性l妥当である|ねんりんピック出場者に向けたものである

目標達成度1.有 t ・・...・a・....・H ・...・H・-…-・H・H・..~...;1 
効 |類似事業の存在 |存在しない
1 '、性 |司...'.....H叩 山……"…………….. 山山…….. 川山….“叫山….，坤川‘"叩..山……"叶.
|上上J位施策へヘ4の貢献度 1:貢貢献してしい、泊る|生涯現投杜会づくりへの意識向上に向け貢献している

効τj快|陳実施主体の適正化 |適正である|ねん似ツク出場者へのお祝い金の贈呈
島....‘山H 白 " 引山.‘ 

| 率 |受益者負担の適正化|適正である|ド1人あたり5000円の贈呈
性 }・...・H ・....・H・-・川山・.~ó....... ・ H ・H・ .1.............................1

~ 
ー

、， 

| 今の向後方性

コスト効率 適正である .. 

事業の終了
改善
時期

本事務事業が参加者決定者に祝い金を贈呈するものであり、目標値の設定にそぐわない

100，000 

100，000 

決算額(円}

100，000 

100;000 



様式1号〈事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室E所得)1

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 50，000 32，400 

支 負担金、補助金及び交付金 5，722，000 2，896，122 
出

内
訳

ぷロ』 計 5，772;000 2，928，522 

人件費概算
|人工数T.:瓦役)1瓦再葺I円円
|1.41 8，075，8931 

活動指標または成果指標

ねんりんヒ。ックおいでませ!山口2015サッカー
1 I競技の参加者数
(7ブロック28チームによるリーグ戦の開催)

ねんりんピックおいで、ませ!山口2015サッカー
2 I 
競技の観客数

3 

H25 

両齢福祉課 高齢福祉係 匹[IJ

歳 入 予算現額(円J決算額(円)
国庫支出金

財 県支出金

j内原書Ij
.ロA. 地方債

訳 その他 まちづくり魅力基金 50，000 32，400 

一般財源 5，722，000 2，896，122 

ム日 言十 5，772，000 2，928;522 

官免|無||会計種別| 一般 臨時

妥 t~的??性 |妥さである|全国健康福祉祭開催要綱により、都道府県・市町村の関与が明記されている。

当|自治体関与の妥当性|妥当である|全国健康福祉祭は高齢者福祉に寄与する。
| 性 ト~.~，・H・-・プ・....・H・'"・…-…....・H ・ 1.............................1

'対象(受益者)の妥当性|妥当である|概ね60才以上の高齢者が対象である。

有午|目標達成度 |達成している
t"，_"・H・H・....・H・........・H・......“'''.

効っ|類似事業の存在パ 1存在しない
怖 い…・町山 E 

〈|上位施策への貢献度|貢献している

効虐性??型E!kjptfflt合?とと七三官雪里会日誌????.仔isと00
率 1受益者負担の適正化|適正である|山口県実行委員会からの補助金、共催市(下関市・山口市)からの負担金を活用する。
性いι山川H・H・-……μH・H・...1.............................1

t=スト対率

課題

今の向後方性

特記
事項

適正である ... 

事業の終了
t改時期善



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)1 高齢福祉課

大項目(政策)

高齢福祉係 回二日

敬老の日行事補助事業

士，毎年9月の期間中に地区社協主催により敬老会を開催。
宝|最高齢者、米寿者への記念品の贈呈、アトラク、ンョンを行

詰|い長寿を祝う。市内の11地区で開催される敬老会の運営

要|に対する補助

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

負担金、補助及び交付金 4，565，000 4，401，980 

支

出内

訳

合計 4，565，000 4，401;980 

市内11地区での敬老会への補助金交付

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原書IJ
地方債内合

訳 その他

一般財瀬 4，565，000 4，401，980 

、品ロ 計 4，565，000 4，401，980 

人件費概算 tti 人件1251| 官~1無|匝画一般 経常

活動指標または成果指標 、
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i1 1敬老の日行事実施地区数

100.00% I 100.00% 

21敬老の日行事参加者数 …i;7.2Z'X......t.......i;S22"j:_........ 

3 

|旧目的の妥当性 I妥当である|敬老会運営補助金交付要綱による
妥 }ト卜"川P内且ベ川1川H…………00山…….帥山山….. 山…00山..…….……….. 町….町叩司..叩…….刊叩噂~..~…‘"山山.. …一.. 山….山“

当当 I自治体関与の妥当性|妥当である|敬老会運営補助金交付要綱による
|性 ~.…い川…・川H・ H ・ 7・I....~.:....:.....:.:..~....I
|対対-象(受益者)の妥当性| 妥当である|敬老会運営補助金交付要綱による

有 l占里持雪号守守.男竺ι里尽忠ιf;L一υ".人..ム人一'h.‘一…"
効 |類似事業の存在 I存在υ旨い

?|主主辰之副長|説辺三回説;広三五日通話33U説UZG

効 |医警性作?仔空E敗i~正:.....1 空肝子三f吹三 |佐雪守空貯住主主弐::i=:f*1土照?仕.史-仔明押型.主史巳
率率 .1受益者負担の適正化1適正である
: 性性~ トト"川….
|ドJ 志 Iコスト効率 ぺ|適正である .. 

今 今の向後性方J 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

し

呈l



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1 高齢福祉課 両齢福祉係 回三コ
中項目(施策) 小項目(基本事業)

高齢者福祉の充実 生涯現役社会づくりの推進

敬老月間啓発事業

~I市妄面表奇正面面 (100歳、雇丙吾首齢者)。百五歳、 95歳
主|及び100歳以上の高齢者に対する市長と保育園児又は
ま|幼稚閏児合作の敬老祝カードの贈呈。市内事業所による
霊|敬老お祝いセ-;]/0)開催。小中学生の敬老意識醸成事
l業として、敬老ポスターや作文の募集。

歳!出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入

需用費 292，350 292，350 国庫支出金

支{

出
内

財瀬割
県支出金

地方債、
内合

訳 訳 その他

一般財源

dEbユ. 計 292，350 292，350 i:ι 3 計

人件費概算 円でT;| 守主~~81 1:ず|什匝出
活動指標または成果指標 1 H25 1 H26 

1 58箇所 1 55箇所
1 1敬老お祝いセールに協力参加した事業所数 1 55箇所 1 47箇所

94.80% I 85.50% 

2 

3 

目的の妥当性
妥 }トい.占山6山司…….. 川山…….. 川山…….. 川山山….. 山山.. 川川.“山6μ.刊巾山川…"山……….. 山….. 山……….. …… .. …… .. …....……… .. 山….. 山....向川…….. 山….. 山.. 川…….. 叩山.μ川山.. 山""………….. …川….. 川山.吋巾，'1十十+ト.............................1

予算現額(目)

292，350 

292，350 

一般

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|市民の福祉向上に寄与するものであるととから市主体の実施
性Jo.・H・-山……向山掴H・H ・..…1..............................1
対象C受益者)の妥当性| 妥当である|広く高齢者を対象としており妥当である

1目標達成度 1達成している
/ 有 1トト.
効.I類似事業の存在 |存在しない

決算額(円)

292，350 

292;35Q 

経常

年 [i伝説判長説|説仁三.~.~6..1長五五五，LL324Lみ:33i:記長二両;LZ説説ぷ福山::
ー実施主体の適正化、 I適正である|実施主体は市であるが、敬老お祝いセールに関してミは事業所に協賛を依頼

|効 F，川a・....'...i....do....'....・M ・...，.，1.............................1
J率 |受益者負担の適正化l適正である|セールに関しては協賛の形をとっている
性 1"，，，，.，・M・..........，...・H・-戸…….，，1.............................1
|コスト効率 I適正である

• 

、'今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当

i望6J

改時期善



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課伺・室・所(係)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター| 匹E口
大項目(ー'一、

2|高齢者・障がし唱が安心して自立できる環境づくりIi 
一一計画名

介護予防事業(一次)

事|第一号板係属著而歳以上面言語者)に対日ヲ議予防
:!:I教室等を実施し、心身の健康維持・増進に関する啓発を
読|行う。また、パンフレット等の配布を行い、介護予防の普
要|及啓発を行う。

2 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)
、

歳 入 予算現額(円) 決算額(円}

需用費 85，536 85，536 国庫支出金 25 5，345，539 5，329，284 

支 役務費 17，000 。財 県支出金 12.5 2，672，769 2，664，642 
出
委託料 20，699，623 20，652，0001 

内
訳 使用料及び賃借料 580，000 579，6001 

j原割
地方債

内合
訳 その他 50(介護保険料) 10，691，079 10，658，568 

一般財j原 12.5 2，672，772 2，664，642 

dEbヨ. 計 21，382，i59 21，317，136 合 言十 21，382;159 . 21，317，136 

人件費概算 同咋~τ281I管見|叶|会計判問護) -， 経常

活動指標または成果指標 H25 H26 

1 1介護予防型デイサービス開催会場数
同 ・11面前 r....i3笛Ffi....

21介護予防型デイサービス延べ参加者数 …・・'7'6Ö5)~" …r.....iöお丈"

12回 12回 24回

31介護予防関係講座回数 15回 1 18回 43回

125.00% 150.00% 179.00% 

|目的の妥当性 |妥当である|山陽小野田市介護予防一次予防事業実施要綱による
妥 JトH・H・""H"・H・....司f ・・|
呈 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市介護予防一次予防事業実施要綱による
は 明記長証言j雨量主主|ぷ.~:;b;;...1 山陽小野田市介護予防一次予防事業実施要綱による

目標達成度 概ね達成している|普及啓発の評価は難しい面もあるが、講座回数としては概ね達成している
.........・・・・・・・・a・・・・・・・・E・・.......H.・・・・・B・・...........................1..................・・・・・・・・・・・・・・・・E・・......・a・・・・・E・・・・・・・・・・・・・・・・・・...........................................................・・・E・・.................n............、

類似事業の存在 存在しない
唱，.，.・・‘・・....ー.....・'，O"'H・..・・・・・E・・・・・-・.......・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・a・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・a・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・E・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
土位施策への貢献度|貢献している|高齢者の介護予防推進に向け貢献している

効 .実施主体の適正化....J適正である防保険法に基づく地域支援事業の中の介護予防事業である
th.....!.~.-..・・・，.，・M・ .i.... ....， ....~ó......I... ............ ，.... ........ '1' 

率 |受益者負担の適正化1適正である l介護予防型デイサービスについては委託
性 h;・.......……山H・R・H・.~;，...・… +............................1.

1コスト効率 ~ 1適正である .. 
65歳以上市民に対する全般的な介護予防の事業であるため、短期間で成果を出すことは困難である。講座開催回数のみで
なく、対象者に合せた効果的な介護予防を普及啓発することでより住民が介護予防に取り組みゃすくなるような内容を考えて
いく。また、平成29年度からの総合事業導入に向け、介護予防型デイサービスのあり方を検討していく必要がある。

J課題)

今の向後方性 事業の進め方等に改善が必要 改時善期 28年度中に改善に着手

笠|



. 

様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課包局?吾所(係)I 高齢福祉課 高齢福祉係 匹亡己
大項目(政一、

介護支援ボランティア活動事業(地域支援事業:一次予防事業)

~I嘉三芽被保険者 (65歳以正〕示二いきいき介護手京ータ一
芸|として介護保険施設等で介護支援ボランティア活動を行
概|い、一定の活動を行った高齢者に対し活動実績に応じて
要|転換交付金を交付する。

j墨 出 g 予算現額(円) 決算額(円)

委託料 2，800，000 2，173，670 

支出

肉

訳

合計 2，800，000 2，173，670 

財
澗割
内合
訳

歳 入 予算現額(円) 決算額(円}

国庫支出金 25 700，000 543，417 

県支出金 12.5 350，000 271，708 

地方債

その他 50(介護保験料) 1，400，000 1，086，835 

一般財j原 12.5 350，000 271，710 

止ロh 計 2，800，0001. 2，173，670 

目 且.l!L ~ I .1. . 由
人件費概算 戸新制人件記~ ~甘い I I会計種別|特ふ介護)1 経常
活動指標または成果指標 H25 

1 1介護支援ボランティア活動時間数 ....2:785蒔尚"'r"2-;i34o蒔筒"

21介護支援ボランティア登録者数 144人 178人

31介護支援ボランティア受け入れ事業者数
.5[箇前・…T・M・-52省首......1["""....42笛耳目…

目的の妥当性 |妥当である|山陽小野田市介護支援ボランティア活動制度実施要綱による
妥..h:.....…山........・H・........・a・-・1.............................1
当 |自j治台体関与の妥当性| 妥当である|山陽小野回市介護支援ボランテイア活動制度実施要綱による
性 卜“山山.. …… .. 一…….“山一….. 山…川.“山.. 町..川川….. 山..山…‘"山……且u…且.. 山正h….
l対象(受益者)の妥当性|検討が必要|山陽小野田市介護支援ボランテイア活動制度実施要綱による

目標達成度
J 有ト"“H・H・..，..............................1.............................1.
効|類似事業の存在 一1存在しない
' 性 |トトト.. 山…….. …… .. 山山.. 山.. 山kム.
|μ」よ=位施策代の貢献度|貢献している

効 -期主的適正化 |適正である l社会福祉協議会へ委託して実施
p・・・・・ 1 ・・・・;.....;......・“・・.......1・M・・・・・・ 5 

t率、|受益者負担の適正化|適正である|介護保険法による地域支援事業の中の介護予防事業である
性 九lト卜.“山…….. 川山……..山山咽“山山.. 山…a“.

A課題

今の向後方性

|hコ;スE卜効率 1適正である|

4夢
介護支援ボランアイアの受け入れ事業者数の増加につとめるo

計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

平成26年度より対象者の年齢の引き下げを行った(65歳以上から40歳以上へ)040歳から65歳未満の対象者の費用は一
.般財源のみである。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課圃局直・所得)1 高齢福祉課

大項目(政策)

士 1山陽小野田市丙に住む65歳以上で仔干護保扇面夏によ
妻子要介護者及び要支援者を除く)で日常生活を営むのに
~I支障があると認められる者が、一時的に養護が必要となっ
霊|た場合に原則7日聞を限度とし、養護老人ホームに短期
』入所させる。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)•• 
委託料 483，000 111，910 

支
出
肉
訳

dE』Z 483;000 111，910 

歳入

国庫支出金

財 県支出金
源害IJ
地方債

内合
訳 その他

一般財j原

iロh 計

高齢福祉係 匹[JD

予算現額(円) 決算額(円)

483，000 111，910 

483，000 111，910 

人件費概算 i人瑚tT;l周知~ r習免|叶|会計程恥会(介護)-， 経常

活覇福薦または成裏指標

1 1生活管理短期入所事業利用者

21生活管理短期入所事業利用日数(延日数)

3 

H25 

(随時)

20人

H26 

(随時)

6人

(随時) I (随時)
122[:1 42日'

目的の妥当性 妥当である|山陽小野田市生活管理短期入所事業実施要綱による
妥}山.，・M ・-川町...・.......・H・...…，.............................，.
l 当 I自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市生活管理短期入所事業実施要綱による

性 lト卜"川山….“H凶……‘日…….一…………j一……一..一….，……一..  |対象(受益者Jの妥当性|妥当である|山陽小野田市生活管理短期入所事業実施要綱による

l旧目標達成度 : 

有 l卜卜.. 山….. …….“i 
効 I類似事業の存在 1存在しない
性

I I実施主休の適正化 |適正である|養護老人ホ一ムに委託
#ll'JI ....・H・・白....…・"..・.，...................1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|介護保険法による地域支援事業の中の介護予防事業である
司':.f. ，. t.. .... • ~ . .~.““.............・...“““ ....1.............................1

|ムヘ |ヨスト効率 I 適正である| .. 
課題

〉

志?今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期



様式1号(事務事業評価)一

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1 高齢福祉課 |地域包括支援センター|

天項目(

回コヨ
中項目(施策)

高齢者福祉の充実

士 E生活機能の証下した高齢者に対して、リハビリテーンョン
霊|の理念を踏まえて、「心身機能Jr活動Jr参加Jのそれぞ
1!:1れの要素にバランスよくアフ。ローチするために、体操等介
霊|護予防に充実した住民運営の通いの場の立ち上げ支援
lを行い介護予防に効果的なプログラムを提供するo

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 834，141 834，141 

支
出

内

|訳

bロ. 言十 834，141 834，141 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 25 208，535 208，535 

財 県支出金 12.5 104，267 104，267 
j原割
地方債

内合
訳 その他 50(介護保険料) 417，070 417，070 

一般財糠 12.5 104，269 104，269 

」回益、 計 ザ834，141 834;141 

人件費概算 |人瑚人?;l 人15281 市IH 同匂n-qt~(介護)1 経常
活動指標または成果指標 H25 

1 1住民運営の通いの場の設置(設置数)

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|今後増加していく高齢者の介護予防に地域ぐるみで、支える土壌作りに寄与する
妥 H"山川………...........・H ・.，.............................，

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|今後増加してしい、てく高齢者の介護予防に地域ぐるみで支える士壌作りに寄与する
性 Iトい山山.. 山貝υ…..山山..叫山..山.. 山.
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|市内高齢者の介護予防を目指すためのものである

有 |目??秀号空勿守幣片;….. …人'"一..
効|類似事業の存在、 |存在しυ7なkい
~牲性 lト.一ム山L一山.，…『引刊山..……..…..… ..山…"山山……..山山.“山山.. 川....………..…..………...….“山‘“…，.on.川川.1ト卜トトn…………..……..山……….“山…..……..…....………..……..…....…………..山……..山………..……..……..…....…………..……..…叶..
上位施策への貢献度|概ね貢献しーている|高齢者の介護予防推進に向け貢献している

.: 1実施主体の適正化 j適正である

i;154fH-5HEEl::註251:12員長持活21245-2252長:明言351::::
|コスト効率 ゾ 1適正である .. 

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

:
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様式1号(事務事業評価)

I Nol 12コ平成27年度事務事業評価シート|課唱・室・所(係)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター|

中項目(施策)

高齢者福祉の充実

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 40，000 8，500 

支 需用費 23，700 23，700 

I出
内
訳

合く計 63，700 32，2001 

. 自 品I!L..~ . 害生包
人件費概算

I人工数(人役)I人件費(円n
|0.31  1，730，5491 

介護予防サボーター(仮称)養成事業

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 25 15，925 8，050 

財 県支出金 12.5 7，962 4，025 

j内原 割合 地方債

訳 その他 50(介護保険料) 31，850 16，100 

一般財j原 12.5 7，963 4，025 

点日民 計 63;700 32，200 

宝?|無||会計翻~特会(介護~ 経常

H25 活動指標または成果指標 H26 

1 1初級講座の開催

21中級講座の開催

31介護予防応援隊養成者数 …人…附
1

・

"
ト
U
H
ハUGU
 

目的の妥当性 妥当である|山陽小野田市介護予防応援隊事業実施要綱
ーー t.....・M・..・・"!'"・H・・H・-・・....・..，.，.............................，
| 語 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市介護予防応援隊事業実施要綱
性 |ト卜.. ……… .. 一…….叫山……且H山……匝“山.. 山.. 困H…….. 山.. 山圃“.….. 川山.“山&“川.川句υ山.. 川"一….. 山....“山山“山…….. 山.. 山…叶.. 山.. イ‘.1.............................1
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市介護予防応援隊事業実施要綱

目標達成度 |検討が必要|開催回数としては目標を達成しているが養成者数が6割しか達成できていない
有 1...，・H・-…………H・H・-山…，..・H・....・H・..……・l
効 |類似事業の存在 |存在しない

|性 lA員長二説副首込山花|議長長三伝説日ij員長日;;2
「τ.九
効 |実施主体の適正化 |適正である
ド・・4・・・・-“・4・・..・・........ii..'oo“・“・‘晶且・・1・・...........................1.
率 |受益者負担の適正化|適正である i介護保険法に基づく地域支援事業の介護予防事業である
性 lト卜4山...….
1:ヨヨスト効率 λ1  適正である ... 
中級研修を受けた者全員が介護予防応援隊となり、活動はできてし、るが、養成講座参加者自体が少なく目標人数の達成に
至っていない。今後は、広報方法の工夫や、介護予防の必要に閲する普及啓発にも力を入れ、養成講座の受講者自体をお
増やしてして必要がある。

|課題

の今向後方性 事業の進め方等に改善が必要 改時善期 28年度中に改善に着手

介護予防サポーター(仮称)の名称を「介護予防応援隊」と決定した



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室早所(係)I 高齢福祉課 両齢福祉係 回三日
大項目(政伊、

2|高齢者・障がし唱が安心して自立できる環境づくり11 
~-計画名

介護予防事業(一次) 介護保険第2号被保険者における介護支援ボランティア活動事業

事|第二号被保険者(40歳以上65歳未満)が、し三吾下吾斎護
!!Iサポークーとして介護保険施設等で介護支援ボランティ
事|ア活動を行い、一定の活動を行った者に対し活動実績に
要|応じて転換交付金を交付するo

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

委託料 300，000 241，518 

支
出
内
訳

dE』ヨ 言十 300，000 241，518 

歳入 予算現額(円〕

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財j原 300，000 

Aロ. 計 300，000 

人件費概算 ド可制人件記5HTHb画一般
活動指標または成果指標 H25 

1 1介護支援ボランティア活動時間数

21介護支援ボランティア登録者数

31介護支援ボランティア受け入れ事業者数 42箇所

決算額(円)

241，518 

2-;11，51$ 

経常

1. 1目的の妥当性 | 妥当である l介護保険第2号被保険者における山陽小野田市介護支援ボランティア活動制度実施要綱による
妥 f:;・H・.....・H・....i..・・・山H・H・...….1.............................1
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|介護保険第2号被保険者における山陽小野田市介護支援ボランティア活動制度実施要綱による
l性 l….，.・H・..…H・M・………....1.............................1
対象(受益者)の妥当性|検討が必要|介護保険第2号被保険者における山陽小野田市介護支援ボランティア活動制度実施要綱による

目標達成度
J 

21副長記長正 |証工ぷ;・
性
上位施策ムの貢献度|貢献している

|イ効 lき照明作E!? ょ....;1 空~.:'~~....J.~:，三mtJ!:開三二烹日常
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 lトト.. 山川….. 山.“通"……… .. 山….. 山.“圃………….. い….“川山.. 山.. 且Pρ川川.. 山……….“山….“山山.. 叫.“圃“山.. 山山.. 山.ι…i
司ス卜効率; 1 適正である ... 
介護支援ボフンァイアの受け入れ事業者数の増加にっとめる。

課題

今の向後性方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

平成26年度より対象者の年齢の引き下げを行った(65歳以上から40歳以上へ)040歳から65歳未満の対象者の費用は一
般財源のみである。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課M局・室刊(係)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター| INol 14 I 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 300，000 175，000 

支
出
|内

訳

ぷE』Z 言十 SOO，OOO 175;000 

a 血 Ja . 申
人件費概算

は工薮I瓦夜IT瓦再責I円円
0.251 1.442，1241 

活動指標または成果指標

地域リハピ、リテーション活動支援事業

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 25 75，000 43，750 

財 県支出金 12.5 37，500 21，875 
源害IJ
地方債

内合
訳 その他 50(介護保険料) 150，000 87，500 

一般財源 12.5 37，500 21，875 

dロ』 計 300，000 175，000 

H25 

1 I介護予防事業等への専門職の派遣(派遣回数)

経常

生き生き介護予防運動教室(12回1コース)開催い.......
21 
回数 ，..・a・..……......・M ・-・+

3 

妥
当
性

目的の妥当性 1妥当である|今後増加してして高齢者の介護予防に地域ぐるみで支える土壌作りに寄与する

自治体関与の妥当性|妥当である|今後増加していく高齢者の介護予防に地域ぐるみで支える土壌作りに寄与する

対象(受益者)の妥当性|妥当である l市内高齢者の介護予防を目指すためのものである

目標達成度
有 1...，.".....，，，，，，，，.....;.;，.，，.，，，，，.，，.，，1
効 |類似事業の存在 I存在しない

性立雨量二伝説!長以~6"1副長み諸説;;記長ぶぷ;2
実施主体の適正化}ム|適正である

i:|完全至高所持511I::校長"F~常時jj主主骨子三五十日芝府:551::
I Iコスト効率 i . 1 適正である .. 
|課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

同町一



a 

様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)1 高齢福祉課 |地域包括支援センター|

中項目(施策)

高齢者福祉の充実

事|要介護状態等になる恐れの高い高齢者を、墓示チェック
業|リストにより把握(二次予防事業対象者)。介護予防事業
概lを実施し、二次予防事業対象者を介護予防事業につな
要|げていく。

、歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

需用費 10，017 。 国庫支出金 25 12，754 

支 役務費 41，000 。財 県支出金 12.5 6，377 
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他♂ 50(介護保険料) 25，508 

一般財源 12.5 6，378 

ぷ同』 言十 51，017 。 dロ~ 言十 51，017 

-. allL' • 4fr官 、E 1..1 冒軍事.，_司、 l 

人件費概算

活動指標または成果指標 H25 H26 

基本チェックリスト実施者数(平成26年度より実施，...............・H ・..…・1， '298 
方法を変更) 1......……H ・H・.......1

2 

3 

目的の妥当性 |妥当である|山陽小野岡市二次予防事業対象者把握事業実施要綱による
妥 1....，....;.....".:.....，..................;;1

z 当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市二次予防事業対象者把握事業実施要綱による

対象C受益者〉の妥当性|妥当である|山陽小野田市二次予防事業対象者把握事業実施要綱による

I Nol 15 I 

決算額{円)。
。
。
。
。

経常

l 、 |目標達成度
明 H ・H・to，.・・・・H・ 2 

効 l類似事業の存在込 |存在しない
性 lトト"叩山…….. … .. ………… .. …… .. 山….. … .. ………… .. …山.. 山….“山.“冒，... 
|上位施策への貢献度|貢献している

1 1実施主体の適正化 |適正である

11H4f員長伝言5711:525Z::|注目拐さ主財2-35515汚芳三三15z:::::::::::::
コスト効率 適正である|費用対効果を考え、平成26年度より事業所委託を廃止した。

4倶
平成27年度より国の地域支援事業における介護予防事業が現行の「一次予防事業」とf一次予防事業」とし、う区分を一体化
し「一般介護予防事業」として編成された。当市では平成29年度からそのように実施する予定である。平成27年度は介護予
防が必要と思われる可能性の高い方へ基本チェックリストを実施する方法をとり、事業へ結びつける方策に力を入れたo

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記勺 1
|平成28年度がこの事業の最終年度となる

事項; I 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課惜呈且所(係)1 高齢福祉課 |地域包括支援センター|

大項目〔政策)

事|要奔護状露1':::7よるリスヲめ高いご荻予防事葉苛象者を把
:!:I握した後、要介護状態等になることの予防に資する通所

匹仁日

議|または訪問による事業(運動器、栄養改善等)の実施。 I手段|二次予防事業(通問・訪問型介護予防事業)の実施
要.

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入

報償費 80，000 。 国庫支出金 t

支 需用費 21，000 。財 県支出金
出
委託料 964，000 268，000 

内
j内原 害合IJ 地方債

訳 使用料及び賃借料 580，000 579，600 訳 その他

一般財j原

ぷロ』 計 1，645，000 847，600 ぷロ』

人件費概算

活動指標または成果指標 H25 

45 I 45 

1 I二次予防事業の参加者(実人数) 10 12 

22.20% I 26.70% 

2 

3 

目的の妥当性 I妥当である|通所型介護予防事業実施要綱による
妥}………“..~".…..，・H・.;.，・H・，.+・ l
当 |自治休関与の妥当性| 妥当である li通面所型介護予防事業実施要綱による
性 lト卜ト..山..….
対象(受益者)の妥当性| 妥当である li通亘所型介護予防事業実施要綱による

計

予算現額(円) 決算額(円)

25 411，250 211，900 
12.5 205，625 105，950 

50(介護保険料) 822，500 423，800 
12.5 205，625 105，950 

1;645，OQO 847，6001 

経常

右 l.~.!:空明 ;........，.I...~主主仔I.~!~ごとど??!?ji?で12TT.11:??望???!ir.!?史v\
効 |類似事業の存在 I存在しない
性~....."...:.，;.....;.;.....;..，.:......，，， i， 1

l上位施策伐の貢献度|検討が必要|事業の目的自体は貢献に値するが、実績を見ると貢献に値すると評価しがたい

実施主休の適正化 1適正である|通所型介護事業所に委託している
効 ノl卜ト;.川山.. …… .. … .. 一.
率. 1受益者負担の適正化|適正である|介護保険法に基づく地域支援事業の中の介護予防事業である

r 性 Iトト.“山….. 山……凪M山山…咽"山.. 山且.... 山….. 山山圃“山..….“山……….μ山…….. 山………且H山….. 山….. 山且....….. 山..“山….“山.“.….. … .. 山..1↓1.............................1
|ご |コスト効率 I 適正である .. 
一次予防事業は一次予防事業対象者が要介護状態等となることを予防するために極めて重要な事業であるが、勧奨しても

行参ら一加の般者「一介が次護増予予え防な防事い事業状業J況ととしで「二て、これは、全国的にも同じ傾向である。そのため、国の地域支援事業における介護予防事業は、現

課題

次予防事業jの区分を一本化し、「一般介護予防事業Jとして編成され、本市でも平成29年度か
、現在の二次予防事業対象者に特化することなく高齢者全体に向けた介護予防事業を強化して

いくことで検討を進めている。

今の向後性方 計画どおり事業を進めることが適当
改善、

時期

特記 |平成28年度がこの事業の最終年度となる
事項 | 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課掴局ー室・所(係)1 高齢福祉課 |地域包括支援センター|

大項目(九叶、

事|二次予防事業対象者等が、要介護状態になることを予防
業|する為、その心身の状況等に応じて、対象者自らの選択
概|に基づき、介護予防事業その他の適切な事業が包括的
要lかっ効率的に実施で、きるようにサービス計画を作成する

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 16，000 11，012 

支
出
内
訳

dE』Z 計、 16，000 11，012 

財源割

内合
訳

歳 入- 予算現額(円)

国庫支出金 39 6，240 

県支出金 19.5 3，120 

地方債

その他 22(介護保険料) 3，520 

一般財源 19.5 3，120 

一.同A. 計 16，000 

回コヨ

決算額(円)

4，294 

2，147 

2，422 

2，149 

11;012 

人件費概算 円I瓦?:l噌Foirず|什 I会計種目市会(介叫 経常

活動指標または成果指標

1 I二次予防事業対象者ケアプラン作成

2 

3 

H25 

(随時)

10 12 

1 . 1目的の妥当性 1妥当である|虚弱高齢者の介護予防を目指す
世 .・F・...・...，......・・・・・・・・・・・・・......oo....:..I.............................t
I ~..I 自治体関与の妥当性|妥当である|広く高齢者の介護予防に資するものであり、市主体で推進
性 l，...・......・H・-…・川…...・H・...・H・-・1.............................1
対象(号益者Jの妥当性|妥当である|高齢者の介護予防推進に向け貢献している

目標達成度
有 r…………….~.:"..........I
効 |類似事業の存在 |存在しない
f性生 |ト‘…h山…且H…..山……i一山'.司 円..山….，山..o，“山.山…H……… .. 山….. 山...，卜トト"山…….. 山……且叫山.. 山.“.. ……… .. … .. …....……… .. …… .. 山....……….. … .. 山…….. … .. … .. ……… .. … .. … .. …叶.. 
11上:位施策への貢献度|貢献してしい、泊る|高齢者の介護予防推進に向け貢献している

実施主体の適正化 適正である

ilH端的世話:|:主主主"1住民日15;授与さZ25日夜開設2::::

|課題

今の向後方性

コスト効率、 適正である

...... 

計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

本事業が申請よるものであり、目標値の設定にそぐわない。平成28年度は計画通り進めるが、平成29年度から総合事業
開始に伴い事業形態が変更となる



様式1号(事務事業許価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室冒所(係)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター| 回三日

官 E地域の高齢者が、住みなれた地域で安心して生活を継続

芸|できるように、高齢者に関する様々な相談を受け、適切な
概lサービスや機関、制度の利用につなぎ、継続的且つ専門
要l的に支援を行う。また、中学校区毎にサブセンターを設置
'し住民に身近な総合相談機能を充実させる。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

報酬 72，000 36，000 

報償費 84，000 70，000 

支
旅費 107，000 37，720 

出 J需用費 759，400 597，760 

内 役務費 701，800 629，176 
訳
使用料及び賃借料 533，000 532，350 

負担金、補助及び交付金 23，168，000 22，499，925 

公課費 7，OQO 7，000 

2E』Z 計 25，432，200 24;409，931 

蔵'入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 39 9，918，558 9，519，873 

県支出金 19.5 4，959，279 4，759，936 

財
地方債

j原割 その他 22(介護保険料) 5，595，084 5，370，184 

肉合 一般財源 19.5 4，959，279 4，759，938 
訳

A 同 計 .25，432，200 24，409，931 

l人工数(人役)汁l人件費(円)I I交付税 I4rrt I 
人件費概算 I 0必吋| 丸口仰5印附9

※上段:目標

活動指標または成果指標 1 H25 1 H26 
1 (随時) 1 (随時)

1 1相談業務総件数 1 16，788件 1 21，901件

特会(介護)I 経常

21サブセンター設置数 J
-

H
-
H
H
b
H
 

…箇山
H

F

D

H

 

E

-

…一ロ
u
…

…箇…
H

F

D

H

 

3 

目的の妥当性 J ♂ l妥当である|山陽小野田市地域包括支援センター運営要綱による
I 妥 I..:......~・...………山H・;;.t.......... _.................1 
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|山陽小野田市地域包括支援センター運営要綱による
性ー.....~.. .......~. ....……H・M ・-“+...........................1
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|主に高齢者の福祉向上を目指す

|目標達成度
有 1..・・・…・…叩H ・H ・.......・・“…T
効 |類似事業の存在 し |存在しない

|叶半面員二両副長|品目日|副長記ぷ五五五日当面白;ヨ
実施主体の適正化 l適正である|包括支援セン夕一は市が設置o市内5箇所にサプセン夕}を委託

効 lトト“……‘“山山.. 叫山….“山山‘“山山.. 川..，.. …………"…山.. “‘ H円.円山…F円.
率率 I受益者負担の適正{化ヒ|適正である|介護保険法に基づく地域支援事業の中の包括的支援事業である
性 |トトM山…...昼.~..... ・M ・.. ・....... “ … M ・M ・.t...........................1 
|コスト効率 1 適正である

4易
介護保険制度の改正に伴い、総合事業への移行や、包括的支援事業で行わねばならない事業がある。中には認知症初期集
中支援チームの設置等、人員基準をクリアしなければならない事業もあり、現在の人員体制での事業展開は難しい状況にあ
る。今後サブセンターの設置箇所数の増加も視野に入れ、地域包括支援センターの体制を検討していく必要がある

、今の後方
事業の統合、規模、内容、実施主体の見直し等が必要 | 吋時期9 

向性

固



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター| 回三日
大項目(i8一、

2|高齢者・障がい者が安心して自立できる環境づくりI1 
一平計画名

古 E支援を必要とする高齢者の実態を積極的に把握してい
豆|く。そして必要な相談に応じ、適切なサービ、スへとつなげ
高|ていく。また、市の福祉サービス調整に関しても、自立支
要|援の視点に基づいた介護予防サービス計画を作成すると
'ともに定期的にモニタリングを行ってして

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入

委託料 7，550，000 7，028，300 国庫支出金

支
出
内

財 県支出金
j原割
地方債

内合

訳 訳 その他

一般財澗

d口』 計 7，550;000 7，028，300 A日. 言十

-. 旦且EL' ， t円 、. l' "・ =2~ ， 、 ， 

人件費概算

}活動指標または成果指標 I H25 I H26 
I (随時) I (随時)

介護予防サービス計画(市福祉サービス利用者) I.........~.;;;-;;.j，i .......t 
I 33014 I 301件作成数 I.........~.~.':..~-.I.:.......~ 

1..ふ 7'引~......l
21実態把握件数(延) 2，325件 I 2，322件

86.10% 

3 

予算現額(円) 決算額(円)

39 2，944，500 2，741，037 

19.5 1，472，250 1，370，518 

22(介護保険料) 1，661，000 1，546，226 

19.5 1，472，250 1，370，519 

7，550，000 7，028，300 

目的の妥当性、 | 妥当でで、ある|山陽小野田市地域包括支援センタ一運営要綱に基づき設置されたセン夕一の業務である
妥 }ト可刊山川6μ.

当 1自治体聞与の妥当性| 妥当である|山陽小野田市地域包括支援センタ一運営要綱に基づき設置されたセン夕一の業務である
性性.Iトトトトu山……….. 叫山….. 山..也山……….. 川…….叫山….. 山..… 山"山……….. 山山.. 山....・H ・… … 1........................:....1 
冒対象(受益者)の妥当性| 妥当である|主に高齢者の福祉向上を目指す

旧標達成度
有~......…H・H・-……....・H・…“l'
効 |類似事業の存在.1存在しない

|性~:.:..;.・H・..山…………・..1
上位施策入の貢献度|貢献している|高齢者福祉の充実に向け貢献している

E実施主体の適正化 |適正である

112-H545-551:::日~~::]~示562日五保持者5I52EF55堅手16Z::::
I Iコスト効率 1 適正である .. 
;課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

向性

本事業が申請や随時対応によるものであり、目標値の設定にそぐわない



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター|

大項目(政策)

回コロ

権利擁護業務

成年後見市長申立必要者等。権利を侵害されている高齢者

手段|市長申立業務、及び後見人への報酬助成ぴ相談援助業務

事|判断能力が不十分な認知症高齢者が、成年後見制度を利用す
業|ることを支援することで、認知症高齢者を保護しその権利を守
蜘 lる。老人福祉法第32条に基づき市長の行う審判の請求及び成
芸|年後見制度の利用に係る報酬費用の助成を行う。高齢者虐待の
l防止および対応、消費者被害の防止及び対応を行う。

i 歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

役務費 115，000 20，760 

支 扶助費 672，000 。
出
内
訳

£Ebミ. 計 787，000 20，760 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 39 306，930 8，096 

財 県支出金 19.5 153，465 4，048 

源内 割合 地方債

訳 その他 22(介護保険料) 173，140 4，567 

一般財j原 19.5 153，465 4，049 

合計 787，000 20，7601 

人件費概算 |人工甑TTJl竹間引 |官|有 1 I会計種目1I1特会(介護)1 経常

21成年後見等報酬助成件数
時…仲
T

随
…
刷

，，‘、
H

E
E
E
E
E
'
E
E
E目

、、，J
・
時
…
件

随
…
引

r
s
t

、.

(髄時) (随時) (随時)

活覇宿覆ま正直読裏指事 H25 

1 1成年後見市長申立て件数

3 I権利擁護関係相談件数(延) ....'iu:i41'平"・・"1'"・2'i:iU平・…I，...... .. 2.4151'平 副

|目的の妥当性予 1妥当である l山陽小野田市高齢者青年後見制度利用支援事業実施要綱による
妥 f，..，.，'....…川山……川…+............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市高齢者青年後見制度利用支援事業実施要綱による
性 f..・H・-……H・H・n・…円…山1.............................1
l対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市高齢者青年後見制度利用支援事業実施要綱による

|目標達成度
有 1....・H・....・H・-…・・・・・・“……・叶
効 |類似事業の存在ノ九 I存在しない

性斗通量二伝説!三ぷ;;2持嵐長芸品;芸;ぷA535議員五日以i;員長UZiミ
効 |実施主体の適正化 |適正である|親族等の申立てが望めない方への最終手段として市長申立てがある。市が行口が妥当
..........・・・・‘・・ ・・ ‘・・・・・・・・‘.............1.............................1

率 |受益者負担の適正化|適正である|介護保険法に基づく地域支援事業の中の任意事業である
性トH・H・…......…...・M・......…1............................:1
|コスト効率 1適正である

r 

課題

計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

.. 

本事務事業が申請や随時対応によるものであり、目標値の設定にそぐわない



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課回局・室・所(係)I 

大項目 (i8l:~骨、

2|高齢者・障がい者が安心して自立できる環境づくりI1 
実施計画名

包括的支援事業

古 l途切れることなく一貫して一人の高齢者が地域で、暮らし続
=1けていくこ左ができるように、個々のケアマネジャーのサ
事|ポートを行うとともに、ケアマネジメントの実践が可能となる
要|環境整備をを行う。(地域包括ケアの構築)、多職種連携
1強化に向けたシステムの構築を目指す

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 80，000 10，000 

支 需用費 23，000 1，717 
出
役務費 8，200 。

内
訳

AE3 • 計 111，200 11，717 

両齢福祉課 |地域包括支援センター| 匹00

包括的・継続的ケアマネジメント業務

医療・保健・福祉等関係機関及び地域住民

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 39 43，368 4，569 

源財内 割合

県支出金 19.5 21，684 2，284 

地方債

訳 その他 22(介護保験料) 24，464 2，577 

一般財j原 19.5 21，684 2，287 

合計 111;200 11，717 

人件費概算
費(円)I I交付税| 鉦 I I A=.í.+ä1 ~'1 I _A(/，'，."'di;¥ I 

| 0.51 捌仰~ I 算人 I !、 II~計種別|特会(介護) I 経常

活動指標または成果指標

多職種連携(主に法律関係者等)に関する会議・
研修会開催回数

21地域ケア会議開催回数

3 

H25 

2回 1 2回

100.00% 

11回 11回

目的の妥当性 妥当である l山陽小野田市地域ケア会議実施要綱による
妥 トヶ・・・・・・ザ."....・4・・，.，・...…“・H・I・............................1.
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市地域ケア会議実施要綱による
性 f..・H・-“...~. . .... . . . . .・H・-“........…・1.............................1・
対象(受益者〉の妥当性|妥当である|山陽小野田市地域ケア会議実施要綱による

|目標達成度 |概ね達成してしも
有ト… | 
効 |類似事業の存在 |存在しない

性!日議員二品説|言語ぷヨ|長持Ji平副長ぷぷLJZL12ぷ認識33i;ぷ言語
.実施主体の適正化 |適正である

1 効 lト..………..………..………..………..………..………..………..………..………..………..山…….. 叩山.. 川…..川.“山.…..μ山山….. 山...“山，μ川..川….. 川山川".川‘い川山且“山山"
率 |受益者負担の適正化|適正である|介護保険法に基づく地域支援事業の中の包括的支援事業である
性 |九....・H・..，・H・-山.........山ム川…・1..・H・H・...・H・-……・J

コスト効率 | 適正である ... 
国が求めている個別地域ケア会議にかけたほうが良いケースがなかなかケアマネジャーからあがってこない。また、地域づく
りや資源開発、政策形成などの機能が弱い為、実施方法などの見直しが必要。

課題

今の向後方性 事業の進め方等に改善が必要 改時善期

笠l



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局直・所(係)1 高齢福祉課 |地域包括支援センター| 匹00
小項目(基本事葉7
地域包括支援センターの充実

事|医療と介護を必要とする状態となっても、在宅で、自分ら
業|しい暮らしを続けられるよう、多職種との綿密なネットワー
概|クを構築する。その為に、関係者に対する研修会の開催
要|や、医療介護の連携窓口の設置及び強化等を行っていく

歳出

、報償費

支 需用費
出
委託料

訳内

合計

人件費概算

予算現額(円) 決算額(円)

40，000 。
2，000 。
360，000 48，000 

402，000 48;000 

|人工数(A役)1瓦再費(円n
| 0.31 1，7肌問|

活動指標または成果指標 H25 

1 I多職種参加型研修会の開催

21在宅医療相談窓口の設置

3 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金 39 156，780 

Rオ 県支出金 19.5 78，390 

j内原 合割 地方債

訳 その他 22(介護保険料) 88，440 

一般財j原 19.5 78，390 

Aロ. 計 402，000 

交付税| 無 | 
算入 |会計種~特鮒護~

H26 

目的の妥当1性生 I妥当である|山陽小野田市在宅医療.介護連携に関する相談支援事業実施要綱
妥 }トト"山…….. … .. 吋.吋山6“川….. ‘ 
当 |旧自治休聞与の妥当性 l妥当である|山陽小野回市在宅医療.介護連携に関する相談支援事業実施要綱
性 Lい.. 山…….. 山….. 山....山山川….. 山…00山00………..山………且u山且....……….“山山.. 川00… …，:1.............................1 
対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市在宅医療・介護連携に関する相談支援事業実施要綱

|目標達成度、 二 |達成している
有トH・M・-……........・H・-・・“ ー|
効 I類似事業の存在 二| 存在する

決算額(円)

18，720 

9，360 

10，560 

9，360 

48，000 

経常

世 lA伝言二伝説|誠仁三~.~~..I説弘通話ぷぷぷぷ石弘治区EL五五ぷ;i五日言語
ー実施主体の適正化 |適正である

i l併説得点|:2215:!住民政主主常設ささ51525開設さ::::::::::::::::::::::::::::::::::::
コスト効率 ， I 適正である .. 
医療・介護連携推進事業の中で、ほかの実施すべき事業がいくつか義務付けられている為、順次取り組んでいく必要があ
る。

課題

今の向後方性
改善

事業の進め方等に改善が必要
時期
28年度中に改善に着手

盟二



様式1号(事務事業評価)

回三日平成27年度事務事業評価シート|課局E室・所(係)I 高齢福祉課

大項目(政策) 示事百I基本事葉7
地域包括支援センターの充実

福祉総合システムSWAN増設

士 E福祉総合システムSWANは、住民情報系端末で運用し
芸|ているが、職員数に比べ端末が不足しており、事務処理
概|が非効率であるため、住民情報系端末を増設する。

要

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

備品購入費 2，592，000 2，592，000 

支
出、

内
l訳

£同』 計 2;592，000 2，592，000 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 0.39 1，010，880 1，010，8801 

財 県支出金 0.195 505，440 505，440 
j原害IJ
地方債、

内合
訳 その他 0.22 570，240 570，240 

一般財j原 0.195 505，440 505，440 

ムロ 計 2，592，000 2，592，000 

人件費概算 下弧設l人件費(円9~管見|無| 作品問:;JI特会(介護)I 臨時

11福祉総合システムSWAN増設 2ライセンス

活動指標または成果指標 1 H25 

21AD2端末台数(高齢福祉課) …ムロ
H
4
E
i
 

H
4
Eよ

3 

目的の妥当性 |概ね妥当である
妥 1.，.，........:..，...".............，..，......1
当 |自治体関与の妥当性|概ね妥当である
性 1，:';.;~...... .，~..... ，...:; ......，......... ，1 
対象(受益者)の妥当性|概ね妥当である

目標達成度 |概ね達成している
有 l 乞|
J効 |類似事業の存在-，. <1 存在しない
性 fト
|上位施策への貢献度|概概ね貢献している

E実施主体の適正化 |概ね適正である
効 t...，，，，，.，，.....，......;，.:....，.... ;，...'.....1 
率 |受益者負担の適正化|概ね適正である
性 f".;;.......;，..，.............，..，..，..，. .'...，1 
コスト効率 |概ね適正である .ト

課題〈

jの今向後方性 事業の終了 改時期善



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課姐局・室・所(係)I 高齢福祉課 高齢福祉係 回三ヨ

高齢者実態調査事業

事|胃j齢者の生活実態や保健福祉サービスに対するニーズ
::::1等を調査・分析し高齢者福祉推進の基礎資料とするため

読|に、毎年5月1日を基準日とし民生委員が訪問により調査
相そ実施。また、地域福祉に関する方向性を協議する為に
安 1高齢者保健福祉会議等を開催する

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

J需用費 174，096 174，0961 

支
出

訳内

合計 1干4，096 174，096 

)人件費概算
l瓦工薮I入役)1瓦再貰〔円)1 
|0.451 1，585，0031 

小項目(基本事業)

生活支援サービスの充実

65歳以上独居、 75歳以上二人世帯、寝たきり高齢者

手段|民生委員に依頼し実態・ニーズを把握(所定調査票を使用)

歳入 予算現額(円) 決算額(円}

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財澗 174，096 174，096 

ムロ 計 174，096 174，096 

官|無 I I会計種別| 一般 経常

活動指標または成菓子百扉
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"
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h
v
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山
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O
M
Q
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5
・
件
…
件

引一

mm
…
日
目

H
-
A
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山
り
白1 165歳以上独居の実態把握数

2175歳以上二人世帯実態把握数
山
，

tt
-
{
 

u
F
h
u
 

H
p
h
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山
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件
…
宇

η合
U

H
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p
n
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H
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h
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q
u
…
川
司

'
A
M
t
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(随時) 1 (随時)

31寝たきり高齢者実態把握数 …・ 78{i平・・…T… 百1平.

F 
目的の妥当性 妥当である|高齢者のニーズを把握し施策に活かす

l妥トμH....・・H・......・............…十......・H・........・H・..・十....
当 l自治体関与の妥当性|妥当である|高齢者の福祉に寄与する観点から市主体の実施である
性 l…………....・..………"ιH・H・-…..，・M・....・H・.1.…

対象(受益者)の妥当性|妥当である

有限界守男............… I..~~.と.~.~..~~..I.~，きさと ~1miV/.l空!芳三三主主主計:里f')~{4勲三三万三
効 |類似事業の存在 I存在しない

性|五議二五副長|五福山花|員長五五日以芸品晶玉沢二二羽品副長雨正当ぷ;::

効 |実施主体の適正化 |適正である
..，i.，..... .....; ...... ..jo.，.. ó~..... ~. "'''0''1 

率 |受益者負担の適正化|適正である
1 性ト・M・M・-…・・ | 
|コスト効率 り|適正である

4易

課題

|今の後方 J 

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期
向性

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課幽局・室且所{係)1 高齢福祉課 高齢福祉係

大項目(i&叶、

寝具乾燥消毒サービス事業

歪lEC的車器開器部iT22ZEE1対象|自ら寝具の怖を保つことが困難な高齢者等
主|であって何らかの事情により、自らが使用する寝具類の衛|手段|委託した事業所により寝具の丸洗い乾燥を行う

回三日

慨|生管理が困難な高齢者等に対して寝具乾燥消毒サービE l 

要|スを実施する。年に2回実施し寝具は、回収、配達する。 I意図|不衛生になりがちな寝たきりの方等の寝具の保清を保つ

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予事!Ji額(円)

委託料 420，616 420，616 国庫支出金

支
出
内

財 県支出金
j原書IJ
地方債

内合
訳 訳 その他 40，000 

一般財源 380，616 

ぷE』ヨ 計 420，616 420，616 ムロ 言十 420，616 

人件費概算 |人工数(住|人件間~ I官lI無|医副 一般

活動指標または成果指標

1 I寝具乾燥消毒サービス利用者(延人数)

2 

3 

H25 

(随時)

85人 66人

目的の妥当性 概ね妥当である|山陽小野田市寝具乾燥洗濯消毒サービス事業実施要綱による
妥 t，."・H・"~;.，ヤリ."・......・H・-…H・H・ 1"".........................1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市寝具乾燥洗濯消毒サービス事業実施要綱による
;性 1.............圃……山H・H・:..;.....1.............................1
|対象l受益者〉の妥当性|概ね妥当である|山陽小野田市寝具乾燥洗濯消毒サービス事業実施要綱による

|目標達成度

il税務55:::::1::555ij:::
上位施策への貢献度|貢献している|高齢者が安心して生活できる環境づくりとして貢献している

効百併用型主性 lpfff|????.2fh明!fT.fT究費?と?で
i率 |受益者負担の適正化|適正である|利用者から実費用の1割分の自己負担を徴収
性トH・H・...・H・川

コスト効率 l適正である .. 
課題

瀧 計画どおり事業を進めることが適当

決算額(円)

41，905 

378，711 

420，6161 

経常

本事務事業は申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。平成23・24年度は「高齢者福祉サービスJとして包括
的に評価していた。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 高齢福祉課 高齢福祉係 匹[}[]
大項目(政策) 中項目(施策)

2|高齢者・障がし唱が安心して自立できる環境づくりI1 高齢者福祉の充実

一日計画名

入浴サービス事業

65歳以上の寝たきり高齢者等在宅での入浴が困難なもの

手段|特別養護老人ホームなどでの介助入浴を提供

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 、 予算現額(円)

委託料 871，000 518，050 国庫支出金

支 Rオ 県支出金
出i

肉
源肉 割合 地方債

訳 訳 その他 利用者負担金 98，000 

一般財瀬 773，000 

.g-ヨ 言十 871，000 518，050 ぷロ匙 計 871，000 

人件費概算 戸板淵人件 1鷲見ト 1 1会計種別| 一般

活動指標または成果指標 H25 

(随時)

1 1入浴サービス利用者数(実人数) 2人 5人

(随時) 1 (随時)

21入浴サービス利用回数(延回数) 65回 109回

3 

.目的の妥当1性生 i 妥当でで、ある|山陽小野回市施設入裕サ一ピス事業実施要綱による
|ト~妥 lト卜卜"山山…a“山...山……….. 山山….. 町..叩.叩且"………….. …… .. …....;..-......……… .. 川山.，巾，.….. 川.“山‘川.. 山叶d川.
当 l自治休聞与の妥当性| 妥当である|山陽小野田市施設入浴サ一ピス事業実施要綱による
性 1，...... .';・H ・...…………...'.，1.............................1
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|山陽小野田市施設入浴サービス事業実施要綱による

目標達成度

:1特許五::|:25121:::::::::::::::::::::
上位施策への貢献度|貢献している|高齢者が安心して生活できる環境づくりとして貢献している

実施主体の適正化 |適正である|事業対応可能な施設(特養等)に委託し実施

決算額(円)

58，500 

459，550 

518，050 

経常

i l岩手言語併設::[:校長"l*ill1出ヨE5555主主税日百五日目:::::::::::::::::::::::

課題

今の後方 l 

r向性

|コスト効率 J 九 1概ね適正である

..... 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

本事務事業は申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。平成23・24年度は「高齢者福祉サービスJとして包括
的に評価していた。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課M局田室・所(係)I 高齢福祉課

大項目(政策}

2|高齢者・障がい者が安心して自立できる環境づくり
国ザ計画名

士 E身体上または精神上の障害があるため理髪庖等に出向く
霊ドとが困難な高齢者等に対し、居宅に訪問して理美容
;:;1サービスを受けることができるようにする。理美容者の訪
霊|問費用の補助を行い、利用者は理美容サービス料のみ
l支払う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

委託料 20，000 14，350 

支
出
内
訳

dEbZ • 計 ， 20，000 14，3501 

人件費概算
IAI数(人役)1人件費(円)， 1 
|0.051  288，4251 

活動指標または成果指標

1 1訪問理美容サービス利用者(人数)

両齢福祉係 匹Q[]
小頑百I基本事藁7
生活支援サービスの充実

対象|身体の障害等により理髪盾に行くことが困難なl高齢者

手段|理美容院が本人宅へ訪問する交通費分の補助を行う

寝たきり高齢者等の散髪を行う

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財j原 1 20，000 14，350 

iロh 百十 20;000 14，3501 

経常

21訪問理美容サービス利用者(回数) …回…
"
円
ノ
U

H

M

…回…
u
nノ““

3 

目的の妥当性 I妥当である|山陽小野回市訪問理美容サ一ピス事業実施要綱による
妥 ト"山一….“山山‘“叫.“...……..川山..…..山
当 |旧自治{体本聞与の妥当性九I妥当である|山陽小野田市訪問理美容サ一ピス事業実施要綱による
性 }トい刊川..山………..山…..山…..山.. 山……….. 川…..山…..山.“...………"山…‘..…....・h・・;.......:..1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市訪問理美容サーピス事業実施要綱による

l目標達成度合
有 lトト"山……….“山……….刷山….. 山….. 山..叫山.. 叩…，.
効1類似事業の存在 I存在しない

性，[エ雨量羽詰説~l 福山花|
実施主体の適正化 |適正である|事業対応可能な実施先(理美容組合)に委託し実施

=t員長選言語泊以|ぷ.~;;:;...I通言語通i;石市よ通話三五i詰雨量二み副主主示ぷ両
性 JトM・M ・・H・-山山山山川叩H・H・，.............................，

lコスト効率一 I適正である

..... 
ι課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

}改善

向性
;時期 J

本事務事業は申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。平成23・24年度は「高齢者福祉サービスjとして包括
的に評価していた。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課M局・室・所得)I 高齢福祉課 高齢福祉係 匹00
中項目(施策) 小項目(基本事業

高齢者福祉の充実 生活支援サービスの充実

od:-I低所得のひとり暮らし高齢者等の孤独感を和らげるととも
主|に、その安否確認や緊急連絡の手段の確保を図る等、各
誌|種のサービス提供を行うために電話を無料で貸与するo;1助成内容は、毎月の電話料金基本料金。通話料につい
lては、各自利用者負担。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

扶助費 840，000 656，954 

支
出
)内

言R

d口~ 言十 840，000 656，954 

M 
源割

訳内合

福祉電話利用助成事業

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財j原 840，000 656，954 

ムロ 計 840，000 656，954 

は主教京在刀瓦再責I円下J r--:交有税~r .:i I 一 I -"'" l 
入件費概算 I 0叫 288，叫 |算人 | 無 II会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H25 I H26 I I H27 |目標 l

I (随時) I (随時) I I (随時) I達成
1 I福祉電話助成件数(実件数) r…お芹 ....r・M ・55芹 .....1 ["".......33.圧........1 度

2 

3 

目的の妥当性 |妥当である|山陽小野田市福祉電話貸与規則による
妥 1..・M ・山………ムH ・M・-山| ト
当 |同自治体関与の妥当当}性l妥当である|山陽小野田市福祉電話貸与規則による
性 |トト..………..一……..山……..山…….. 山…….“山…..山川..

| |対象(受益者)の妥当性|検討が必要|山陽小野回市福祉電話貸与規則にはよる

旧標達成度
有 lト“山山…掴Mム川.ムL
| 効 |類似事業の存在 |存在しない

性日副長二伝説|五五日;:ぷ|両副長ZLCZZ詰352説五五日説山花
|実施主体の適正化 |適正である

i l治EHfa--5;:[::H5151:::l-255ZZEYE-E;:さ115141255511JE::::
コスト効率 |適正である .. 

課題

J 今の向後万性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

、E本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課首局・室・所(係)I 高齢福祉課

天項百( 中扇町施策}

高齢者福祉の充実

士 1市が高齢者扇子護予防生活支援の促進及ひ百歳福証の
宝|向上を図るために実施する。
未|市内5か所、決められた曜日に民生委員等が会場に出向
喜|き来場者の相談を受ける。

両齢福祉係

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

委託料 384，000 379，592 国庫支出金

支
出
内

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 384，000 

tEh ヨ 計 384，000 379，592 ムロ 言十 384，000 

人件費概算 一般

活動指標または成栗子宮標 H25 

1 1高齢者相談件数 ....3.5f平… 1・…・i9{'平… n

2開催回数 99回 98回

3 

十 I目的の妥当性 |妥当である|山陽小野田市高齢者相談事業実施要綱による
妥ト…・...・H・-…~"H'H' ・H・，....，… 1.............................1

当 |旧自治休関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市高齢者相談事業実施要綱による
性性~トトトい"山…….. 川….“山….. 
1対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野回市高齢者相談事業実施要綱による

目標達成度 J

I>~ I柑計五::l::55lEI::
上位施策への貢献度|貢献している|高齢者が安心して生活できる環境づくりとして貢献している

実施J主休の適正化 |適正である.
効 十←"山.. ‘“山.. ……… .. 山.. 叩.. “……...“冒H川'川‘..o.山….. 川.".….. 山....…‘"川山.. 川"山h
率 |受益者負負r担の適正化|適正である|社会福祉協議会に委託o相談業務は民生委員が受けている
性 ト.. 山F“山川….. 山.“山.. 山…….. 山.. 山..…山…….“山….. 山.叫山..….OO"・H・.....・I・H・......・M ・....…・….1....
|コスト効率 1適正である

.レ
|課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

本事務事業は利用者の希望により相談を受けるものであり、目標値がそぐわない

匹OD

決算額(円)

379，592 

379，5¥)2 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・骨室・所(係)I 高齢福祉課 高齢福祉係 回三日
大項目(政策)

事|対象者を通常介護しているものが疾病等の壇画立正り当
業|該対象者の介護が困難になった場合で緊急に施設に入
相~I所させる必要が生じた時に介護老人福祉施設へ短期入|手段|介護老人福祉施設への短期入所費用の9割を負担
割所をさせる。市内在住の要介護者で介護保険による保険
1給付内での同様サービスの利用ができなしものに限る。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

委託料 89，517 。 国庫支出金

支 Fオ 県支出金
出
内

源内 割合 地方債

訳 訳 その他

一般財j原 89，517 
dE〉3• 計 89，517 。 ぷロ』 計 89，517 

人件費概算 !人工数(漂い件記~ ，官|無|匝到 一般

活動指標または成果指標

1 1緊急時短期入所事業利用者数(実人数)

21緊急時短期入所事業利用日数(延日数)

3 

H25 

(随時)

0人

H26 

(随時)

0人

(随時) I (随時)
0日 O日

目的の妥当性 概ね妥当で、ある|山陽小野田市緊急時短期入所サービス事業実施要綱による
|妥卜川…...........・'''-'Ò" ，・ ..i:..:.:..'I.:..:.:....~..:......._......1
当 |自治体関与の妥当性|概ね妥当である斗|山陽小野回市緊急時短期入所サ一ピス事業実施要綱による
性 l……….. 山.. 山…“
対象(受益者)の妥当性|概ね妥当である引l山陽小野田市緊急時短期入所サ一ピス事業実施要綱による

.目標達成度

:[柑結五:::!::55rz:::::::::
二 l上位施策への貢献度|施策体系外|高齢者が安心して生活できる環境づくりとして貢献している

I実施主体の適正化 |適正である|特別養護老人ホーム等に委託し実施
効 k，.....・H ・ .;;..h....... ，......~“…+..;.........................，

15 陥負向田~"iーる|介護保険制度と同金額を設Uの1害JJ ::S:â:-fIJ JtJ1t$l.tftとして徴収
イ.1i..f.....・a・....;........・H・山・M・M・.........1.............................1
|コスト効率 | 適正である

、

課題

今の後方

向f生

、特記
事項 r

.. 

計画どおり事業を進めることが適当 !改時期善

決算額(円)

。
。

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室岡所(係)I 高齢福祉課 高齢福祉係 匹DD
大項目(ー・一、 小項目(基本事業)

2|高齢者・障がい者が安心して自立できる環境づくりI1 生活支援サービスの充実

一ー計画名

軽度生活援助事業

士，要介護認定を更可でドない一人暮らし高齢著専に対し、
宝|軽易な日常生活上の援助を行い、自立した地域生活の
議|維持継続の支援を行うための事業である。事業の内容
工|は、外出援助、家事援助、防災援助等で対象者の居宅に
女 lホームヘノレバーを派遣し援助を行う。

65歳以上で介護認定がないが本事業が必要と認めたもの

歳出 予算現理(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

委託料 2，103，384 1，266，210 国庫支出金

支
出
内

財 県支出金

j内原 割合 地方債

訳 訳 その他

ー般財源 2，103，384 

.gヨ. 言十 2，103，384 1，266，210 .g. ヨ 言十 2，103;384 

E 且Z且 ，f I .L E 由

人件費概算 :|人工数(矧人件記~ I官|生|匝副 一般

活動指標または成果指標 H25 

(随時)

1 I軽度生活援助事業利用回数(延回数) -…I585白.....T.......計五百"

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|山陽小野田市軽度生活援助事業実施要綱によるi|房付与深刻:252511航空日時前労同五.............二..............二......二......二............ 二......二......二............. ..... .... ... .. 
: 

対象C受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野回市軽度生活援助事業実施要綱による

目標達成度
有 lトト"山山….. … .. …….刷山.. 山....山…….. 山山….. 川山….叫叫.. 山....…….“…‘山....................'，.'.1
効 |類似事業の存在 |存在しない

| 批 |ドエ福説元量ぶ二ぷ漏貢示誠長| 五説語瓦C山主石ぷiぷ;石z訂|院両説語Z弘説iぷぷお;芸迄芸Z;ぷ三苫z言ぷ二5誌L長説員三友列;ゐふむ2C日L石語説長ぶ:ロぞ;ぶ;2
| 効 |空烹性空常今句通正イ生~..!;..J...~適麗正である l事事業対応可能な施設(訪問介護事業所)に委託し実施している

l率率 I受益者負担の適正化|適正である|本人の収入に応じた自己負担を徴収している
叫 ….山….. 山"."…..j，.叫圃..“.. 圃.....“咽.....山…….“山…….. 山….. 山....….，山山.. 山....1.............................1
コスト効率 適正である .. 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

決算額(円)

1，266，210 

1，266，210 

経常

本事務事業は申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。平成23・24年度は「高齢者福祉サービスJとして包括
的に評価していた。



様式1号(事務事業評価)

両齢福祉係 匹OD平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 高齢福祉課

古 l国民主手金嗣雇その他の公的手金制度におhて、自らの|τ対象 I年金たる給付を受けることが出来ない市内の高齢者等
霊|責によらず年金たる給付を受けるととができない市内の高
概|齢者等に対して、福祉の向上を目的とした給付金の支給

要|を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

扶助費 1，080，000 450，000 

支
出
内
訳

dEh 3 言十 1，080，000 450，000 

人件費概算
|人工数t人役)I人件費(円)I 

|0.051  288，4251 

歳 人 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原害IJ地方債)
内合
訳 その他

一般財j原 ， 1，080，000 450，000 

~ 言十 1，080，000 450，000 

官|無 I I会計種別| 一般 経常

話語福扉または成裏福麗

1 I給付金支給者延人数

21給付金額
(随時) 1 (随時)

970，000円 1660，000円

3 

目的の妥当性 |妥当である|山陽小野回市特別給付金支給要綱による
妥 fトい‘"山山..…………..山………..山………..山……….“………a“山山..町...山山~…占h“山川…..……..……..山'"………一..山…..山…..山..……'.叩山.. 川山..山....山………H……且..... …..…-

喜|門?幣子幣空門円.Ej.(I)号幣?竺引|芝註さ三芝モ三 |史明開f土:雪!!!ffEm円台?全三慢性J:6
対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市特別給付金支給要綱による

目標達成度
|有lφl
効 |類似事業の存在 I存在しない

性 IIi副長二ぷ言語長|長示-仁三三|員長以芸;広三五弓議員五ぶ品目日

効
率
性

実施主体の適正化 |適正である l

受益者負担の適正化 I適正である

ヨスト効率 I 適正である

.レ
課題

の今後方
計画どおり事業を進めることが適当 J改時期善

向性

本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課局室・所(係)I 高齢福祉課 高齢福祉係 回コヨ
大項目(政策)

2|高齢者・障がい者カ1安心して自立できる環境づくりI1 
回世計画名

配食サービス事業(地域支援事業:任意事業:その他の事業)

"'="1独居や二人世帯の高齢者等の安否確認を行うとともに柔
芸|養バランスのとれた食事の提供で食生活の改善と健康増
山 l進を図ることを目的に配食サービスを実施する。・日常支
霊|援型:叫口宇部に委託。月~金の昼食を提供。・ふれ
~Iあい型:社協に委託。月に2回昼食を提供。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

役務費 29，520 。
支 委託料 5，070，000 4，675，200 
出
使用料及び賃借料 579，600 579，600 

肉
訳

dE』ヨ 言十 5，679，120 5，254，800 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 39 2，214，856 2，049，372 

財 県支出金 19.5 1，107，428 1，024，686 
j原割
地方債

内合
訳 その他 22{介護保険料) 1，249，406 1，156，056 

一般財j原 19.5 1，107，430 1，024，686 

ぷロ』 計 5，679，120 、5，254，800

人件費概算
|入工数(人役)1人件費(円)I I交付税、Idu< I I晶、 I Jkl:.A (A"'fi;¥ I 
| 0叫 m叫 | 算入 | 無 I I~計種別|特会(介護) I 経常

活動指標または成果指標 H25 

(随時)

1 1日常支援型配食サービス利用(延食数) ......15;5521在.....r....ョ;585査.......

2 

3 

|目的の妥当性 |妥当である l何日常生活型給食サ一ピス事業実施要綱による
妥 }ト.. …… .. 川….. 叩山.. 川..“山….. 川...円円門.円山……4り山.. 山..一……….. ….. 向川1.. …‘戸ぷ
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|何日常生活型給食サ一ビス事業実施要綱による
性 }トトド.. 山-山.……….. 山….. 川….凶山..山.....~..・H・-日一.........・H・ ..1.............................1

l対象(受益者Jの妥当性l妥当である l日常生活型給食サービス事業実施要綱による

Zip特明 ;~~.......'.'I
|類似事業の存在 |存在しない

性『品説二伝説房長示日~~"I画面ぷ芸;EC主主主主婦長三;五日員長仁三日
実施主体の適正化 |適正である|日常支援型はJA山口宇部に事業委託

効 ~;・6・・・・…1... 1 .. ・ H・....…“・H ・H・ ..1............................. ，

率 |受益者負担の適正化|適正である|介護保険法による地域支援事業の中の任意事業である
性ト…………………1.............................1
コスト効率 一 1適正である .. 
民間事業所で、市内一円の配達や見守りも行っているため、事業の変更、廃止も含めて検討する。

課題

今の向後方性 事業の進め方等に改善が必要 改時善期

本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。

29年度以降、改善する予定



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課骨呈・所(係)1 高齢福祉課

大項目(政策)

高齢福祉係 匹DD

生きがいと健康づくり推進事業(地域支援事業:一次予防事業)

事|市内在住の高齢者が、家庭、地域等社会の各分野で、経
:!:I験と知識及び技能を生かし、健康で生きがいをもち生活
歪|できるよう地域の協力のもと、老人クラブ連合会に対し、ス

室|ポーツ大会等を委託。その他、高齢者の生きがいと健康
Iづくりに資する事業を展開。

j 歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

委託料 1，800，000 1，800，000 

支
出

内
訳

.iロι 言十 1，800，000 1，800，000 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

}国庫支出金 25 450，000 450，000 

)財 県支出金 12.5 225，000 225，000 

j内原 害合IJ 地方債

訳 その他 50(介護保険料) 900，000 900，000 

一般財j原 12.5 225，000 225，000 

dE』ヨ 計 1;800，000 1，800，000 

人件費概算 |人工数(咋i人件ま;251叡見|什 |会計種別|特会(介護)1 経常
活動指標または成果指標 6

一
人
一
人

円

4
-
n
U
山口
U

E
1
-
h
U
H
d斗
A

I
τ
o
…5
 

汚
一
人
…
入

門

4
-
n
U
H
q
d

J
E
-
n
u
H
η
i
 

'
E
5
…5
 

1 1老人クラブ大会参加者

114.60% I 90.00% 
250人 1 250人

21グランドゴ、ルフ大会参加者 217人 221人

86.80% I 88.40% 
850人 1 800人

31スポーツ大会参加者(小野田地区+山陽地区) 735人 809人

86.58% 101.10% 

586人

73.25% 

l目的の妥当性 I妥当である|山陽小野田市生きがい健康づづ、くり総合事業実施要綱による
妥 }ト，.. 川….. 叩山….. 川山….. 山…….. 山…….. 山.. 山..，.….

当 |自治休聞与の妥当性|妥当である|山陽小野回市生きがい健康づくり総合事業実施要綱による
性 1...日………….. ………… .. …… .. 山….. 山....……….. 山山.. 山.“‘“…….. 山….. 山….. 川.叫，.. 山…….. 山….. 山..向 .... ・H ・.... ・H ・.1.............................1 
対象(受益者)の妥当性|概ね妥当である|山陽小野岡市生きがい健康づくり総合事業実施要綱による

1目標達成度 I概ね達成している
|有|山1・H ・山 りー ! 
効 |類似事業の存在 |存在しない

性|エ両ぶふ言説|説ぷ~~.l雨量五五五;広三五日議長潟;C当証日;2
|実施主体の適正化 |適正である|老人クラブ連合会への運営補助

効 い・・山…-…...・H・-…..….1.............................，
率 |受益者負担の適正化|適正である|介護保険法による地域支援事業の中の任意事業である
性 Lιい.. 別..，山.. 川川.吋砂
lコスト効率 適正である .. 

I ' 
課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

平成27年度より一次予防事業(任意事業から)に変更



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室園所(係)I 高齢福祉課

中項目(施策)

高齢者福祉の充実

高齢福祉係 匹DD

高齢者友愛訪問事業(地域支援事業:任意事業:その他の事業)

士 E高齢者の不蚕扇の百平消及び地域社会におけ否吏読両信

宝|進を図ることを目的とし、老人クラブに委託して実施。一人
ま|暮らし高齢者等の居宅を訪問し声掛け等による安否確認

霊|や地域活動等への参加の勧誘及び高齢者が抱える悩み
l等の相談及び助言を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

委託料 405，000 360，000 

|支

内出

NR 

dロ!I". 計 405，000 360，000 

. 車 Je 目 由

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 39 157，950 140，400 

財 県支出金 19.5 78，975 70，200 
j原害Ij
地方債

内合

訳 その他 22(介護保険料) 89，100 79，200 

一般財調 19.5 78，975 70，200 

A同h 計、 405，000 360;000 

人件費概算 |人工数(淵人件1251|宝~JiI無 II会計翻IJI 長会(介護~ 経常

86.90% I 112.60% 

活覇福雇吉正ほ市栗指標 H25 1 H26 
54クラブt 1 54クラブ
54クラブ 1 53クラブ1 1委託老人クラブ、数

21友愛訪問件数

wm
一
件
一
件

V
ハ

-nvuワ
t

f
a
d
-
n
U
H
q
L
 

8
一6
…9

9
一
つ
コ
丸

問
一
件
一
件

o
-
0
2
b
 

a
h
-
n
u
u
n
u
 

k
-
O
亡
。

:
 

1
i
一
司
d

山ワ白

3 

目的の妥当性 |妥当である|山陽小野田市高齢者友愛訪問活動事業実施要綱による
妥 I ・M・-…...…山内~'H'''' ・H・..…1.............................1.

!当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市高齢者友愛訪問活動事業実施要綱による
性 1..・H・-ιH・M・..・川山......…….+............................1.
.対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市高齢者友愛訪問活動事業実施要綱による

目標達成度 |達成している
有 1..........，......，.;....，...，..............，1
効 |類似事業の存在 I存在しない
性 L 今 ::.."..1

上位施策八の貢献度|貢献している|高齢者が安心して生活できる環境づくりとして貢献している

実施主体の適正化 |適正である|老人クラブへ委託して実施
効 f什.“山…….. 山…….. 山.. 川'"…….. 山…….. 山…….. 山.. 山..，.川.. 吋山.. 且

率 I受益者負担の適正化|適正である|介護保険法による地域支援事業の中の任意事業である
性 I・M・-山山山山H・M・-………“・1.............................1卜
| lコスト効率 I 適正である|民間に委託した場合に比べるとコストは低い

4易
r 、

課題

今の向後性方 計画どおり事業を進めることが適当
信改善

時期

直



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課回局・室・所(係)I 高齢福祉課

中項目(施策)

高齢者福祉の充実

高齢福祉係 回三日

日常生活用具給付事業(地域支援事業:任意事業:その他の事業)

至理諸問問註ZZ奮闘現玉江|対象|概ね時以上の事業要件該当者
霊|一部を給付する。 I手段|電磁調理器等購入費の給付
霊 I~給付種目)
1電磁調理器/火災警報器/自動消火器

歳 4 出 予算現額(円) 決算額(円)

扶助費 50，220 50，220 

支
出
内
訳

4E〉コ. 計 50，220 50，220 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 39 19，586 19，586 

財 県支出金 19.5 9，793 9，793 
j原割
地方債

内合
訳 その他 22(介護保険料) 11，048 11，048 

一般財源 19.5 9，793 9，793 

ム同 計 50;220 50，220 

人件費概算 円で~巧52ヰ lT| ムI I会誌53IJI存会叫経常
活動指標または成果指標

1 1日常生活用具給付事業利用件数

目
立
時
一
牛

山
一
随
…
川
町

翌
時
…
件

川
町
一
随
…
日

2 

3 

|目的の妥当性 l妥当である|山陽小野田市高齢者H常生活用具給付規則による
妥トH・H・-山H・H ・....………….1.............................1
当 |自治休関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市高齢者日常生活用具給付規則による
| 性 ト“…...川"山…….. 川山.. 山..川…山川7一一…….“山…且u山……….. 一….. 山….. … .. 川…….. 山….. 山….. 川...….

E対象(受益者)の妥当性|検討が必必、要|山陽小野田市高齢者H常生活用具給付規則による

有 .円開?空男性空
効 |類似事業の存在 、|存在しない

性 ζ雨量二五首長|説仁三.~.~;;.l両副主主広三五ぷ=議員五五日長福山花
| 品 l実施主体の適正化 |適正である

il言言語至善治SEI-5351::|汚待自主主EEf--115:千三千1531日誌訪日ifi:42551
コスト効率 1 適正である

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

向性

... 

本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 高齢福祉課

大項目(町一、

両齢福祉係 回三日

安心相談ナースホン事業(地域支援事業:任意事業:その他の事業)

小扇百I基本事葉7
生活支援サービスの充実

"""'"'高齢者等が地域で安心して暮らせるように、地域で支えあ
芸|う体制づくりを推進する。そのーっとして、相談並びに急、
国 l病等の緊急時に適切な対応を行うために業務を委託す
霊|る。委託業務内容は、緊急通報・健康相談受付業務、緊
l急通報装置端末の管理業務等とする。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

役務費 19，680 。
支 委託料 7，143，080 6，962，598 
出
使用料及び賃借料 580，000 579，600 

内
訳

合 言十 7，742，760 7，542，198 

J璽 入J 予算現額(円) r決算額(円)

国庫支出金 39 3，019，676 2，941，457 

源財 県支出金 19.5 1，509，838 1，470，728 

内害合IJ 地方債

訳 その他 22(介護保険料} 1，703，407 1，659，283 

一般財源 19.5 1，509，839 1，470，730 

ムロ 計 7，742;760 7，542，1981 

人件費概算 FU漂|人件12;51|宝?|叶匝時計一一)1経常

286人

H26 

(随時)

活動指標または成果指標 笠
時
山町一随

1 1安心相談ナースホン事業利用者数(実人数) 277人

(随時) I (髄時)
21相談連絡件数 …ョ，236存…1.........594ftf......

31緊急通報件数
鳴~.......+......~関~.........I I.......S~~:~. 

I...~.. f目的の妥当性 |妥当である|山陽小野間心臓ナール事業実施要綱同
妥}卜・・・・・・・川...................，...........1.............................1.
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野回市安心相談ナ一スホン事業実施要綱による
性 lトい‘h山川……且H山….. 山….. 山圃..川. … .川…….. 山…….. 山…且M山...叩山….. 川川..... 山山….. 山….. ….一山i日-
対象l受益者)の妥当性|検討が必要 l山陽小野田市安心相談ナ一スホン事業実施要綱による

| 有 |官円精?特号?守幣里 ..................1 
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 ~.川.i“.山.. 山i..i山‘'"山円ア

l l上位施策への貢献度|貢献している|高齢者が安心して生活できる環境づくりとして貢献している

，実施主体の適正化 |適正である|プロポーザル方式により決定した業者に業務を委託

111持鋭部lE5151伝説自主保持主51主主王子汚......
コスト効率 |適正である

..... 

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 高齢福祉課 高齢福祉係 匹E己
大項目(政策)

2|高齢者・障がし唱が安心して自立できる環境づくりI1 
同時計画名

住宅改修支援事業(地域支援事業:任意事業:その他の事業)

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

役務費 10，000 。 国庫支出金 39 3，900 

支 Rオ 県支出金 19.5 1，950 
出
内

j肉原 割合 地方債

訳 訳 その他 22(介護保険料) 2，200 

一般財源 19.5 1，950 

ぷE』ヨ 計 10，000 
、。 ぷロ』 計 10;000 

人件費概算 i司令~人件 r甘い|同問|特会(焔)I経常

活動指標または成果指標 H25 I H26 
(随時) I (随時)

1 I住宅改修支援事業利用件数 1件 I 2件

2 

3 

|目的の妥当性 I妥当である l手Ij用件数は少ないが、「介護報酬を得られないが必要な業務Jに対する報酬補助
妥 1，... ・H ・..... 山"'H"山…….. 川山……….. 叩山…，.川山….. 山….. 山.. ………… .. 山…….. 山…….. 叩山.. 山...山.“山山d“山叶.. 
当 |自治休関与の妥当性|妥当である|市民の福祉向上に寄与するものであることから市主体の実施は妥当である
性 }ト卜卜“川川.. 川……….. 山….. 山….. 山..，川川圃代宅
対象(受益者Jの妥当性|妥当である|申請時に状況を確認し事業対象か否かを確認

l |目標達成度 | 有トH・H・..…，............................'1
効 |類似事業の存在 |存在しない

。
。
。
。
。

性|エ砧!員二記長説・|説仁三.~.~6.1言語五五五;広三五五342品五福逼EZLP子二三通広三言語日以
|実施主体の適正化 |適正である

ilH4主主将棋I:日夜|浅五時日常三千五5151155安定二
コスト効率 I 適正である .. 

|課題

、

今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期 、

本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室且所(係)I 高齢福祉課 | 高齢福祉係

ケアセンターさんよう運営事業

士 Eケアセンターさんよう(ケアハウス、デイサービスセンター、
主|地域交流センター)の管理運営を平成18年度から平成3
:;:';16年度までの問、「医療法人社団光栄会」を指定管理者左
霊|し委託する。
l毎月、モニタリングを実施し施設の状況の把握に努める。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 140，000 117，091 

支 役務費 17，342 17，342 
出
委託料 3，354，000 3，353，143 

内
訳

dEb2 • 言十 3，511，342 3，487，576 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財締 3，511，342 

ム同 計 3，511，342 

人件費概算 「閣官~人件12;51| 叡見|有 I I会一計 一般

活動指標または成果指標

1 1モニタリング実施回数

H25 

12回

12回 12回

21地域交流スペース利用者数 .....i-;3.94X....T…・11ぬj:.........

3 

ー目的の妥当性 | 妥当である|市の条例による
妥 1，..，:"……-….....・-……|十
当 |自治休聞与の妥当性| 妥当である I市の条例による
性 l.山…..山….帥山...山……….. 山…..山…圃"山..陶 ..….日山……..山"
l対象(受益者)の妥当性l妥当である I市の条例による

|旧目標達成度度下 fぺ I概ね達成して叫い、渇る
有|、今|
効 |類似事業の存在 1存在しない
性卜H・H・ íH~U"" ・ OÓ" 山;""，，1
上位施策への貢献度|貢献している

I 効|黙き??空~~~.......1翌日~~....I.~.~!.::.で門ETfど，-C;jöfJ，肝立T
l 率 |受益者負担の適正化|適正である
性↓..，…，......;............;;:.;.~..... ;.， 

課題

向今の後方性

特記
、事項

コスト効率 、 I適正である

• 

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

匹[JD

理草璽(円)

3，487，576 

3，487，576 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱・室・所(係)I 高齢福祉課 両齢福祉係 匹~コ
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中項目(施策)

高齢者福祉の充実

"，.，.，社会福祉法人の借入金の償還期間において補助金を交
霊イ寸する。福)山陽福祉会:H7年度からH27年度まで、福)
吉|健寿会:H8年度からH28年度までの予定であったが、平
喜|成昨度で繰上償還を行ったため、H27年度で事業は終
l了した。 I意図|社会福祉法人の施設整備等に係る経費を軽減する

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

負担金、補助及び交付金 21，062，000 21，045，321 

支
出
内
訳 J

dE』Z 計 21，062，000 21，045，321 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)I 
国庫支出金

財 息県補支助出金金分(利) 43，000 31，100 
j原割
内合 地方債

uR その他
一般財瀬 J 、 21，019，000 21，014，221 

dロ』 計 21，062，000 21，045，321 

人件費概算 |人工数(化|人件17A|官見|有 II会計種別| 一般 経常

H25 活動指標または成果指標 H26 

...2箇:~(......J........2首鼠.
1 I補助対象事業所(施設数)

2 

3 

I I目的の妥当性 |妥当である|山陽小野田市社会福祉法人の助成に関する条例に基づく
妥 ト…H 山 H川田山田...........:......，..t ・十

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市社会福祉法人の助成に関する条例に基づく
J性ト…ω… .....uj..，…ムヤ・斗 ・十

ー対象(受益者)の妥当性| 妥当である|山陽小野田市社会福祉法人の助成に関する条例に基づく

目標達成度
帽 p・・，........・.，・H・M・.~.............. •. .• .• '1' 
| 効 |類似事業の存在 |存在しない
唱"F ト・・山山 + 
I '_'" Lι位施策への貢献度|貢献している
実施主体の適正化 適正である|社会福祉法で地方公共団体が行うことになっている

効卜....・H・....・M ・..~...・H・......・"“…f

| 率 |受益者負担の適正化|適正である
性 l."・H ・.....・H ・..・H ・a・.....・H ・H ・H・.:..'

コスト効率 適正である

..... 

課題
〈

向今の方後性 事業の終了
改善
時期
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課骨呈・所得)I 高齢福祉課 高齢福祉係

一部事務組合分担金

一部事務組合(養護老人ホ}ム長生園組合)

分担金

一部事務組合の健全な運営を図る。

歳 出 予算現額{円) l決算額(円) 歳 入

負担金、補助及び交付金 30，229，000 30，229，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

j原割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財j原

£Ebコ. 計 30;229，000 30，229;000 ~ヨ. 言十
‘ ".'1  I ..11・官 、 .，.1 ，、

人件費概算

活動指標または成裏福事 l' H25 

1 1施設数 1箇所 t........i箇所

50人 1 50人

21入所措置者数(4月1日現在) 45人 47人

90.00略 1 94.00% 

3 

目的の妥当性 妥当である|地方自治法に基づいて設置される一部事務組合
妥 t'".，・'..~.・H・H ・H・.，・…，.....・H ・ ....1.............................1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|地方自治法に基づいて設置される一部事務組合
性 トH………….. 山…….. 山….. 山.. 山………….“山………….. 山………….. 山………….. 山……….. 山山….. 山山………圃向山山….. 山…….. 山….. 山………….. 山………….. 山…………圃"山山……….. 山一…….. 山……‘“山山.. 山...……一一E目山….“山山.“山.一i…………….. 川…….. 山…….. 山….. 山.“山川.. 
対象(受益者)の妥当性| 妥当でで、ある|封地白方白治法に基づいて設置される一部事務組合

. 1目標達成度.1検討が必要
有卜 .:........;......，:......; . .'.1 

L、効 l類似事業の存在 1 存在する
性 l………….....，I ó'~ ~ • ， . O ， I '.' j I 
|よ位施策への貢献度l貢献している
目実施主体の適正化 |概ね適正である|民問委託等も視野に入れる。

予算現額(円)

30，229，000 

3Q，229，000 

一般

2154説経HEEl:::長15Z::lZZ24:GEjj主主1251JEE五五二二二 : 
|コスト効率 ぺ勺 I適正である .. 
単年度の経常赤字や職員の同時大量退職もあり、民間のノウハウを活用して民営化することが望ましい。

課題

の今後方
計画どおり事業を進めることが適当

j改善

向性
j時期

平成28年度に民営化に向け、プロポーザノレで、委託先を募集中

匹E日

決算額(円)

30，229，000 

30，229，000 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室且所(係)1 高齢福祉課 両齢福祉係 匝I3[J

天事百司東7 雨項目(施葉7
2|高齢者・障がし唱力1安心して自立できる環境づくり11 高齢者福祉の充実

由民計画名

老人保護措置

事|要斉護又ほ要支蚕で註記v¥示、経済的あるいは環境的
業|事由等により、在宅生活を継続または、今後在宅生活を
概|始めることが困難であるおおむね65歳以上の高齢者等
要|に対して、必要な手続きや調査を実施した後、養護老人
1ホームに入所させ、必要な援助を行う。 高齢者の心身の健康を保持し生活の安定を確保する

.歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

報酬 12，000 4，000 国庫支出金

支 扶助費 178，648，000 172，123，796 財 県支出金
出
内

肉j原害合IJ 地方債

|訳 訳 その他 41，778，000 

ー般財瀬 136，882，000 
¥ 

t同』 計 178，660，000 172，127，796 ムロ 言十 178，660，000 

人件費概算 ド翫Tr5| 人{11;ぅ~I 想見|有 I r会品川 一般

活動指標または成果指標

1 1措置養護老人ホーム数

21措置入所者数

3 

※上段:目標中段;実績下段:達成率

H25 1 H26 

(随時) 1 (随時)

5箇所 1 5箇所

(随時) 1 (随時)

80人 83人

決算額(円)

42，478，720 

129，649，076 

172，127.7961 

経常

目的の妥当性 妥当である l経済・身体的事由により在宅生活が困難な高齢者の心身健康保持等に寄与する

lz|白山間以込長|妥当である|老人福祉法による基づく市町村に;福置でよる。
性 f:..'……・"…........…1.............................1
対象(受益者)の妥当性l妥当である l措置入所要件に合う者を対象としている

目標達成度 1 1 
有ト ..，..，........."...;.，.1.............................1 
効 |類似事業の存在 I存在しない

|性;雨量二品房副山花|両副主広三五日議長三;む日員長山花

効虐性??子主性 J 黙芳三 I.!.!.::~.ザ!芳三<rrîlllyt史子
率 |受益者負担の適正化 I適正である l厚生労働省の老健局局長通知で決められた費用徴収基準により自己負担を徴収している
性 |ト卜.“山…….. 山…….. 山.“山...山…….. 山…周H川".;山…咽H….…一"…….“山..“山……"山..“ 刊 "山…….. 山.. …一.…山一…...山山.. 山什.. 

コスト効率 I適正である

..... 
v ヘ、

課題

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室個所(係)1 高齢福祉課

大項目(政策)

高齢福祉係 匹[][J

寝たきり高齢者介護見舞金支給事業(地域支援事業:任意事業:その他の事業)

事|在宅の寝正吾~高齢者等を3'f護する家族に対して、その
::::1労苦を慰謝激励することを目的に介護見舞金(1人2000
毒 I~円)を支給する。支給は主に、高齢者実態調査の結果
要|により決定する。(基準日は6月1日)

歳 出 予算現額{円) 決算額(円)

報償費 1，600，000 1，080，000 

支出
使用料及び賃借料 579，600 579，600 

内〈
j訳

ぷE』ヨ 計 2，179，600 1，659，600 

l人工数(人役)f人件費(円)f 
0.051 288，4251 

人件費概算

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 39 850，044 647，244 

Rオ 県支出金 19.5 425，022 323，622 
j原割
地方債

内合
j訳 その他 22(介護保険料) 479，512 365，112 

一般財j原 19.5 425，022 323，622 

Aロ. 計 2，179，qOO 1，659，600 

交付税| 無 | |会計種~除(鰭~ 経常
、算入

間一一
一活覇肩1票または成裏指標 H26 

(随時)
…・・・55ス・…r........ioX....

1 I介護見舞金支給者(実人数)

2 

3 

lz lpPR許竺 J二; |ド雪叩さ力三史f三「|目明明?門於f土:叩黒m閉~~切~il11î男村門雪?然円男?空全笠さ訪柑門T門円幣明門黙!ヒi
当 |同自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市寝たきり高齢者等介護見舞金支給規則による
性 lト卜トト-“山….“山.叫……..山…圃“山…..一.一i一………日…山…..山.“.日川川川-川川，'..削冒....……"山山川.. 川.“叫.明‘" ~"."・H ・....…| ・} 

対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野間市寝たきり高齢者等介護見舞金支給規則による

目標達成度
| 有 1:卜卜..山………..川山………..山山….“山…….. …….山…..“…......川…川.“山…"…川.川.
効 |類似事業の存在 l存在しない

性日雨量二品説|首長仁三.~.~~..l五五五五;二五二議長潟両ぷぷZLZ長選去最jU福山;;
実施主体の適正化 .1適正である|支給i方法に関しては民生委員に協力を依頼している

:1許税制....任1521:狭間安保持当日市王寺155:::
コXト効率 υ 1適正である

4易. 
f 

J課題

今の向後方性》 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期} 

ιE本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 高齢福祉課 両齢福祉係 回三日
大項目(政策)

家族介護支援事業(地域支援事業:任意事業:その他の事業)

告 l市内の在宅高齢者を介護している家族に対じヲ干護者の

霊|交流事業を実施するなどし、家族の精神的、身体的な負

概I!旦の軽減を図る。
要|家族介護者交流事業は、年に2回実施。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

委託料 687，000 264，797 
|支

出

肉
訳

dE』ヨ 言十 687，000 264，797 

対象|在宅で高齢者等を介護している家族

介護者の交流事業の開催

歳 入 予葺麗額(円)

国庫支出金 39 267，930 

Rオ 県支出金 19.5 133，965 

j内原 割合 地方債

訳 その他 22(介護保険料) 151，140 

一般財源 19目5 133，965 

合 J 計 687;000 

決算額(円)

103，270 

51，635 

58，255 

51，637 

264，797 

人件費概算 i 入工数(入信|人件間~ I鷲見| 無 1 1会計種別|特会(介護)1 経常

活動指標または成果福標

1 1家族介護者交流事業参加者

2 

3 

H25 

… "'6'3)~""""T""""36X 

目的の妥当性 、|妥当である|山陽小野田市家族介護支援事業実施要綱による

ilA対話相f:|:23152:!日明日子十時計五::::::::
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|山陽小野田市家族介護支援事業実施要綱による

目標達成度
r 有~;~...，...........， ..;......~;.........;.;...I

| 効…|類似事業の存在 l存在しない
旺エ雨量二記長-示五五証仁三芯伝説Z2ZI仁三五ぷ当選長33;2UZZZ通語長EC2.長ぷ三;2..
ー実施主体の適正化 | 適正である|社会福祉協議会に委託(介護者の会とらいぽつどの協力を得て実施)

|2臥五説.ゐ
性 }ト卜ト.. 山……….. 山……….. 山…….. 山….. 山且...山……….. 山…且H山…圃“山..山….一?“…… .. 山….. 山..山 H……….. 川山.“山..山………..山...山……….. 山…….. 山….“山叶..1.............................1
コスト効率 | 適正である

..... 

課題

J 

今の向後方性一 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

LJJ11i 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局直・所得)I 高齢福祉課 高齢福祉係 回コヨ
天扇面I面 中事百I面東7 示項目(基本事葉〕

高齢者福祉の充実 生活支援サービスの充実

紙おむつ等支給事業(地域支援事業:任意事業:その他の事業)

重|官詰議JJ官接字ZZZ号胃事:1対象|紙おむつを常時必要とする寝たきり高齢者等の介護者
~jつ等の介護用品を申請により支給する。対象者に助成券
童|を交付し、対象者は、この券を指定の庖舗にて提示するこ
1とで紙おむつ等の支給を受けるo(月6000円を上限)

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

役務費 30，000 。
支 使用料及び賃借料 579，600 579，600 
出
扶助費 5，196，780 4，732，175 

:内

言R

dE』Z 計 5，806，380 5，311，775 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 39 2，264，488 2，071，592 

財 県支出金 19.5 1，132，244 1，035，796 

j内原 割合 地方債

訳、 その他 22(介護保険料) 1，277，403 

一般財源 19.5 1，132，245 1，035，7971 

ムロ 計 5，806，380 5，311，7751 

J人件費概算 |人工数(人?:|人件問。II甘いII 会計種別|特会仏語~ 経常

活動指標または成果指標

1 I紙おむつ等支給事業利用者(実人数)

2 

3 

H25 

(随時)
1.........U5ス:........l........iei子A …

I -ir; I目的の妥当性 l妥当である|山陽小野田市紙おむつ等支給規則による
妥トH・H・.......……………ーj.............................j
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市紙おむつ等支給規則による
性 L…M・M・-…….....・H・-…….1.....… l

対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野岡市紙おむつ等支給規則による

目標達成度
e 有 f・......・H・-・川・H・H・..…H・H・…・・l
効l類似事業の存在 |存在しない
性 1;;..・H・-………“一H・H・-…j.............................j
上位施策への貢献度|貢献している|高齢者が安心して生活できる環境づくりとして貢献している

実施主体の適正化 適正である|紙おむつ等の販売等に関しては、事前に事業協力庖に依頼し実施
“.........・h.h吋................，.............................，........・・・・H・・・・........................d
受益者負担の適正化|適正である|介護保険法による地域支援事業の中の任意事業である

コスト効率 |適正である

.... 
課題

!今の向後方性〆 計画どおり事業を進めることが適当 改善期
時

本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。
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号式昔末

平成27年度事務事業評価シート|課伺E室・所(係)I 高齢福祉課

大項目(政策)

事|消防法施行令の改正により、火災発生時に自力で避難
業|することが困難な人が多く入所する介護施設等に平成27
;r;1年4月からスプリンクラー設置が義務付けられたb平成30
芸|年3月末の経過措置期間満了までに地域介護・福祉空間
l整備等施設整備交付金を活用し、有料老人ホームのスプ

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

負担金、補助及び交付金 2，179，000 1，441，000 

支

内出

~R 

dロ』 言十 2，179，000 1，441，000 

人件費概算
l人工数(人役)I人件費(円).I 

021 576，850 

j璽 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 100% 2，179，000 1，441，000 

源財 割
県支出金

地方債
内合
訳 その他

一般財源

dロ』 計 下 2，179，000 1，441，000 

宝?|無||会計種別| 一般 臨時

H25 活動指標または成裏福扉

スプリンクラー設備の整備を行う有料老人ホーム
数

• • • • • • 
4
E
i
H
唱
E
i

• • • • • • • • • • • 
-E+ 
• • • • • • • • • • • • • • • • • • • 

100.00% 

6 
スプリンクラー未設置有料老人ホーム数(3月31日1....…・………H ・...t21:~~""'// ./l'H.X.1!:::!.:t:J'I1 -1::.l/"'" ~3Y'\'-'.I Jù .J.. HI I 
現在) 1.……....・M ・'"・H ・...1

5 

5 

良い

3 

妥 .目的の安当性 |妥当である l地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金の補助事業である。
t.，.......・・・.........・・・H・・H................I.............................t

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|消防法施行令の改正により弘、義務付けられた整備である。

性 1ト卜M山….. 一…i
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|交付金の対象となる老人福祉法に規定された施設である。

目標達成度 |達成している

:1説是正面五五 ・|言語工芸;;・
性~." ~ ....~ .，_....H...~.!~..; ...~. .•. .，.， •...• ~.I 

土位施策(の貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である l全額国庫支出金
効 k.;;.c'"…………....・H・-斗..............:............1
率 |受益者負担の適正化|適正である|交付金の対象となる老人福祉法に規定された施設であるo
性 1.......・H・....;…“-…“一・M・.1.............................1
コスト効率 1適正である|全額国庫支出金

.レ
消防法施行令の改正により、平成30年3月末の経過措置期間満了までに、スプリンクフ 未設置の有料老人ホームはスプリ
ンクラー設備等の整備を行う必要がある。

課題

今の向後方性、 計画どおり事業を進めることが適当 J改時善期

I :~ 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター|

事|今後増加する認知症高齢者を地域で支える為に、認知
~I症サポーター養成講座等の普及啓発に力を入れていくと
毒|ともに、認知症問題を自分の問題として捉え、市民全体で
要|認知症を支えていく意識の醸成を図る

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 150，000 56，400 
支 需用費 165，000 3，600 
出
役務費 20，000 。

内
訳

合計 335，000 60，000 
a・ 且 J， 目 由

人件費概算
l人工数(人役)1人件費(円) 1 

0.651 3，749，5221 

活動指標または成果指標

1 1認知症サポーター養成講座実施回数

21認知症サポーター養成講座受講者数

31認知症に優しい事業所登録数

匹1 45 1 

E塁J 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 39 130，650 23，400 
財 県支出金 19.5 65，325 11，700 
j原割
地方債

内合
訳 その他 22(介護保険料) 73，700 13，200 
一般財j原 19.5 65，325 11，700 
dロ~ 計 335，000 60，000 

交付税| 無 | |会問~特鮒護~ 経常
算入

※上段:目標

H25 I H26 
20回 1 20回

30回 1 23回

150.00% I 115.00% 

400人 1 400人

822人 1 798人

205.50% I 199.50% 

I 46事業所
36事業所 I39事業所

84.78% 

妥
当
性
十
「
阿
川
同

目的の妥当性 l妥当である|今後増加してして認知症高齢者を地域で支える土壌つくりに寄与するもの

自治体関与の妥当性|妥当である|広く認知症高齢者の福祉の向上(認知症への理解を深め地域で支える)に寄与するもの

対象(受益者)の妥当性|妥当である|市民の高齢者福祉向上を目指すためのものである

開特色 ，.....; よJ 空黙予日:三三?三J作雪T史I~とir常翌円門門門T??!rir三r己ゴ三三":)v'口v¥'Zl'I，竺雪尽と明?
類似事業の存在 I存在しない

.エ半面員二ぷ長示瓦|五示日;;五|足首長二五五証言25;22i;五五弘正面話芸語系二元主主両i;長浜C.2;;2

効虐性伊野~~..，...;I 空E士三|明烹!ifTftF!ぞ;tfj: v¥ 
| 率 |受益者負担の適正化|適正である
性ト…..… | 
| 二|ロスト効率 |適正である .. 
認知症サポークー自体は順調に増加している。今後は養成講座を受講した市民が、実際に地域で活動できるような意識付
けや仕組みつくりを検討してして必要がある。

課題

j、今の向後方性) 事業の進め方等に改善が必要 改時善期 28年度中に改善に着手

特記
事項'



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター|

天事百T政策7

匹0[]
中事百て画書7
高齢者福祉の充実

小項目(基本事業)

認知症高齢者対策の充実

認知症予防事業

.""="，認知症を予防するという観点、から、生活習慣扇等ゐ予防
事|及び脳の機能低下を防ぐため、これを目的とした認知症
血|予防教室等を開催するとともに、地域で認知症予防を普
霊|及していただく脳活サポーターを育成し、認知症予防に
』向けた取り組みを地域で展開してし、けるよう支援する

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)
、 需用費 23，000 5，090 

支 役務費 4，000 。
出

‘ 訳内

合計 27，000 乙 5，090 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)I 

国庫支出金 25 6，750 1，272 

財 県支出金 12.5 3，375 636 

j内原 割合 地方債

訳 その他 50(介護保険料) 13，500 2，545 

一般財j原 12.5 3，375 637 

ぷロ』 計 27，000 5，090 

人件費概算
|人工数(入役)1人件費(円)I I交付税 I4m: I Iムー I ""'-b.f/.>..o>tJ;¥ I 
| 0叫 乙川叫 | 算入 |無 II計十種別|特会(介護)I 経常

活動指標または蔵栗軍事

認知症予防教室(脳し、きいきクラブ)の実施箇所
数

21認知症予防教室の開催

H25 

l00.00% 1 100.00% 

随時 | 随時

5回 18回

10人 1 46人31脳活(物忘れ予防)サポークー養成者数(延べ)
15人 1 41人

M
W渇

人
…
人
…
目

噌

E
A
H
n
べ
u

“、‘
J

5
一5
山

α
同
-67.00% 112.20% 

l目的の妥当性 1妥当である|認知症予防活動実践者や実践支援者を増やすことを目指す
妥}….~..・H・-門H・...……….1山・|

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|広く高齢者の介護(認知症)予防に資するものであり、市全体で推進
性 ~i.・H・-…・…………H・H・.，， 1山M・M・ ....................1
l対象(受益者)の妥当性|妥当である|市民(40歳以上)の高齢者福祉向上を目指すものである

目標達成度 |達成している
有 F....i......，......，.，........，;;.......'...1

|程|開黙然空 |だと:.~~.~....l
l上位施策伐の貢献度|貢献している|認知症高齢者(予防)対策の充実に向け貢献している

実施主体の適正化 |適正である|教室を住民による自主活動へ移行させることも視野に入れ実施している
効 I・M・...・H・H・H・...…山…….1・・ | 
率 |畏益者負担の適正化|適正である|介護保険法に基づく地域支援事業の中の介護予防事業である
性 |卜い.. 山……….. 山……….. 叩….. 山….. 山..，.…j一円山.叫山..………… .. 山..，山山….. 川山…….，山山.“山山.. 山..，……，.山….. 山….“山...山…….“山山….“山山.“山..山……….“山….. 山叶.. 
コスド効率 1 適正である .. 

課題

lの今後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

脳活サポーターは、平成27年度から開始された「介護予防応援隊jに吸収。平成27年度の数は新たに介護予防応援隊
7名を含む人数(脳活サポーターを含む平成27年度の応援隊の登録者数は18名)



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所{係)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター| 回コヨ
大項目(政策)

事|認知症に関係する機関とのネットワークの構築により地域
~Iの情報共有や地域課題、市における対策を検討してい
事|く。また、認知症を介護する介護者が安心して介護できる
要|環境づくりを行う

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 10，000 。
支
出
内
訳

i口b、 言十 10，000 。

財

源割
内合
言R

歳 λ 予事覇額(円)弓決算額(円)

国庫支出金 39 3，900 

県支出金 19.5 1，950 

地方債

その他 22(介護保険料} 2，200 

一般財j原 19.5 1，950 

Aロh 計 10，000 

人件費概算 戸数{住|人件 I ミ"~.I 無| 同種別|特会(介護)1 経常
活動指標または成果指標 I H25 

1 I認知症支援ネットワーク情報交換会の開催 1回 1回

100.00% 

2 

3 

'.目的の妥当性 妥当である|今後増加していく認知症高齢者を地域で支える土壌作りに寄与するもの
妥卜，.，..・H・4白.."..…....，....・H・-…・・I・M・....・H・H・.....・H・H・001

~' "~~~.~~!!~.1.~~.幣|設立三|忠男性~o):W;吹性竺fff??????Z2J尽力竺T
対象(受益者)の妥当性I妥当である|市民の高齢者福祉向上を目指すためのものである

目標達成度 I達成している
有 ~;;oo ・H ・ '00山・・ t 
効 I類似事業の存在 I存在しない

。
。
。
。
。

「

性平面ぶ伝説|五時;ミ|出品詞房副主晶子五日必正面幅五福山手議日;:z
実施主体の適正化 I適正である|民問委託によるものは馴染まない

:1受空者空担常正fじ|翌正であるI.~護保民主に基づく地域支援事業討の任意事業である
|コスト効率 、三 φ |適正である

課題

今の向性後方 ~ 

特記
事項

.レ

計画どおり事業を進めることが適当 改時善期J



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・骨室・所(係)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター| 匹DD
小項目(基本事業)

認知症高齢者対策の充実

俳佃・見守りsosネットワーク構築事業

手段 I~何回・見守りsosネットワーク構築等関係機関との連携など

l支
出
内
訳

歳 出

需用費

旅費

tE益ヨ. 言十

人件費概算

予算現額(円) 決算額(円)

78，000 。
19，000 19，000 

97，000 19，000 

|人工数(人役)I人件費(円)I 
|0.151  865，2741 

活動指標または成果指標 H25 

1 I~~佃・見守りsosネットワークの構築

2 

3 

歳 入 予算現額(円} 決算額(円)

国庫支出金 39 37，830 7，410 

財 県支出金 19.5 18，915 3，705 

j内原 割合 地方債

訳 その他 22{介護保険科) 21，340 4，180 

ー般財源 19.5 18，915 3，705 

ムロ 言ナ 97，000 19，000 

交付税| 無 | 
算入 |会計種D特会(介護] 経常

目的の妥当性 妥当である|増加する認知症高齢者における行方不明者の早期発見や地域づくりを目指すもの

l ili当時指定[:22151:|訪日日51151;2551:
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|認知症高齢者及びその家族が安心して暮らせる街づくりを目指すためのものである

宥 l.~.!~特色 -J!?f?tiff|門主.T5Eft-rfTT.黙?!?.5?な明竹!fzzr
IJh I類似事業の存在 I存在しない
性出雨量二ぷ言説;'1言語仁三;:五|弘正面説JqZ言語宗左手エ;;員三;;五五王子ZLぷ

効 l雪村??惇~~.......I 空~.~~~....J対応照明烹1~lil~}Ii今;tftv\
| 率 |受益者負担の適正化|適正である
性ト・H・M・..… i 
Iコスト効率 I適正である

• 
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期 J

LJP雪



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局F室冒所(係)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター|

一|認知症の人と家族、地域住民、専門職等丙誰もが参加で
霊|き、集う場所を設け、認知症患者、認知症を介護する介護
概|者等の支援を行うとともに地域住民へ対して認知症理
要|解に向けた啓発活動を行う

匹I49 I 

歳一出 予算現額{円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)三決算額(円)

報償費 19，000 。 国庫支出金 39 44，460 

需用費 95，000 。財 県支出金 19.5 22，230 
源割
地方債「

内合
訳 訳 ィその他、 22(介護保険料) 25，080 

一般財源 19.5 22，230 

合、計 114，000 。 合計 114，000 

_: ~λ件費概算

lc 

1 1認知症カフェの開催

21認知症カフェの設置

3 

|目的の妥当性子三ご二|妥当である|今後増加していく認知症高齢者を地域で、支える土壌作りに寄与するもの
ニ妥ト・.............jo_!o..・M ・-ぷι一円1.......................，.....1
ミ当 |自治体関与の妥当性|妥当である|認知症への理解を深め地域で支えるための地域づくりに寄与するもの
性 Iトトト"………….. 山….. 山……….. 山….. …… .. ….目.一一……"…....ザヂ戸一=白.←....一...一プ.一戸!一一戸….. ι.己一lし.云主~-………….. …… .. …… .. …...目:1...目………….日…….. 山..………… .. …....……….日……….日…….. ….........1 
対象(受益者205妥当性| 妥当である|認知症に優しいまちづくりに寄与するもの

目標達成度」 、 1概ね達成している

|品|融業の存在 ....1存在ル i
性 :_'-H~;;:-:;...: ，:;:，....................，;;，， :+............................1

|上位施策ベの貢献度1貢献している|認知症への理解を深め地域で支えるための地域づくりに寄与するもの

f菊 .実施坊主主正:~;~;.:....I 適正である|民間の団体に委託することで実施する
.・・ー.司司・・................n.................・，.............................，
率-I受益者負担の適正化|適正である|介護保険法に基づく地域支援事業の中の任意事業である
性性-:--fいiり竺竺戸戸山山戸戸向..  山….. 山.. リ戸品E
|[じγ 、て-て主l恒=三込b効率 ~ .1 適正である .. 
課題
白v 一

=ー今の向方後性 計画どおり事業を進めるととが適当
改善

時期

-1平成28年度から活動指標を設置数に変更。今後日常生活圏域毎の設置を目指す。

。
。
。
。
。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター| 匝OD
大項目(守L_、

2|高齢者・障がし唱が安心して自立できる環境づくりI2 
一戸計画名 意

指定介護予防支援業務

要支援認定者で介護保険サービスの利用を必要とする者

包括職員等が介護予防サービス計画(ケアプラン)を作成

自立に向けたプランを提供し介護状態になることを予防する

歳与出 予算現額(円)

委託料 9，831，000 

支
l 出

内
訳

dE』ヨ 計 9，831，000 

人件費概算

}活動指標または成裏福扉

決算額(円)

9，449，700 

9，449，700 

H25 

(随時)

財
j原割

内合
訳

車入

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財j原

ぷ同』

H26 

(随時)

言十

1 I介護予防サービス計画(包括作成分延件数) r.....5"j.O4存......f....・・8;28羽平.

介護予防サ一ピス計画(委託先事業所作成分延 1'"山……..….... ………..……..山....………..山.“.“…….“….“.……….“...“.
2引11!~\.J- WJ '/ l.-/'1l1 ~ \:5C" R l.J..J L -=fT:;:7t;;;;JJllï/.J，Ñ..JJ~ I 1，48回3件 I 1，6臼5M件牛
件数) 1.....・H・......・M・....・H ・..1

3 

予算現額(円)

39 3，834，090 

19.5 1，917，045 

22(介護保険料) 2，162，820 

19.5 1，917，045 

9，831，000 

目的の妥当性 ι1妥当である l介護保険法、山陽小野田市地域包括支援センター運営要綱
妥F-.....，..・H・.....i・…"，....~……イ|
当 |自治休関与の妥当性|妥当である|介護保険法、山陽小野回市地域包括支援セン夕一運営要綱
性 l卜卜.. 山……..山……..山…….. 山…川.. 山山.. 川.“川、

〈 |対象(受益者)の妥当性l妥当である|介護保険法、山陽小野田市地域包括支援センター運営要綱

l目標達成度
'恒唱 t......" ・ 4 ・・・・~; • • • • • • • • • • • ....... ， • • • • • •.. '1 
効 |類似事業の存在 |存在しない

性 iエ雨量二ぷ説|長c:t'~'~~'l雨量副長Z五五五示品手伝;福雇通i;両i;員証CEi;三
効 '実施主体の適正化 |適正である|地域包括支援センターで行内業務と位置づけられている

..;..~....・H・..“・・・・・・・・0“..ーH ・H ・ ...1.............................1

率 I受益者負担の適正化|適正である|介護報酬により報酬を得ている
性 トい..山凪"叩….. 山..山且H山…….. 山..川且H山山川咽H山.. 日川h

1コスト効率 I 適正である .. 

決算額(円)

3，685，383 

1，842，691 

2，078，934 

1，842，692 

Q，449，700 

経常

平成29年4月からの総合事業への移行に伴い、対象者が要支援1・2で訪問介護・通所介護を利用していない方に限定され
る。その代わりに訪問介護、通所介護を利用される要支援者を含む総合事業利用者に対しては別の形のケアプラン様式を
用いプランを作成していくようになる。平成29年4月からスムーズに移行していくためには平成28年度から準備を行っておく

課題 必要がある。

の今向後方性 事業の進め方等に改善が必要 ι改時期善 28年度中に改善に着手

本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1 高齢福祉課 介護保険係 匹DD
司王項百(施策)

介護サービスの充実

大項目(政策)

2|高齢者・障がし清志2安心して自立できる環境づくり12 
一日計画名

介護予防給付事業

事

介護予防給付事業

要支援認定者ーl要支蚕認定を受けた被保l奏者示、できる限り百豆した生
霊|活を送れるよう、状態の維持や改善を重視したデイサーピ
概|スやホームヘルプ等の介護予防サービスを給付するo

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

負担金、補助及び交付金 262，573，000 242，293，026 

支
出
内
訳

合計 262，573，000 242，293，026 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 25.0% 65，643，250 60，573，256 

財 県支出金 12.5% 32，821，625 30，286，628 

源内 割合 地方債

訳 その他 回目(it謹僅険料} 131，286，500 121，146，513 

一般財編 12.5% 32，821，625 30，286，629 

，合 計 2G2，573，000 242，293，026 

人件費概算 r調 titl人 rす|無|同町IJI特会(介護)1 経常
H25 活動指標または成果指標

1 1要支援1、2の認定者数(年度末) 903 958 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である l介護保険法に基づ、く事業であり、市が実施すべき事業である。
妥 い・・・"・H・H・......・H・.........・山…1.............................1
l、当 |自治体関与の妥当性|妥当である|介護予防は、高齢者が安心して暮らせる為の事業である。
性 • I-....;...~・H・-・川…H・H・.........ト・・・・・ | 
対象{受益者)の妥当性|妥当である|介護認定審査会において対象者を公平に認定をしている。

目標達成度
有 1.. . . . . . .. . . . .. . . .. ;... ~ '." . . . ;;.. . .... . .. . . . .1 
効 |類似事業の存在 1存在しない

性・エ雨量人伝説|議日~~"1
ト l実施主体の適正化 |適正である|介護保険法に基づく事業であり、市が実施すべき事業である。

|ご玖~. 1':"・-…....・H・......・H・..“・……'1'...........................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|介護保険法に基づく負担割合であり、適正である。
|性 l・h・-…H・H・...…H・H・..............・1.............................1
lコスト効率 |適正である|介護保険法に基づく負担割合であり、適正である。.. 
介護保険制度の改正に伴い、予防通所介護、予防訪問介護が平成29年度に地域支援事業に移行されるので基盤整備が
必要。

課題

の今向後性方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

記
項
一

特
事
一



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室R所(係)I 高齢福祉課 介護保険係

大項目(政伊、

士 1要介護の認定を受けた被保険者が安心して暮らせるよう
主|に介護状態に応じて、デ‘イサービスやホームヘルプ等の
毒|在宅サービスや特別養護老人ホームや老人保健施設等
要|の施設サービスに対し給付する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

負担金、補助及び交付金 4，941，926，000 4，791，458，134 

支
出
内
訳

合計 4，941，926，000 4;791，458，134 

財

j内原 割合

訳

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金 25.0% 1，235，481，500 

県支出金 12.5% 617，740，750 

地方債

その他 50.0¥(介護保険科}2，470，963，000 

←般財源 12.5% 617，740，750 

合計 4，941，926，000 

人件費概算
|人工数(人役)1人件費(円)I 
|0.751  2，684，3101 宮支見|無l|会計種B 船(鰭~

活語指標または成裏商標 H25 

1 I要介護1から5の認定者数(年度末) 2，664 2，740 

2 

3 

目的の妥当性 l妥当である|介護保険法に基づく事業であり、市が実施すべき事業である。
妥ト………....・H・..…H・H・...1.............................，
当 |同自治体関与の妥当性| 妥当である|介護は、高齢者が安心して暮らせる為の事業である。
性 |ト卜卜..山..山.

「|対象(受益者)の妥当性l妥当である|介護認定審査会において対象者を公平に認定をしているo

」 目標達成度

I ~ r併殺予定::[:551511張主任j1515425515三百三当者25;::::::
上位施策代の貢献度|貢献している

実施主体の適正化 1適正である|介護保険法に基づく事業であり、市が実施すべき事業である。
効ト“"山川……H・...….......1.............................，
率 |受益者負担の適正化|適正である|介護保険法に基づく負担割合であり、適正である。
性ト…川山..，・M・-…….....山1.............................1
|コスト効率、 1適正である|介護保険法に基づく負担割合であり、適正である。

...... 

課題

の今向後方性白 計画どおり事業を進めることが適当

tJ111 

改時善期 J

匹OD

決算額{円)

1，197，864，534 

598，932，266 

2，395，729，068 

598，932，266 

4，791，458，134 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課喝・室E所(係)I 高齢福祉課 両齢福祉係

天頂百I面 中項目(施策)

介護サービスの充実 I 3 
ー務事業名

介護保険利用者負担軽減助成金支給事業

事|市内に住所を有する要介護認定文は要支擾認定を受け
:!:Iた高齢者に対し、居宅サービスを受けるために要した費
~I用について一定の割合で助成する。
室|助成対象居宅サービスは、ホームヘルプのみで申請に基
1づき交付する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

負担金、補助及び交付金 360，000 111，516 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

j原害IJ地方債r

内合
訳 訳 その他

一般財j原 360，000 

合計 360，000 111，516 ムロ 計 360，000 

人件費概算
|人工数(人役)I人件費(円)I I交付税| 血 IIム邑揖町|i ---. 0'~ò51 . .. 288'，4251 1算入| 無 11会計種別| 一般

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 H25 I 官「寸 I H27 1目標 1

I (随時) I (随時) I I (随時) I達成
介護保険利用者負担軽減助成金支給事業利用 t.........uA“1・・7A…・， f'"・.f:i"A:...........， 度
者(人数) I...........~.~:..::.........~............'..: .. ::...........I 1..........::::..::...........1 

21介護保険利用者負担軽減助成金支給事業利用
者(回数)

3 

92回 I 77回

『目的の妥当性 1妥当である l山陽小野田市介護保険利用者負担軽減助成交付金規則による
蛋}日H・M ・...ー………….1 ↓
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市介護保険利用者負担軽減助成交付金規則による
性 I......~…，'，............・，.........・H・…1.............................1卜

対象(受益者)の妥当性|検討が必要|山陽小野田市介護保険利用者負担軽減助成交付金規則による

目標達成度
有 }トト"山……且H….. 山…….. 山…….. 山…….. 山.. 山.. 且……. … .日.川….. 山川.. ‘ 

効 |類似事業の存在 |存在しない

証|斗泌二伝説|福山.~.~6..1通言語;広三五五二五房長河辺説山花

|効問主体の適正化 l適正である
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 ト…………"“"・・・H ・l 
bスト効率 1 適正である

.レ
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
|時期¥

本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。

匹DO

決算額(円)

111，516 

111.516 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室且所(係)I 高齢福祉課 高齢福祉係 I Nol 54 I 
大項目(政策〉 小項目(基本事葉7

3| 地域密着型サービスの充実
叫名

21高齢者・障がし、者が安心して自立できる環境づくりI2 
許面否

介護保険利用者負担軽減事業 介護保険低所得者利用者負担対策事業費

.:-Iff護課険サービスの提供を行う社会福祉法人が利用者
芸|負担額を減免する場合に、自らが負担した額が利用者負
担~1担金の総収入のうち一定割合を超えた社会福祉法人に
霊|対し、市がその超えた部分の一部を助成する(園、県の
13/4の補助国1/2、県1/4)

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

扶助費 50，000 。
|支

出内

l 訳

dEbコ. 計 50;000 。

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債肉、合

訳 その他

一般財j原 50，000 

ぷロ』 計 50，000 

人件費概算 |入工数(匁|人件1251|官|無|恒到 一般

活動指標または成果指標

1 I利用料負担軽減申請数

2 

3 

H25 

(随時)

1人

H26 

(随時)

0人

目的の妥当性 |妥当である|山口県介護保険事業費補助金要綱に基づく
妥 t…・"・~ ! • ~ o.……山…山川町'1.............................11: f開関与の蛸性|妥当である|旧時保険轄費補助叩こ基づく
~川ト…川H・H ・....・ 1.............................， 
l対象(受益者)の妥当性| 妥当である|山口県介護保険事業費補助金要綱に基づく

有 l目黒達時..，."''''''.....~...， 
効 |類似事業の存在 I存在しない
性ト......・M・.，...，.:.......，...............:1
土位施策への貢献度 1貢献している

効 l害性??里子fjpfflrm所村守押さ雪作空三i
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 h.......，，，..................:..，;.，...，.，.，
コスト効率 l 適正である .. 

課題

| 今の後方 計画どおり事業を進めることが適当
向性

本事務事業が申請によるものであり、目標値の設定にそぐわない。

改時善期

決算額(円)

。
。

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課圃居室掴所(係)I 高齢福祉課

大項目(政策)

2|高齢看・障がい者カ2安心して自立できる環境づくりI2 
一一計画名

介護保険係 INol 55 I 

事F瓦二アホ三云tt.どの画事語着型サービス事業所に実地
業|指導、運営委員会を通して、事業運営や介護報酬の取り
概l扱い、利用者の方の対応など監査・指導を行う。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円7

ィ支
出
内 J

}訳

dE』司 計 。 。

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

j内原 割合 地方債

訳 その他

、一般財源

合 r計 。 。
人件費概算

は工数(人役)I人件費(円)I I交付税 1_1 Iム ~"，I;l lll f0:.A (/.}_"'tt;¥ I 
1 ~~I '''~，;~'， ~~81 I 算入 | 無 I I~計種別|特会(介護)I 経常

21 I 24 

24 

活動指標または成果指標、

1 I地域密着型サービス事業所数

H25 H26 

21 

21地域密着型サービス事業所数実地指導件数 I..............i...........+............~. 
l00.00% l' 100.00% 
54 1 60 1 I 66 

31運営委員会への参加回数 54 60 

100.00% 100.00% 
明

ω河
川ハ
U

C
U
山
口

U

6
…
円
札

H
n
U
 

山
首
i

目的の妥当性 |妥当である|介護保険法に基づく事業であり、市が実施すべき事業である。
妥 1.'...，山川H・H・....…-…….1.............................，
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|計画に沿った事業であるo
性 トト冒.山…….. 山….. 山....…….. 山..川…H山…….. 山……且u山.. 一....山…….. 山....山….. 川.“.. … .. 山.. 山川.. 

対象(受益者)の妥当性l妥当である l市が介護事業所として指定する施設であるo

目標達成度 I J達童成している
有:ト・・・H・H・..:.....，..:....，...，............1
効 l類似事業の存在 1存在しない

J性 J ト..，.;;1
| |土位施策への貢献度|貢献している

効 |離主体の適正化 γ|概ね適正である
lト，司、..・....， ...jj..i..~.'..... ， ~.ó.....h.U...1

率 |受益者負担の適正化|概ね適正である
性 1...・H・..，.…-・|
|コスト効率 • 1概ね適正である

...... 
平成28年度から定員18名以下の通所介護事業所が地域密着型サービスへ移行され、また平成30年度から居宅介護支援
事業所も県から市の指定・指導対象に移行される為、指導体制の整備が必要。

課題

今の向後方性 事業の進め方等に改善が必要 J改善期 28年度中に改善に着手、時

割引予算事業



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 高齢福祉課 |地域包括支援センター| 回コロ
天草画頃藁7 中項目(施策)

介護サービスの充実

介護給付費適正化事業

事|利用著がIC;三扇;:::i!らづff_遍lEft介護サービスを受けるため
~Iに、ケアプラン、介護給付適正化システムを活用した不整
示|合な給付をチェックしていき、共通認識事項においては介
喜|護給付適正化委員会で諮問しケアマネジャー等への指
1導を行う。また年1回介護サービス利用者へ介護給付費

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報酬 30，000 8，000 

支 役務費 332，000 294，450 
出

訳内

dE』ヨ 計 362，000 302，450 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 39 141，180 117，955 

財 県支出金 19.5 70，590 58，977 
j原割
地方債

内合
訳 その他 22(介護保険料) 79，640 66，539 

一般財j原 19.5 70，590 58，979 

合 計 362，000 302，450 

| 一人件釘;-~疋数(守~人件1241 |官~I無 II 会計種~IJI特会(介護)I 経常
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H25 I H2.6 I 1.  H27 1目標
I 3回 I 3回 113回 |達成

1 1介護給付適正化委員会開催数 r 3回 r . 3回 I r ....i回 1度

99.93% 

21介護給付費通知書送付枚数

開
一
枚
…
枚

n
u
-
n
U
H
n
口

、，h
-

ハU
H
Q
d

V
H
-
η
J
"
り
L

〔

・

:

ー
i
-
q
ο
H
q
d

…枚…AUA
 

M

円
λ
】

3 

目的の妥当性 妥当である|介護給付適正化委員会規則等による

I i t説明言51:2225112言自主主主主活15115:
対象(受益者)の妥当性|妥当である|介護給付適正化委員会規則等による

目標達成度 I達成している
有ト・H・H・H・H・… :..........1
効 |類似事業の存在 |存在しない

性|エ雨量二局長|品三三!万二25日福山五五長雨i福二二両;;にお沌EF222L

効|許主??空!14nlEff|全空開.翌日常里会.T!?jiff
率 |受益者負担の適正化|適正である
性、 f:"':""・H・...・H・-‘........…...・H・“1..................・H・...…l
|コスト効率 い|適正である|介護給付費の上昇の抑制に通ずる... 
国保連合会介護給付適正化シスァムの活用は、対象件数が膨大でチェック体制の強化が困難であったが、平成29年度から
のシステム活用については国保連合会に業務委託することが可能となり、明らかな不整合な給付を事前に抽出が可能となっ
た為、対象となる給付に対して正確な指導助言を行う必要がある。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

|改善

向性
時期

平成27年度より、適正化委員会のあり方を検討し実施方法を変更。介護給付適正化会議を年数回(平成27年度は4回実
施)、会議の結果を受けて介護給付適正化委員会を年1回開催することにとなった。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局=室・所(係)1 高齢福祉課 介護保険係

大項目(政一、

"""""""'.基金・償還事業を含めた介護雇画面責主般における適
芸|切な運営管理を行い、介護サービスが安心して利用でき
概lる基盤づくりを行う。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

積立金 54，882，000 54，811，832 

支
出
内
訳

合計 54，882，000 54，811;832 

財

源内 割
dロ』

も訳

介護保険管理事業

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 1田制介護保険料) 54，882，000 

一般財j原

~ヨh 言十 54，882，000 

I Nol 57 I 

決算額(円)

54，811，832 

54，811，832 

人件費概算 lÂI~(人?;l 人iZ2;9川智1 右l ~三時雨明)1 経常

活覇詣覆または成裏指標 H25 H26 

1 I基金積立金残高 351，666，252 I 367，068，242 

2 

3 

I I目的の妥当性 |妥当である I介護サービス給付費等の事業を行う市が関与すべき事業であって、妥当である
妥ト.-.，..・;，..，……...・H・-・6・"…...1.............................1.
当 |同自;治台{休本関与の妥当性| 妥当である I介護保険制度を適正に運営する為の事業であり弘、妥当である。
性 lト卜いM山川圃山巳伊山..山…….，山..山…咽..
|対対白象(受益者〕の妥当性|概ね妥当であるl介護保険制度を適正に運営する為の事業であり弘、妥当である。

目標達成度
有ト.........円H・H・-…...........~;.~，. ..， 
効1類似事業の存在 1存在しない
咽斗 い同山H ・H・....i..'..・H・..・'，"川 』

| 日 |上位施策バの貢?献度.1概ね貢献している

|十Jイ羽効 |医警特T併?翌幣円E引!史~."..J...~.空県t史町三乃於f吹三 I.~仔望常腎空1*性F
率 |受益者負担の適正化令1適正である
i性|号............，...............，....1.............................1
|コスト効率 I 適正である|

課題、

J 

... 

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当

笠J

2改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課局・室・所得)I 高齢福祉課

大項目(i&時、

事|事務の円滑t{~.画主記を白的に国民健康保I麗逼吾蚕に
業|介護給付サービス費(介護報酬)審査・管理業務を委託

概|する。

要

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

役務費 6，724，000 6，124，549 

支
出

/ 

内

~R 

dロ~ 計 6，724，000 6，124，549 

歳 入

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債内合

訳 その他

一般財調

〈合 計

介護保険係 匹O[J

予事現額(円) 決算額(円)

25.0% 1，681，000 1，531，138 

12.5% 840，500 765，568 

5O，O'i(介護保険料} 3，362，000 3，062，275 

12.5% 840，500 765，568 

6，724，000 6，124;549 

iU数(竹~人間~ fす|無|同削除(介護)1 経常
活動指標または成果指標 H25 

1 1審査件数 74，408 77，807 

21介護認定者数 3，471 3，567 

3 

目的の妥当性 妥当である|介護保険法に基づく事業であり、市が実施すべき事業である。

a t:~:~~;~#.~:~:~妥当証:22155:|定期日F5525F百三日目安15;::::
対象〈受益者)の妥当性|妥当である|介護認定審査会において対象者を公平に認定をしている。

目標達成度
} 有♂ }“・....・H・.....・H・..……f・・・H・H・.1

効 |類似事業の存在 |存在しない

性!エ雨量二記長副長仁三日|
l実施主体の適正化 |適正である

l i陥両面{"I悶剖五護保問門的知識を所有…団付り適一
|コスト効率 |概ね適正である|県内各市町同額の負担割合であり、適正である。.. 

課題

今の後方)
計画どおり事業を進めることが適当

改善

J 向性 時期

笠|



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱・室・所(係)I 高齢福祉課 介護保険係 匹O[J

大項目(政策) 中項目(施策)

介護サービスの充実

介護保険資格管理事業

第1号被保険者

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 704，000 683，064 国庫支出金 2，500，000 2，500，000 

支 役務費 2，739，000 2，698，943 財 県支出金

出内 委託料 8，045，000 7，991，225 
j原害IJ
地方債

内合
訳'使用料及び賃借料 390，000 385，920 訳 その他

一般財j原 9，378，000 9，259，152 

tE訟ヨ. 計 11，878，000 11，759，152 合}計 11，878，000 11，759;152 

人件費概算
l人工数(人役)I人件費(円)I 

1 1.151 6，633，7691 
|交算付入税 I無 会計種別 特会(介護~経常臨時

活動指標または成果指標 H25 H26 

18，980 I 19，634 
1 I資格管理数(目標については計画推定値) 19，117 19，753 

101.00% I 101.00% 

2 

3 

妥当である|介護保険法に基づく事業であり、市が実施すべき事業である。
妥 f卜，.. ……… .. …… .. …....……… .. 山….. 川..白山…..“山"山.. 司刊山…‘h山山….. 川，"川川….. 叫'"…川….. 叶.
当 |同自治{休本関与の妥当性| 妥当である|介護保険法に基づく事業であり玖、市が実施すベき事業である。
性 Iト卜卜.. 山………"山……….. 山山…….. 山………"山…"山…"山..，山……….. 山……"山山"川.，..山.山.. ….  
対象(受益者3の妥当性|妥当である|介護保険法に基づく事業であり、市が実施すベき事業であるo

目標達成度
有 I，....，，，.. : :'，.. ， ， ，~; . ::.:..，.. ， ，'. . . .. ....... .1 
効 |類似事業の存在 |存在しない
性~f..";，い|
上位施策への貢献度|貢献している

|期) I望?主f*O)里子.!?J，，|空主主主 I.~空?竺空1;:空三ì<~子会Ij， rñil~空警fff翌三号.5:
率 |受益者負担の適正化|適正である
「性トH・H・..・・…………川…ι1...・
lコスト効率 1適正である

謀題

• 

今の向後方性} 計画どおり事業を進めることが適当

笠l

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 高齢福祉課 介護保険係 匹OD
大項目(九止、

介護認定申請者

手段|介護認定審査会の実施により介護認定区分を決定

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 亨事現覇I円) 決算額(円)
1-3-1-1報酬 9，573，000 8，674，041 国庫支出金

支 1-3-1-11需用費 346，000 345，589 j財 県支出金
出 1-3-2一日需用費 126，000 119，915 
訳内 1-3-2-12役務費 16，183，972 16，183，972 

j原害IJ
地方債

内合
訳 その他

1-3-2-13委託料 3，399，028 2，685，960 一般財源 100~也 29，628，000 28，009，477 

dE』ヨ 計 29，628，000 28;009，477 A同h 言十 29，628，000 28，009，471 

人件費概算 官見|無||会計種別|特会(矯~ 経常

活動指標または成果指標 H25 

11介護認定審査会実施回数 114 120 

21申請者件数 3，383 3，524 

3 

目的の妥当性 妥当である|市民の状況を把握できる市が関与すべき事業で、あって、妥当である
妥 t"・H・-…………~"H" ・a・".山1.............................1

当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|介護保険は、高齢者が安心して暮らせる為の事業でありそれを持続するために、妥当である。
性 ト・….....・H・.，.……H・M・....・H・1....・H・…・……・・|
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|介護保険法に基づく事業であり、対象も妥当である。

目標達成度
有 t 、 l

，効 |類似事業の存在 |存在しない
、性 1:..，.....，...;.;;;;;.."...............;;...1
目土位施策への貢献度 l貢献している

実施主体の適正化 |概ね適正である|介護保険法に基づく事業で、あり、市が実施すべき事業である。

il王寺言明治日時五~:~:~L:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::
コスト効率 概ね適正である|市が実施すべき事業であり、適正である。

..... 

課題
J 

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

笠|



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局E室・所(係)1 高齢福祉課 介護保険係

夫項目(政策) 中項目(施策)

2|高齢者・闘1い者が安心して自立できる環境づくり12 介護サービスの充実
由時計画名

介護保険運営事業 介護保険賦課徴収事業

.，.. I介護保険の財源、として第1号被保険者が介護サービス結
実|付費の川を負担することとなる為、前年所得・世帯状況
概|等勘案した保険料の賦課徴収を行う。

要

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入

需用費 827，000 825，841 国庫支出金

支 役務費 1，950，0001 • 1，650，838 財 県支出金
出
5-)-)償還金、利子及び割引料 1，000，000 295，025 

内
源割
地方債

内合
訳 5-)-2償還金、利子及び割引料 10，000 。訳 その他

一般財調

dE』3 計 3，787，000 2，771，704 dロ~ 計

人件費概算
|人工数(人役)1人件費(円)1 想見|無|121 6，517，8661 

活動指標または成果指標

1 I第1号被保険者介護保険料(上段:調定額下
段:納付額)5/10現在

21収納率(現年度、滞納分)

3 

H25 1 H26 

1，097，598，71611，136，821，460 

1，069，800，07711，105，924，251 

98.0% 1 98.00% 

97.47% 97.28% 

99.45% 1 99.26% 

予算現額(円)

督促料 200，000 

3，587，000 

3，787，000 

|会開~胎(鰭~

目的の妥当性} 、¥1 妥当である|介護保険法に基Jうづ3ゴ、く事業であり弘、市が実施すベき事業である。
妥 |トトトト.. ……… .. 山…….. 山.. …...…… .. 山…….. ……… .. ……… .. ………且H山.. 叩..'川.. ‘ 4μ…. 
当 |同自治{休本関与の妥当性| 妥当である|介護保険1法去に基づく事業であり玖、市が実施すべき事業である。
、性 トトト"山……...…….一一f……..山…...…….. 山.. 山...….. 山.. 山....….. 川山.. 山....……….. 一..山…….. 山…….. 山.. 山.. 山…….. 山.. 山‘“川，;..1

対象(受益者)の妥当性|妥当である|介護保険法に基づく事業であり、市が実施すべき事業であるo

，目標達成度 |概ね達成している
有 ~'''''';~'''''''''..':':\Ó ，;'......;，.，..，..， .I
効 |類似事業の存在 1存在しない
性?ト....，.;，...:"....，.;.....;，..，......1
上位施策への貢献度|貢献している

効 |聖黙聖き烹??仔空1E1，性与‘ I.!.~空汗主プT行汀?三ゴ.佐|
率 |受益者負担の適正化|概ね適正である
性 1...・H・.....・H・..…-…………l
コスト効率 概ね適正である

課題

.. 

J今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当

L皇;

改善
時期

INol 61 1 

決算額(円)

216，249 

2，555，455 

2，771，704 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課E局・室・所(係)I 高齢福祉課 介護保険係

事

医療連携情報ネットワーク設置事業

査1::君津説品7422227;J咳恥tf|対象|介護保険認定審査用主治医意見書
全|より、介護申請から認定決定までの期間短縮及び認定審
霊|査業務の正確性の向上を図る。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

役務費 125，000 83，700 国庫支出金

支 財 県支出金
出

訳肉

j内原 割合 地方債

訳 その他

一般財調 125，000 

合計 125，000 83，7001 合'計 125，000 

l人工数(入役)1人件費(円)I I交付税 I I 
人件費概算 1" ~''''N 1 "..~".， 1 1 c 算入 1 1 

※上段:目標

活動指標または成果指標 I H25 I H26 

介護保険認定審査用主治医意見書サンサンネツ 1.............................1
1 1 
ト経由受理数

2 

3 

I ~ I目的の妥当性 I妥当である

ilH4aHFEz-FI::22155::12当日経主5255525;:言5253;:::::::::
対象(受益者)の妥当性|妥当である

|有|目特成票 | 

~I類似烹?存空 ;....1存在しない
E上位施策への貢献度|概ね貢献している

l 柿 l実施主体φ適正也 |概ね適正である|介護医療連携を行う必要がある為、市が実施すべき事業である。
引 ..oo........……山・・o'........・H・...1 ・
率 |受益者負担の適正化|適正である
性トM・M ・-…H・a・..:'，..，........，.......+............................1
1コスト効率 、1適正である| .. 

回三ヨ

決算額(円)

83，700 

83，700 

臨時

主治医意見書の提出期間の短縮が介護認定決定期間の短縮に繋がり、市民に対してより早いサービス提供が可能となる
r 為、医師会を通じてサンサンネットの利用促進を図る。

課題

〆〆

、今の古後
計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

向性

I :~ 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課局室・所得)I 

大項目(政策)

2|高齢者・障がし唱が安心して自立できる環境づくり
一一計画名

介護保険運営事業

ム|低所得者に対して介護3施設の居住費・食費が過重な負
事|担とならないよう補足給付及び、介護サービス費の自己
概|負担額が高額となる場合、限度額を超える部分を高額介
要|護サービス費として申請者へ支給する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)
2-4→1-19負担金、補助及び交付金 103，177，000 98，887，074 

支出
2-5-1-19負担金、補助及び交付金 20，211，000 16，556，143 

内訳

2-6-1-19負担金、補助及び交付金 216，770，000 209，931，940 

2-6-2-19負担金、補助及び交付金 1，000，000 259，020 

ぷE』3 言十 341，158，000 、325，634，177

I人工数(人役)1人件費(円)1 
|0.51  2，884，2481 

算
L

概費時T人

活動指標または成果指標

高額介護サービス対象者
(延べ人数)

高齢福祉課 介護保険係 匹仁司

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 25.0号も 85，289，500 81，408，544 

財 県支出金 12.5% 42，644，750 40，704，272 
j原割
地方債

内合
訳 その他 50.0%【介誼保障輔} 170，579，000 162，817，088 

一般財澗 12.5% 42，644，750 40，704，273 

ぷ回』 計、 341;158;000 325;634，177 

H25 

交付税| 血 l
算入 | 市 l

※上段:目標

経常

(::::::1;125:::::]:::::?;111:::: 

高額介護合算サービス対象者
21 
(延べ人数)

•• •• •• •• •• •• •• •• •• .• 
“
n屯
u
H

亡
D

…

"
F
h
u
M
 

•• •• •• •• •• •• •• •• •• •• •• 
+
 
.
.
.
.
.
 

占--

• •• •• .• •• •• •• •• •• •• 
山

A
斗
吐
占
山

"

円

u
d
"

"
F
h
u
"
 

• • •• •• •• •• •• • • •• 

特定入所者介護サービス対象者
31 
(延べ人数) :::::515::::l::::5115:::::|l:::::;51:::: 

， 1目的の妥当性 I妥当である l介護保険法に基づく事業であり、市が実施すべき事業である。
妥 1・…H・H・4…í'H";OO ・H・."“一~I.............................1卜
当 |自治体関与の妥当性 I妥当である l介護は、高齢者が安心して暮らせる為の事業であり、妥当であるO
.'Iq; ..旭町旭町・“......i.....，・・H・・・・・・0・.~ '."" ~ ! I ・ト
|対象(受益者Jの妥当性|妥当である|介護保険法に基づく事業であり、対象も妥当である。

|目標達成度
一有， t・M・-山山山山内山M ・M・.'.....1
効 I類似事業の存在 |存在しない
性 |ザ・.......山 :..:1 
lIよ位施策への貢献度|貢献している
|コム |実施主体の適正化 γ|適正である|介護保険法に基づく事業であり、市が実施すべき事業である。
)()I 九 P“'"・....，..“..~..，.・，......~..・H ・-・・・'・・9・，........“ E 

率 |受益者負担の適正化|適正である|介護保険法に基づく負担割合であり玖、適正である。
性 >1ト卜卜.“山.. 山….. 
ιbコス卜効率 1適正である|介護保険法に基づく負担割合であり、適正である。

.レ
平成27年度に引き続き平成28年度も特定入所者介護サ ピスの基準が変更となった為、利用者への周知を行う必要があ
る。

J課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善 J 

固



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 障害福祉課 障害福祉係 匹CD

各種障がい者手帳受付・証明

身体・精神・知的障がい手帳申請者等事|①障がいを有する人から申請書、受理②発行じ王手帳の
~I交付斗O手帳の種類や障害内容、等級に応じた市や県
毒|の障害福祉サービスについて説明Oサービス利用の手
要|続きを行う。

申請に基づき県が交付決定し、市の窓口で交付

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

需用費 66，000 66，000 国庫支出金

支 財 県支出金 66，000 
出

内
源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財j原

dtbコ. 言十 66，000 66，000 」ロ当陶 計 66，000 . 副也 Ja 由

人件費概算 |人瑚人間人f忠弘II官|無|ド判一般
活覇肩覆または成裏干首謀 H25 H26 

1身体障害者手帳の進達者数(新規 154人、更新
(随時) (随時)

99人、その他 383人)
857人 744人

-・・・・・.....・・・・・・・・・・........-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...... 

2 
精神障害者手帳の進達者数(新規制人、更新

(随時) (随時)

182人、その他 48人)
247人 251人

-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・..................................... 

3 
療育手帳の進達者数(新規 16人、更新 42人

(随時) (随時)

その他 65人)
129人 119人

-・・・・・・・・・・・・・・E・・・・・・.......-・・・k・a・・・・・・・・・・・・・・・・・.....・

目的の妥当性 妥当である|身体障害者福祉法等に基づく
妥 t.~'.. ，....，i..!. ， ó. ，.~.，........， .........-..í"'1

| 当 |自治体関与の妥当性|妥当である l身体障害者福祉法等に基づ、く
性~."..;..........，...， .;..i...........;..;.:.....1

対象(受益者)の妥当性|妥当である|身体障害者福祉法等に基づく

目標達成度
有~十、 l

効 |類似事業の存在 |存在しない
性 I………い.，1".・-…|
よ位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である
♂効ト.....・ん‘心 ・|

率 |受益者負担の適正化|適正である
性}りん | 
1コスト効率 ぐ、 I適正である

4易

課題

| 今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当

国

123人

l改時期善

決算額(円)

66，000 

66，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 障害福祉課

主主旦'(i6(町、
2|高齢者・障がい者が安心して自立できる環境づくりI3 

一一計画名

障害福祉係 匹[D

歳、出 予算理額(円) 決算額(円)

報償費 20，000 16，000 

支
出
内

dR 

ぷロ』 計 20;000 16;000 

. 旦且.!L_' I ~e -由

歳入 予算現額{円〉 決算額(円)

v 国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財j原 20，000 16，000 

A ロ 言十 20，000 16，000 

人件費概算。 ほ工薮は夜)1人件費(円)1 1交付税| 鉦 11 é:~+iili'i! ll 1 -s(¥' 1 
| 0.21 山 3，叫 | 算入 | 山 I I会計種別| 一般 | 経常

活動指標またほ成裏幅譲

…回

間
百
…
掴1 1講座開催数

21受講者数
…・・75文.........1..........42')~...... “ 

l00.00% I 100.00% 
(随時) 1 (随時)

h
n
-
-

回
…
川
一
山
…
は

1
山
内
山
一
円
以
山
町
山

3 

|目的の妥当性 I妥当である|精神保健福祉法等に基づく
妥トH・H・...01....，………….....・I・............................1
当 |自j治台休関与の妥当性|妥当である|精神保健福祉法等に基づく
性 }ト卜M山……...山ι.. ι.. 一….山……….. 川~….. 山…….. 山….“山....叩川川….. 川川川.叫叩叩宅H刊.. ……… .. 山…….“山…….“山….叫山.. 山……….. 川…….“山山…，“川山.“山...山………….. 山………‘"山…….. 山….“山....1且
対象(受益者)の妥当性| 妥当でで、ある|精神保健福祉法等に基づく

目標達成度 1達成している
、有 f... .，: ..:， .. ;... . ;'. o，" ~ ， ;; . . ..... . ，... :. ... ; o.. : I 
効 |類似事業の存在 |存在しない
性~...，:;...;.....， .;.;:.......;........ò......:1

上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である

受益者負担の適正化|適正である

効
率
性
ョスト効率 適正である .. 
平成26年度の障がい福祉計画作成時のアンケートでは、嫌な思いをしたと感じてし活障がい者の方も多く、地域の理解が課!

題である。し平て成生2活8年が4で月、きかるらよ「う障地害域者で差、の別理解解消を法推J進も施行され、差別的取扱いの禁止が義務となっている。精神障がいの方地l

課題

域で安心 する。

〉今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善

|時期

圃



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課局・室・所得)I 障害福祉課 障害福祉係 回ココ
中項目(施策)

障がい者福祉の充実

在宅酸素濃縮器電気料助成事業

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

扶助費 126，000 25，500 国庫支出金

|支 財 県支出金
出
内

j内原 割合 地方債ヨ

ベ訳 訳 その他)

一般財j原 126，000 25，500 

dEb3 • 計 126，000 25;500 合計 126，000 25，500 

ト |鳳融)1摘両 II交付税1-1 厄瓦I-~ I 
人件費概算 1 0.051 288，叫 | 算入 | 無 I I会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 • I H25 I H26 I I H27 1目標 l

I (随時) I (随時) I I (随時) I達成
1 1認定件数 1'"・H・-・・"gf牛 “.....1.......・H・?存……1 r"………… .. ………… .. ………… .. ………… .. ………… .. ………… .. ……… .. …… .. 山.. 羽辺是平平平H………….. …… .. ………… .. 一….. 一….. …盆“.“……....1山.. 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である

|卜(言|幅員;泌-説伝両説五
性 lト月H………個H山….. 山..……….~.刊山…….. 山….. 山….. 山....川.川-“川山川….. 山….. 山….. 山....山…川.. 川.，山…… |ト卜トトト.. 山……….. 山…….. 山….. ….........................1 
対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市在宅酸素濃縮器利用者電気料助成事業実施要綱に基づく

I ~ I目標達成度
有 1::....:，:........，...，.............:....'.，...:1

効 |類似事業の存在 1存在しない
性 1………....:..，......;;，.;.;....，.':1
上位施策への貢献度|貢献している

ι |実施主体の適正化、|適正であるlil--説明:|::55255:15翌日時五千二........
|コスト効率 I適正である

|課題

〈の今向後方性} 

特記
事項

..... 

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

障害福祉係 回二己平成27年度事務事業評価シート|課唱・岳所得)I 障害福祉課

~I心耳障害者扶養共済掛金助成事業:心身障吾著蚕蚕共
裏|済制度掛金が発生している方のうち1年間分を完納した
概|場合、当該年度分の掛金のうち1/2を助成

要

歳 出 至掌理璽(円) 決算額(円)I 

扶助費 210，000 

I 支出
内
訳

dEb3 • 言十 210，000 75，000 

人件費概算

活動指標または成果指標

1 1認定件数

2 

3 

示事百I墓一本事葉7
地域生活の支援

心身障害者扶養共済掛金助成事業

歳 J 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金、

j内原 害合IJ 地方債

訳 その他

一般財j原 210，000 75，000 

、合 計 210，000 75，000 

一般 経常

H25 

|目的の妥当性 l妥当である l山陽小野田市心身障害者扶養共済制度掛金助成事業実施要綱に基づく
妥1……H・'"……・・・，..，..，.‘…1........・H・ | 
当..I自治体関与の妥当性 I妥当である|山陽小野田市心身障害者扶養共済制度掛金助成事業実施要綱に基づく
性トρ…
対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野田市心身障害者扶養共済制度掛金助成事業実施要綱に基づく

目標達成度主

通雨量以言語.........1混じぷ;;ー~有
効

性 rエ副議渇説副長CE~'~~'l
.T実施主体の適正化、|適正である

日|宗寺子百十併設:[:25151:!?U115説明日辺五112持EYREfg::::::::::::::
〈|ゴスト効率 I適正である

' 
課題、

今の向後性方 t 
計画どおり事業を進めることが適当 ペ改時善

期

-記一項一

一
特
事
-

;
 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課圃局・室E 所(係)1 障害福祉課 障害福祉係

中項目(施策)

障がい者福祉の充実

福祉タクシー費助成事業

事|対豪:0)主語障言若手帳1，2，3級②身体障害者手帳4級
業|の下肢障害、心臓機能障害、呼吸機能障害@療育手帳

回二日

:!IA、B④精神障害者保健福祉手帳l級所持者
主|内容:タクシー乗車の際に要した初乗運賃の助成
|原則、年60枚 |意図|障がい者の日常生活の利便と社会活動の範囲の拡大を図る

歳;出 予算現額(円) 決算額(円) 轟:て入 予偏見積(円) 決算額(円)

需用費 227，000 178，200 国庫支出金

支出
扶助費 31，992，000 28，789，160 

内

財 県支出金
滞割
地方債

内合
i訳 訳 その他

一般財j原 32，219，000 28，967，360 

ぷE』2 計 32，219，000 28，967，360 ぷ日』 計 32，219，000 28，967，360 

. . 亘匙 AE "LZ宇恒

人件費概算 |人瑚人?;|人件凱1 I官|無|ド計告別| 一般 | 経常
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H25 ， 1 H26 1 I H27 、l目標 l

(随時) I (随時) I I (随時) I達成
1 I交付対象者数 r......z;3'oiスr....z:.354X......l r…玄342A・M ・| 度

2 

3 

目的の妥当性 |妥当である|障がい者の日常生活の利便と社会活動の範囲の拡大のため
妥 ， トH・H・-……~'H・山....・H・..，..，・I ・ H・..……・・ | 
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|福祉タクシー事業実施規則に基づく

|性卜...・ H・H ・-……・....・M ・…I.......~............:.........I
.対象(受益者)の妥当性|妥当である

一
目標達成度

Z|詰.雨量主伝説-J1 |言語以下 a

性。|川 l
上位施策ムの貢献度 l貢献している

~ I:.=~~=~=~.~.~J 肝芳三 a受益者負担の適正化|適正である|県内の自治体問で要件の差がある

性
コスト効率 I概ね適正である| .. 

、課題

計画どおり事業を進めることが適当

国

改善
時期よ



目

様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室個所(係)1 障害福祉課 障害福祉係

大項目(早L_'

2|高齢者・障がし、者搬心して自立できる環境づくりl'3 
出品計画名

事|日常生活ビ面下で官時介護を必要とする桓宅丙重度障
業|がい者(児)で、障がいの程度が国の基準を満たす者に
概|対し、年4回(5月、 8月、 11月、 2月)に分けて手当てを口
要|座振込により支給する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入

J扶助費 23，882，000 22，959，020 国庫支出金

支 Fオ 県支出金
出号、

内

j原割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財調

ぷE』ヨ 計 23，882，000 22，959，020 ぷ日』 言十

人件費概算

E 剖也 Je . 由l人工数(人役)1人件費(円)1 
|0.31  1，730，5491 

交付税| 無 | 
算入

活動指標または成果指標

1 1特別障害者手当給付実人数

21障害児福祉手当給付実人数

31福祉手当(経過措置)給付実人数

H25 

(随時)
…..46X........l …・17ス

(随時) I (随時)
…・'fioX........l..........56χ…・

(随時) (随時)….....5'X..........l....・・1丈 ••••• 

75% 

25~も

|会計翻~

(随時)

3人

芸、 l~.~.1円熟............';...1 詰万三I.~~~~:.~.~.烹-=F~でさ?と明万円!芳三
当 |自治体関与の妥当性|妥当である
性1……'“みH・H ・..;;.......;.;:.'.'..;..1

対象(受益者)の妥当性| 妥当である

|目標達成度
有 /ぺf十|トトト.. 川….. 
効 |類{似以事業の存在 1存在しない
性 'fト卜.. 山.
J上=位施策〆〈、の貢献度|貢献している

1実施主体の適正化 |適正である

1154fH持続;|:2551:|自信j52::::
冒コスト効率 j 適正である

..... 

予算現額(円)

17，911，000 

5，971，000 

23，882，000 

一般

匹仁己

決算額(円)

17，219，265 

5，739，755 

22，959，020 

経常

定期的に広報に掲載し、手当について周知するとともに、特別児童扶養手当対象者の関係から、こども福祉課と密に連携を
図る。また、手帳や自立支援医療の申請時の診断書を確実に確認し、案内漏れがない様に努める。

課題

七今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

向性

I =~f:1 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課回局・室・所得)I 障害福祉課・ 障害福祉係

事|障害児(その保護朝両工扇子-(-lT~町田融
業|達支援・放課後等デイサービス)・障害児相談支援費を給

概|イ寸する。市は通所サービス費の総額から利用者負担を控

要|除した残りの費用を給付する。

障害児通所給付事業

18歳未満の障がい児

歳 出 予算現額(円) 決算額C円) 歳 入 予算現額(円)

役務費 3，590，000 

I .支 扶助費 52，969，000 
出 r

内
訳

ぷE』2 言十 56，559，000 

人件費概算

活動指標または成果指標

1 1放課後等デイサービス利用年間延べ人数

21児童発達支援年間延べ利用人数

2，838，800 

50，568，960 

53，407，760 

H25 

(随時)

276人

財
j原割
内合
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

~ヨh 

H26 

(随時)

337人

計

(随時) I (随時)
95人 143人

50% 

25% 

25% 

(随時) 1 (随時) 1 I (随時)
31計画相談件数 47件 1 183件 1 I 141件

目的の妥当性 妥当である
妥 !'.・・a・・1川・・川川?…'"・H・..……，........................，....，

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|児童福祉法による
ι 性|叫川H・H ・・.......…{…u山 1.............................1
対象〈受益者)の妥当性| 妥当である|児童福祉法による

I 標達成度 J 
J 

4司 酔“H・H・..・・j.....・・....・H・....，...........，.............................，

2|幣烹??翌二 ...I....!~と?~.~....I
l上位施策への貢献度|貢献している

1'''1..1実施主体の適正化 |適正である
il言語持EE--z:;[::距51151111gEE絞殺さ51552H51;:::::
lコスト効率 : 〆 1適正である .. 

， 

課題

の今後方 J 
計画どおり事業を進めることが適当 ー改時期善

向性

日目

28，277，000 

14，138，000 

14，144，000 

56，559，000 

一般

fN?1 7 I 

決算額(円)1 

28，277，5801 

14，138，7901 

10，991，390 

53，407，760 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 障害福祉課 障害福祉係

障害福祉サービス及び支援を受ける障がい者

申請を受理、審査して支給決定する

匹亡己

ー'="1自立支援給付:サービスの提供(介護給イ正司l諌等給
事|付)、補装具給付中内容①申請受理②必要に応じて調
概|査や判定を実施③給付を決定・利用者負担:1割(所得に
要|応じて軽減あり)

自立して安心できる生活を送ることが出来るように支援する

歳 出 予算璽額(円) 決算額(円) 歳 入

役務費 23，354，000 18，947，593 国康支出金

支 扶助費 932，353，830 902，677，469 財 i 県支出金
出
|内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財j原
£、』
言十 955，707，830 1 921;625，062 Eミ ぷE』Z 計

人件費概算
|人工数(人役)1人件費(円)1 

|1.451 8，364，3181 宮支見|無|

活動指標または成果指標

自立支援サービス利用者延べ人数(生活介護、
就労継続支援等)

21補装具給付件数(交付 86件修理 50件)

H25 1 . H26 

(随時) 1 (随時)

5，816人 1 7，283人

(随時) 1 (随時)
国........ i43f'平....T…[お伴"・

(随時) (随時)

予算現額(円)

50弘 482，404，000 

25見 241，199，000 

25% 232，104，830 

955，707，830 

|会計手重別| 一般

(随時)

31計画相談延べ件数 “・・74U平H・H ・T......u誌a;平・H ・H ・Ir"“{;b五存H・H ・

目的の妥当性 l妥当である|障がい者が自立して生活する支援ができている
妥ト..........…H ・H・.....・H・...…-卜.....・M ・-… | 

当 |同自治体閑与の妥当性|妥当である|ド「障害者総合支援法Jに基づく
性 1.ι"川.. 叫山..
対象(受益者)の妥当性|妥当である Ir障害者総合支援法jに基づく

目標達成度
有 f ト........…;，...，.......o........，
、効 I類似事業の存在 |存在しない
性|、|

|上位施策への貢献度|貢献している

効 I実施き??適主化 j空正である
率 1受益者負担の適正化 l適正である
:性|….~..， '.~ .....~O. ，...・H ・.".，........;.1

コスト効率 I 適正である

..... 

決算額(円)

494，826，000 

247，413，000 

179，386，062 

921，625，062 

経常

今後も地域移行やサービスの浸透等により受給者の増加が見込まれる。それに伴い、扶助費の増加が予想される。
相談支援専門員の支援にも差があり、相談員の資質の向上が課題である。また支援計画もフォーマノレなサービ、スだ、けになり
がちであり、インフォーマルなサービスも含めて支援で、きていないのが課題である。地域の資源、の開発ができていない事も課

課題 題である。

} 今の向後方性 J 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

I.....:~ 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1 障害福祉課 障害福祉係

士 l対憂:①身再雇吾若手帳1，2，言蔽②療育手帳瓦窃精神障
室|害者保健福祉手帳1級④障害基礎年金1級@特別児童
概|扶養手当I級@④@と同程度の障害を有する者のうち、
|所得要件を満たす障がい者 内容:受給者証を交付し、
要l保険適用医療費の内自己負担分を助成する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 56，000 43，956 

支 役務費 4，650，000 4，632，881 
出
扶助費 327，782，263 309，319，770 

訳肉、

dEbヨ、 計 332，488，263 313，996，607 

歳 入

国庫支出金

財 県支出金 50% 
1寵割
地方債

訳内合
その他

一般財源 50百

ぷロ』 言十

人件費概算
|瓦工薮(人役)1瓦再葺{円)I 
| 0.71 3，0礼町| 管見|無||会計種別|

1 I受給者数

2 

3 

活動指標または成裏霜薦 H25 

(随時)
…-I562X・.T......ui90X.. 

目的の妥当性、 乍|妥当でで、ある|山陽小野回市重度心身障害者福祉医療費助成規則

妥トH…i….. …"r"….“…d 
当、 I自:治台休関与の妥当性|妥当である|山口県重度心身障害者福祉医療費助成事業
性 1トト卜.. 山……….. 山……….. 山……….. 山….. 川….. 山'"………...山……….. 山…….. 山山.叫山.. 冒……...……… .. …….一…;一.山….1.............................十} 
J対象(受益者)の妥当性|妥当である|認定基準を設けている(事業概要参照)

目標達成度
有1・……'"・a・-山 l
'効 |類似事業の存在 〆|存在しない
性 f:......."...，.:...，i.........，..:，....:.，..，.，
|上位施策への貢献度|貢献している l

効汁帯主体?中正化 .1適正である

率 |受益者負担の適正化|適正である|本人の一部負担について、市が独自に助成している
性 l“H・H・'"・・'"‘H・H・...……-…+......・M・.......・H・..…l
コスト効率~ 、 ， 適正である .. 

予算現額(円)

107，448，000 

89，540，000 

135，500，263 

332，488;263 

一般

平成21年度より、本人の一部負担金について、市独自で助成している。(入院2，000円外来500円)
山口県に対し、本人の一部負担金について、撤廃するよう今後も要望していく。

ヘ
助成額を抑えるため、受給者にジェネリック医薬品を推奨するo

cく課題

回二日

決算額(円)

101，890，593 

84，874，437 

127，231，577 

313，996，607 

経常

今の向後方性~しp 事業の進め方等に改善が必要 改時期善 29年度以降、改善する予定

圃



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課M局・室・所得)I 障害福祉課 障害福祉係 回三日
中項目(施策)

障がい者福祉の充実

小児慢性特定疾患児支援事業

査125ft抗告幅三エ扇雰zr521対象!小児慢性特定疾患児
事l要件等に応じた自己負担がある。 I手段|給付希望者から申請の受理から支給決定まで行い助成する
要.

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額{円) 決算額(円7
扶助費 100，000 36，980 国庫支出金

J 支

出
内

財 県支出金 50% 50，000 18，000 
源割
地方債

内合
訳 訳 その他

ー般財源 50% 50，000 18，980 

F 、tdE』耳 計 100，000 36，980 A ロ 計 100，000 36，980 

人工数I末夜)1瓦再責I百7] I交付税r-:I r三三瓦瓦I
人件費概算 I 0叫 î8~'，~;51 I 算入 | 無 II会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1. H25 I H26 I I H27' 1目標 l
1 (随時) 1 (随時) 1 I (随時) 1達成

11認定人数 1 1人 1... ... 1人 1 r.. i人 l 度

2 

3 

l目的の妥当性 ρ |妥当である|山陽小野田市小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業実施要綱による
妥 1..・H・.，，，，..，.・-…...・...・R・H・.......・I・H・.........................1
当 |自治休関与の妥当性|妥当である|山陽ノl卜、野田市ノI卜、児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業実施要綱による
性性 Iト卜.. 山……….. 山…….. 山…且u山且..山 ...目山…司目.

ノ/1対象(受益者)の妥当性l妥当である

l旧目標達成度
有 lトト“山……."山…….“山.“山.“山….“山.. 山.“山…….“山…….. 山.. 川.“.“川山….叫山.. 
効 |類似事業の存在 、1存在しない
性 lトい"川山"一.. 一….. ιふ.二ι…L一一，，，円?……….“…….. ….............一ふ九ι'...，:....;;:.:，1
|上位施策への貢献度|貢献じている

.実施主体の適正化 |適正である

i l完全子五千五時:l:::当5151:1553555FEEZE112:
コスト効率 I適正である .. 

課題

〉、 、

令今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当

団;

、改時期善、



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室f所(係)I 障害福祉課 障害福祉係 匹仁日

手段|給付希望者から申請の受理から支給決定まで行い助成する

歳 出 予算現額(円)

扶助費 289，000 

支

出
肉、

訳

ぷロ』 言十 289，000 

、人件費概算

活動指標または成果指標

1 I認定人数

2 

3 

.目的の妥当性 |妥当である

決算額(円)

36，959 

36，959 

H25 

(随時)

2人

源財 割

内合
訳

歳 入

国庫支出金}

県支出金

地方債

その他

一般財源

~ヨ. 

H26 

(随時)

1人

計

予算現額(円) 決算額(円)

50% 144，000 18，479 

50% 145，000 18，480 

289，000 36，959 

一般 経常

i H211H該当日:231511f日日時日持説明日時五割安二二二
対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野岡市難聴児補聴器購入費等助成事業実施要綱による

目標達成度
J有 f..，.....・H・.....，.…山 li効臨業の存在 l存在しない;性~~~.~..:'~~:，"，"i.OI; .~..i.~I. ;.~. ~ .. :"... ~;.. ~ "_'.!I 
uI上位施策代の貢献度|貢献している

| 品 |実施主体の適正化 |適正である
i!?今日税制:lF22lf.ザ，m1~1!fIJ翌日九五f:者ZEE-Jlj:jl:::::
|ヨスト効率 、 γ | 適正である

• 
課題

向今の後性方 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

団



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 障害福祉課

太項目(政策)

事|身体障害若手帳の交付を受けたもので、モb障害を除
~I去・軽減する手術等の治療により確実に効果が期待でき
未|る医療に対し、医療費を給付する。ただし、該当する医療:1費の一割分が自己負担となる(世帯の収入に応じて自己
l負担の軽減がある)

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)I 
扶助費 110，243，170 110，243，170 

支
出
内
訳

.gコ. 計 110，243，170 110，243，170 

歳 入

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債、 r

内合
訳 その他

一般財j原

ムロ 言十

障害福祉係

予算現額(円)

50覧 50，000，000 

25% 25，000，000 

25% 35，243，170 

lio，243，170 

人件費概算 |人工数(人間ぺ I官|無|同問| 一般

活動指標または成果指標

1 I給付実人数

2 

3 

卜 、l同目的の妥当性 l妥当である
| 妥 }トトト可"叩..，…哩
y 当 |自治{体本関与の妥当性| 妥当である
| 性性， 1トト'"山.山川‘h山"山"日………"山…"山.................，........，..¥'后| 
l対象(受益者)の妥当性| 妥当である

I ， I目標達成度
ヨ々 .. ~.. ~.. ~.・・0・H・.................， ............1

I効|類似事業の存在 l 存在する
性 1"':"""''''''''''"，'，，，，，，，，，;，，，，;;，，，，，，1
I ' I上位施策への貢献度|貢献している
I実施主体の適正化 |適正である

H25 

(随時)

271人 289人

ilH持労EHEEl::主主主:]#~~~~!~~話;::2555525日5355::::
|コスト効率 f 九 |適正である .. 

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

回コヨ

決算額(円)

50，000，000 

25，000，000 

35，243，170 

110，243，170 

経常

実績に基づく要国庫負担額55，121，585円と国庫負担金受入額50，000，000円との差額5，121，585円及び実績に基づく要
県費負担額27，560，792円と県費負担金受入額25，000，000円との差額2，560"792円は、平成28年度に清算する。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室陶所(係)I 障害福祉課 障害福祉係

大項目(政策)

育成医療給付事業(自立支援医療②)

身体上の障がいを有すると認められる児童

自立支援医療費の給付を行う

歳出

扶助費

処支出肉

|訳

ぷE』2 言十

人件費概算

予算現額(円) 決算額(円)

2，184，000 1，496，940 

2，184，000 I 1，496，940 
17反工数(人役)I人件費〈円)I 
|0.11  576，8501 

活動指標または成果指標 H25 
(随時)

1 I給付実人数 41人

2 

3 

目的の妥当性 妥当である

歳 入 予事現議{円)

国庫支出金 50% 1，092，000 

員オ 県支出金 25% 546，000 

源内 割合 地方債

訳 その他

一般財源 25% 546，000 

i同』 計 2，184，0001 . 

宝?|無l|会計種別| 一般

33人

i lH45H55妥当[::25151:!持務汚示日:::::::::::::::::::
対象(受益者)の妥当性|妥当である|障害者総合支援法による

有占特幣 l 

:程|幣烹け1Jltf?，
上位施策への貢献度|貢献している

』実施主体の適正化 ↓適正である

i;詩fHER--ii1351kief-155;:時百任五ヨ主民日:::::::::::::::::::::::::
|司スト効率 .1適正である 1 .. 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性 r

時期

匹OIJ

決算額(円)

1，092，000 

546，000 

。
1，638，000 

経常

国庫負担金1，092，000円のうち、実績に基づく要因庫負担額748，470円を上回る343，530円及び県費負担金546，000円の
うち、実績に基づく要県費負担額374，235円を上回る171，765円は、平成28年度に清算する。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課圃局・吾所(係)I 障害福祉課 障害福祉係

υ 中項目(施策)

障がい者福祉の充実

精神通院医療事業(自立支援医療@)

事|精神保健福祉法第5条に規定する統合失調症などの精
業|神疾患を有する者で、通院による精神医療を継続的に要
~Iする医療に対し、医療費の自己負担額を軽減する制度。
童|市は申請書を受理し、県に進達する。県が決定後、受給
l者証を交付する。

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

支
出

|内
J訳

A同. 計 。

活動指標または成果指標

受給者証進達者数(新規 147人更新 942人
その他 267人)

〆

2 

3 

源財 割

内合
訳

。

一 H25 1 

(随時)

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

合計

l~竺|

1181人 1 1，286人

目的の妥当性 |妥当である|精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令に基づく
|妥 rト ‘山町 …川"| l 

当 |自治体関与の妥当性|妥当である
性，，'，1，." ..". ~ ;;o....;"..， ~.... .."，~.:. :"，，;，1 
対象(受益者Jの妥当性l妥当である

|目標達成度

iJ|特許FZ::::|:z日::::::::
上位施策への貢献度|貢献している

効|明主??空~.J.~.......I 適正である
率い|受益者負担の適正化|適正である
性卜……ん…一 :.:..1
.コスド効率 1 適正である

課題

4易

の今向後方性 計画どおり事業を進めることが適当

特記、 l.u~工世古鼎
J 事項 ι11.:........... rタ予す宋

、時改期善

。

回コヨ

決算額(円)

。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)1 障害福祉課 障害福祉係

10支雇丙語頭①相談事業②コミュニケーション支援③日常生活
事|用具等給付④移動支援⑤地域活動支援センタ一利用⑥日中一
業|時支援⑦自動車運転免許取得費助成③自動車改造費助成⑨
概|手話奉仕員等養成研修事業⑩ふれあい運動会補助金支出 O
要|内容:申請により1割(所得に応じて軽減あり)負担

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

委託料 26，719，000 23，329，426 国庫支出金 50% 19，248，000 

支 負担金、補助及び交付金 5，819，000 5，818，733 財 県支出金 25% 9，623，000 
出
扶助費 14，316，000 13，927，834 

内

j原割
地方債

内合

言R その他 2，068，000 1，764，651 訳 その他
、 一般財源 25% 20，051，000 

dE』3 言十 48，922，000 44;840，644 」回』 言十 48，922，000 

. . 虫 . ， 由

人件費概算 |人工数(tl人{112LiI吾川叶 |会計種別| 一般
、 活動指標または成果指標「

1 1日中一時支援実人数

21日常生活用具給付件数

31移動支援実人数

H25 

(随時)

86人

H26 

(随時)

108人

(随時) 1 (随時)

----T;2621平'''r'・"i'3'oI{;平“

(随時) (随時)

10人 9人

(随時)

7人

目的の妥当性 妥当である|障がい者が地域で自立した生活ができるよう支援する
、妥 .1".::山…一...・H・......................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である
性ト・ 、 | 
対象(受益者jの妥当性|妥当である

|目標達成度
有 lト.. 山.. 川 .
効 |類似事業の存在 〆| 存在する
性ト・H・H・-…a・...・H・:~. • • ~.. • • ，. :..1 
| |上位施策への貢献度|貢献している

I ~~ I黙主体何烈 j適正である|轄によっては、社会福祉協議会等に委託してし三
率 |受益者負担の適正化|概ね適正である|事業によっては所得制限を設けている
1"1' f・・・・・・・・....・R・H・...・・・4・M・M・....・H・...・1.............................1
|ロ 1コスト効率、 I概ね適正である .. 
、

、F

課題

J今の向後性方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

固

匹[J[]

決算額(円)

11，671，000 

5，835，000 

27，334，644 

44，840，644 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課骨呈a所(係)1 障害福祉課

中項目(施策)

障がい者福祉の充実

事|障害者総合支援法の一部改主は江指定特定相談事
1::1業所が必要となったため、のぞみ園障害者相談支援室を

障害福祉係 | 回コロ

高|ヂ能強化し、指定特定相談事業所を設置し、業務委託す|手段|のぞみ園相談支援員に相談支援業務を委託する

要.山O

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

委託料 10，600，000 8，959，898 国庫支出金 t

支 財 県支出金
出
内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他

ー般財j原 10，600，000 8，959，898 

.g-コ 計 10，600，000 8，959，898 ..gロ 計 10，600，000 8，959，898 

は工頭頂役YI人件費(円)I r--蚕有税 r-~.1 じ三一一1
人件費概算 1 0.151 865，2741 算人有 II会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1 H25 .1 . .H26 I I H27 l目標!
1 1 (随時) 1 I (随時) 1達成

1 I計画相談件数 r-..........................T......i83.件 1 r......683件 l 度

2 

3 

I 

妥 r;~ó里{r.]照{r.]1空?警?空竺11 山6… | 芝?子三交f三 I.~!.!.!交合合き烹翌忠校f，どff聖f三T三烹.士rlî iJ>f'f台5~~存三乃;bl)巴h:二，*，ぎ烹雪
当 |同自治体関与の妥当性| 妥当である

~|対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度(
有 .1ト.. 山………..山……一.，山……圃“川山"川…….判山…咽"山….日山.叫.“川叩川川.吋叩川'μ刊川圃“吋.ベ4ヤい…川.. 山山…….. 山山…….“山山a向山….. 山….“.
程|存門?事業φ空門翌 | 存在しなしい、
|上位施策への貢献度|貢献している

l実施主体の適正化ゾ|適正である.
効;トー-…山山山‘ :..，...，，，.;，.，，;''-1.............................1. 
率 1受益者負担の適正化|適正である
唱も~ .'・・・・・・・・・・... ょ E 

| Iコスト効率《 川|適正である .. 
市内で唯一の一般相談の相談支援事業所であり、相談も多い。家族の両齢化等により、施設見学等時聞を要する事例や困
難事例も増加している。

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善 9

時期

国



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局司室E所I係)I 障害福祉課

事|委託先:相談員、宇部小野田圏域障害者相談支援事業所(ぴあ
l南風、ふなき、ぷりずむ)、心身障害児通園施設なるみ園
業|内容:電話または面接によりヒ。アカウンセリング、介護相談、情報
概|提供を行い、障がい者等が在宅サービスや社会資源の利用、社
要|会生活力を高める支援を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

委託料 834，000 444，480 

支 負担金 5，519，000 5，518，733 
J 出

内
|ι訳

dE』Z 計 6，353，000 5，963，213 

歳 入

国庫支出金

財 県支出金

j内原 割合 地方債

訳 その他

ー般財源

合計

障害福祉係

予算現額(円)

6，353，000 

6，353，000 

人件費概算 l 人工数(矧人件主~~41 I習っ有|同問| 一般
活動指標または成果指標 H25 

1 1相談業務委託事業所数

(随時) I (随時)
21相談件数 'i:O'O91'平 r"'i

3 

L I目的の妥当性 妥当である|障がい毎の相談事業があり、幅広く対応することができる
妥 1'"':'''''・-十日・・1・ l 

Jノ当 |自治体関与の妥当性| 妥当である

性|副長五五記長員長|詰342保証二五読みi;ぶ広治以広三ぷぷEL2:ヨミSL
ノ旧標達成度

i|判的55:::|::551::日三五三日冷却諮問日記115:::
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である
効 j 卜明・4・・.~.. .'.:..... j.. ~...... ......1 "ò~ó"l 
率 |受益者負担の適正化|適正である
} 性 ト・・・・・・・H・H・.....・H・....;・H・.......・H・+...・H・-….........・M・"'1'・...

匹DD

決算額(円)

5，963，213 

5，963，213 

経常

コスト効率 |適正である|広域で事業を展開している。前年度の相談件数及び人口で負担金を按分している。

..... 
広域で実施している相談支援事業の相談件数は、福祉サービス利用時には相談支援専門員が担当することにより、減少傾
向にある。 H29年度からの委託に関しては、 H30年度からの障がい福祉計画も視野に入れながら、検討を行う必要がある。

今課題

の今向後方性ち一J 計画どおり事業を進めることが適当
|改善

時期

固



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室・所得)I 障害福祉課 障害福祉係 回三日

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

役務費 255，000 2附 01

支 委託料 5，393，000 5，390，515 
出 j

使用料及び賃借料 179，000 154，224 
内
訳

合 r計 5，827，000 5，799，540 

人件費概算
|瓦工諏(A在:TI人件費(円)1 
|0.051  . 288，4251 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債内合

訳 その他

一般財源 5，827，000 5，799，540 

dロ~ 計 5，827，000 5，799;[j400 

官見|無II会計種別| 一般 経常

95.00% 

活動指標または成裏商事

…人
U
S
A
-

お
一
は
…
は

H

一4
…41 1みつば園利用者数

21まつば園利用者数

町
布
』

H

m
一
人
…
人

、，a
L
-
n
U
H
T
I

α
一4
…4

w
m
-

川

加
一
人
一
人

、B山
-
A
U
H
A
U

似
一

4
…4

W
苅

-

H
m
一
人
一
人

ヲ
μ
-
n
v
u
Q
U

O
一2
…1

W
河

-

u

川
一
人
…
人

1
-
o
n
Q
d
 

A
V

一2
て
131のぞみ閏利用者数

90.00弛 90.00% 

目的の妥当性 妥当である 住み慣れた地域での自立した生活を送るための「日中活動の場Jや「住まいの場」の確保
妥 -・・・・・・d・・・‘.....脅....・・・・E且・・・・・・・・.......-・...........................-・・・........・・寧・・・・・..・・・・・・・・・・・・・・..........................且.......................................ー・・E・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・..........寧・・・・・・・・，.............

! 性当 自治体関与の妥当性 妥当である
条例により設置

且..且且・・・・句圃・・・.......ー....・..........・・・v・-・........................・・・-・・・...・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・z・..・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・..............・........................"・・・・・・・・・・z・・・・・・・・・a・・・・.............................・・..
対象(受益者Jの妥当性 妥当である 施設利用を希望する障がい者が対象

目標達成度 概ね達成している概ね施設定員を満たす利用者数を確保している。
有
似事業

-・...・・・・・.......寧E・・・.......-・・・・・・・・・・・ー・・・・・・・・・・・歯車...・・・・・・・.............................・・・・............且・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...・・・・・・・...・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.............................・・
効 類 の存在 存在する 民営の障害福祉サービス事業所
性

献度
-・・・・・・・・・・・・・・・.............ー........ー.........................・..寧・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・E・・・・・・・・・・・・.......・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.....................・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・E

上位施策への貫 貢献している

実施主体の適正化 概ね適正である
|効

コ畳伽pス町益一..ト者・効負一M辛担…のー

...・・a・............・・・・・・・・・・-・・・..........寧・・・・・・・・・ー・・・・・・・・・・・・................................且・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・...........・k・E・・・・・・・・・・・・・・・・・・・..........・・・・・・・・....且，・・・・a・・
率 適正化 適正である 障害者総合支援法に基づく
性 ，.........・ー..ー--・................・・.....且・・・-・・・....................・・a・a・・・・・・・・............................・・・・・・・・・・・・・・a・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ー・・・・・・・・....・k・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ー・・・・・寧....・...

適正である 指定管理者制度、，

• 
課題、

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

向性

笠l



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室御所(係)I 障害福祉課

中項目(施策)

障がい者福祉の充実

障害福祉係 I Nol 20 I 

ー・毎年、事業面手吾妻重順位を付けた修繕等リストの提出
芸|を受け、事業実施する。
概|障がし晴施設の管理をするため、計画的な修繕事業を行
lフ。要・ u

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費(修繕料) 334，595 334，595 

支 工事請負費 3，509，000 2，592，000 
出
備品購入費 6，609，600 6，609，600 

内
訳

dEb3 - 言十 10，453.195 91536，195 

|人工数(人役n人件費(円).1 
|0.11  576，850 

人件費概算

市社会福祉事業団管理の障がい者施設

要望順位の高いものから、順次修繕を行う

蔵 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

訳肉、合
その他 電車立地振興基金 1，740，000 465，672 

一般財調 8，713，195 9，070，523 

合'計 I 10，453，195 • 9，536;195 

官見|無||会計種別| 一般 臨時

活動指標または成果指標

障害者施設の修繕工事
(みつば園浴室リフト設置)

了
…
一
一
悦

出
一
完
…
了
…
町

出
一
事
…
完
…
川

一
工
…
…
日

障がし、者施設の修繕工事
21 
(みつば園調理室改修)

工事完了

u
w河

…
了
…
∞

…白河…∞
"
4
'
i
 

4
E
E
B
-
E
+
 

障がい者施設の修繕工事
3 1 (みつば園空調用電源工事、みつば園空調設備
整備、まつば園作業棟屋根笠木取替工事)

工事完了

完了

100.00% 

.目的の妥当性 |妥当である|施設修繕による、障がい者福祉サービスの向上
妥 P 卜...ó.~.. .~.~....・H・-“・・……山H・I・ ............................1

当 |自治休関与の妥当性|妥当である|条例により設置
性 |ト.川.日山-山.“.…
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|条例により設置

有 I，~空符空明 ¥ぶモ一....;.:.1空黙存忠:三三?三'..1防で明照円明明e{j切，1;:史I;:~&f.空常計&f.}Î里里壬日;三王ヲ存担:I;:rS0
効 I類似事業の存在 . I存在しない
性 1..・H・-川…............一|
|上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 I適正である|条例設置の施設であり、施設整備は市が主体で実施すべきもの
効 1;，……....・H・..…"川".....・H・.1.............................1
率 |畏益者負担の適正化|概ね適Eである司|補助メニユ}がないため、市単独で実施
性 lト卜卜.. 山.. “山…….“山…….. 川…….“山…….“山.. 山.叫...山……….. 山….. 山....川….. 川山.. 山.. 山….. 山山….. 山.. 山….“‘
1コス卜効率 | 適正である .. 
障がい者施設の老朽化が多く、長寿化に向けた抜本的な改修計画が必要である。

の今向後方性 計画どおり事業を進めることが適当 F改期善
時

:
 

一
記
項
一

一
特
事
一



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 障害福祉課

士 E障がい者団体から、収支決算・予算書、事葉音面J報告

芸|書等と併せて補助金申請を受け、審査の上決定を行い、
概|補助金を交付する。

要

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

補助金 340，000 340，000 

支
出

内
訳

.g-、 言十 340，000 340，000 

E su 由

人件費概算
|人工数(人役)I人件費(円)I 

0.051 288，4251 

障害福祉係 回三日

障害者団体支援事業

歳;、入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 J 県支出金
j原割
地方債内合

訳 その他

一般財瀬 340，000 340，000 

Aロ、 言十 J 340，000 340，000 

想見|無II 会計翻~ 一般 経常

活動指標または成果指標

1 I補助金交付団体数

6
一
体
一
体

…目指一掴

5
一
体
…
体

…
山
一
掴
一
咽

2 

3 

目的の妥当性 l妥当である|障がい者の社会参加の促進
妥 f;;...・a・...・H・.• • ~ • '.' • .・H ・......・H ・-・4・|
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市障がい者団体補助金交付要綱に基づく
性|…山，.u..・...・H・……“眠H・M・..，.............................，
対象(受益者Jの妥当性| 妥当である|山陽ノト野田市障がい者団体補助金交付要綱に基づく

国標達成度 |達成している
有 f，...・H ・-…・...，...山、|

、効 I類似事業の存在 I存在しない
性ζ'f...，・H・...山・"…..;'..，.........i，...:"
|上位施策への貢献度1貢献している

効 .実施主{初適正作 |適正である
1.1.....“・・ I 

l 子|:益者;11 h... i •…山 ;;....d

|コスト効率 I 適正である

..... 
)課題

r 

| 今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

特記
事項 r



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課 a局E室・所(係)I 公営競技事務所 匝1 2 1 

歳1三出 予算現額(円) 決算額(円)二 z 
r歳 入 予算理費(円〉 決算額(円)

地域公益事業費 10，000，000 8，072，800 国庫支出金

二支 財 県支出金

出訳府三子
源内 割合 地方債一九

訳 その他: 施設改善基金 10，000，000 8，072，800 

エー
ぎ般財源

i% ヨ 計 10，000，000 .' 8，072，800 dロ』 計 10，000，000 8，012，800 

H )dtþ.~. . .，入閣は役)I人件費(円2J 1交付税 I~ I 
人間鴨 1 0.51 ω~I 算入 I ~ I 臨時

※上段:目標
=活動指標または成果指標 I H25、 I H26 

I 20，000，000 I 10，000，000 
地域公益事業(工事請負費、修繕料、備品購入 1.... .. ;; ・11 1-;:{ .AJII[~=\...L~OFlY'.Y<.， 1'"，"II'i"f~"T， VIll ""><1'1'/" I 9，715，512 I 3，264，516 
費) I......"::!.~.~~.'.~.~.~....t 

48.58% I 32.64% 

2 

3 

" ，目的語妥当性 | 妥当である |オートレース事業による収益の一部を地域福祉に寄与することにより、事業の理解剖号ることを目的とする。
妥 lトト"山川….. 川.“‘匂…….. 戸山.. 川….“山.. ぷ.
当 I自j治台体関与の妥当性| 妥当である|オ}トレ-ス事業として、地域住民に貢献する取り組みであり妥当である。
1性主 二とJ主主f.一正.. ………… .. …… .. …..一….ヨ日. 一…......………….. …… .. … .. ….  
ι手二 r干ゴ|対対巴象(受益者1の妥当性| 妥当である |市の公共施設における改修であり玖、妥当である。

±三 |目標達成度 I概ね達成している
三有ト……・~.. ~........................I 
効 |類似事業の存在 . I存在しない
性 ト=訂ぶ而ι.一ふ山J戸山山.. “‘主忌弘-ム.川.
プ三f手司|主位施策:への貢献度|貢献している

;斗:均均 l医雪熟空性き竺空惇空~;~.;...JυJ.~空tIlt;þJìM空汗空?主l"ÌiJ9史矧T空仔空'9ゴ9司'.I.~
率 |受益看貰担の適正化|適正である
性 ..k..:;'..;;.:............，........;...[f..¥.1

， ，コスト効率= ミジ ιl概ね適正である .. 
企画課と連携して、改修等が必要になっている関係課の要望を把握する必要がある。

課題

今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当

国

改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局E室ム所(係)I 市民生活課 |人権・男女共同参画室| 回三日

石丸総合館管理運営事業

京商I政東〕 中事百I扇葉〕
地域福祉の充実

."，.，地扇福証丙両Iや人権啓発のための住民交流の拠点と
宝|なる聞かれたコミュニティセンターとして生活上の各種相
事|談や人権課題の解決のための各種事業を総合的に行う。|手段|市が運営し、地域住民の生活課題に対応した事業を実施

要I I意図|人権啓発や地域福祉のための交流拠点として環境を整える

歳出 予算現額(円) 決算額(円).

需用費 1，238，400 1，200，807 

I 支 委託料 502，000 497，752 
出
使用料及び賃借料 244，600 244，009 

内
訳 負担金、補助金及び交付金 ヘ 204，000 198，000 

その他 334，000 304，133 

Edb3 • 計 2，523，000 2，444，701 

. . 血 E 由

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 3/4 5，077，000 4，775，000 
源割
地方債内合

訳 その他 総合館使用料 1，000 8，460 

一般財源 4，904，000 5，646，354 

合言十 9，982，000 10，429，814 

人件費概算 !人瑚人役~人間~ rずT~I~竺l 一般 経常

1 1相談事業件数 20 

活動指標または成果指標 H25 H26 

16 

79 I 79 

21教室、行事、大会等開催数 79 77 

l00.00% I 97.47% 
3600 1 3600 

31総合館利用者数 3376 3412 6
…慨

ワ
j

H

O
白

日
M

H

・

2
川市93.78% 94.78% 

目的の妥当性 妥当である|地域福祉の向上と人権啓発につながる事業であり妥当である
妥 t"・M・"…....・H・......・H・-……・1"""""."".""......."1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|地域福祉の向上と人権啓発のための各種相談等を実施する事業であり妥当である

3 性ト……“山H・H・-……H・H・."..1.....""...".............，，1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|地域の世帯数の減少や利用者も減少しているが継続した取り組みが必要である

有 府開円 ぞ JTtr!?!???士{~円rRJ l史rRJ1;::史1;::日.._芝f合f史吹吹三匁♂♂於iI~主壬?:UY.;f:子♂!型り円円幣照?門幣常{ì生きì]3.';烹吹吹]3.';豆貯史F黒]3.';0)土.舎三然.照需門型明明貯?点竺.~L.--c 
効効 I類似事業の存在 | 存在しない

恒 tエ伝説員二ぷ議長':1五議仁三辺|通説}LZ五五i去最子五言語二以
l実施主体の適正化 |適正である|市が直接運営しており適正である

引 い・.....・・・“・・・・・“..-.....・・・・・，.....，.・4 ・
I宰 j受益者負担の適正化|適正である|隣保館の運営については県からの補助を受けている
f性生 }ト山…，.山"叩…….. 山.. 山.刊山…….. 山.“山.叫山……，.山……"山刊.，川-判更り刊山….. 山.. 山..圃山…….. 山….. 山咽....…….. 山….“山...山.日川h
|hコスト効率 • I適正である l施設の老朽化が進んでいるが適切な管理運営を行う.. 
少子両齢化により利用者は年々減少傾向にある。特に小学生の平日利用が大きく減少している。また隣保館事業の最大の
目的である地域福祉の向上と人権啓発のための各種相談事業についても利用拡大のための内容等の充実を図る必要があ
る。そのような中、職員による「石丸総合館だよりjの戸別配布や声かけにより地域の高齢者の引きこもり防止につながったり、

課題 認知症予防の観点から地域の人が自主的に曜日を決めて集まるなど新たな利用が生まれている。
日今後も利用者の維持・増加のために活動のPRや魅力ある事業の展開など地域に聞かれたコミュニティセンターとして子供か
ら高齢者まで利用しやすい施設として運営、整備が必要である。 、

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
J時期

県支出金の隣保館運営事業費補助金は、事業費ほか人件費(2名)を含むため、歳入・歳出は合わない。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室且所(係)I 社会福祉課

大項目(政策)

士 l市の福祉行政の一環として、地域団体の活動を支援

芸|負担金 山口県更正保護協会
既|補助金保護司会、原爆被爆者協会、社明運動実施委
l員会要.

宣里 出 予算現額(円) 決算額(円)

負補公 368，000 368，000 

'支
出
内
訳

、

d口!l.. 言十 368，000 368，000 

軍人

国庫支出金

財 県支出金

源 t割ロ!l.. 地方債
訳内 } 
その他

一般財j原

」E』ヨ 言十

地域福祉係

予算現額(円〉

368，000 

368，000 

人件費概算 |人瑚淵人件盟5i!?|点|同問| 一般

活動指標または成果指標 H25 

1 1負担金・補助金交付件数
............sf!年H ・H ・...T.........羽平:…

2 

3 

|目的の妥当性 |妥当である|活動が地域福祉の増進につながるo
妥 }・・H・H・a・...・H・H・..o..…-……..1.............................1.
当 I自治休関与の妥当性|妥当である I市の方針に沿つた団体である
性 1トトトト.. 山…….. 川山.. 山川.. 
z対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野聞市社会福祉関係団体補助金交付要綱

有l目標達成度 ;.，::;;.1 .......‘・...................................01001
f効 1類似事業の存在 三|存在しない
|性 r……山…|
|上位施策への貢献度|貢献している

I I実施主体の適正化.I適正である
j(JI t~ ・H ・，...".“ ・・11....1

率 I受益者負担の適正化|適正である
性ト・……山山.........・ l 

コスド効率 適正である .. 
課題

の今後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

特記 j 
! I目標設定にそぐわない事業

事項 | 

改善
時期

匹[IJ

決算額(円)

368，000 

368，0001 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 社会福祉課 地域福祉係 匹亡己
天頂百I政葉〕 中項目(施策) 小項目{基本事業〕

地域福祉の充実 1| 地域福祉推進体制の整備・充実
勘名

遺家族援護事業

事|市の福祉行政の一環として、遺家族援護福祉団体の活
~I動を支援
歪11山陽小野田市連合遺族会補助金
量1;沖縄戦没者慰霊祭参列補助金
13県戦没者慰霊祭参列補助金

歳 出 予算現額(円)

補助金 257，000 

支

出内

訳

合 J 計 257，000 

決算額(円)

257，000 

257，0001 

歳 入 予算現額(円)

国庫支出金

Fオ 県支出金 20，000 
j原割
地方債

訳内合
その他

一般財源 237，000 

合計 257，000 

人件費概算 ド軒マ#λ?12;91|想見|無|也竺l一般
H25 H26 活動指標または成果指標

1 1補助金の支給 l…三事業…1…・2事業...

21支給団体 .1白石......T…[自伝

3 

|同目的の妥当性 1 妥当である|福祉行政の一環である
1 妥 |卜卜，.…，
当 |同自治休関与の妥当性.1妥当である|福祉行政の一環である

|性|雨量{単語j雨量当証|五三五五|主義副長二五
目標達成度

有 1.....:.….，...............................1
、効I類似事業の存在 |存在しない
性 ‘Lいい.…….“….
|上6位施策〆伐¥の貢献度 I貢献している

|実施主体の適正化 I適正である
効 fトト.. 山.. …. 
率 |受益者負担の適正化 I適正である
咽<1: .，‘，.“.....“.“.““...............................1 
|コスト効率 九 l適正である

J課題

.. 
の今後方

計画どおり事業を進めることが適当
向性

ノ特記 1
L目標設定にそぐわない事業

}事項.1'

改善
時期

決算額(円)

20，000 

237，000 

257，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室伺(係)I 社会福祉課 地域福祉係

大項目(政策)

書

戦没者追悼式開催事業

市民(主に戦没者遺族)

手段|戦没者追悼式の開催

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

需用費 3，000 3，000 J 国庫支出金!

支 役務費 1，000 832 
出
委託料 324，000 259，200 

内

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財j原 328，000 

.g司. 計 328，000 263，032 dロ~ 計 328，000 

人件費概算 |人工数(官l人f115;41悶T1叶匝到一般
活語福雇または成裏商事 1. H25 

1 1追悼式の開催
“ ・1国・・.......l...........i百

21追悼式の参加人数 95人 140人

3 

目的の妥当性 I妥当である|目的が明確である。
妥 t.'..・H・-・・・川…-…H・H・"…'1.............................1
当 |円白治休関与の妥当性| 妥当である|全国の白1治台体が実施してしい、唱る
性 卜"…….. 山..山…“山…"..…….. 山……圃“山.叫山....山….. 山….. 山...山.. “， 
|対象(受益者}の妥当性| 妥当である|対象が明確である。

l同目標達成度

Z|副長副長・ 1五五五;;・
F|斗通量二伝言語|説CEL;6'1
う .実施主体の適正化 I適正である

i|主婦岩手伝説;I:主5151:!?55525ぞ:時住2555521:
コスト効率 適正である|祭壇の設置は2t士の葬儀社から見積を徴収。式の運営は市職員。.. 

匹c:o

決算額(円)

263，032 

263，032 

経常

'..遺族会にも協力をお願いするとともに広報に掲載するなど参加を呼びかけているが、遺族の両齢化も進んでおり、今後参加
者は徐々に減少していくと思われる。

|課題

、 J

t今の向後方性〆 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

1，;:= 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課且局・室・所(係)I 社会福祉課 地域福祉係

大項目(政策)

災害擢災者見舞金支給事業

災害擢災者

手段!被害状況に応じて見舞金を支給する

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 1歳入 予算現額(円)

扶助費 250，000 200，000 国庫支出金

支
出
内

j財原 、割
県支出金y

内合
地方債

訳 訳 その他

一般財源 250，000 

合、 γ 計 250;000 200，000 合計 250，000 

人件費概算 FT1人件知人Ir宝?|無|陸封 一般

活動指標または成果指標 H25 H26 

1 1支給件数 -…・ 'u平“…「……・9f'平.....

2 

3 

|目的の妥当性一 |妥当である|目的が明確である
妥 }ト.. 山….. 川.川山‘山“… .，……'円…山.. 円.，……… .. 山..“……… .. …… .. ….. “山….. …… .. ….....吋叩...…..‘
当~りI自治休関与の妥当性|妥当である|市で発生した災害を対象とする
性 |い.. 山山……咽“叫山.凶山山.. 川.... ………圃“山…….“山….. 山..日H ・H ・... ・H ・H ・... ・H ・....， ・.1.............................1 
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|災害に係る状況を調査した上で対象者に支給している

目標達成度
有 l…・H・H・...山・・・・・H ・a・山H ・M・ ..U~.・ l
r効 |類似事業の存在 |存在しない
性 1;.……H・H・..~ . ..・H・-……
.上位施策への貢献度|貢献している

効 |守男??ヂ:~~.:.:J 空~.:~~....I
|ヘ率 |受益者負担の適正化
，-q:;. 1....・M・・・・・・・H・H・-・・・ω....・E・..........1..・H・..........・H・...・H・-・4
γ， Iコスト効率 I適正である|災害J擢災者に対する見舞金規則による

..... 
|課題

J 

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当

宣言 |目標設定にそぐわない事業事項 | 加臥

改善
時期

回ココ

決算額(円}

200，000 

200，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1 社会福祉課

天項目{政策)

21 jÍlj flîjl'tf~711 

士 1地域福祉事葉冠行政と社会福祉協議会が王立推進して
芸|いく必要がある。このため、社会福祉協議会が組織運営
概|するうえで不足する費用を市が補助

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

負補交 54，336，000 54，336，000 

支
出
内
訳

ぷロ』 言十 54，336，000 54，336;000 

人件費概算
l人工数(人役)1人件費{円)1 

|0.151 86ι2741 

地域福祉係 ~ヨ
中項目(施策) 1 小項目(基本事業)

地域福祉の充実 1 11 地域福祉推進体制の整備・充実
一一~-名

社会福祉協議会支援事業

運営費に係る補助金を支給

地域福祉事業を円滑に実施する

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

源内 割合 地方債

訳 その他

一般財澗 10/10 54，336，000 54，336，000 

合計 54，336，000 54，336，000 

経常

活動指標または成果指標 H25 

1 1会議回数(事業実施についての会議)

50.00% 

2 

3 

l目的の妥当性 |妥当である|非営利団体である社協の財政支援を行う
妥 f..・H・-川・…叩M・E・...・H・......・H・..I.............，.......;.......j
当 |同自j治台体聞与の妥当性| 妥当である|福祉行政は、市と社協が共に推進すベきものである
性 、}卜川叩山}且H山….. 川叩.叫叩叩司H山....……….. ……… .. 山….. 山圃向...山.“…‘
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

|目標達成度
有 f.・H・H・...・“...~..・..・!' .~..・..........・H・l

、効 |類似事業の存在 |存在しない
ド4μ.~.ip. ，・H・ ......i ・ H・'"....o. j'， .ò...~ ， ;;..1 

|上位施策への貢献度|貢献している

一 |実施主体の適正化 |適正である|地域福祉の充実のため、市が実施するのは当然である
| 父羽 tト'“山μ..一.川.. μ山..，.且".山且"山...且.. “山‘““.“山d
率 j受益者負担の適正化|概ね適正である寸|社協の白助努力が必必、要と考えるが、人件費を負担することは非営利を考えると概ね適正
| 性 、l十1;山….. 山….. “山川‘“山.. 叫.叫句山唾...u日H・M ・......山1....:.:....:..:.:.:......:...1
t|コスト効率 I検討が必要|事業の精査により必要なものに絞り込むなどの検討が必要

..... 
社協は営利を目的としていないが、収益事業を実施することができる。この収益事業を拡大し、人件費を含めた総事業費の
収支バランスを考えた上で、の財政運営を考える必要があると考えるo

課題

u今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係rI 社会福祉課

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

| 出支

内
訳

合計 。
l人工数(人役)I人件費(円)I 
|0.21 1，153，6991 人件費概算

地域福祉係 匝亡己
小項目(基本

1| 地域福祉推進体制の整備・充実
且名

手段|赤十字活動資金(社資)の募金活動や赤十字事業運営

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

源財内 割
県支出金

dロ当日 地方債

訳 その他

一般財締

ぷロ』 計 。 。
官見|無 II 会計翻~ 一般 経常

活動指標または一成果指標

1 I社資(寄付金)額

一
円
…
円

¥
-
n
u
u
A
U
 

3
-
O
T
O
 

L
O
H
7
 

1
 
・4・-'tム
H
A吋
υ

1
『

-
A
U
Z

川
口
リ

j

一

-
5
t
u

j

一Q
d
…
日
U

一
円
…
円

ー一

O
山

1

5
一
ゆ
…
ゅ

2
一ょっバ

H
一
叩
…
日

n
t
u
n
F
h
d
 

Q
d
H
8
 

2 

91.30% I 83.95% 

3 

目的の妥当性 I妥当である|日本赤十宇社の理念が明確で、その理念に基づく社資募集である
妥ト……“内山M ・M・-………↓… l 
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|歴史的経緯及び擢災者の救護(地方自治法第2条第3項)等の側面から、妥当である
性" 1.. ・H ・...・H・...……・….;~.. •.•.••• .1........ .......... ...........1 

目標達成度
、

対象(受益者)の妥当性|妥当である|日本赤十字の理念に賛同する者が社資を出資する

概ね達成しているl社資収納率は平成25年から減少傾向にある
有 t.“.. ….  

J 効 |類似事業の存在 、I存在しない

| 性 |上上乍位施量ぶ二ぷ勾勾主言~古時悶誌時雇正"貢鵡献ω る

|卜 I実施主{体本の適E町4化じ i 適正である
| 効 }‘ド卜hん~..，..山..川山….. 川.，巾，.. 川 | 

率 |受益者負担の適正化|適正である

|性 ;J二五五益事日.........，;;~.:，通iË.~~~....l五五言語iおお福iJ長五五五言語五五;ぉi;

"，. 
-社資(寄付金)収入が減少している。また、日本赤十字社山陽小野田市地区協賛委員が法人を回り社資を募るという従来の
方法は協賛委員の負担が大きし、ことから、平成26年度は試験的に一部の法人企業をダイレクトメール(振込用紙を一緒に封
入)により社資募集とし、平成27年度に法人社資をすべてダイレクトメールによる社資募集としたところ、収納率が低下した。

ム課題 数年様子を見て収納率が向上しないようであれば手法変更を検討する必要がある。

t 

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱・室・所(係)1 社会福祉課 地域福祉係 匹I10 I 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

支
出
内
訳、

dEb3 h 言十 。 。

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財瀬}

d同b陶 言十 )。 。
人件費概算 |人瑚入?;l 人間~ ~甘い I l竺d一般 経常

活動指標または成果指標 H25 

1 1献血実施箇所
位
m
-

ゆ

-a

ι・・
-
P
U
---1i 
o
-
-

噌

E
i
-

町

m
-
1
，

9-a 

白川
V

E

可
{:
 

町一

7
21献血量 708Q 614.40Q 

97.40% I 85.81% 

3 

目的の妥当性 妥当である|安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律による
妥 t..・H・，....・...………....~. ，... '，' ". .・H・.......................，
当1自治体関与の妥当性|妥当である|安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律による
、性~.....・H・...・H・...・H・…F…川…，.............................，

|対象(受益者)の妥当性|妥当である|安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律による

I -e I目標達成度 I概ね達成している1
帽 'ドい..... 山.山山…….. ……… .. 山……且H山…d“山..山“山.....................1.............................1
効， I類似事業の存在 i存在しない
性 ぐ |ト卜.刊…，.川山.. 川.. 〆川叫川.正ぷ山山川~可、いい川よム山山川…...山.. 川山.. 川....川円山山….. ….“岨

土位施策への貢献度 1貢献している

I 効|明特~1tl 翌日投|空説明!?開TFRT!照明;:l:6
J 率 1受益者負担の適正化 1適正である
性 }トい.“山….. 川……….“山……….“山山…….. 川山…….叫山山，.山山.. 山...目叫且吋9μ，.空

|hコスト効率人 1適正である

-ここ数年、献血量の確保は休日に実施する一部事業所に依存したものであり、平日に実施する企業内献血は横ばいもしく
は減少傾向にあるため、企業内献血の協力企業の新規開拓もしくは従業員数の少ない企業が密集している企業団地等に対

課題
し、献血を呼びかける。

J今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱・室・所(係)I 社会福祉課

一|先の大戦て三蚕嘉王手のために国に殉じた元軍人、軍属及
室|び準軍属の方に思いを悼し、特別弔慰金支給法に基づ

副主君主臨普及り詰ば品開誌記事手段|制度及び請求方法説明、請求を県に送付、国債を交付

要|考え戦傷病者の妻に対し特別給付金を支給する。 1意図|住所地の市役所で申請ならびに国債の受領がで、きる

f 歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 23，000 23，000 

|支 役務費 21，200 21，200 
出

内
訳

ぷE』ヨ 言十 44，200 44，2001 

人件費概算
13工数I入役)1人件費(円)I 
|0.31  1，730，5491 

活動指標または成果指標

受付処理件数

地域福祉係 匹[JIJ

歳入 予算現額(円) 決算額(円)
、
国庫支出金

財 県支出金 44，200 44，200 
j原割
地方債

内合
訳 その他

F 

一般財源

dロ』 計 " 44，200 44，200 

交付税| 無||会計種別 一般 経常
算入 l

H25 

※上段:目標

H26 

[::::::21E:::::[::::::ik:::::: 

2 

3 

l同目的の妥当性 I妥当である|戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法による
妥 }トい"川山….，.山川..

当 |自j治台休関与の妥当性|妥当である l戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法による
性、 |卜M山 . リ川h叩M………..山……….旬山….“山山……‘向山山.，山山..山..… "……..山....……..山…..山..…….. 山叶..1............................+
|対象(受益者Jの妥当性|妥当である|戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法による

し 1目標達成度
| 骨 λ L“山叩"川'μ山山川….“山山….. 山山.. 川.凶山….“山山-“山.... “山.“山~占o.
J効:ケ 1類似事業の存在 |存在しない

J 性 }トい"山山.. …… .. 山…….. 山….. …一..一…プ一一…….. 山……….. …… .. …… .. … .. 山……且H山川.. 川叩.. 叩曙..… .. ….......，.，:.....;..'1 
|上位施策への貢献度|貢献している

初|黙さ??照~~..，....I照~?~...J門???と役三ttifJ.l ljif.，で説明;:::J:Q
率 I受益者負担の適正化|適正である
性 h.'.…...~...・H・..…-…-… ....1............................+

|コスト効率一 1検討が必要 I窓口が1つなので担当者が1件に要する事務処理時聞がかかり、他の業務の影響が大きい

..... 
-弔慰金の請求について周知を図るため、広報に掲載、事前説明(赤崎公民館、公園通出張所、総合事務所、埴生公民館、
厚陽公民館)を実施し、請求受付を行った。平成28年度は国債の支給となるが請求者数が多いため相応の時聞を要し、他

一〉 、の業務への影響が懸念される。

課題
F 

今の向性後方 事業の進め方等に改善が必要
2改善
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様式1号(事務事業評価)

地域福祉係 INol 12 I 平成27年度事務事業評価シート|課圃局・室・所(係)1 社会福祉課

大項目(政策)

事1125牒入成品開県議鴇与を|対象|災害援護資金貸付者
業|償還を行っていなし唱があるため、その債権を回収0_. I手段|納付状況の管理・把握、文書や電話での催告、戸別訪問
概la22大雨災害 H25年度から償還が始まり、債権を回収。 I l 1--......-- ._------..-_..-._--..--_ 1意図|公平・公正の観点から未回収債権の回収を進め、償還させる

歳 出e 、 予算現額(円) 決算額(円)

負補交 406，000 328，000 

支 償利割 3，624，000 3，624，000 

ー出内

訳

}dEhヨh 言十 4;030，000 3;952，000 

. E. -a.L  IEtn.、EIII.L ':to担，、

人件費概算

活動指標または成果指標

催告件数

歳 入 予事Z巨額(円) 決算額(円)
国庫支出金

目オ 県支出金 203，000 168，000 
源害IJ
地方債

訳内合
その他 3，624，000 3，334，800 

一般財瓶 203，000 449，200 

合計 4，030，000 3，952，000 

一般 経常

H25 

償還金(Hll災害)
21 
(償還額/分納誓約額)

岡
山
口
円

ν
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償還金(H22災害)
31 
(償還額/分納誓約額)

64.92% 1 84.77% 

1，515，500円 14，035，700円

1，404，700円 13，337，900円

92.68% I 82.70% 

3，334，800円

82.75% 

目的の妥当性 号 |妥当である|;災j災之害擢災者の支援の観点から妥当である
l 妥 |ト卜卜"川.........…‘“川山川.吋山山‘...山…….判山....山……….“山山….“山山.. 山....山……‘“山山.. 川.，川'
当 |自j治色削{休本関与の妥当性| 妥当である 11災i足2害弔慰金の支給等に関する法律

性|トH一"一γ.. … |対象(受益者)の妥当性| 妥当である|今後貸付を行う際は、借受人の償還能力の程度を調査した上で貸し付けることが1必必必必、要

有 l.~持空幣空明 て |快空照門芝?烹is担:芝主仔望l.!.主士R肘守里11&幣土.そ仔門空雪!r
も効 1勺1類似事業の存在 | 存在しない
性 、-~トト，.….. 山山…‘"川山….. 山…….. 山山…司"川山….. 叩山…，.山山且"川.. 刑山'ρ面
土位施策♂~、の貢献度|貢献している

1実施主{休本のi適直』正主{化ヒ | 適正である |i災i災ミ害弔慰金の支給等に関する法律
効 }トトト.. 山山…..川山…….“山山‘h川山.“…..“……… .. …..…冒
率 |受益者負担の適正化|適正である 11災j災4害弔慰金の支給等に関する法律

| E | !一h 戸f!?J-!一戸 1....iiË.~};~....1 |コスト効率、 |適正である|滞納分は市の負担になり、また未回収債権の事務量も多いことから、コスト効率は悪い

...... 
-償還を滞納する者が多く、分納誓約を提出させているが、収入が少ないことを理由に償還をしない者や、連帯保証人として
の責任を果たそうとしない者が多い。引き続き、償還金滞納者に対する督促を強化し、全額返済を求めてし、く。

課題
-県は市に対し、市が借受人に貸し付けた災害援護資金相当額を貸し付けるが、最終償還期にあたっては借受人から償還
のない場合は、市が残額を一括して県へ償還することになるので、貸付は慎重に行う必要がある。

、，

今の後方
事業の進め方等に改善が必要 改時善期 29年度以降、改善する予定

向性

ヰ寺記 l ~~- '.1目標設定にそぐわない事業
事項 | 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課局・室・所(係)1 社会福祉課

大項目(政策)

地域福祉係 INol 13 I 

福祉センターの部屋の貸出し、入浴サービス(5会館)

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 6，141，000 5，460，959 

支
J 役務費 146，000 130，489 
出 委託料 21，033，000 20，861，347 

l 肉

訳 使用料 318，000 288，831 

d口L 言十 27，638;000 26;741，626 

歳 λ 、 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他 民生使用科、雑乳 2，364，000 1，881，456 

一般財源 25，274，000 24，860，170 

ムロ 計 27;638，OQO 26，741，Q26 

人件費概算 !人工数(憎い官弘II想見|無 I 一般 経常

1 1延べ利用者数(市内7箇所) 43，816人 43，441人

活動指標または成果指標 j H25 H26 

21入浴利用者数 2 20，291人 20，455人

3 

.目的の妥当性? ι |妥当である|福祉活動の拠点
妥 'I'";;，.，，-，，，!，，・・山…...・H・-…;0:1..."""""................1
当当 1自治休関与の妥当性| 妥当である|山陽小野田市福宇祉止セン夕一条例による
性 |トトト宅目刊.. 川….. 山.. 山.“一.. 山一...;"ら引.;"チ...山-“川川‘町川.. 掴h山.山正町山….. 山且u山....山……叫山且...山川.. 山圃“山6“川.
、|対象(受益者)の妥当性|妥当である|対象者が明確であり妥当である

|同目標達成度
、有トH・H・...'~.....~・ l 

、効 |類似事業の存在 |存在しない
性 I……:;..•.. .:.;. .~.'~~.~~~:ô.; ":'!" ，"， ~; ..'!I 
|上位施策伐の貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である|指定管理人制度の導入
効ト川….....，.........…......・a・-…1.............................1
率九I受益者負担の適正f化じじI適正である|山陽小野回市福祉セン夕一条例による
性 }トん….. 山J一….μ.山….. 山.. 山.... 山円.日引h句?円円川.. 山….. 山…….. 山.ベ一，..叩川.. ……… .. 山………圃“一……….. ム一…一、〉一一…….，山山…‘"山山.. 山.“…圃“山.. 山.. “山….. 山ザ
|hコスト効率 I適正である|経年劣化により機械設備の修繕費が多額になっている

.レ
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

|向性
時期

業
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1 社会福祉課 地域福祉係 回コヨ
小項目(基本事業)

地域福祉推進体制の整備・充実

ー，社明運動山陽小野田市実施委員会に補助金を交付し、
宝|委員会が次の事業を実施
f|1街頭啓発(駅、中学校、高等学校、商業施設)
12講演会の実施
要13市広報、ラジオ、新聞広告でのPR

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

支
出
ト内 f

|訳

~ 計 01 。

社会を明るくする運動

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

源財 割
県支出金

内合
地方債

訳 その他

一般財源

』ロ』 計 。
|人工数(人役)1人件費(円)I I交付税 1_1 I ム~_L:l:'"町 I ~'" I 
| 0叫 ι肌叫 | 算入 |無 1 1会計種別| 一般 | 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H25 I H26 l I H27 l目標

1 1街頭啓発実施場所 1-------------i5------------f------------i"5------------1 1------------ï5-------------I~: 

21社明講演会実施回数

3 

I ~ I目醐的の伺妥開 | …る引1-1犯E岬町罪妥 1--，-.--.• -，.-..--:，.，.....，.:...，;-.-.;--;-.-1-----------------------------1 
今当 |自治体関与の妥当性|妥当である|社明運動山陽小野田市実施委員会委員長は市長である
性1…H・--'…"円...j・H・-…山・M・E・;+----------------------------1
対象(受益者)の妥当性|妥当である

.目標達成度
有 lトト.. ザν!り戸i一一a“川川-，引宅H山.“.. “………‘叫山山…….-山山…--川山.“山..川
効 |類似事業の存在 I存在しない
性 |ト1一一山………--山….. 山……….. 山…--山…-.叩~.. .. 川-.
|土位施策への貢献度|貢献している

効 l空性門型if7.!t:--.J型~_~:~~__.J~_~~_三翌日!主主主，~今需主主持
率 I受益者負担の適正化
I..tt J v|コスト効率 |適正である

' 
課題!

:今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当

| 空室 l目標設定にそぐわない事業ゼロ予算事業| 事項 | 叩

改善
時期

。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 社会福祉課 地域福祉係

中項目(施策)

地域福祉の充実 f

事|福祉こニヌに的確k対応する王め、行政走、けでな〈蒙庭
業|を基盤とした地域社会が連携する必要があり、民生委員
概|児童委員は、地域福祉の担い手として、地域の方々のよ
|き相談相手として、また、行政や各関係機関のパイプ役と
要|して十分に活動できるための支援。

2 歳出 予算現額(円) 決算額(円)

支 委託料 9，244，000 9，243，280 
出
負補交 6，725，000 6，724，400 

内

'訳

~口』 計 15;969，000 15，967，680 

民生委員・児童委員活動支援事業

民生委員・児童委員

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金 10，010，000 
掘割
地方債

訳内合
その他

一般財瀬 5，959，000 
，ロ6. 計 15，969，000 

人件費概算
費(円)I I交付税 Idm: I Iム乱諸問|

| 0.61 . "~，46ì'， ~~71 1 算入 | 無 1 I会計種別| 一般
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 H25 百芝吉一一1I .H27. I目標
達成

1 I訪問回数/活動日数=1日の訪問回数 l.l0回 1.06回 度

2 

3 

匹巳ヨ

決算額(円)

10，011，640 

5，956，040 

15，967，680 

経常

I ffi '" __，.，_'" '?' I誰ち五可宝耳慣れた地域で安心して暮らせるよう、相互に助け合い、支え合つJ:llij官官官
"目的の妥当性 |妥当である|仕削 指 曲 家又

I....::.~..~.~:.~::....Iの住却をつくり社ムJ祉の措進に袈めλ
| |R.芸員現議益と語症事務読等関議機闘左京積極的苦協7時態.勢苔保ち芳.濯を講苧

自治体関与の妥当性|妥当である| エ宮 T..I.L 川 町

……|…...・M・...・H・-…J盃ζ主ιEF.2エ11\.量点，民生霊見.協議会主馬主霊長.~~艮主的lιtf.7..手却さ難L上inH・H ・

概ね達成している|研修会等への出席率は概ね良好である。

適正である|社会福祉協議会に事務局を委託することも考えられる。

受益者負担の適正化|適正である

・…山…....・M・"r・a・....・a・・・・・・::;'-':"'T民主萎貰t芸…
コスト効率 I適正である|

| |民生委員の一斉改選時は人員を増やさなければ他の業務への影響が大きい。，. 
-民生委員の意思統ーを図るには、小野田地区と山陽地区の本質的な合併が必要。
-民生委員協議会は法律上設置が定められており、その運営は民生委員が自主的に行うことが期待されてし、るが、民生委員
が運営することは現実的には難しい。社会福祉事務所として民生委員の自主性を育てる必要がある。

課題 -各地域での高齢者・生活保護者数等に応じた民生委員・児童委員数の検討を行い民生委員担当区域及び定数の適正化
が必要。
-民生委員の高齢化が進んでいる。

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善、

特記 l 
~~ I い事業Y事項 | 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 社会福祉課 地域福祉係 1

民生委員推薦事業

歳 出 予算現額(円J決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

報酬 60，000 30，000 国庫支出金

支出。

内

財 県支出金
j原割
地方債内合

訳 訳 その他

一般財j原 60，000 

}ぷE』コ 言十 60，000 30，000 A ロ 言十 60，000 

人件費概算
l人工数(入役)I人件費(円)I 
|0.11  576，8501 官見|無II会計種別| 一般

活覇?ーi鼠粟または成果指標 H25 H26 

1 I民生委員推薦会開催回数 6回 3回

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|民生委員法第5条の規定による
妥 t，..・H・h・・・・….....・H・...・H・......・H・.1.............................1
| 当|自治体関与の妥当性|妥当である|民生委員法第8条の規定による
性 1..・H・...・M・...…H・V・，..，……H・I・............................1
I対象(受益者)の妥当性|妥当である|民生委員法第8条の規定による

目標達成度
有ヲい l 
効 |類似事業の存在、二 |存在しない
性 1 ん:;..~ '. o. ，..! !~，' .~.~.;;ó...，... ~I 
上位施策への貢献度1貢献している

効|警察サ仔~.~.~.......I 翌~::~~....I
率 1受益者負担の適正化;
性、ト・H・H・-….......山山
1. Iコスト効率 J 適正である

J 

課題

r 

.. 

の今向性後方 計画どおり事業を進めることが適当

皇J

改善
時期

匹0:0

決算額(円)

30，000 

30，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱・室・所(係)I 市民窓口課

中項目(施策)

地域福祉の充実

国保福祉係 回二日
小項目(基本事業)

地域でのサービスの充実

山陽地区民生委員・児童委員活動支援事業

士 E年々増大・事藤記する福祉ニーズに的確に一証面するた
芸|め、行政だけでなく地域社会が連携する必要があり、民生
四|委員・児童委員に地域福祉の担い手として、地域の方々
霊|のよき相談相手として、また、行政や各関係機関のパイフ。
1役として十分に活動していただくための支援を行う。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

支

内出

f訳 t

iロh 計 .0 。
人件費概算

|人工数(人役)1人件費(円下|

1051 6，附，9201

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

源財 割
県支出金

内合
地方債、

訳 その他

一般財源

合計 。 。
官|無]I会計種別| 一般 経常

活語福扉吉正面雨栗指標

• • 1
 

6
7ヘ
ナ
人

間
以
一

3
一…3↓

ト
士
。
…

6

J
 

:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 

汚
一
人
…
人

げ

M
-
q
u

一q
u

ト
士
b

…6

• • • • 
・1 1民生委員・児童委員の人数(山陽地区)

l00.00% 1 100.00% 

設定しない|設定しない

21民生委員・児童委員の延ベ活動日数(山陽地区)1 10，462日 10，388日

3 

.目目的の妥当性 |妥当である|地域福祉分野での有効な事業として妥当である。
妥 fトトトト"山…….. 町….. 叩….. 
当 |同自;治台休関与の妥当性| 妥当である|民生委員法及び児童福祉法による市としての取組みであり玖、妥当である。
性ト.. ………… .. ……….ι……Jι一..山.. 山….. 山'"川.. 川.日戸…….. ……… .. 山…….. …… .. 山..山H・M・-…1.............................1
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽地区の民生児童委員の活動に対する支援であり、妥当である。

目標達成度 1達成している
有 lトト"山…….. 川.. 山….“.守H…司.. 山 “川4山……….“山.... 山……….. 山…….. 山……….. 山山.. 山山.，山"山…….. 川...，..，....1
効 '1類似事業の存在 1存在しない

性|エ雨量二伝説|首長仁三;;ぷ|誠二日二百二戸五五五証CZ;;三

効 |空熟-?F主虫!今?‘f?空引与~パ‘ j 空F主芝三 J.~.男円型史忠史竺聖雪?烹里~(7)ウ.雪門型三烹.~~土型竺型?更JJ.jGf.日.
率 |受益者負担の適正化|適正である
唱山手 t.......... ・ M ・..~.・，........................1

1コスト効率、 "'， 1 適正である .. 
-民生児童委員の一斉改選が3年に 度行われる。(次回は平成28年度)
-民生児童委員の人材確保のため、現民生児童委員や地元自治会等と相談しながら候補者を推薦してして。また、本庁社会
福祉課と連携しながら活動を支援する。

課題

今の後方 r 

計画どおり事業を進めることが適当
改善

向性
時期

特記 l..v円Z 住吉世
事項 11.:...1---' r昇宇禾



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 社会福祉課 地域福祉係 匹E己

)歳 出 予算現額(円) 決算額(円)I 
扶助費 214，500 91，4101 

支
出
内
訳

ぷE』3 計 214，500 91，410 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
掘割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 214，500 91，410 

ぷロ』 言十 214，500 91，410 

〆人件費概算 i 人工数人件記号~ I叡見|無|同問| 一般 経常

活動指標または成果指標 H25 

1 I支給件数 M・・・ 55庄一...1'....“紅f*

2 

3 

|目的の妥当性、 |妥当である|目的が明確である
妥 f"..'"・...…H・H・...・H・.....・...…・..1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|行旅病人及び行旅死亡人取扱法による
性卜…p・m・-山川……H・H・...…1.............................1
|対象(受益者Jの妥当性| 妥当である|行旅病人及び行旅死亡人取扱法による

目標達成度
占ヨ ト山山~'...i・・・・山山山・...............;...1.............................1
効 |類似事業の存在 •• I存在しない
性 k..:....二、、、|

|実施主体の適正化 1適正である|行旅病人及び行旅死亡人取扱法による
効 }トトト“川.. 川.
率 I蜜憂i益者負担の適正化|適正である|規定による旅費のみ支給
性 f，いい“…….…………Lム….“山.. 山…….. 川…….. 山山….. 山.“山..山……"山.山…….“山.. 山.".山……且H山…..山..……. 山“ リ引.…....1.............................1
コスト効率 !適正である

今の後方、
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性 時期
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室且所得)I 社会福祉課 地域福祉係

大項目(政策)

行旅病人死亡人取扱業務

士 E行旅病人及び死亡人取扱法に基づく事業で、身寄りのな
芸|い病人について療養・看護措置と引き取り手のない遺体
概|を火葬・埋葬

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

役務費 15，000 。
支 扶助費 790，000 。
}出

内 t

訳

合計 805，000 。
llH -円 .10. ，、

活動指標または成果指標 H25 

歳入

国庫支出金

源財 割
県支出金

内合
地方債

訳 その他

一般財j原

」回』 計

1 I行旅病人死亡人取扱件数 - …・'o"{平.......T.…・8存…・・

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|行旅病人死亡人取扱法
妥 t~......“.，..・H・.....・H・........，...・H ・ ..1.............................1.

吋当 |自治休関与の妥当性|妥当である I行旅病人死亡人取扱法
性 }トトト"叩山...………..山..一..正臼山…川.“…….“….山山古

l対象(受益者)の妥当性l妥当である f桁1子二旅病人死亡人取扱法

旧標達成度~
有}吋 l

効， 1類似事業の存在 1存在しない
性 |ト卜H………且H….日山..山川.. 山.リ山……Pド山.“.

上位施策への貢献度|貢献している

a実施主{体本の適正化 1適正である|行旅病人死亡人取扱法
効 iトト..山…..山..……..…
率 |受受i益者負担の適正化》↓| 適正である|身身r寄り弘、身元が判明すれば費用を請求する
性 lト.“山.. …E 

10/10 

I:Jコス卜効率ん 1適正である|生活保護法に規定する葬祭扶助費支給基準による.. 
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

，:::/1 

予算現額(円)

805，000 

805，000 

一般

改善
時期

INol 6 I 

決算額(円)

。

。
経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室ー所{係)I 社会福祉課

大項目(政策)

2|高齢者・障がい者が安心して自立できる環境づくり15 
実施計画名

生活保護費支給事業

生活保護係 匹DD

全 E 生活困窮者から保護受給の相談を受けた後、申請意思
霊|のある者から申請書を受理。審査後に可否を決定。
概|保護決定後は生活指導と共に就労支援等を行い、自立
要|を助長。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

扶助費 1，387，245，836 1，367，307，931 

ト支 償利割 550，164 550，164 

出内

訳

dEL 3 計 1，387，796，000 1;367，858，095 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 3/4 1，034，490，00。1，015，520，000 
財 県支出金 23，651，000 21，583，865 
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財j原 329，655，000 330，754，230 

b E3 計 1，387，796，000 1，367，858，095 

，人件費概算 l入工数間~ ~宝引有|七三副 一般 経常

活動指標または成果指標

1 1被保護世帯数

H25 

678t仕事…r....fi'63ii*....

2 

3 

l目的の妥当性 、 |妥当である l生活保護法第1条の規定による
妥 > ~;~.~~~~...…"円H ・H ・.......・H・山1................ ト
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|生活保護法第四条の規定による
怖 い"刊H・H・...・H・・……!""・・・・・・..， 中

|対象(受益者)の妥当性|妥当である|生活保護法第7条の規定による

I .• I目標達成度
個 t..~....・μ ・........，... ，.......... .~... .... '. 
効 1類似事業の存在 I存在しない
| 性 lト一…リ山山....………….. ……… .. 川.. 
|土位施策への貢献度|貢献している

l実施主体の適正化 |適正である|生活保護法第1悶9条の規定による
効 }トトいm川山‘μ証肖山仙川川.. 川川.. 川山.ら山J仏.…剛

率 1畏益者負担の適正化|適正である|生活保護法第8条の規定による
性 十十|ト卜圃叫山叩…負い山山川….“山山.“山….. 山..………… .. 川.“.日山…….. 山….. 山…適H山.. ….一?… ，j~'..; . ・".，...¥.+............................1
lコスト効率 I検討が必要|ケースが複雑化し、時間外勤務が増加している

ケース業務が複雑化しており、また、他の部署にはない特殊なストレスが生じる業務であるため、職員を増員し、心身ともに健
康な状態が保てるようにする必要がある。また、専任相談員の設置を県監査で指摘されているが、係長及び査察指導員が兼

課題
務しているのが現状である。

今の向後方性 事業の進め方等に改善が必要
改善
29年度以降、改善する予定

時期

.レ

業
一
事

一
、
、
-

'
u
u
E
 

h
品

一

千

~

-

わ
一:
 

ノ
¥
一

そ

一

一

」

一!
 

白
疋
一

設

一

標

一

同

日

一
:
 
;
 

一
記
項
一

一
特
事
一



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 社会福祉課 地域福祉係 匹LiU
大項目(叫昨、 小項目(基本事業)

低所得者福祉の充実

臨時福祉給付金給付事業

消費税率引上げによる低所得者の経済的負担緩和

' 

支
出
内

言R

歳 j 出

人件費

役務費

委託料

負補交

その他

dE』耳 計

人件費概算

予算現額(円J決算額(円)
4，221，000 4，005，196 

2，834，554 2，802，342 

8，639，557 8，637，354 

67，134，000 67，128，000 

1，503，889 1，503，889 

84;333，000 84，076，781 

|人工数(人役)1人件費(円)I 

|0.351  2，018，9731 

活動指標または成果指標 H25 

1 I支給率(支給決定者数/対象者数)

2 

3 

歳入 予算現額(円)

国庫支出金 83，880，000 

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 453，000 

，ロA. 言十 84，333，000 

宝女児|無||会計種別| 一般

100% 

82.74% 

82.74% 

目的の妥当性 妥当である|消費税率引上げによる低所得者の経済的負担緩和が目的

i111説明写楽[:2215115Z5555H耕三日明日:::::::
対象(受益者)の妥当性|妥当である|生活保護受給者を除く住民税均等割非課税者及ひ'その扶養親族

.目標達成度 |概ね達成している
有 J ト…………・山…….....・|
効 |類似事業の存在 ι |存在しない
性 ト内H ・H・-…山・H・H・・ . よ|
|土位施策への貢献度|貢献している

効|熱材明記~.......1再三~:....l
率 l受益者負担の適正化
性 l・・H・H・......・・・山H・H・"'"・E・.ui....・・l
|コスト効率 I適正である .. 

決算額(円)

83，622，000 

454，781 

84，076，781 

臨時

臨時福祉給付金給付事業は、消費税率が10%に引き上げられるまで継続する。現時点では平成29年4月1日から消費税率
が引き上げられる予定であるが、それが先延ばしされるとしづ報道もある。 29年度以降もこの事業が継続されるようであれば、
専属の係長を配置する必要がある。

課題

今の向後性方ノ 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

lE 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課=局・室・所得)1 社会福祉課

世 l生保受給~;::至る直前厄互活困窮著~;::雨し、画立に向けた
主|各種支援事業。支援を受けようとする者は実施事業者に
ま|申し込みをする。実施事業者は市関係課及び外部関係
主|機関・団体で構成される支援調整会議において支援方法
|を調整し、支援を実施。

歳 出 予算現額(円) 決算璽(円)

、委託料 9，285，000 9，283，680 
支 備品購入費 327，000 326，700 
出
内

訳

，gコ. 計 9;612，000 9，610，380 

歳入

国庫支出金

財 県支出金
澗割
地方債内合

訳 その他

一般財源

A ロ 計

、地域福祉係

予算現額(円)

3/4，213 7，287，000 

2，325，000 
9;612，000 

. 且且旦 a 、. 由

l人工薮京在TI瓦再責I円下] I交付税r-:I 1.ぷ孟ー1
| 0.21 印刷~ I 算入 | 無 II会計種別| 一般人件費概算!

※上段:目標中段:実績下段:達成率
活語商標ま正直雨栗指標 H25 H26 1 I H27 1目標 l

1 1相談受付件数

21支援者数

31就労者数

I 会|円.~;~:t:.~.~~，;.......， ...;.;1 計三三|照明百三5z空開設?と芝
当ず|自治体関与の妥当性|妥当である|生活困窮者自立支援法第3条の規定による
性 l…………………山1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|生活閏窮者自立支援法第2条の規定による

1 1目標達成度

|効岱の存在 l-¥性 1・・H・H・....唱しげ.h...・..;;........1
|上位施策への貢献度1:貢献している

|効|今里子明主!??‘|存立つ需押さ守主主??色村~;::J:Q
率 |受益者負担の適正化|適正である

|位 t;:;:~Øi$.，.....;;.......;， .."...1
|コスト劫率 1適正である .. 

5 

達成
度 t

匹亡日

〉決算額(円)

7，000，000 

2，610，380 
9，610，380 

臨時

任意事業のうち就労準備支援事業を実施しているが、今後は家計相談事業やこどもの貧困対策に関連した学習支援事業の
実施も検討する必要がある。

、

課題止
、

r 

今の向後性方 計画どおり事業を進めることが適当

〈特記 I
|目標設定にそぐわない事業

事項 | 

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室'所得)1 社会福祉課

中項目(施策)

社会保障の充実

士 165歳未満で離職等による所得の減少により、在宅を失うま
芸|たは失う恐れのある者に対し、生活保護支給基準を上限
概!として最長9か月間家賃を助成。

要

E里 出 予算現額(円) j決算額(円)

扶助費 556，000 503，400 

支
出
内
~R 

.gヨ. 言十 556，000 503，400 

人件費概算

活覇福標または成裏面覆

1 1支援者数

21支援延べ月数

3 

地域福祉課 匹CTI:コ

住居確保給付金支給事業

離職等により住宅を失うまたは失う恐れのある65歳未満の者

手段|申請により家賃を助成

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 3/4 417，000 377，000 

財 県支出金!

源内 割合 地方債

訳 その他

一般財瀬 139，000 126，400 

~ 言十 556，000 503，400 

H25 

一般 臨時

妥'目的の妥当性 |妥当である|生活困窮者自立支援問蜘規定による
t"・“.，・・・n・4・・・・ o..o・・.... . ~ ，.... ~，・・・』・・ 1 

当、 i白j治台体関与の妥当性|妥当である|生活困窮者自立支援法第3条の規定による
性性、 |トトいいh川.一4“.叫.……日….目一……….叫山…..山…"川.叫..山……….. 山…….. 山….. 山.....山山…….日吋哩υ.“{….. 川川….町叩叩司H刊山.. 川..;.1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|生活困窮者自立支援法第2条の規定による

l目標達成度
有 h 、 l

l 効1類似事業の存在 |存在しない
r 性 1;:...:;...・H・-司，.，...，:":.，，....，..，.....，1
|上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である|生活困窮者白立支援法第5条の規定による
1 効 |卜卜ト.. 山山…….. 川山…….“山山……‘“山山.. 山….. 山..冒山…一.. 一……….. 一…乍i一….. 山，.山吋巾山山….. 叫山….“山山‘“山山.. 川..山…‘“川山山.“凶山d“仙‘h….
率 |受益者負担の適正化|適正である|生活困窮者自立支援法施行規則第1日1条の規定による
性 lト卜卜.“山.. “叫引a刊川1，'，円.λ....巧.寸引.....少.. 川.…占h……….“山…….“山川.. 川….“山.. 
1 I:Jコスト効率 I適正である

..... 
課題

;今の向後方性F 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善
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様式1号(事務事業評価〕

平成27年度事務事業評価シート|課M局直・所(係)1 社会福祉課

大項目(政策)

2|高齢者・障がい者が安心して自立できる環境づくり15 
白昨計画名

生活保護一般管理業務

生活保護係 匹I19 I 

生活保護申請者、生活保護受給者

手段|文書による申請者の各種調査。業者委託によるレセプト点検

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)、

旅費 208，000 86，840 

支 需用費 850，000 759，115 
出
役務費 498，596 480，000 

内
訳 委託料 389，000 387，180 

dE』Z 計九 1，945，596 1，713，135 

J歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 1，431，000 747，000 

財 県支出金 10，000 44，700 

j内原 割合 地方債

訳 その他"

一般財源 504，596 921，435 

合計 1，945，596 1，713;135 

人件費概算 「頼人?:l 人程~~51 f 計|無 I~竺l 一般 経常

58 

活動指標または成果指標

1 1保護申請者数

H25 

68 

21レセプト点検件数 23，276 21305 

3 

|目的の妥当性 I妥当である|生活保護法第1条の規定による
る妥 トム....，..........・M・...・H・H・...-..・H・-‘J・ l 
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|生活保護法第1叩9条の規定による
f性生 |ト宅"山円….. ….…一.. 冒“山山…….. …… .. 山..“山….
.対象(受益者)の妥当性|妥当である|生活保護法第7条の規定による

目標達成度
| 有...l.，....・・ ~.:.::.;.~...:.，...';.;..，..， ..~.I 
効.1類似事業の存在 1存在じない
性、|・山叩 り 1.............................1 
| |土位施策べの貢献度|貢献している

効.~熱望!村.~.~.~~，....hl 空~.~~~....I生理合計空!??主1;: J::6
率 1受益者負担の適正fじ|適正である
性 l…-…“一、 d
イ|コスト効率 ' 二 1適正である

..... 

課題
r 

J 

r今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 社会福祉課 生活保護係

就労自立給付金支給事業

歪|加出訪問諮問Z思12J主主|対象|就労山生活保護を脱却した者
ま|を脱却した者に、申請により就労自立給付金を支給。支|手段|申請により支給
喜|給額の上限はは単身世帯悶円、複数世帯悶円。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円1 歳 入 予算現額(円)

扶助費 1，500，000 100，000 国庫支出金 3/4 1，125，000 

支、
出
肉

財 県支出金
源害IJ
地方債

内合
~R 訳 〈その他

一般財j原 375，000 

，合、計 1，500，000 100，600 ぷE〉3• 言十 1;500，000 

匹DfJ

決算額(円}

75，000 

25，000 

100，000 

. E • 且Z且ιー， I Lr冒.、.， "'t2~ ，、

人件費概算 一般 |経常臨時|

活覇詣需主7とは成果指標 H25 

1 I申請件数

2 

3 

|目的の妥当性 • 1妥当である|生活保護脱却者の脱却直後の負担増を緩和し、再度生活保護に至ることを防止する
)妥 l…川町村日卯H・H・....・H・-“…“.+............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|生活保護法第四条の規定による

|性院長証言伝説|おお|長五五五謀議伝説

I :.1目標達成度 ~.........'.l 有:ト............・山一...，..:............1
効 |類似事業の存在 .1存在しない

| 性 |よ位施長ふふぷヘベ弓iふ何ゐ信責

効 |宗持持主体の適正化 |適正である|生活保護法第臓の規定による
L巾・ 山山..;..........................1.............................1
率バJ寸1受益者負担の適正化|適正である|支給上限額が設定されているため、支給額を超える額は自己負担となる
性 Iト卜"山….. 山.“….
ヘ.1コスト効率 三 1適正である .. 
課題

、今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

日司目標設定一日業



平成27年度事務事業評価シート|課骨・室・所〈係)I 社会福祉課

il短大以一一一一…科目のうちいずれか3科目以上を習得した者を除く新任
ケースワーカーに、社会福祉主事資格認定通信課程を受

t 講。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

旅費 118，000 112，000 

支 負補公 68，900 68，900 
出 f

内
訳
J 

dE』Z 計 I 186，900 180，900 

歳入

国庫支出金

財 県支出金
源害IJ
地方債

内合
訳 その他

一般財源

ムロ 言十

様式1号(事務事業評価)

生活保護係 INol 22 I 

予算現額(円) 決算額(円)

186，900 180，900 

186，900 180，900 

人件費概算 官見|無II 会計種~ 一般 経常

活動指標または成果指標 H25 

1 1受講人数 1人

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|ケースワーカーの資質向上
要 J lin--H・H・-・・・・ ，i.:.，.."....:...:."....1 
当 |自治体関与の妥当性|妥当である

|性|対象間以妥当正|妥当である

目標達成度

i|者保税:::;[551:

課題

.. 
今の方後

計画どおり事業を進めることが適当

向性

三特記 I
J コ|目標設定にそぐわない事業

J 事項 | 

H26 

2人

改善r

|時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室個所(係)I 社会福祉課

大項目(政策)

事|施設入所者1;:::ヲ五で冠そゐ施設管理者と連麗じ適切な
業l指導について打ち合わせを行う。また、傷病者について
概lは嘱託医の助言を受ける。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報酬 -270，000 270，000 

支 需用費 。 。
出
役務費 1，268，404 1，112，018 内 J

訳 委託料 1，684，510 1，677，510 

使用料及び賃借料 10，000 7，020 

合計 3，232;914 3，066，548 

L 人件費概算 l

は工数(人役)1人件費(円) 1 

|1.11 6，345，3451 

生活保護係 ~ヨ

歳入 予算現額(円J決算璽(円)
国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財j原 3，232，914 3，066，548 

~ヨ. 言十 3，232，914 3，066，548 

交付税|無||会計種別| 一般 経常
算入

活動指標または成果指標 f H25 

1 1施設入所者についての打ち合わせ回数 6回 1 5回

21嘱託医による医療判定件数 4;9'36f.平…r.....4;'siiif;平・・ “ 

3 

1目的の妥当性 l妥当である|生活保護受給者の適切な指導を行うために必要な業務
妥 F........・H・-……叩………1.............................1
当l自治体関与の妥当性|妥当である|生活保護業務の実施主体が市である
性ふ1..;....…H・...……H・........・H・・・1..・H・.......................1
リI対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度
有トH・H・... 寸

効 I類t弘似r~以;江l事業の存在 l 存在しない
件 Lト.. …. 

|上位施策代の貢献度l貢献している
目実施主休の適正化化 1適正である

効 1.......・H・-“ ...óh・a・.~..，.._..、 l

率 |受益者負担の適正化1適正である
性ヲ l卜.. 山……….. 山……….. 山……….. 山….. 山….“山円山.. 山….. 山.“.~..…….“山山….“川山““山.“'"川.. 山山川円.. 九叫.矢吋…….“山山…….. 川山.“山….“山..川.. 山.. 山.“.1十ト|ト.
I:Jコス卜効率 J〆 1適正である

ーι

今の向後性方:ふ 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

業
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 社会福祉課 地域福祉係 匹~
中項目(施策)

社会保障の充実

身元不明の遺骨、無縁墓地

手段|縁者不明の遺骨の管理、無縁墓地の清掃・管理・参拝

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 高E 入 亨葺現覆(円) 決算額(円)

国庫支出金

支
出
l内

財 県支出金

j内原 割合 地方債

訳 訳 その他

般財瀬

.g ，!"十 。 。 ぷロ』 計 。 。
人件費概算 l入閣法|
活動指標または成果指標 1-rl25 

1 1縁者不明の遺骨の管理、無縁墓地の清掃・管理 I……逼平…......1".. 逼平…・

21無縁墓地設置箇所 1...・H・-・2箇pJT ・T・-…・2笛涜…・

3 

ト I目的の妥当性 γ l妥当である

ilF続的妥当I:23151:日tE15155529王子五三日拐さ百三き25日::::::::::::::::
|対象f受益者Jの妥当性|妥当である

|目標達成度
有 1...................:.，.，.....;...;.......;....1
効 |類似事業の存在 I存在しない
性;トH・M ・.，..一、|
.上位施策伐の貢献度|施策体系外

|実施主体の適正化 |適正である
1 効~..・H・‘H ・H・..…，...:::.;..;;.;......;..1

?主|受益者負担の適正化|適正である
叫 J 島......j...・......."........0."............1
¥Iコスト効率 I適正である

課題

.. 

今の向後方性h 計画どおり事業を進めることが適当

固 一

I改善
時期



E 

様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 社会福祉課 生活保護係 INdl 26コ
大項目(政策)

歳 出 予算現額(円) 、決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

人件費 3，811，000 3，810，197 国庫支出金 3/4 3，344，000 2，814，000 

支

出内

訳
/ 

財 割 県支出金

源内合 地方債

訳 その他

一般財j原r 467，000 996，197 

dE』ヨ 計 3，811，000 3，810，197 i日'- 計 3，811，000 3 ，810 ， 1~7 

. 出 ， 申

人件費概算 |λ工数(人生|入党問 |習rl無 II会開| 一般 経常

活扇詣穣またI孟成果指標 ; 1 H25 
49 

1 1支援者数 64 31 

130.61% 1 93.94% 

22 1 15 

21就労者数 23 18 

3 

104.55% I 120.00% 

目的の妥当性 1妥当である|生保受給者の自立を目的としている
妥ノト・H・H・.......…H・H・-……....・M・1.............................1.
当当 I同自治体関与の妥当性| 妥当である|生保受給者の自立を目的としてしい、泊る就労支援は生活保護業務の一環である
性性 fトlトト.“山……….. 山….. 山….. 川....山.. 川.
¥， I対象(受受J益者)の妥当性| 妥当である I就労意欲のある生保受給者

有 l~.~~~.男二 ;.~.......I~.~~~と:.~.:~l.~:ざ???校三:三何1\f~;ò~尽力日芳三li~慌ただ
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 F.・P・.jij'…・日山"・，...;...."...:1

l~位施策ぺの貢献度1 貢献している

1 ，効|帯主??EF| 翌~.~~~....1
率 H受益者負担の適正化 I適正である
性ト?…山H・H・""".'''''';:':'""，，;.，，::.1
l;jスト効率 ζ| 適正である

.レ
課題

〆

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善'

童~



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局直・所(係)I 社会福祉課 生活保護係 匹1 27 1 

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

人件費 3，599，000 3，598，318 

支
出
内
訳

合ぃ計 3，599，000 3;59~ ， 318 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 3/4 2，419，000 2，648，000 

財 県支出金

源内 割合 地方債

訳 その他

一般財源、 1，180，000 950，3181 

.g. 計 3，599，000 3，598，3181 

人件費概算 ヱ(法|人官弘II官|無|匝画一般 経常

活動指標または成果指標

1 1困難対応事例件数

H25 

3221手…r......4O9.伴…
.............................ー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.......

2 

3 

目的の妥当性 1妥当である|相談員やcwの安全確保や生保申請者や受給者の暴力団との関係調査のため
妥， f，，:，....，.・H・..…H ・H ・...・M ・....!I.・H・-卜......…・|

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|生活保護業務の実施主体は市である
J 性 ι川 H ………….....'i...・…・1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度
有 t，..，..，..:..………“ l

効 |類似事業の存在 |存在しない
性 I………山川・ ζ 九|

l上位施策への貢献度|施策体系外

.実施主体の適正化 |適正である
1 効トh.h..山.........・H・..…......."'".，1

率 H受受益者負担の適正化
性 }卜ト元“山...刊!円「川.，...円!一一………..山………..山………..山………..山….叫山…..山....…..一a帥.……….:-i....'.山……….. 山…….，山…..山..山

ノ、I:Jコスト効率 、γ1適正である

..... 
|語課

| 今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期 J

業
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所t係)1 国保年金課 国保係 ~己
天項百I 中項目(施策)

社会保障の充実

事|滞納がある蕩否:吾雇、催告を行うとともに、体s.夜間窓
:'1:1口の設置や電話等による接触の機会の確保に努める。滞
議|納が長期化する場合、判定委員会の審議の上、短期被
要|保険者証、資格証明書の交付を行う。

歳 出 予算現額(円J決算額(円)
消耗品費 213，000 176，861 

支 印刷製本費 1，022，000 846，126 
出 i

通信運搬費 2，962，596 2，832，513 
内
、訳 手数料 977，404 977，404 

必E』3 計 5，175;000 4，832，904 

歳 入 予事現額(円) 決算額(円)
， 国庫支出金r

財 i 県支出金

j肉原 割合 地方債

訳 その他 督促手数料 800，000 854，240 

一般財調 4，375，000 3，978，664 

五回』 計 5;175;000 4;832，904 

活動指標または成果指標 ι

費(円)1 1交付税 1_ 1， 1ム一一同 1M-.L>./JTI/I;l¥ 1 
| 3，51 川町~I 算入| 無 l'1会計種目IJI特会(国保)I 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

百26 1 1. H27 1目標 l
達成
度

経常人件費概算

21収納率(現年度分、一般+退職) 91.20% 91.21% 

25.00% 25.00% w苅
山

wmM
山
W
河

口
U
叩
ヴ

d
山
口

o

nU山
q
d
山

A斗
4

5
一4
…7

q，
白
山

n
L
山

Q
d

H25 

口座振替加入割合(累計加入世帯数÷世帯数累 I.........~.~...;…H・H ・ ..t
I 41.96% I 40.48% 

計) 1.…....・M ・.....・H・-…i

92.00% I 92.00% 

99.13% I 99.14% 

31収納率(過年度分、一般+退職) 24.61% 25.39% 

98.44'首 101.56% 

妥
当
性

-・・・・・・・・・..・・・H'，‘・・・・・・・・・....・・・・・・・・・・・E・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・a・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.......・a・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・a・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.........................................
目的の妥当性 妥当である|国民健康保険法による。

自治体関与の妥当性|妥当である|国民健康保険法による。
.‘・H"‘-ー‘・掴圃・・・・...................‘・・...匝1.............................・..........................................................・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・a・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.......................・・・・・・・・
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|国民健康保険法による。

目標達成度 概ね達成している

有 t....・H・..今 l

効 |類似事業の存在 |存在しない
性 .:f......，.;，..;..........;.:.;...;........... ，.1 
1上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である|国民健康保険法による。
効 lトト“山…….….. ………… .. …山一….. 川山山…..山山一….“川山…….“山山……d白川山…….. …… .. …… .. …....…戸山……….一……Jム…-“.“山…….“山山.. 川山.. 叩，μ.山山…….. 叫且凶‘.“‘ "川a
率 |受受:益者負担の適正化|適正である|国民健康保険法による。
性 }い.. 山叩川川竺U刷山.川山山.“山.. ………且H山….. 山….. 山且...…パ・7・・…......・H・......1.............................，
|コスト効率ソ 、l適正である|国民健康保険法によるo

.... 
、2

J課題

J 今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当 j改時期善
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 国民年金課 国保係 匹LIJ
天頂百I政責) 中項目(施策)

社会保障の充実 I 2 
ー務事業名

国民健康保険一般被保険者療養給付事業

国民健康保険加入の一般被保険者~I国民健康保険に加入する-ß主張謀麗者に冠Eで:療養
芸|給付を行い、国保連合会を経由して一部負担金を除く保
概|険者負担分を医療機関に支払う

要

国保連合会を経由して保険者負担分を医療機関に支払う

国民健康保険加入者への医療サービスの提供

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 一歳入

療養給付費負担金 4，398，017，000 4，370，260，906 国庫支出金

|支 療養費 32，127，000 32，040，222 財 県支出金
出
審査手数料 15，800，000 15，389，980 

r 肉

)訳

j内原割 地方債
訳 dロ』
その他

イ

一般財j原

ぷE』2 計 4，445，944，000 4，417，691，108 Aロh 計

. 
人件費概算

E 血 de 、E 由l人工数(人役YI瓦再貰I再)1
|0.351  2，018，9731 宝?|無|

活動指標または成果指標 H25 

1 I支給件数 251，377 265，591 

2 

3 

|目的の妥当性 |妥当である|国民健康保険法による。
妥 f..・H・....μ…………."・H・+............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|国民健康保険法による。
性 L・H・M・-…旭川H・H・..…“H・H・....・L… l 

対象(受益者)の妥当性|妥当である|国民健康保険法による。

l目標達成度
、有 f，...;...:....;...................，;;........，1
| 効 |類似事業の存在 I存在しない
性一… | 
l上位施策作の貢献度1検討が必要

実施主体の適正化 |適正である|国民健康保険法による。
効 1..・H・…".

予算現額(円)

療給、財調 852，840，000 

財調 225，830，000 

保険料他 3，037，776，000 

329，498，000 

"'，445，944，000 

|会計種別|特会(国保~

率
性
受益者負担の適正化|検討が必要|市長会等を通じて国県の負担割合の増加を要望していくo

fコスト効率 1適正である|国民健康保険法によるo.. 
課題

l 今の後方一 計画どおり事業を進めることが適当

向性¥

特記 | 
|目標値の設定にそぐわない¥事項 ..1

J 改時期善

決算額(円)

904，034，216 

251，549，991 

3，038，648，009 

223，458，892 

4，417，691，108 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 国民年金課

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

療養給付費負担金 314，229，000 278，587，628 

l 支 療養費 2，948，000 2，422，584 

出内

訳

合計 317，177，000 281，010，212 

人件費概算
|人工数(人役)I人件費(円)I 
|0.351  2，018，9731 

匹仁己国保係

国保連合会を経由して保険者負担分を医療機関に支払う

国保退職者医療制度加入者及び被扶養者への医療サービス提供

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債 r

内合
訳 その他 保険料他 220，981，000 195，075，274 

一般財源. 96，196，000 85，934，938 

A E3 言十 317，177，000 I 281，910，212 

官見|無||会計種別|特会(国保~ 経常

H25 活動指標または成果指標 H26 

1 I支給件数 28，873 24，798 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|国民健康保険法による。
妥 t".川…川田山田H・H・....・H・....o・..1.............................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|国民健康保険法による。
性トH・R・H・………H・...…M・M・..1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|国民健康保険法による。

目標達成度

lz|説副長 |存在凶い
性 l..:..:...，.....，........;;..........，.......q
t上位施策(の貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である|国民健康保険法によるo
効 ~.…….吋山山…，.凶‘“.
率 I陣受益者負担の適正化|検討が必要|市長会等を通じて国県の負担割合の増加を要望してしい、吋く。
叫 Eいい.. “ .. 山.“.......山….. 山.... 山山.. 山....山…….. 山….. 山..… .山….. 山山.. 山.. 圃u…山......刊.川.10............................1
|Iコスト効率 I適正である|国民健康保険法による。.. 
課題

jの今後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課局 a室・所得)'1 国民年金課 国保係 INol 9 1 

事|会議長佐臨雰ZJ品官話雲間接ゴ~I 対象|国民健康保険加入の一般被保険者
業|により、対象者を抽出し超過額を現金給付する。また、入院等に|手段|対象者γ超過分を現金給付または事前に限度額認定証を交付
概|より事前に高額療養該当が認められる場合は限度額認定証を交| 1 1'~~'ß !~ 
要|付し、超過額を医療機関に直接支払う。 I音回|一般被保険者世帯の経済的負担軽減

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

両額療養費負担金 607，634，000 601，343，139 

支
出 Y
内
訳

.g-ョ 言十 607，634，000 601，343，139 

人件費概算
|入工数I瓦夜)1瓦再責Tp:j円
|0.451 2，595，8231 

活動指標または成果指標

"
「
h
u

山

d
斗
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山

u
n
E
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…Qd
山
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E
B
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"
円
ノ
臼

山
日
U

山

1 I支給件数

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 療給、財調 116，973，000 122，981，726 

財 県支出金 財調 30，975，000 34，361，089 
j原割
地方債

内合
訳 その他 前期保交険付料金 405，385，000 406，461，550 

一般財瀬 54，301，000 37，538，774 

ぷロ』 計 607，634，000 601，343，139 

H25 

交付税| 血 | 
算入 | ポ l

※上段:目標

経常

2 

3 

目的の妥当性 、 l 妥当である|国民健康保険法による。

自治体関与の妥当性|妥当である|国民健康保険法による。

対象(受益者)の妥当性|妥当である|国民健康保険法による。

目標達成度

類似事業の存在 |存在しない

よ位施策ヘの貢献度I貢献している

効 離主体の適正化 |適正である l国民健康保険法による。
ト・・"，.，，，"O'，o..“....，・・M・・肉叫H・H・..ー1.............................1ト
率 |受益者負担の適正化|検討が必要 I市長会等を通じて国県の負担割合の増加を要望していく。

I 性 f..... ・ M・-“円~."・H・..川町"…ー|・ 十
|コスト効率 1適正である|国民健康保険法による。

妥
当
性

有
効
性

.. 
|課題

:、今の向後方性 r 計画どおり事業を進めることが適当
改善
J時期

:
 

、uu

『

・2

一

千，
B

-

わ

一:
 

ノ

¥

-

ネ」
γ
」

一

!
 

凸
疋
一

設

一
の直
一!
 

標

一

同

日

一

一記項一

¥特事一



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 国民年金課 国保係 1. INol 10 I 
大項目(政時、

2|高齢者・障がい制2安心して自立できる環境づくりI5 
実施計画名

国民健康保険給付等運営事業 国民健康保険退職者等高額療養給付事業

ー「か月当正層面二部負担金司王 r~~規定す右顧を超過し
芸|た退職者医療制度被保険者に対し、超過分を給付する。
祖|国保連合会からのデータにより、対象者を抽出し超過額|手段|対象者に超過分を現金給付または事前に限度額認定証を交付
童|を現金給付する。また、入院等により事前に高額療養該1~1iYI 1
l当が認められる場合は限度額認定証を交付し超過額を|意図|退職者医療制度被保険者世帯の経済的負担軽減

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

両額療養費負担金 45，295，000 42，672，753 

支 財

I . 出内) j内原 割合

訳 訳

合、計 45，295，000 42，672，753 

人件費概算

活覇福扉ま7こは成裏福謀 H25 

1 I支給件数 511 

2 

3 

目的の妥当性 l 妥当である l国民健康保険法によるo
妥 }ト.“山山……d“山山…….. 山….. 山….. 山..… … " 且H…‘
当 |自j治台休関与の妥当f性宝| 妥当である|国民健康保険法によるo
性 }い.一…………1一一……….. 山山…，.山…且M山.“.. ……… .. 山……….. 山……….. 山….. 山….. 山.."山.. 叩貝.. 

l対象(受益者)の妥当性| 妥当である|国民健康保険法によるo

目標達成度

コスト効率 適正である|国民健康保険法による。

..... 
課題

今の向後性方r 計画どおり事業を進めることが適当

;11JJ目標値の設定にそくわない

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 療給、保険料 31，556，000 29，623，120 

一般財j原 13，739，000 13，049，633 

d回〉 計 45，295，000 42，672，753 

経常

515 

改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課局直・所(係)I 国民年金課

大項目(政策)

2|高齢者・障がい者が安心して自立できる環境づくりI5 
実施計画名

国民健康保険給付等運営事業

国保係 匹OD

歳 出 J 予算現額(円) 決算額(円)

高額介護合算療養費負担金 1，720，000 313，615 

支)

出
|内

~R 

dロL 言十 1，720，000 313，615 
. .:!L." I ..1.E . 申

人件費概算
|瓦工語I瓦設)1瓦再憂て円fl

0.21 1，153，699 

国民健康保険一般被保険者高額介護合算療養事業

国民健康保険加入の一般被保険者

一定基準額を超えた場合に超過分を給付

一般被保険者の世帯の経済的負担軽減

歳入 予算現額l円) 決算額(円)
国庫支出金 療給、財調 331，000 64，138 

財 県支出金 財調 88，000 17，920 
源割
地方債内{合

訳 その他 前期宝付金、偉陸料 1，147，000 211，979 

一般財j原 154，000 19，578 

合 計 1，720，000 313，615 

官見|無||会計種別|特会(融~ 経常

活動指標または成果指標 H25 

1 1支給件数

2 

3 

目的の妥当性 l 妥当である|国民健康保険法による。
妥 1"…，..，.・H・・H・..……...'.'1.....…十

註 l.~.~~，~!開?????|計三?:...V~.~空*f*~j:民主:
対象(受益者)の妥当性|妥当である|国民健康保険法による。

目標達成度
有~.;.，.，...;;:;....... ，~........， ...:..:~.....I 

効 |類似事業の存在 |存在しない
性ト与 l 

E上位施策への貢献度|貢献している

I . I実施主体の適正化 I適正である|国民健康保険法による。
効 1..・M ・-・山p・p・iI.j..・H・..・v・...・，.1.............................1

r 率 |受受i益者負担の適正化|検討が必要|市長会等を通じて国県の負担割合の増加を要望してしい、てく。
性 l卜山……….帥山山..山.“‘"………山……….. 山山.“山.. 且一……..‘“山..…h山………….. 山…….. 山….. 山.. 山.. 山且“叶a
I:Jコスト効率 1適正である|国民健康保険法による。.ト

ζ課題

の今向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期
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平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 国民年金課

."...18月1日か6霊平の7月31日王での1年間に質面じた医療
芸|及び介護の合算額が支給基準額を超えた退職者医療制
概|度被保険者に対し、その超過分を給付する。(どちらかの
要|負担額が0である場合は支給しない)

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

高額介護合算療養費負担金 100，000 17，825 

3支
出

歳入

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
内訳

訳 P その他

合計 100;000 17，825 

人件費概算

活覇福需または成裏商裏一 H25 

1 1支給件数

2 

3 

| |目的の妥当性 |妥吋る|国民健康保険法問。
妥ト….. ………… .. ……… .. …… .. ….....…叩'一J

当 |自治{休本関与の妥当f性生| 妥当である|国民健康保険f法去によるo
性ト"山…….. 山….. 山..山……….. 山..……...……….“山…‘"山.. 山……….. 山….. 川….. 山...…………陶H山..，…….. 山…….. 山….. …..+.・H・.......................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|国民健康保険法による。

目標達成度
有 1........，.......;.'.~... ...... .~，.，... ..;....1 
効 |類似事業の存在 |存在υ旨い
性|……i…川 .....;;......;...1
|上位施策への貢献度|貢献している

効|帯主mFEiEfffl円????rT:
J 率1受益者負担の適正化|適正である
性 I・山

コスト効率一 、 |適正である|国民健康保険法による。

.レ
、

課題

，、

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当

特記 |目標値の設定にそぐわない
事項 1

一般財源

ムロ 言十

様式1号(事務事業評価)

国保係 匹DO

予算現額(円) 決算額(円)

保険料 70，000 12，374 

30，000 5，451 

100，000 17.;825 

経常

改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室且所(係)I 国民年金課 国保係 匹DD

l歳 出 予算現額(円)

移送費負担金 100，000 

支 出産育児負担金 25，200，000 
出
葬祭費一時金 7，500，000 

内

中項目(施策)

決算額(円)。
20，251，240 

4，400，000 

社会保障の充実

その他保険給付事業

国民健康保険に加入する被保険者

手段|移送、出産、葬儀に要した費用の一部を支給する

被保険者世帯の経済的負担軽減

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 療給、財調 10，000 

財 県支出金 財調 3，000 
j原割
地方債

内合

。
。

r 訳 訳 その他ム 保険料 14，741，000 10，610，316 

一般財j原 18，046，000 

dE〉Z• 言十 32，800，000 24，651，240 Aロ、 言十 32，800，000 

人件費概算 | 0 羽吋| 仰

活覇福標または成某指標

1 1出産育児金支給件数

21葬祭費支給件数

3 

(伺円)川II 交付税 | 鑑 I I ::e: ~Hi 1i!i1 I !f;!;，，e:: (Al，{!i'-) I 

H25 

38 

110 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

日芝吉一"'"l I H27.. I目標 l

41 

114 

達成
度

14，040，924 

24;651，240 

経常

目的の妥当性 妥当である l国民健康保険法による。(出産育児一時金・葬祭費については相対的必要給付事業
妥 }ト卜卜..山.. ….  

当 |同自治休関与の妥当性| 妥当である|国民健康保険法によるo(出産育児一時金.葬祭費については相対的必必、要給付事業)
| 性 Lι.“…….“山.. ….. ……...山…….. 山.叫.. “川…….. 山….. 山..“山….. 叩...叫叩宅~.. …… .. 山…….. 山.. 山....….. 山山…….. 山山.. 山山.. 山.“...1....・M ・.... ・H ・... … 山..1........ ・H ・.. … … … 
対象(受益者1の妥当性| 妥当である|国民健康保険法による。(出産育児一時金・葬祭費については相対的必要給付事業)

目標達成度

il弱性信:::::::[:注目..1"'.....二二
1上位施策への貢献度|貢献している

効 l雪脅さ生?停.!E ，;|空~.~~~....I円????日空o (照明二a~全衿空三万三!fTtpf黙{t**
率i受益者負担の適正化|適正である
性 l山・.......……山・M・E・・…
、lコスト効率 l適正である|国民健康保険法による。(出産育児一時金・葬祭費については相対的必要給付事業)

..... 

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当

特記 I目標値の設定にそぐわない
事項 I

改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局E室・所(係)I 国民年金課

査|営再諮問政調盟主幅智駐|対象|後期高齢者問問先:社会保険診療報酬支払基金)

歪|険者の保険料及び保険者の支援金(後期高齢者支援|手段|基準により算定した支援金を支出する
慨|金)から成り立っているo1人当り後期高齢者支援金に被l l 

要|保険者数及び調整率を乗じた金額を支援金としている。 1意図|後期高齢者医療制度の円滑な運営

歳'出 予算現額(円) 決算額(円)

後期両齢者支援金 781，489，000 781，488，598 

}支 後期高齢者関係事務費拠出金 52，000 51，922 
出
内
言R

bEZ • 計 781，541，000 781，540，520 

l人工数(人役)I人件費(円)I 
10.051  288，4251 

人件費概算

国保係 匹OD

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 療給、財調 320，994，000 309，154，634 

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他 保険料 379，077，000 379，100，830 

一般財j原 81，470，000 93，285，056 

dロd. 言十 781 ;541，000 . 781;540，520 

官~I無||会計種別|特会働| 経常
H25 活動指標または成果指標 ¥ 

1 I算定根拠となる被保険者数

H26 

15，264 15，086 

2 

3 

1 1目的の妥当性 I妥当である|高齢者の医療の確保に関する法律による。
妥 l…H・H ・-…，..・H・.o...o"山….，1.............................1
l当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|高齢者の医療の確保に関する法律によるo
:性 1.......…….".ii.…'"・H・....・M・..1.............................，
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|高齢者の医療の確保に関する法律による。

有目標達成度 I 
.・・ .;.:...;..........:.....，. 

効 |類似事業の存在 γ|存在Uよい
1性 f..... 山 ...，..，・・ i.~. ..1 
|上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である|高齢者の医療の確保に関する法律による。
|効 ~ó...~~'. ~.. . ，!H.・H ・~...・M・...…........1..・M・.....・H・'"…H・H ・..1.

率
性
受益者負担の適正化|適正である|高齢者の医療の確保に関する法律による。

コスト効率 |適正である|高齢者の医療の確保に関する法律による。

• 
課題

今後方
改時期善の 計画どおり事業を進めることが適当

向性

、
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室'所(係)I 国民年金課 国保係 匹I17 I 
大項目(九昨、

前期高齢者納付事業

事|被保険者の一部負極を除い揃扇高齢吾副首付費に|対象|前期高齢者納付事業(支払先:社会保険診療報酬支払基金)
主|ついて、保険者聞の負担の不均衡を是正するため、各保
まl険者の前期高齢者の加入率と全保険者の前期高齢者平
霊|均加入率を比較して支出する。 1人当たり負担調整対象
、l額に被保険者数を乗じて得た額を納付金として納付。

、歳 r 出 予算現額(円) 決算額(円)

前期両齢者納付金 481，000 480，942 

支 前期高齢者関係事務費拠出金 54，000 53，406 
出

内

|訳

ぷE』Z 計 535;000 534，348 

j塞 入 予算現額(円)

国庫支出金 療給、財調 92，000 

財 県支出金

j内原 合割 地方債

訳 その他 前期茸付金.毘障軒 366，000 

一般財瀬 77，000 

A 日 計 535，000 

人件費概算
|人工数じ瓦設)1瓦再責τ円汀 |交付税 IAm: I I ..6...~_i:t~.t:I...1 J~ .A... 1r::r=l/O ¥ I I I ~~f~/~ I 無 I I会計種別|特会(国保)I | 算入 1 "'" 1 1 =~1.1:æ. IJ'J 1 1'1=¥1=11/1'-1 1 

活動指標または成果指標 H25 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H26 I l' H27 I目標

1 I算定根拠となる被保険者数 15，264 15，086 

2 

3 

I :.::..;， I目的の妥当性 1妥当である|高齢者の医療の確保に関する法律による。
妥、ト.........…・・H'~ ・ a・.....“H ・M ・.~. ..~I..... ........................1 
当 |自j治台f休本関与の妥当性| 妥当である|南高i齢者の医療の確保に関する法律によるo
性 ~，………向ρ……山山….“ι.
対象(受益者Jの妥当性|妥当である|高齢者の医療の確保に関する法律によるo

目標達成度
有 t，.......，， ~..."......:.:r........'........1

;効 |類似事業の存在 、1 存在しない
|性 f"........ 二|

l上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である|高齢者の医療の確保に関する法律によるo

効 l卜"山“{山川…?一一一.. … .. 一.. 
率 |受益者負担の適正化|適正である|高齢者の医療の確保に関する法律によるo
円'1'1←一酔.，..;.;..“‘.......“‘“.“....“.. 吋， ~ ......且H咽'"“.. “‘ .. “.“.1.............................1 
コスト効率 適正である|高齢者の医療の確保に関する法律によるo

..... 

課題

〉

今の向後方性ι 計画どおり事業を進めることが適当

特記 | 
|目標値の設定にそぐわない

事項 | 

改善
時期

達成

度

決算額(円)

98，358 

377，326 

58，664 

534;348 

経常

'‘ 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課圃局・室・所得)I 国民年金課 国保係 匹1 18 1 

中項目(施策)

社会保障の充実

事F護謀l貰の扇源eLて，@8]'i!;寵康耳麗扉謀陳著丙丙f
:::1護保険第2号被保険者数に応じて社会保険診療報酬支
事|払基金に納付する。 1人当たり負担額に介護保険第2号
要|被保険者数を乗じて得た額を納付金として納付する。

対象|介護納付事業(支払先:社会保険診療報酬支払基金)

介護保険の円滑な運営

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入

介護納付金 278，435，000 278，434，166 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

源内 合割 地方債、

訳 訳 その他

一般財源

dEbヨ. 計 278，435，000 278，434，166 合計

人件費概算
l天工数I瓦在JI瓦再葺I円円
|0.051  288，4251 官見|無|

活動指標または成果指覆 ..H25 

1 I算定根拠となる被保険者数

2 

3 

E目目的の妥当性 1 妥当である|介護保険I法去による。
| 妥. [卜トト.'山…..川川…….. 川川……‘μ山山……‘山山….. 山……..山….. 山..… 引 ……….“一一且ぺ…1一. ……‘“.“川....1
当当 1自治体関与の妥当性| 妥当である|介護保険法による。
性 |・片山H・H・盾".・M・".・M・..…........+............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|介護保険法による。

|目標達成度
有 |トい.“山.. 山.
効 I類似事業の存在 I存在しない
性 f.;・H・山川町 | 

l |上位施策への貢献度|貢献している

効 .実施ぞ体の翌正化 I適正である|鰭保険法による。
"，.“・，...................，.............，.;1.............................，.

P 率 |受益者負担の適正化|適正である|介護保険法による。
性|…・…川…!円H・H・.....・，，，;1・M・...・H・-……十
|コスト効率 )一|適正である|介護保険法による。... 

|課題

今の向後性方: 計画どおり事業を進めることが適当

| 特記 | 
| 主主 |目標値の設定にそぐわないl事項 | 

※上段:目標
H26 

7算現額(円)
療給、財調 119，569，000 

保険料 98，874，000 

59，992，000 

27~ ，435 ，OOO 

|会計間~特会剛|

う改善

時期

決算璽(円)

134，016，933 

100，206，303 

44，210，930 

278，434，166 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)! 国民年金課 国保係

天項目頓葉7 中事百I施葉7
社会保障の充実

共同事業拠出事業

匹LiLI

士 l高額な医療費が発生した場合の保険財政基盤安定のた
芸|め、県内市町国保からの拠出金を財源として各市町の保
担~1険料平準化と財政の安定化を図る共同事業。①保険財
霊|政共同安定化事業:レセプト1件当たり30万円超が対象②

共同事業拠出事業(支払先:山口県国民健康保険連合会)

手段 l県国保連に基準に基づき拠出し実績に基き交付を受ける

l高額医療費共同事業:レセプト1件当たり80万円超が対象

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) j窒 入 予算現額(円)

荷額医療費拠出金 178，586，000 179，678，148 国庫支出金 共同事業負担金 44，919，000 

支 保険財政共同安定化事業拠出金 1，544，457，000 1，543，363，695 財 県支出金 共同事業負担金 44，919，000 
出
その他拠出金 12，000 1，991 

l 内
訳

j原割
地方債

内;合
訳 その他 共同事業負担金 1，632，124，000 

一般財澗 1，093，000 

合計 1，723，055，000 1，723.043;s34 ムロ 言十 1，723，055，000 

人件費概算
l入工数京都1瓦再責T円日 「主付税T~ I.o."，u"，，，，，， I A-IoL>./crJIO¥ I 
| o吋 86叩~ I算入| 無 I I会計種別|特会(国保)I 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活覇福需ま正面雨栗指覆 H25 H26 1 I H27. 1目標、l

1 1保険財政共同安定化事業対象レセプト件数 3，953 4，150 

21高額療養費共同事業対象レセプト件数 833 823 

3 

l目的の妥当性 I妥当である|国民健康保険法附則第26条によるo
妥 ト・・....，...・・・川ム・・・・・… .....~~.H. ・ .1.............................1

当 |自j治台休関与の妥当f性生| 妥当である|国民健康保険法附則第2加6条による。
性 lト卜卜"山川..山司N山….. 
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|国民健康保険法附則第2訪6条によるo

|同目標達成度

21殺害時五::::l:五百三.T.....
.上位施策への貢献度|貢献している

効問主体の適正化ザ|適正である|国民健康保険法附則第26条に持。

率 |受益者負担の適正化|適正である|国民健康保険法附則第26条による。
性}….....・.....…山…..……1.............................1.
| ζ |コスト効率 I 適正である|国民健康保険法附則第26条による。.. 
、

課題

、今の後方 計画どおり事業を進めることが適当
向性

特記 1l目標値の設定にそぐわない
ι事項 I

)時改期善

達成
、度

決算璽(円)

44，919，536 

44，919，536 

1，633，204，747 

15 

1，723，043，834 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱・室・所(係)I 国民年金課

大項目(政策)

.，.，.1保険給付、宅三種支援金、納T寸金以外の国民健康保険の
芸|運営に必要な一般管理事業(システム管理、国保運営協
概|議会、基金積立等)を行う。

要

歳 出 予算現橿(円) 決算額(円)

一般管理費 16，429，000 15，267，835 

支 連合会負担金 1，058，000 972，131 
出
国保運営協議会経費 56，000 36，000 

内
訳、 基金積立金 241，334，000 241，328，151 

諸支出・老人保健拠出金等 76，232，000 75，451，961 

ぷE』Z 計 335，109;000 33丸0民 0叫

|人工数{人役)1瓦再葺T円下l
3.651 21，055，007 人件費概算

国保係 匹OD

国民健康保険特別会計

必要な一般管理事業を行う

国民健康保険の円滑な運営

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財j原割
県支出金

地方債
内合
訳 !その他 利子、証明手数料 128，000 122，151 

一般財瀬 334，981，000 332，933，927 

合計 335，109，000 333，056，078 

交付税| 無 | |会計種川特会(醐| 経常算入

活覇福扉または成裏指標 H25 H26 

1 1年度末基金残高 499，721，188 1 638，141，460 

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|国民健康保険法による。
妥 t““山….叫叩山…...山..山山..川.“，..…………..叫山..叫.. 
当 l自j治台体関与の妥当性| 妥当である|国民健康保険法による。
性ト“H川d“山…….. 山..山…山.日…-
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|国民健康保険法によるo

目標達成度~
有ト........チH・H・-ふ・… ;'......1 
2効 |類似事業の存在 |存在しない
性 1.;~;. ..;.... .;;.. ，;; .. ';... ....;;........; ..:1 
|上位施策代の貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である|国民健康保険法による。

I.~ f… 川山…-“山…'l"":::'::='=~":""f
)率 I畏益者負担の適正化|適正である|国民健康保険法による。
性 1卜.. 川.
司スト効率ソ 1適正である|国民健康保険法による。，. 

1課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係H 国民年金課 国保係 回三日
大項目(目戸、

国民健康保険関連システム構築・改修事業

士，現在、国民健康保険事業において活用している

芸 I~C?~~~~州、 rTHINK TAXJ、「高額療養費シス
町|テム」、「滞納管理システムJ、「国保総合システム」、「特定
芸|健診、特定保健指導システムJの各システムについて、法
1改正等に対応したものとなるよう、必要に応じてシステム

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

システム改修委託料 500，000 54，000 国庫支出金

支 財 県支出金
出
内

j原害IJ
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財j原 500，000 54，000 

.g. 計 500，000 54，000 .g. 言十 500，000 54，000 

人件費概算 |人工数(悦|人件1251|宝~RI 無 I I会計種別|特会(国保)I 経常
活動指標または成果指標 H25 

1 Iシステム改修件数

2 

3 

妥当

性

有
i効

性

効
率
性

課題

今の後方

向性

特記
事項

目的の妥当性
1 -・・・・冒・・・・・・・・・・.-.............................

自治体関与の妥当性
....且.........・町且量........，u........噂・・....
対象(受益者)の妥当性

目標達成度

類似事業の存在
-噂岡.，."・・..‘'・司・・.，..，1唄，."岡"，脅..司，・・・ー.. 

上位施策への貢献度

実施主体の適正化
・・・・圃・・・L・4・h・・・・・・・・・E・・・・・ー...................

受益者負担の適正化
-・.，・・・・・・・..'.H.'.....‘・・‘・・・・・・，.，.且咽血皿.. 
コスト効率

妥当である 国民健康保険法による。
............................. ........・・E・・・・・・・・E・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ー.........................寧・・B・E・E・・・E軍・・・・・・・・・・........事事軍・・...・a・・・・・・・・・k・・・...
妥当である 国民健康保険法による。
且・・且・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・且・・・・・・・・・...................................................................、.................................冒

妥当である 国民健康保険法による。

............................. -・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・E・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4・E・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・z・・・E

存在しない
-・・..，・K・k・・・・ー・・・・・・・・・・・・・・・・.....................・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.............................................
貢献している

適正である 国民健康保険法による。
............................・..・・・・・・・・・・・・・・・・・・・4・E・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.............・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.....................................................耳............且・・・・.....・k・.，.・..・・・・a

適正である 国民健康保険法による。
............................. .....................冒........................................................冒................................................................................冒.....
適正である 国民健康保険法による。

• 

計画どおり事業を進めることが適当 改時期善



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 国保年金課

大項目(政策)

年金高齢医療係 | 匹仁ヨ

国民年金事業

士 l国民年金に係る窓口業務を固に代行して行い、受け付け

芸|た書類を日本年金機構事務センターへ送付する。保険料
概|の収納業務は行わない。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 15，000 1，080 

支 通信運搬費 70，000 54，733 
出
シスアム開発委託料 648，000 648，000 

内
?訳

ぷE』コ 計 733，000 703，813 

|人工数(人役)I人件費(円)I 
|0.951  4，671，4151 

人件費概算

国民年金加入対象者

国民年金に係る窓口業務の代行

国民年金の充実

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 10/10 733，000 703，813 

財 県支出金

j内原 割合 地方債

訳 その他

一般財源

dロl>. 計 733，000 703，813 

官見|無||会計種別| 一般 経常

11，345 

活語福需主正i孟成果指標 H25 

1 1被保険者数 11，001 

2，703 21保険料免除被保険者数 2，835 

3 

目的の妥当性 妥当である Ir国民年金法」による。
妥
当
性

ト
ド

自治体関与の妥当性|妥当である Ir国民年金法」による。

対象(受益者lの妥当性|妥当である Ir国民年金法」による。

目標達成度
有 『“・刊H・H・・...........，..，............，

| 効 |類詑;i|存附性 |ト卜ト司"叩山，.川.. ……  .. 叩山…….. 山山.. 山….. 山川.. …一.山い

|上位施策への貢献度|貢献している

... 1実施主体の適正化た |適正である|ド「国民年金法jによる。
| 別 f~… .. 山……….刊山….. 山…….“山.“.

~率1受益者負担の適正化|適正である|ド「国民年金法JIにこよる。
λ 性 1.ヤヤh川一.. 山.. …… .. ι.u，瓦山Jλ……….吋巾山‘“川川川.. 川山….. 川.. 山...…“山…“山…-“.山….“….“山山d“山.. 叩…….. 山.. 山且....山…….“山.. 凪…….1.............................，十卜
I _Jヲスド効率 I適正である Ir国民年金法Jによる。

..... 
、課題

r 今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期:

| 特記 |日掴仕爪剖~1~ '7'_ノ、ι.hl
| 事項 IH1用陣り臥広Y'---L"".qノ'd-.， 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)1 国保年金課 特定健診係 匹OD
大項目(政策)

3|生涯を通じた健康づくり・地域医療体制の整備11
-~計画名

特定健康診査等事業 1 11 国民健康保険特定健康診査等事業

事|市が特定雇語吾妻施L、その結果により特定保健指導
:!:Iの必要性を3つに階層分けし、その階層に応じた特定保
歪|健指導を行う。特定健診は、集団健診と個別健診に分
割け、特定保健指導は、市での実施のほか、市内医療機関
lの一部でも実施している。 I意図|生活習慣病の予備群を減少させることにより医療費の抑制を図る

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

通信運搬費 2，682，000 、2，317，156 国庫支出金 特定負担金1/3 7，831，000 7，831，000 

支 手数料 813，000 692，644 財 県支出金 特定負担金1/3 7，831，000 7 ，831，000 
出
特定健診共同事業委託料 260，000 161，004 

訳内 r 特定健診委託料 38，886，000 36，668，956 

j内原 割合 地方債

訳 その他 保険料 27，509，000 24，553，209 

その他 1，530，000 1，379，910 一般財j原 繰入金 1，000，000 1，004，461 

dE』3 計 44，171，000 41，219，670 合 計 44.171，000 41，219，670 

人件費概算 |人瑚人?;l 人{間~ ~ず|無 I 1~~Ni;J I特会(国保)1 経常
活動指標または成果指標

1 I集団健診実施回数

H25 

12回 12回

特定健診受診率 40.0% I 45.0% 

2 I (特定健診受診者/40歳以上の国民健康保険被
保険者)

特定保健指導率
3 I (特定保健指導利用者/特定健診受診者のうち
特定保健指導対象者)

34.4% I 35.5% 

86.0% 1 78.9% 

20.0% I 30.0% 
12.8% I 15.3% 

64.0% I 51.0% 

目的の妥当性 |妥当である|国民健康保険法による。

言|出員弘副j語副A副i漏.ぷ芸説|芸詰当三弓ぷ6....1信面副民説語偏岸説長ぷ反ぷ正ぷi戸;ぷ立; 
性 fト卜"….……….. 一..川.."山…….. 山….. 山圃...….

E対象(受益者)の妥当性|妥当である|国民健康保険法による。

|有|目標達成度 :'.........1概ね達成一|県平均峨す日水準で払
t'.t ・，..;..・H・...・H・-・・・~."・M・ :.........1 ‘ 

効 |類似事業の存在 |存在しない

|性 r~'雨量二ふ云説、|両日三|
| 効 |実施主体の適正化 • ..J適正である|国民健康保険法による。

率 |受益者負担の適正化|適正である|国民健康保険法による。
、性 1……..........ι………・1.............................1ト
12スト効率 1適正である|国民健康保険法による。.. 

40% 

8.50% 

21.25% 

特定健診・特定保健指導を受診することにより、生活習慣病抑制を図り医療費の伸びを抑える。

課題

， 

、今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特定保健指導業務は健康増進課に事務委任している。



様式1号(事務事業評価)

匹1 17 I 

き12222早会zff詩語読謀議境問対象!市民と食生活改善推進員
毒|により、市が食生活改善推進員を養成。地区組織である|手段|食生活改善推進協議会へ委託し実施
|食生活改善推進員の活動支援事業を推進している l t 

I 一 一 ?一 |意図|食生活改善、市保健事業、健康づくりに関する業務の実施

食育連携室健康増進課平成27年度事務事業評価シート|課局宮伺(係)I 

歳入二 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金主

財 県支出金 γ

源割
地方債内合

訳 その他三 食材料費 72，000 47，200 

一般財源、 755，760 746，059 

二二dEbヨ. 計 827，760 793，259 

歳 出 予算現額(円) 決算額f円)

Eミ空手1主寛出三 T 
委託料 720，000 720，000 

需用費 107，760 73，259 

内

I訳

三合 計 827，760 793，259 

己J
※上段:目標

H25 ， H26 
74回 I 80回

74回 1 86回

15回 I 14回

15回， 14回

一一
一|瓦主語I天夜刀

|0.61 7 二人件費概算 経常

活動指標または成果指標

21市が実施する協議会員への研修会回数

1 I講座の開催及び保健事業協力回数

3 

目的の妥当性 、| 妥当である|健康づくりを担う地区組織であり弘、食生活を中心として行政とのパイプ役としての役割もある。
、妥"~十""更...山7
;当 |自j浩台体関与の妥当性| 妥当である|地区組織の活動は、市民の健康づくりの保持増進につながる。
性 fト..…..…山..戸ι….ι…戸山山.“.“……….日一….日……..…..盆…………..一….日…….目….日..…………“…............ … .+............................1 
三三|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|食生活を中心とした健康づくりの実践活動を担う地区組織である。

ljlp号明ム: kkl三|子?????FFT!!??守日いち.
効 |類似事業め存在...."，1 存在しない

?二 f{E雨量二五主婦|是正日;ミ|記長LZZL:伝説五三日正記長福良品33i這ぷ三
1三|実施主体の適正化 |適正である|地域住民の健康づくりを担う地区組織である。
i 効 l卜.一………….. 山……….. 山……….. 山………..叩山……..叩……….. 山……….. 叩……….. 山……….. 山…司"叩山.. 山....一一..一;よ...………川.. 山山.. 川.. 司.. 一一……!竺?川"山…..門.円ト.
率 |受益者負担の適正化|適正である|保健事業協力として市負担が必要である。
性 一 }トトト?一山…..山...…巳.. 川竺..巳.竺-ア- .ー.......~・・・H ・H・.，...:.....，.............................，

，コスド効率 l 適正である .. 
推進員の両齢化が進んでいるため、定期的に養成講座を開講し、新たな推進員の加入を図ること、また、新しし、リーダーを
育成する必要がある。

課題

今の向性後方4 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記 | 
:1平成27年度末の推進員は207名。事項ザ|



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 健康増進課 健康企画係 匹QU
中項目(施策)

健康づくりの推進

事|平成21年度に山陽小野田市sos健康づくり計画を策
業|定。sos健康づくり計画運営委員会、健康・情報ステーI.""叫
ドョン、健康づくり推進協議会の活動と協働し、計画に基|手段
概|づ糟康づくりに関する事業を展開し、 1年の集大成としι竺
要|で健康フーェヌタを開催。 一 一|患図日

(円)

合了計 100，000 

人件費概算
は工3面改在刀ヌ再葺百円
:I 0吋 3，113，3叫

歳入

国庫支出金

財 割 県支出金

J源内合 地方債

訳 その他

一般財源三

合計

官見|ム1
※上段:目標

若覇福寝言7こl孟成裏指標 」 H25 ， 百互百三一
500人 I 1000人

1 1健康フェスタ来場数 800人 1 1200人

21健康フェスタ参加団体

3 

王星盟墾l円) 決算額(円)

100，000 100，000 

100，000 1QO，000 

経常

I目的の妥当性 | 妥当である|健康づくり計画の推進は、市民の生涯を通じた健康づ《りとまちづくりに寄与できる。
妥ト........…一…ヂ…............，.............................，
当 j自治体関与の妥当性|妥当である|本市の健康づくり計画であることから、計画運営委員会との連携で推進していく。
性 l.......;.....山……….....・H・+............................，
|対象(受益者Jの妥当性| 妥当である|より多くの市民に周知を図っている。

i一手|??? iij.| 門町~~..I.~~月±空宇てでff??.持刊日(，\壬
効 |類似事業の存在 |存在しない

ilエ雨量二福諒|品仁三じる|福三伝説i;長長仁三日;
一'[主性??.空~.!.~....，..I....~.~主計 lTf?????デヨ???と-n万
率 |受益者負担の適正化|適正である

性 l卜..…..……….……………..，…"
l:lコス卜効率f三 I適正である .ト

7 

J 

課題

1 今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当

立|

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局回室・所(係)I 健康増進課

歳 出

需用費

支出; 

内
二訳

合計

ー人件費概算:

予算璽額(円)|塁算額1円)
89，640 74，708 

89，6401 74，708 

lX主語(À役)I~人件費(円) 1 
|0.651  2，940，8661 

歳入

国庫支出金

財 県支出金

源内 割合 地方債 4

訳 その他

一般財源

4回』 言十

交付税| ι | 
算入三1""I 

※上段:目標

七活動指標または成果指標 1， H25 .. 1. H26 
|人 1 44人

sos健康づくり計画運営委員数(かたつむりで行 1..........37・x.........t 宙人
こう会) ↓ :..::.........~ ハ

88.1% I 84.1% 

40回 1 45回

21部会の活動回数 40回 1 42回

l00.0% I 93.3% 

105 I 115 

31ステーション登録数 108 I 118 

102.9% I 102.6略

健康企画係 匹仁司

予算現額L円) 決算額(円)

89，640 74，708 

89，640 74，708 

経常

|目的の妥当性、 | 妥当である|健康づくり計画の推進は、市民の生涯を通じた健康づくりとまちづくりに寄与できる。
二=妥ト…….._..・.......山….........+............................1
三当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市の健康づくり計画を推進する住民組織への支援を行っているo
|ト:性 トド"山……….日………….目……a日…….目…....…......
1対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市の健康づくり言十画を推進する目的で組織されてしい、喝る住民団体である。

|旧目標達成度主 三|概ね達成しじFて引て口しい、泊叶る|部会活動が活発化してきており仇、ステ一シヨン登録数も増加している。
有 lトFρ円円.日川"'.'凶川…kい...一i
効 |類似事業の存在 |存在しない

l f主世 |王五長元伝芸之芯ぷ量説岸言|長説証こ山三;じ;這司己引|雇説長三友渇;Gふぷ説益返ゐi戸;正説示:三ぷ;弓王; 

Iυ:匂効札不~j守J守|言言性T竺汗旦司1t免tたιtιFドJ一.. 人.~...I
率ニイ|受受i益者負負、担の適正化| 適正である
i性 1......・...・H・.....…...・H・?・....・....・I・..…...・H・........・H・"1
|コスト効率 | 適正である|ボランティアによる活動であるため、運営に関して予算措置が必要である。.. 

課題

t 今の方後 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期
向性

日記



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室面所得)I 健康増進課 健康企画係 匹I28 I 

健康づくり計画推進事業(健康フェスタ市誕生10周年記念市主催事業)

' 

歳 出

報償費

ニ喜

訳

占合計

人件費概算

予算現額(円) 決算額(円)

30，000 20，000 

30，000 20，000 

市民

健康フェスタで市誕生10周年記念講演を行う

市民の健康に対する意識の向主を図る

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

源財 割
県支出金

地方債内合
訳 4 その他

一般財源 30，000 

合計 30，000 
目 血 a 

1・ 由

じ人工数(人役)I人再喜市下] [-蚕再現-::T-:-l I ""-~i，，;，， c.J 
| õ~;_1 "'576'，8501 1算λ1無 1 1 量種別| 一般

二百覇福覆ま正直武栗指標f H25 

※上段.目標中段:実績下段.達成率

T百互百一一l I H27 ， ' I目標 l

1 I講演会参加者数

2 

3 

達成

一度

決算額(円)

20，0001 

20，0001 

臨時

妥 |里型tY-J0)警烹空空 c.:...1 雪許雪三交~~....I空開空ご三T竺T竺予ゴ:♂1) 1翌'-男目士たf干戸戸?竺聖fi門史ïñ秀F吹O)~惇宇ぞゴ三さ;<た雪でf芝T
I
C 

註註1.門守?!雪空?何雪?-号労熟摂雪許黙黙?空き主〉空.
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である

旧標達成度 |検討が必必、要|事前PRやまた健康フエス夕のイベントスケジユ~Jルレについて検討が必必、要
有 lトトトト.. 山……….. 山……….. 山……….. 山….“山….. 山...ぷ M川川山山4“山山.. 山.. 山…….. 山……….. 山……….. 山……….. 山川.. 川ぷ.. 叩.. ぷ..山….. 一….. 山山.凶山….. 

|卜;効 l?一似悌供事詩ミの存在 | 存在乱向し凶ない
ニ主主 ri"1証説i説雇芸忌=弘説言占雇瓦~I 長員説伝恥証瓦してい凶る |悩返説長示長ミミ.ぷぷ
I I実施主体の適正化 |適正である
効司f..;.. ，.......;一|
z率草軽士|受受i益者負担の適正化| 適正である
主性ι f十lト卜卜.. 山川.. 
. 冶ヨスト効率宅 ミ Jイ|適正である .. 
記念講演の参加者が少なく、周知方法等に課題が残った。

:課題

ι 一?

、今の方後
事業の終了

向性

団

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

回三日
小項目(基本事業)

地域ぐるみの健康づくりの充実

健康企画係健康増進課平成27年度事務事業評価シート|課・骨量所(係)I 

歳入 予算現額(円)7夫算額(円)1 
国庫支出金

1財 県支出金 3/4 90，000 84，000 
;頂割1

地方債内二合
訳 J その他

一般財j原 1/4 30，000 29，000 

合計 120，000 113，000 

与歳 出 予算現額〈円) 決算額(円)

:支二土
報償費 50，000 43，000 

需用費 40，000 40，000 

: 出内 役務費 30，000 30，000 

三訳

合計 120，000 113，000 

|主任税~ ~ l 算入三|

※上段:目標
H25 1 百E-6-

100人 I 200人
86人 I 153人

165人 1 250人

133人 1 47人

31国の目標自殺率に対する市の自殺者率(人口10 1...........~t~..........f..........~.6: 
'万対) I...........::::'.:~..........l 

107.0% 1 122.9弛

臨時
I人工数I人投)下人件葺I円1)1

0251 1，037，796 

7重雪量喪主里!主座塁喧提

2にころのサポータースキルアップ研修参加者数

こころのサポーター養成数

目的の妥当性 ヶ |妥当である|自殺対策基本法

自治体関与の妥当性|妥当である|自殺対策基本法

対象(受益者)の妥当性|妥当である|自殺対策基本法

有ザ円空:iii!?とでI.~.!!.円.f!?!?.
12開業の存在二 |桃山
|主雨量二ぷ説長|説している|生涯を通じ元民主両手山花;

l ヨ i芳村空.聖子.~.~.~....I 翌日明I.~.~!.芳子:\，"守町三.ヴ:
J率'.1受益者負担の適正一化|適正である

l t!?!?;7-;| |ョスト効率三 乙 I適正である

妥
当
l性

---
一題

J

課

I~=I 計画どおり事業を進めることが適当
面
方
性

奇
の
向

15:~LI 



様式1号(事務事業評価)

食育連携室 匹OD平成27年度事務事業評価シート|課'局・室・所(係)I 健康増進課

一
一
明
一
班
一
は
…
人

!
 

…
M
…
&
一
川
…
却

叫

n
J
引

Q
d
一
1』
"

竺
一
明
…
怖
…
四
一
以
…
は

H-hu
…

ω…
崎
山
一
川
一
訂
以

q
d

一円
4

一G
d
-
『

J

一

-='t::'1平成h年)こ「蚕育基本語)の面UJ吉i平蔵2百年1;:r山陽小
主|野田市食育推進計画Jを策定。地域の特性を活かした食
ま|育の推進を図っているo平成25年度には中間評価を実
霊|施。また、最終年度を総合計画との整合性を図るため、平
E成30年度まで延長し、同年、 2次計画を策定予定。

歳出 予算現額(円) 決算額(円J
需用費 219，000 218，605 

支 役務費 44，000 44，0001 
l 出
内
訳二

合計 263，000 262，605 

「入件費概算

活覇?旨標またほ説栗指標

1 1食育ネットヲーク会議関係機関参加機関数

21食育博士養成人数

小項目(基本事業)

地域ぐるみの健康づくりの充実

食育推進計画の推進事業

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
調割
地方債

内合
訳 その他 食材料費 84，000 42，400 

一般財源 179，000 220，205 

dロh 計 263，000 262，605 

一般 経常

3 

66.00覧 I 40.00% 

1目的の妥当性 I妥当である|市の食育推進計画である。
妥 ト・円......，.::.......・H・...・F・-………1.................... …l 
主|自治体関与のき当性| 妥当である|食育推進が地域ぐるみの健康づくりの推進に寄与するものである。
ょ|対象(受益賓)の妥当性|妥当である|幅広い市民の周知が必要であり、全市民を対象としている。

I~ 有|里子門主ん....:....J~.~:~と:.~.:~I.~空想史???と三点。
劫 |類似事業の存在 J 乞 I存在しない

性 li'f議長二雨量誌面|員証-cz;ミ|記長与手記逼長三lVZ長選;;貢示日iミ;
;了三|実施主体の適宜化 |適正である

I :' r空券房長持拡r"日夜[~i.~仔:1555::::: ::: 
コスト効率 三 1適正である

.レ
家庭(市民や食育博士)、学校(幼稚園、保育園、小・中学校の食育ネットワーク)、地域住民(関係機関)の養成、育成を行つ
てきたが、今後は、それぞれの機闘が連携して食育の啓発を検討していくために、更なるネットワークの構築が必要となる。
また、食育は、健康づくりに以外の分野に広く関連するため、関係各課との連携を図り、効率よく事業を実施する体制を検討

課題 したい。

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

I'~;: 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課，局・室・所(係)I 国保年金課 国保係 匹1 14 1 

士目国民健康保扇被保険者E龍康人両国心を高めるととも
芸|に、健康増進課が実施するがん検診で、国保該当者の検
概|診料を一部負担する。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額l円)
検診委託料 13，380，000 13，379，300 

支
出
内
訳

ぷE』3 計 13，380，000 13，379，300 

|人工数(人役)1人件費(円)1 

|0.051 288，4寸人件費概算

国民健康保険に加入する被保険者

国保該当者のがん検診料を一部負担する

被保険者へ健康の意識高揚を図り医療費抑制につなげる

歳 入 予算現額(円) 法草塑(円}

国庫支出金

Rオ 県支出金
j原割
地方債内l 合

訳 その他 保険料 13，380，000 13，379，300 

一般財j原

合 計 13，380，000 13，379，300 

若覇福覆ま正Iま雨栗指事 H25 

交付税
算入

経常

H

回…
"
n
H
U
M
 

M

守
Eム

u

噌

E
E
B
E
E
-
'

…回一
H
A
U
H
 

H
4
E
A
-

1 1総合健診の回数

21受診率(胃がん検診)
w河
川
町
河
川

w
m

n
U
山ハ
U
山ハ

u

n
u
"
t
i
叶

A
斗
A

5

…1
…4
 

ワ
白
山
ワ
白
"
。
口

E
E
E
E晶
E
E

・E・-----

似

m
山

w
m

…ω苅

n
H
v
u
n
H
V
H
n
H
V
 

oγ
土
6

r同
υ
H
nノ“

"
n
k
u

o白
山
ワ
ム
山

0
0

3 

目的の妥当性 1妥当である|国民健康保険法による。

i|説明寺区:|:21161:11日間三三時511H212日5二................
対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽ノト野田市国民健康保険の被保険者(検診により対象年齢は異なる)

|目標達成度 1概ね達成している
有 f.......，.，.....;.~... ...;. ，. .;..，.....，. ...;.1 
効 |類似事業の存在 l存在しない
.憎い・・..，1…川 目

上位施策への貢献度|貢献している

効 1実施主体の適正化， I適正である|国民健康保険法による。
t"・・h・4・・・ '.' • • ，. ..: ~.. •. o. " o • • •• ...... ， ~ • o '1' • • • • • ••••••• ••••• • • • • • ••• "-1 

率 |受益者負担の適正化 1適正である|拍自己負担金を徴収している。
性 ト山……"'，山且日山川.. 
司スト効率 |適正である

4倶

課題

} 今の向後方性〈 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

記
項
一

特
事
一
一



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局ー室・所(係)I 国民年金課 国保係 匹I22 I 
中項目(施策)

健康づくりの推進

国民健康保険に加入する被保険者

はり・きゅう施術費に対し補助券を交付する

-芸副|補助(初検料 20∞O円、 1術 70∞0円、 2術 80∞O円)を行い、
概|医療費の抑制につなげる。

要 はり・きゅう施術費の利用を図り、医療費の抑制につなげる

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

印刷製本費 100，000 77，760 国庫支出金

支 はかきゅう施術費補助金 2，370，000 2，219，700 
出
内

財 県支出金
j原j害IJ
地方債

内合
訳 訳 その他 保険料 2，470，000 2，297，460 

一般財j原

ぷE』ヨ 計 2，470，000 2，297，460 ~ 計 2，470，0001 2，297;460 

|入閣匂~人件12;J 鷹1 什ド計種~IJI ~~(鵬)l 経常

百語子首謀または成裏商事 H25 

1 I利用件数 .......i;日L存H…r....2:.4221，平......

2 

3 

目的の妥当性 妥当である|山陽小野田市国民健康保険条例による。
|妥 Y:…-…………..…・4川"I .......~............:.........I
当 1自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野田市国民健康保険条例による。
性 f..・M・-………司H・M ・...'...・H・+............................1
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|山陽小野田市国民健康保険条例による。

目標達成度
有ιf....，.....・H・'"・H・H・-山…..，......'1
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 .f.......，;..，:..，.:.，...".:......，;，........;.1
1上位施策への貢献度I貢献している

.実施主体の適E化 I適正である
効 1:'… 仙内門Fρ.. ………且H山…….. 山.. 川.“‘"山….“山..“山…….. 山....…-

1 率 1:受受益者負担の適正化| 適正である
|性コ羽率 .;.，.....0'"，適正である

4易

I課題

、今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当

特記 1
|目標値の設定にそぐわない

事項 | 

改時期善



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課M局・室・所(係)I 国保年金課 国保係 ~ヨ

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

賞賜金 80，000 67，000 

支 保険料 3，000 2，090 
出
?肉

2 
E若

健康づくり支援事業(グラウンドゴルフ大会)

グラウンド・ゴルフ大会参加者(国保加入者及び市民)

手段|参加賞や傷害保険等の支出により開催を支援す弘

参加者の健康増進を促進する。

二堅 入 予算現額(円〉 決算額(円)

国庫支出金 1

財 県支出金
j原害IJ
地方債

内合
l 訳 J 訳 その他 保険料 83，000 69，090 

一般財瀬

ぷE』3 計 83，0001 69，090 ムロ 言十 83，000 69，090 

' 
目

品"L de 由

人件費概算
|人工数(A在)，瓦存葺I円円

0 061 346，1101 
経常

活動指標または成果指標 H25、

1 1大会数

200人 1 200人

2 I大会参加者 204人 I 202人
102% I 101.00% 

3 

. I ell的の妥当性 I妥当である|山陽小野田市国民健康保険条例によるo
妥 .一………一一……咽叩叩咽咽一……l司叩一.山………山山.，司川…，μ川川川…"川山"山山..向"“，.向"…F
当 |自治{体本関与の妥当性|妥当である|山陽小野回市国民健康保険条例によるo
性 “山川岬叫叫吋引"山….叫山"円山い山山山…、}川…k一…..………....….. 山山…….. 山….叫山….. 山圃“.山.， ト
二l対象(受益者)の妥当性|概ね妥当である|国保被保険者以外の参加がある。

ぺl目標達成度 |概ね達成して引しい、叶る寸|陣健康への意識付けや、他の保健事業、特定健診のPRfにこは効率的である
I 有 lトト.付i川-引山山.. 川.. ……… .. 山………….. 山………….. …山…….. 山…….. 山山.. 山.“.…jん…………….“山……….“山…….. 山….“山圃“山.円…?
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 P;~""" ・H・?う|
上位施策への貢献度、|貢献している

♂ |実施主体の適正化 |適正である
官n ，...・M・-“"・...:，・H・...下..;.......~...~j il 

率入|受益者負担の適正化|適正である
性一ト"“H・H・-ー ....，:1 
コスト効率 |適正である

..... 

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
〈改善

時期

団



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室明(係)I 国保年金課

大項目(政策)

国保係 INol 24 I 

各ふるさとづくり協議会

手段|ふるさとづくり協議会が実施する事業に補助金を交付する

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

健康づくり補助金 324，000 270，000 

支
出
内
訳

£E:』ミ 計
J 

324，000 270，000 

歳 入 予葺現覇(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

源内、 割合 地方債

訳 その他 保険料 324，000 270，000 

一般財源

A同h 計 324，000 270，000 

人件費概算 i人工語Itt11人で8引 |ずい I~会開1)I時三叩| 経常

75% I 83% 

}舌覇福需主正面融裏肩書
n
L
H
ハ
U

噌

E

i

H
噌

B
i

5
一2τ
ゴ
9

H
一一一

1 I交付対象となる校区ふるさとづくり協議会数

2 

3 

|目的の妥当性 I妥当である|山陽小野田市国民健康保険条例によるo
~ .....・E・M・p・-川H・………......叫 4

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山陽小野間市国民健康保険条例による。
性十字・…・H・...ι…H・H・...・H・;.;d.............................，
|対象(受益者)の妥当性|概ね妥当である

ト l目標達成度 |概ね達成している112校区中、 10校区から申請があった。(不交付2件のうち1件は対象事業の雨天中止による)
有 }トト卜ト.“山….. 山.. ….“山山…….. 山山….，山山.. 川..……...山山…….“山……….. …….一……J一…..，山……….. 山…….“山….“山...山….. 川山….'山山.“山..… .“山一.“川山.“山什-“.
効 |類似事業の存在 | 存在しυyな旨い
性 1:..;・H・H・.. :.. J';:. ~ o".. i・H・...・・ ，.，1 
/|上位施策への貢献度|貢献している

効 t:施主快適正化 |適正である
い .i..h・ 1

率 I受益者負担の適正化|適正である
1 性 |ト卜4“.. 一…」一.“… .. 山....…-り川川.. 川.刊….
I Iコスト効率…¥… !、 1概ね適正である

全校区への支出を達成することが望ましい。

課題

J 今の向後方性 事業の進め方等に改善が必要
改善
28年度中に改善に着手

d時期

..... 

圃



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1 国保年金課

大項目(政策)

3|生涯を通じた健康づくり・地域医療体制の整備
-~計画名

疾病予防事業

士目市内の戻両ス示二v施吾}こい吾示吾水中雇動教室及び
芸|若返り体操教室の開催を委託する。開会式で食生活の重
概|要性等の講話を行うとともに、合計40回の教室で、参加者
要|に対し運動の継続の動機付けを行う。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 47，846 7，715 

支 通信運搬費 12，154 12，154 
出
健康運動事業委託料 1，080，000 686，000 

内
訳

dロ』 計 1，140，000 705，869 

人件費概算
I人工語I人夜刀二人停責I円n
10.151  865，2741 

匹1 25 1 国保係

小項目(基本事葉7
保健サービスの充実進

策
布
施
一
何
回一づ
唄
一
康
恥一健 2 

福

健康づくり支援事業(いきいき水中運動教室、若返り体操教室事業)

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 、
j原割
地方債

内合
訳 その他 保険料・参加費 1，140，000 705，869 

一般財源

品同、 計 1，140，000 705，869 

宝?|無||会計種別|特会(臨~ 経常

活覇福槙ま正直蔵裏面諜

開設講座数

※上段:目標
H2!.5 • 1 . H26 
3講座 1 3講座

3講座 1 3講座

定員に対する参加者数 l…虫ム......l..........?~~…
2 I(いきし吃水中運動教室定員X40人、若返り体操1 50人 1 58人
教室コア定員X30人、 ZER01定員X20人) 1'"・H・-目玉説H・H ・T…・・64.44%…・

3 

|目的の妥当性 I妥当である|山陽小野田市国民健康保険条例による。
妥 ト.....~..H.~..'...; ・ H・-……ザ山川・1.，............................1

当 |自j治台削{体本関与の妥当性| 妥当である|参加者に継続した運動に取り組むために動機付けを行う事業である。
性 トトト.日F川.. 川….. 山.. 川..……l….“山圃..，山…….“山….. 山...‘山.山……陶"山川.. 山.“川4
対象(受益者)の妥当性|概ね妥当である叶|社会保険や後期高齢者医療の参加者の場合参加料を検討するd必必ど弘、要があるo

目標達成度 |概ね達成している

類似事業の存在 |存在しない

旬.上位施策への貢献度 l貢献している

有
効
性

1実施主体の適正化 |適正である|民間スポ一ツ施設に実施を委託している。
| 効1 ‘川刊刊川司リ川叩い守"川引.. 山.. 川.
率 1受益者負担の適正イ佑1:;1概ね適正である叶|民間スポ一ツ施設に実施を委託している。
性 }トト卜ト咽"山山.. 川.，刊山…..且

l ， ' 1::'コスト効率 I適正である|参加者から負担金600円を徴収している。.. 
、講座終了後の参加者の運動習慣定着状況について追跡調査が必要である。

J課題

事業の進め方等に改善が必要
改善 j

28年度中に改善に着手
時期 4

国



. 

様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室E所(係)I 国民年金課 国保係

大項目 (ι一、

歳 出 予算現額{円) 決算額(円) 歳入 予事覇顧I円)
ジェネHック医薬品差額通知業務委託料 474，000 443，291 国庫支出金

支 印刷製本費 194，400 140，400 
出

内
財源内 割合
県支出金

地方債

言R 訳 その他 保険料 668，400 

一般財源

dEL ヨ 計 668，400 583，691 ぷロ』 言十 668，4()0、

|入エ数(人役)1人件費(円LJI交付税 Idnt. I I.A~_L:t~~I/1 ~b./Fi4 /0 ¥ I 
I 0吋 m叫 | 算入 | 無 I I会計種別|特会(国保)I 
E ~ι Ln.' I Z割包

人件費概算

活動指標または成果指標

1 I差額通知書年開発送回数(5、9、1月)

ジェネリック医薬品利用率(不可除)の達成率
21 
※目標は国が示した平成29年度の利用率

3 

※上段・目標中段:実績下段:達成率
H25 H26 I I H27 I目標 l

3回 3回

60.00% I 60.00% 

48.21% I 57.79% 

80.35% I 96.32% 

達成
度

概ね達成山る|国が示す目標の6附毎年近づきつつある。

存在しない

匹O[J

決算額(円)

583，691 

583，691 

経常

~I'~I..-.Uli.・・・ .1....... “・・・ '-""'HÓ.・Jj.I.............................I.............................................................・・・・・・・・..........................................・・・・・・~...........・・・“・・・・・・・・・・・・・ E・............・・・・

適正である|山口県国民健康保険団体連合会に委託している。
.........・o...，...i‘・・..，"..................1.・・・・・・・・・・..................1....・・・・・a・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・E・・・・・・・・..................・・・・・・・・・・・a・・...................・・・・・・・・・・・・・・・・・.............................・・・・・・・・・・・・E・・・・・
受益者負担の適正化|適正である I(国特別調整交付金)

適正である|委託によりその業務に係る人件費分はコストカットできている。.. 
課題

I 今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善、

固



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 国民年金課 国保係 匹0iJ
大項目(守」一、

事|医扉蚕二の関心を詩正吾、被保険者に利用した医療費
業|の明細を送付するととにより、医療機関の不正請求を防ぐ
概|とともに、被保険者に医療費の抑制を促す。

要

支
出
肉

訳

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予事現額(円) 決算額(円)

委託料 1，260，000 1，197，890 国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他 保険料 1，260，000 1，197，890 

一般財澗

合計 1，260，000 1，197，890 ，ロ6. 計 1，260;000 1，197;890 

人件費概算
|人工数(人役)I人件費(円)I I交付税 I4ut I Iム I _A  (，=，10 ¥ I 
| o叫 ;S8'， ~;51 I 算入 | 無 I I玄計種別|特会(国保)I 経常

活動指標または成果指標 H25 

6回

1 I発送回数 6回 6回

2 

3 

..・且."..‘・・・・・・・・・・・・・・『‘・・・・・‘・・・・・・・・・・・11.............................1.・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.................・・・・・..........................................................................................................................

目標達成度

類似事業の存在 |存在しない l
..・・・・・・6・・‘・・ー・6・・・・可・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2・・・・・・・E・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・............................‘・・2・・・電電・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・........................・・・・・・・・・・・・・・.........................................

上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である|山口県国民健康保険団体連合会に委託している。
‘E・・..，・・・o....o......ー・‘・・..........・E・..'.1・・・・・・・・・・・・・・・・・・...........1.....................................................................................................................................................................
受益者負担の適正化|適正である I(県特別調整交付金)
ー.."....・・'Ho・・・・・・・・凪咽・・・・・・・・・・・・・・・・a・・E・・・・a・・・..............、......・.....................................・E・....................................................................................・・・・・・・・・・・..............................

適正である|委託によりその業務に係る人件費分はコストカットできている。.ト
v 

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

L笠



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室・所(係>1 健康増進課 健康企画係 回三日

事|予防接種法第5条に基づき、定期予防接種事業を実施。
I(A類)ヒブ、小児用肺炎球菌、 BCG，MR、二種混合、四種混

業|合、不活化ポリオ、日本脳炎、子宮頚がん予防、水痘 |手段|医師会及び医療機関と委託契約し定期予防接種事業を実施
概I(B類)インフノレエンザ、成人用肺炎球菌 t 

要

「エ 歳 出 予算現額(円〕 決算額(円) 歳入 予算現額(円)

需用費 317，000 298，180 国庫支出金

ニ 軍出
役務費 269，000 263，662 

委託料 175，820，298 173，269，914 
内

財 県支出金

源内ヰ割合 地方債

訳 訳 その他

ー般財源五二 176，406，298 

dEEヨh 言十 176，406;298 173，831，756 合計 1 176，406，298 

人件費概算 |人工数引τ211管見|有|同問l一般
=でーでプ話語指標孟7こは戒裏宿標 H25 1.  H26 

1 I予防接種の種類 .iu量穎 ...r.....i3"語嘉…

I 95.0% I 95.0% 
麻しん・風しんの国が定めた目標に対する本市の卜… H ・ ....t 2 I~::;~~ 1;.u.\lI../， v"'.....~/ .. rAL........./L.Hl;n1._/l:J 7 .(l.}'I"II.."....1 92.6% I 97.8% 
接種率 I.........::.~:.':'..~.........~ 

97.3% I 102.9% 

3 

目的の妥当性 妥当である|予防接種法
妥 }…-…H・M・..…・…H・H・-…・・・1.............................1

当ム|自治体関与の妥当性|妥当である|予防接種法
性トー……“…-………........1 ・ | 
|対象(受益者iの妥当性|妥当である|予防接種施行令

目標達成度 ノ |達成している
有 l 寸:......;:. ~.;.I 
効 |類似事業の存在 1存在しない
性~.;~，...;...;':.:...........;.，.，汁

土位施策への貢献度1貢献している

効'聖子主竺適黙 |適正である

7率 |受益者負担の適正化|適正である|恒B類疾病については受益者負担がある
l 性 l卜..川"……..….…一……H山....“………..山…….“山…..山..………..円.可..十…"山…..………一一"向..……..…..山...1“………….“…….“…..………….日….日...……..….日冒寸………….日….日...….日.1..
|コえト効率 一 |適正である .. 

課題

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当

E麻しん・風疹については接種率が95%と国の目標が掲げられている。

改善
時期

決算額(円)I 

173，831，756 

173，8;31，756 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室E所(係)I 健康増進課

γq予防接種法、ポリオ生ワクチン2次感染対策事業実施要
主|綱により、健康被害に対する給付事業を実施する。きわめ
毒lて稀なケースであるが、本市で1名該当者がいる。
要

歳:出 予算現額(円) 決算額(円)

負担金・補助及び交付金 2，593，430 2，593，430 

支 償還金・利子・割引料 1，000 210 
出よ

ム回 言十 2，594，430 2，593，640 

ー ι人主数c人役)1人件費{円n
|0.11  576，8501 

人件費概算

活動指標または成果指標 H25 

健康企画係 匹IJD
JF項百T基本事業7
保健サービスの充実

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

源財子割

国庫支出金

県支出金 r 3/4 1，945，072 1，945，072 

肉合
地方債、

訳 その他て J

一般財源 r 1/4 649，358 648，568 

合計 2，594，430 2，593;640 

官|ム| 経常

申請者数 I............ï五二:::::[::::::::~:Ä:::::::::::

2 

3 

|目的の妥当性 1 妥当である|ポリオ生ワクチン2次感染対策事業実施要綱による

13Jiii;il l r当 1自治体調子の妥目性| 妥当である|ポリオ生ワクチン2次感染対策事業実施要綱による
性 1;........，.............. ，.;;，....:;..........1.............................1 
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|ポリオ生ワクチン2次感染対策事業実施要綱による

目標達成度、
有 r ト・・....山・.......・H ・ 1 

効 |類似事業の存在 |存在Uよい
性 I...~...;".............;............;....d

lr二三|上位施策への言献厚|貢献している

|ぺ」勺|実施主{本の適正一化 | 適正である|ポリオ生ワクチン2次感染対策事業実施要綱による
効 lトH………….. 山……….. 山山…….. 山…….日川…川.. 山一.. ム.ム....-'_.吠仏山E九町山.. 
，率 |受益者負担の適正化|適正である|ポリオ生ワクチン2次感染対策事業実施要綱による
性 |トト卜"山…'一i一-….. ι.寸ιL戸.
三 J三三 I~コスト効率 、 主 1適正である .. 
ヤ課題

一一

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善

時期

特記 |目標設定にそぐわない事業
二事項 | 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)1 健康増進課 成人保健係 回二日

健康推進員の養成・育成・支援

差点醒Efぞ主主す52君主詰都JB|対象|市民と健康推進員
主{室。基礎講座修了者を対象に平成15年度から推進員養|芽段|養成講座、研修会、交流会の開催。地区活動への協働o
~I成講座を開催。
女 l 健康づくりの担い手となる健康推進員を養成する。

歳出 予算現額(円J決算額(円)

支

報償費 29，000 25，000 

需用費 99，360 29，064 

= 出内， 役務費 58，220 58，2201 

ン訳

3dEb Z 計 186，580 112，284 

=歳入 予算現額(円〕 決算額(円)

国庫支出金

財調拘訳4三み三合三割
県支出金 2/3 137，000 77，567 

地方債

その他 食材料費 16，000 11，600 

一般財源三ニ 33，580 23，117 

合一了計 186，580 、112，284

よ件費概算 「数(tti人烹羽 1甘い|函同一般 経常

79人

活動指標言正面戒果指標 H25 1 H26. 

40人 I 27人
推進員倍増計画の実現に向けての養成人数
(倍増計画・"H27年度末=400人)

21健康推進員研修会への参加者数

31健康推進員による地区活動回数

45人 I 27人
113% I 100% 
301人 I 346人

101人

wE
回

氾一

6

，

4
-
q
u
 

%
一
回

叫
心
一
寸
a

E

4

・

q
u

37回 36回 35回

103% 100% 100% 

目的の妥当性 I 妥当である|ひとりでは困難な健康づくり活動を地域の輪づくりの中で継続させる。

lil説明持[:記長|今房長伝子治安111二二
.対象(受益者)の妥当性| 妥当である

有有 1巨円.宇空空幣界界守里烹竺史ι叫、明吋'竺子Rト............:..1守空黙男?日1ど:三刀刀o汀引'..I.:.~~竺竺7土竺?空貯守T長:， {Jt門子黒竺f士♂冒j日!
|ぽ忍:霊翠引効効三1|F類似備事業野の存純在 | 存純在凶い
十 Iζii話量二記長官jt'l長正三し;ぶ|逼長三ib極通
|実施主体の適正化 |適正である
効斗 l 
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 I..:~.........;:;;.~;.;......................I

コスト効率 1適正である .. 
当初の計画である「推進員倍増計画Jにより最終年度である平成27年度に400入品、う養成者数は目標達成した。

課題
しかし、実際に地区活動が可能な人材の把握が十分ではない。
そのことからも研修会への参加者が少ないと思われる。

今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

圃



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室'所(係)I 健康増進課 成人保健係 匹I18 I 

歳 r 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円〕

出支一之ム
需用費 64，800 56，160 

内

財ご

国庫支出金

県支出金 2/3 43，000 31，000 
源割
地方債内合

訳 訳 そのヰ他

ー般財源 21，800 25，160 

E 合 計 64，800 56;160 合計 64，800 二 56，160

三:人件費僻 i人工数(TrT22;711官"I什|自主;Id 一般 | 経常
L_!::!主主
500冊

活動指標または成果指標

1 I交付件数(5年更新版) 4元高....1"'.....53.2.出

95.0% I 66.5% 
100% 1 100% 

21活用状況(保健事業の場で活用状況を確認) 25% 35% 

25覧 I 35% 

3 

|旧目的の妥当性 | 妥当である|健康増進法による
妥 lト卜ト“山….. 山.. ι. 
:当 |自治体関与の妥当性| 妥当である|健康増進法による

l 性 I.î..~~'旦
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|健康増進法による

1目標達成度 |検討が必要 l手帳の活用度が低い
有ト....・H ・....・.._._!......………..i.I......・H ・..…....・H ・...1.

効 I類似事業の存在 |存在しない
性 f..・.....・.... 二三 | 
上位施策への貢献度|貢献している

L 均一号性J~~~~，!.~.，;;...I 再三~~....I村守空$t;::: J::る
率 τ三|受益者負担の適正化|適正である
控い.......・日0・h“ 空 | 

Eコスト効率 |適正である .. 
家庭訪問など手帳の交付について積極的にする必要がある
保健事業の場を通じて説明の機会を設けるなど手帳の活用を増やす取り組みが必要

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

向性

呈l

改善
時期'



様式1号(事務事業評価)

回コロ成人保健係健康増進課平成27年度事務事業評価シート|課z局宮・所得)1

士 E 市示主雇で行う健康証言の他市民団体五ι健康増進に
主|関する要望に応じて健康教育を行う。

議|昭和58年に制定された老人保健法により事業開始。
裏|平成14年、新たに制定された健康増進法17条第1項
に基づき継続実施。

、歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 r

財源割
県支出金 2/3 367，000 326，433 

内合
地方債 7

訳 その他 食材料費 72，000 52，400 

ー般財源 60，941 93，706 

iロ'- 計 499;941 472，539 

歳:出 、予算現額f円) 決算額(円)
報償費 41，000 20，000 

I '支 需用費 352，161 345，759 
出
通信運搬費 34，780 34，7801 

訳向R 委託料 72，000 72，000 

三二 ;JEEコh 計 499.941 472，539 

経常

ー

ー

l
標
一

同

口

一

一

七
時
一
目
一
任
忠
一
時
前
…

ftj
一米一
H
一日…日…日一随一ぶ一

司
入
j

一
一
…
一
一
…
…

j
 

で交

j
一

l
寸
斗
1
1寸
斗
|
一

市
一
四
一
四
…
附
一
時
一
回
一

世
間
一
山
…
叩
一
随
一
回
…

l人工数(人役)1人J件費(円)1 
071 3，115，8341 

活動指標または成裏宿麗て

11主催による健康教育の実施回数

21要望による健康教育の実施回数

wm
一
%
…
%

V
八

九

円

U
E
n
u

川
山

"
n
o
u
R
U

l

-

-

wm
…
%
一
%

U
H円
"

唱

E
A
H
唱

E
A

M

U

"

Q

U

H

Q

d

 

]
-

E
E
E
E
4

・aaEE
+
E
E
E
-

wm
一%一覧

V
八
劃

η
'
'
U
E
η
，，
U

H

U

n

Q

U

山
日
U

健康教育への参加が生活習慣を見直す機会と
31 
なった割合(参加者アンケート結果から)

目的の妥当性 |妥当である↓健康増進法による
妥 ιI.;.~.・ん・."...・H・...・H ・H・...，....・1... 十
当 1自治体関与の妥当性|妥当である↓健康増進法による
I性::'I. ，.-;..:~:・H・............…H・H・ .-....'.-.1.... ト

三二一二|対象(受益者)の妥当性| 妥当である↓健康増進法による

|目標達成度 三 |概ね達成している|参加者の概ね8割が生活習慣を見直す機会となっている。
有ト"……"…一…山…1.............................1
効 |類似事業の存在 ; I 存在する |高齢福祉課等、対象者や内容で振分けて実施
性 h・o・，;..-. ~-.~. .;~~~. ~………“......+............................1 

|主位施策への貢献度|貢献している

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

向性

.. 

呈l



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室E所得)I 健康増進課

事|①定融扇相談:血圧耐・検尿・みそ両分測定
1::1②随時相談:電話・来所・健康教育事業に併せて実施

成人保健係 匝I20 I 

毒|昭和58年に制定された老人保健法により事業開始。 I手段|定期相談、他の保健事業参加者への面接やその他電話等
要|平成14年、新たに制定された健康増進法17条第1項
|に基づき継続実施。

歳 出 予算現額(円) 一決算額(円J ヶ歳入 予算現額(円)

需用費 199，053 186，598 国庫支出金

J 支出
役務費 46，000 45，938 

内二

財 割 県支出金 2/3 170，000 

源肉 、合 地方債

訳 訳 その他

一般財源子 75，053 

合計 245;053 232，536 合計」 245，053 

人件費概算 r工数(官~人ftc:。||宝!?i| 有|同戸| 一般

活動指標または成栗霜薦

1 1定期相談開催回数

H25 

24回

24回

H26 

24回

24回

100% I 100% 
随時 | 随時

21相談依頼数
......冒.誌言1存平平.. 山………….日……….. ……… .. …… .. 山T・h・-z.55?存…・

3 

目的の妥当性 妥当である|健康増進法による
妥 1:'・H・-…円山H 引 H ・.........・M・-山1.............................1

| 当 l自治生関与の妥当性|妥吋る|健康増進法による
性 f........~:.:. ，~..，...;...，..，...........， ....I.............................1

l対象(受益者)の妥当性|妥当である|健康増進法による

目標達成度 九|達成している

511持労手正:::|::::話汚〕予-ザ25.5当日沼タ明示三祥子ζ二
!;ち |上位施京《の貢献度|貢献している

効 l警き!??再生 I....~.~芳三|竺惇きf;::: J:6
率 1受益者負担の適正化|適正である
性 F.......:..........."..........，i..;，:.:，..1
、 |コスト効率 | 適正である

---
一一一 J 

課題

今の方後
計画どおり事業を進めるととが適当

向性

匡E r' 

改善
時期

決算額(円)

142，000 

90，536 

232，536 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室冒所(係)I 健康増進課 成人保健係 回三日

対象|訪問対象基準に該当する者及びその他必要と思われる者....1 がん検診における肩密検査未受診勧奨著7各種健診事

芸|後フォロー者市国保の特定健康診査受診者の内非肥満|
概|者で基準に該当する者・市国保多受診・他機関からの連|手段|対象者の家庭を訪問し、現状の把握と指導を行う
士|絡による者を対象に、小学校区別に担当する保健師及び1 • 

も一目安|管理栄養士による訪問指導を実施。 I←意図|本A及び家族kあった生活習慣の改善や問題解決』ζ導きて健康づくりの推進を図る。

歳一出 予算現額(円〕 決算額(円I 歳入

需用費 64，800 51，408 国庫支出金

副源訳財二割首z 

県支出金

地方債

その他

三-FE出E 
内
て訳

ー般財源

dロh 計 会64，800 51，408 合 計

人件費概算
|人工数(人役)1人件費(円n
1 1.吋 8，206，2871

交付税 I士 | 
算入 | 同 | 

活動指標または成果指標

がん検診事後対象者への訪問指導実施件数

21国保被保険者対象者への訪問指導実施件数

31その他の訪問指導実施延べ件数

※上段:目標

H25 I H26 
508件 I 400件
391件 I 301件

303件 I 600件
179件 I 630件
59.1% I 105.0% 

随時 | 随時

53件 I 43件

1 1目的の妥当性 |妥当である|健康増進法による
|妥 f:......~，，"ふ・H・H・.............…ー } 
当 |旧自治体聞与の妥当性| 妥当である|健康増進法による
性 |ト卜..…..勺ウ....ら←"…..………..………..………..山……..山….，山.....一……..…....………H….... 一一一!竺竺..…….パ…ιJム.
|対象(受益者)の妥当位| 妥当である!健康増進法による

|旧目標達成度二ごケユ |達成している
有 1........…山・H・M・-二....;;.........;..1
き効 I類似事業の存在 |存在しない
札‘...................-........................-...1

1 1*位施策への貢献度|貢献している
す|守主???jLJlpf子供??!ff2
-z|受村里担の適正.~.~..I 適史ある
コスト効率 | 適正である .. 

」課題

向今の克後性 計画どおり事業を進めるととが適当

~雪

予算現額(円) 決算額(円)

2/3 34，000 30，000 

30，800 21，4081 

64，800 51，408 

経常

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

回三日成人保健係

.事|健康増進法第四条の2に基づき①肝炎ウイルス検 |対象|他の制度等で健診を受けていない市民
業|診、@健康診査、@訪問健康診査を集団健診、個別健1::1
概|診及び医師の訪問で実施し、疾病の早期発見を行い、生|手段|集団健診、個別健診または医師による訪問診査
|活習慣の改善や適正医療の必要'性について知る機会と 1 E 

一一一J耳切i己 一一一一 一ー は国|疾病の早期発見を行い適正怠医療管理に導く-

健康増進課平成27年度事務事業評価シート|課・局・室伺(係}I

歳 ι 入 予算現額t円〕 決算額(円〉
国庫支出金

財い 県支出金 2/3 210，000 91，000 
j原書1)
地方債 J

内合
訳 その他

戸般財源 201，000 66，944 

合計 411，000 1 157，944 

歳~出 予算現額(円) 決算額(円)

支

需用費 24，000 16，200 

委託料 387，000 141，7441 

I ~ 出内
訳

dロ:.; 計 411，000 157;944 

己一一附
じ人工甑瓦在rr人{年軍司n

011 374，686 
経常

1， H25 活動指標または成果指標

111Z::::[二:12E::1 1生保受給者の健康診査受診者数

2 

3 

目的の妥当性二 1 妥当である|健康増進法による
妥ト…一山・……山H・M ・-寸............................1
当 I自治体関与の妥当性|妥当である|健康増進法による
性..c~.…H・M・.....................・ H・目一一 .:;...1 ・ ・・ | 

[1対象(受益者)の妥当性|妥当である l健康増進法による

目標達成度三ら

類似事業の存在 |存在しない

|上位施策への貢献度|貢献している

三>1実施主体の適正化 |適正である
?効1 ・;.，;，...;;;;，;.，.1
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 f...~...... ，;，.，;':.，....，;.. ;...............1 
l司ス=ト効率 三|適正である

有
効
性

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

.ト

肝炎ウイルス検診については、県にて同様の事業が実施されているため平成27年度は未実施。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 健康増進課

大項目{政策)

健康増進法第四条の2に基δき健診を実施。
①がん検診(胃・大腸・肺・子宮・乳・前立腺)
②女性の健康診査

歳}出 予算現額(円) 決算額{円)

報償費 80，000 52，000 

需用費 541，000 512，709 

役務費 261，000 260，927 

訳 委託料 99，937，366 99，937，366 

合計i 100，819，366 1 100，763，OQ2 

7苦覇詣裏面=匝蔵裏膏覆 • 1 H25 

1 I集団健診の実施回数

成人保健係 匹Qf]

歳 J入 予算現額(円〕 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

源内 、合割 地方債一

訳 その他 受益者負担金 14，313，400 14，462，300 

一般財源一 86，505，966 86，300，702 

1Eh3 • 言十 100，819，366 100，763，002 

※上段:目標

H26 

10回

一般 経常

10回 10回

100.0% 

52か所
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(
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妥当である|健康増進法による目的の妥当性
三妥 l卜..山.“.山.山……00山….. …..…. 
当 |自治f体本開与の妥当性 l妥当である↓健康増進法による
二性 .ドrプ，....
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である l健康増進法lにζよる

E目標達成度 二 |検討が必要|平成26年度から昨年度受診者数+400人での受診率を設定している
「有 1..00，.."....，......，........，....，.........1
効 l類似事業の存在 I存在しない
j性い ..;.1 
.上位施策への貢献度|貢献している

実施主{体本の適正化 |適正である|健康増進法による
効 lトトト.. 山……聞H山…….. 山…….. 山…….. 川.. 山..… .. 川.，引ぷ_!1"ん.丙E
率巴 I受益者負担の適正化|適正である|拍自己負担額有り
二性|………… H・H・…....ふ"....1
コスト効率 | 適正である .. 
平成28年2月、がん検診実施の指針についての一部改正が行われ、平成28年度から胃がんの対象者や受診間隔及び乳

課題
がんの検査内容が変更となる。
これらの変更点を実施機関である市内の医師会をはじめ市民へ周知徹底する必要がある。

今の両性後方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
=事項



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局呈刊(係)I 健康増進課

.....1 子宮頚がん検診逗己歳の女雇;乳が£扇診:40歳の女
芸|性、大腸がん検診 40歳以上の者 5歳間隔
四|上記対象者へ受診勧奨、がん検診手帳及び無料ク一
室|ポン券の交付を個別に行い健康診査を実施。
l子宮・乳の未受診者へ無料クーポン券を送付して実一施。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

とτさ油下主旬

需用費 713，000 626，056 

役務費 984，000 701，63目
委託料 4，318，906 4，318，9061 

訳

、
合計 6，015，906 5，646，592 

成人保健係 匹I24 I 

子宮頭・乳・大腸がん検診の国が定めた年齢の者

がん検診手帳及び無料クーポン券を個別郵送して実施

l 歳入 王星盟霊l円) 決算額(円)
:国庫支出金

積源肉 会三割一一一
県支出金 872，000 872，000 

地方債

訳 その他 、

ー般財源 5，143，906 4，774，592 

ムロ 計 6，015，906 I .5，646，592 

|人工盈(七百てまT151ト宮町什凶匂| 一般 臨時

活動指標または成果指標 H25 H26 

国が示した受診率に対する本事業のがん受診率 50% 30% 
-・・・・・ー・・・・・・..............・・ -・・・・・・・・・・...且・・・・・・・.......

1 I (子宮頭がん検診) 26.5% 17.9% 
(H26は市の目標受診率)

-・・・・・ー・・・・・...................・・・a・・a・・・・・・・・・・..........
53.0% 59.7% 

国が示した受診率に対する本事業のがん受診率 50% 30% 
......・・ー・・・........................................・・・・・.

2 (乳がん検診) 21.8% 13.5% 
(H26は市の目標受診率)

-・・・・・・・・・・・・.........................ー・・・・・・・・・....・・・...
43.6% 45.0% 

国が示した受診率に対する本事業のがん受診率 40% 20% 
............................. 

3 (大腸がん検診) 13.6% 
(H26は市の目標受診率)

............................. ....・・・・・・・・・・・・・・・....・・・...
34.0% 62.0% 

…W万
一

w河

嶋

u
6
u
o

r
h
L
"

・
u
・

円
ノ
“
日
円
ノ
ム
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n
t
u

官

i
H
P
O

I I固的の妥当性 l妥当である l感染症予防事業費等国庫負担(補助)金交付対象事業
妥Jド…............ム...・H・.....・…4・.................↓
| 当ιl自治体関与の妥当性|妥当である i感染症予防事業費等国庫負担(補助)金交付対象事業
!性性. f卜ト一…………..…………..山………..………….目………..……..山...…………..……..……..山..引?竺......……….日…………..……..…….目一………..一…..……..….日...川……..山….日…....…………..……..…...1.............................1ト卜
:l対象(受益者)の妥当性|妥当である l感染症予防事業費等国庫負担(補助)金交付対象事業

目標達成一度 I検討が必要.

12 除宍浅ζ 汚22;j:::J:::::::::::::: 
上位施策今の貢献度|貢献している

羽子:1it!ìき=??.F竺 I....~~芳三 iF??!fff
J率 |受益者負担の適正化|適正である
主 性 iト卜.凸山‘h川.
|同コスト効率、 l 適正である .. 
新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業として実施。
平成28年度の対象者は、子宮頚がん検診=20歳、乳がん検診=40歳のみ。大腸がん検診無し。

課題 また、検診手帳の交付が必須ではなくなったため無料クーポン券のみの送付とするo

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

直i



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 健康増進課 成人保健係 匹I25 I 
天項目{政策) 中項目I施策)

3|生涯を通じた健康づくり・地域医療体制の整備 健康づくりの推進

一一計画 n

成人健康診査事業

手段|集団健診または医療機関で行う個別健診

ー 一・意図“|結核の発症を早期に発見仏他者への感染を未然に防ぐ

歳 出 予算現額C円) 決算額(円) 議入

需用費 8，000 3，250 国庫支出金

支出肉
役務費 96，000 96，000 

委託料 770，000 680，400 

財 県支出金

源内 害合'1 地方債

訳 訳 その他

?般財源

合計 874，000 779，650 dロ〉ー 言十

人件費概算 i

1人工数(人役)1人件費市n 交付税 1 +- 1 
算人 |宵 | 0251 1，239，360 

活動指標または麗菓指標

1 1集団健診の実施箇所数

21個別健診の受託医療機関数

31市が目標とする受診率に対する受診率

※上段:目標

H25 l' H26 
1 110か所

110か所 1 101か所

91.8% 

30か所

:::??五百二I:::波誠二
100.0弛

50% I 50% 

32.8% I 33.7% 

65.6覧 I 67.4% 

予算現額(円)

874，000 

874，000 

|目的の妥当性 |妥当である|感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律による
妥ドH・M・........・H・.....呼..........・1.............................，
1当 |自治体関与の妥当性|妥当である|感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律による
性トー...・H・-…ー............・H・-一.1.............................，
1対象(受益者)の妥当性|妥当である|感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律による

い I目標達成度- 三|達成している
有 f..・H・...・..............{...........i".，...1
効 l類似事業の存在て |存在しない
性 f.'，，;，:，、 :.........:;::.......1
| |土位施策への貢献度|貢献している

I 7ß......険性~~~~f..~~...?..1 空史子|開:fff.0)三円三ザ開閉!iT堅持!子百円IU:0
率 |受益者負担の適正化|適正である
，ι.a;;- .......-i・4・..........-.....，......................1.............................1
|ョスト効γ率 | 適正である i .. 
受診者の動向として、巡回検診の減少と医療機関での受診増加がみられる。

|課題

ヤ今の向方後性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

呈l

一決算額(円)

779，650 

， 779;650 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室 z所(係)I 健康増進課

中項目(施策)

健康づくりの推進

地域医療対策室 | 

公的病院支援事業

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

負担金、補助及び交付金 5，000，000 5，000，000 

d同h 計 5;000，000 5，000，090 

匹DD

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財源割
県支出金

内合‘
地方債

訳 その他

ー般財源 5，000，000 5，000，000 
合計 5，000，000 5，000，000 

人件費概算 i 人工数〔マM ぷ件記~I 官|有| 同司1一般
活動指標または成果指標

※上段:目標中段:実績下段:達成率

厄忌 I H26 I I H27 1目揮 l

I I I I達成
1施設 I 1施設 I I 1施設 I度二1 I助成金交付施設

2 

3 

臨時

.目的の妥当性 |妥当であるi時尚子持引ヨヨ汀雨今日告ヨタ百三五................
対象(受益者)の妥当性|妥当である

目標達成度 E 

有 lι…山....白山川Lい.
効 |類{似民事婁の存在二:三工 l存在しない
一二一二性|ドf 二 主 主 | 

|上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 適正である
効 1...........，..，........，....................，
率 |受益者負担の適正化|適正である

性 |ム|
|コスト効率 I 適正である .. 
補助の適正さについて病院の改善計画等を審査する。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めるととが適当

τ改時期善
向性
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課凶局面室 z所得)I 健康増進課 健康企画係

歳、出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額t円)
修繕料 289，440 257，040 国庫支出金

言E
内

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 訳 その他

一般財源 289，440 

iEb3 - 計 289，440 |二 257，040 合計 . 289，440 

人件費概算
|人工数(人役)1人件費(円).1 1 守付税 1 ~ 1 1._.__ι| 

|算入 l無 I I会計種別| 一般

活動指標または成果指標

1 J開閉器盤更新

2 

3 

目的の妥当性 | 妥当である

※上段:目標中段・実績下段:達成率
H25 .1 H26 I I H27 1目標 l

達成
度

i le地説明|:2224E12耕作所二二........
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

1目標達成度二
三有 } 

孟効，::1類似事業の存在:う 1存在しない
性 f...... コ l
上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である
効 f..・H・..，..…:.;...¥.0.，:..;..........1
率 I受益者負担の適正化|適正である
性 I. ，...........................:;......;.~;;;.I

コスト効率 適正である

課題

今の向後方性

EJ 

... 

事業の終了
改善
時期

回三日

決算額(円)

257，040 

257，04;0 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課E 局室刊(係)I 健康増進課

大項目(政策)

健康企画係 匹I47 I 

事ノj、野田保健センター空調燃料を地上タンク式の灯油に切
:!:Iり替えた際、地下タンクが廃止されていなかった。このまま
ま|放置すると残油が漏れ出す危険がある。そのため、将来
霊|に向けて安全が保てるようタンク内を洗浄、水等を充鎮
|後、関口部はモルタノレで、閉鎖し廃止するo

歳 出 予算現額(円) 決算額{円)

修繕料 218，160 213，840 
ム支三

出
内
訳

.g. コ 計 218，160 213，840 

ー

人件費概算

活動指標または成果指標

1 1地下タンク廃止

下τなE、
卓主i主
ンクからの油漏れを未然に防ぎ、市民の安心安全を図る

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債内 l合

訳 その{也 r

一般財源 218，160 213，840 

合計 218，160 213，840 

|人工数は役)1刈平葺南下] r亙付税 1_1 I云孟三二|
| ~I .... ，... 01 1"弘|無 II釘問l 一般

※上段・目標中段:実績下段:達成率

H25 I H26 1 I H27 l目標
‘一 達成

度

2 

3 

臨時

目的の妥当性 l妥当である

iIR--HEP--FI211日:::I?~祥三今245::::::::::二二:
|対象(受益者)の妥当性|妥当である

有て1目標達成度三日 1 
f 坊、ム|類似事業の存在シl存在しない
性IγJ
|上位施賓んの貢献度r一|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である l ノ

三勃. f ，:...................，.;.，;;;:.~......，.....:，.............................， 

率手↓受益者負担の適正化 i適正である
性 H..:;...........，...........，.:..，.，..・|
コスト効率 一一適正である .. 

E 
事業の終了



平成27年度事務事業評価シート|課=局室ー所(係)I 健康増進課

t平成25年度に小野田保健センター調理室で使用していた冷蔵
事|庫が故障したn厚狭地区複合施設建設の関係で保健センター
業|調理室の使用ができなくなったため、その冷蔵庫を移動させ使
概|用していた。平成27年度厚狭地区複合施設の完成に伴い、新

様式1号(事務事業評価)

健康企画係 匹I48 I 

一 一・要|調理室lと冷蔵庫が必要なため購入する。 一 |意-図寸|調理室利用者の食品衛生面で安心安全を図る

歳 出 予算現額(円)

備品購入費 100，000 

支
出

内
訳

dE』ヨ 言十 100，000 

活動指標または成果指標

1 1冷蔵庫購入

2 

3 

1*1巨的の妥当性 ...;1妥当である
妥 1号山・[.;，;，;，，::..， ;;;.i:ii;~"";""".';1

三当 1自治体関与の妥当性|妥当である
三E性ト 三宅子宮ー ;:...1
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である

|目標達成度
有トH・M ・.............，...;...................1
効 |類似事業の存在 1存在しない
性 1...:':........，..:.....;;......，.............1
|土位施置引の貢献度1貢献している

|実施主体の適正化 1適正である
効 1.:..i. ~ :..... •••••••• ，. ，.:. ，..， .;，;-;;....".1 
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 |トト“…'"…“川..…….“….“……..山….日d

1同弓ス卜効率 「 二1適正である

課題

今の後方

向性

特記
事項

決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

79，800 国庫支出金

踊財尚T一r合割ご
県支出金

地方債

訳 その他

一般財源 100，0001 ' 79，8001 

79，800 ，Edヨ.. 計 100;000 79，8001 

一般 臨時

H25 H26 

..... 

事業の終了
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

匹1 33 1 医療対策室健康増進課平成27年度事務事業評価シート|課・局・室E所(係)I 

歳入 予算現額(円) l決算額(円)I 

国庫支出金 1/3 1，200，000 733，000 

財 県支出金
源害IJ
地方債:

内合
訳 J その他

一般財源 2/3 2，400，000 1，467，000 

iロ~ 計 3;600，000 2，200，000 

歳エ出 予算現額(円) 決算額(円J
負担金、補助及び交付金 3，600，000 2，200，000 

支
出

内
訳

一、

dEh 2 計 3，600，000 2，200，000 
lJ人工数(太役)10λ1手蔓rrnI 

0151 865，2741 
臨時Z 三入件費概算

H25 活動指標または成果福覆

::::21経:::::l:::::2HF申請分娩件数

2 

3 

.目目的の妥当性
妥 lト卜トH山……….. …..山………冒H山….. 山山.. 山.“-…….“山山.. 山山‘u山山…….. 山….. 山….. 山..……….“. 山……..……. 
当 |自治体関与の妥当性 I妥当である l処遇改善による産科医の確保につながるためo

f壬三性，.fト二一..……...竺…H・H・-…H・H・....・H・H ・-勺・|…・・・・・・・・・・・ 十
I対象(受益者)の妥当性|妥当である l産科医を雇用している施設であるため。

1目標達成度
有 }・いいチトー-……….，.....…』
効 |類似事業の存在 |存在しない

|竺 [i伝説二泊伝|語以~6"1
I~~d実施主??適正化 .J...~.~.~あ?
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 トH・H・-……...ぷ・品川 | 

|Iコスト効率三 I適正である .. 
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

業事戸且p，『，，わノ¥そ{疋設標
同
同

特記
l事項



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課冒局室・所(係)I 健康増進課

歳出

需用費

支 役務費

出内 委託料

訳 備品購入費

.g. 言十

三二i人件費概算

予算現額(円)

2，611，168 

212，000 

34，589，000 

2，030，832 

39，443，000 

は主薮京在:)1

|0.51 

活動指標または成果指標 4

診療日数

21一日平均受診者数(小児科)

31一日平均受診者数(内科)

目的の妥当性三 |妥当である

決算額(円)I 歳 入

2，325，265 国庫支出金

196，584 財' 県支出金

33，513，385 地方債

2，030，832 その他

テ般財源

38，066;066 て合計

交付税| 士 | 
算入 1 M 1 

λ{期社
※上段:目標

H25 1 H26 

316日 I 314日
316日 1 314日

l00.00% I 100.00% 

30人 1 30人

25.9人 1 23.9人

86.33唱 I 79.67% 

5人.1 5人

2.7人 1 2.9人

54.00% I 58.00% 

地域医療対策室

予算現額{円)

診察料 31，053，000 

8，390，000 

39，443，000 

5 I:~:~~!~明言語:r::#.~:~~~日ヨヨ言語雨前村待日正..
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である

|ιq一目標達成度 j概ね達成している
有}山，~，，;;'~......;.......................I

効 |類似事業の存在 |存在しない
性トH ・V・-……ふ | 
上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化三1適正である
劫Z 日 r ー|

率 I受益者負担の適正化J適正である
性 Iト.山……..“…….“山...…..山..“一←…..
bコス卜効率 γ三 I概ね適正である|セフテイネツトとしてコスト効率はふさわしくない

課題

今の向後方性

特記
事項

.. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

匝1 34 1 

決算額(円)

27，553，800 

10，512，266 

38，066，066 

経常



平成27年度事務事業評価シート|課局宮冨所(係)I 健康増進課

様式1号(事務事業評価)

地域医療対策室 I ' IN()I 35 I 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

委託料 6，729，000 6，647，400 

支
出

内
訳

=合計 6，729;000 6，647，400 

里入 予算現額(円7決算額(円)
国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 6，729，000 6，647，400 

=合計 6，729，000 6，647，400 

|-四時三「工数匂H人{牛問。げ官j叶同町| 一般 | 経常
苦言語指標ま1三は成果指標 H25 H26 

1 1協力医師会数
• • • • • • • • • • • • • η，b

…nL
 

• • • • • • • • • • 
-

E
E
E
E
4
E
'
'
a
 

• • • • • • • • • • • nL
"
n
L
 

• • • • • • • • • • • L
 

21年間稼動日数
• • • • • ;
 

似
m
一

い!
 
;
 

向
山
一
口
H

…口
H

n比
一

2
一

2

0
一
7
…7

噌

E

A

-

n

:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 
:
 

岨
判
一
…
;
 

向
山
一
口
H
…口
H
:
 

nu
一
つ
白
山
円

L

向山
v

一
句

t
山
ワ
I

1
i
一

明:
 
• • • • • 
・

100.00% I 100.00% 

3 

a目的の妥当性 1 妥当である|安心安全な市民生活に寄与している。
妥ート l 
当 I自治体関与の妥当性|妥当である|市民生活上一次救急医療体制の充実は必要。
註 1.:-.;........;.....;.......;.....;.:.::..;...1
|対象{呈益者)の妥当性|妥当である卜次救急医療を支えているため

|ド111号l.~ザJ号号惇秀一空翌烹聖存......二ム一云斗L一べ一千、一千=斗k~.， 1ピ山よよr、三"~..1 翌黙持日1.-どY点叶:三ヨ叶:三三~.J干町円T円引ßI;:どiU3仕今
効 |類似事業の存在 三|存在しない
性 1..........................;;....，.... :...;:.1 
|上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である

lf21世話ふ2.正副長正である
性 l と l

コスト効率 適正である .. 
課題

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室刊(係)I 健康増進課 地域医療対策室 | 匹LiLJ

事|市民の安心安全を図り不測の事態に備えるため公共施|対象|市内公共施設49か所(指定管理者委託施設を除く)
業|設に平成21年度にAEDを設置した。その更新時期である
概|ためパッド‘カートリツジを更新。

要

歳 出 予算現額(問) 決算額(円)

需用費 2，222，640 1，857，492 

支
出
、内

訳

百十 2，222，640 1，857，492 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

j内原 書合IJ 地方債

訳 その他

一般財源三 2，222，640 1，857，492 

合計 、2，222，640 1，857.492 

二羽生費時 |入明人t(|人1T5301|官| |匝翌|

活動指標または成果指標 H25 H26 

1 Iパッドカートリッジ交換施設数

2 

3 

目的の妥当性 l妥当である|市民生活の安心確保のため
妥 lトトト“山…….. ….“……...日….. ……….町山.. 山.. 山…….. 山…….. 山…….. 山山…….. 川山.. 叩山.. 山...山….. 山…‘“山.. 山……….. 山……….. ………… .. 山……….. 山….“山….. 山....….山.. ….  
:己三当当E乞 1白治体関与の妥当性| 妥当である|公共施設に設置したものである
|控了 F..;;;........・p・....・H・...・H・.........:.+............................1
ご|対象{受益者)の妥当性| 妥当である|交換時期に到達するものである

l目標達成度三 γ |達成している

有 l山……7・主 l
効|類似事業の存在 七|存在しない
性}…，......….;.，;....:....:.:，..;::.;;.:1
上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 >1適正である
効 μ三恒里 、|

率 |受益者負担わ適正化|適正である
性 |卜卜ト.. ……… .. …….目一.“.山……'山……….. 山……….. 山….. 山….. 山……….. 山一…….. 山….吋山….. 山....ムι7しふ一.. 山……….. 山……“.“……μ.日山….. ….…〉い….ι瓦~竺"山品ぷ.λ、hい川一.. 而….而山-“而.. ぷ叶;孟l
I:Jコスト効率 主三三1三~ 1適正である|入札を実施

翠題

今の後方正 事業の終了
改善

向性」 時期

.. 

一
記
項
一

一
特
事
一



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局宮伺(係)I 健康増進課 地域医療対策室 l 

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

ピ己主両尚主

備品購入費 1，998，000 1，998，000 

訳

品ロ 計て す 1，998，000 1，998，000 

匹LJiJ

子歳入 予算現額(円〉 決算額1円)
国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債ー

内合
訳 その他

一般財源 1，998，000 1，998，000 

4ロ~ 計 1，998，000 1，998，000 

人件費概算
l入主教(人投)1よ再葺南下] r詞槻 1_1 長瓦三日
1 0.11 576，8叫 卜算入 |無 II会計種別| 一般

※上段:目標中段:実績下段:達成率

H25 1 H2旦_j I H27 1目標 l

達成
度

活覇干旨覆ま7とは成果指標

2 

3 

目的の妥当性 妥当である

臨時

妥 f卜卜“山….. ……… .. ………… .. 山…….. 山…川.. 山….. 山….一Lい.竺山….. 山.. ….  
当 |同自治体関与の妥当性|妥当である|市の急患診療所のシステム機器更新
性 卜日一F円戸Jι.日J二よムし.目...……….. 山….“.一竺"一……主〉、戸ら.. 斗台←川山山.ι出言H而....……….. 川.“.. 川山….. … .. …....一一……J一一.. ….+.・H ・........・H ・.......・H ・1.............................:
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

|目標達成度
:有三 f.';...........，.......................:.'..:..1 
|荏|知県きけ在 .:.1存在しない
上位施策ムーの貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 l適正である
三効十…山、 :，.i"..，..e:'1 
J率三|受益者負担の適正妃|適正である
性弓l三一竺.......… ....・ 」 ・|

I~;;たド語:率 |概ね適正である .. 
=課壬L二題=会三

今の向方後性 事業の終了ー
改善
時期

:
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一



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課a局回室・所(係~I 健康増進課 健康企画係 匹D[J

総合的な人材育成事業

ーl山口県市町保健師研究協議会及び山口県市町栄養士
喜|研究協議会に加入し、両協議会主催の研修会への参加
概|や情報の恵与を受けることにより、保健師・栄養士の資質

要|の向上を図る。
ーベ意図-1両協議会からの情報提供や研修を受講し資質を向上させる。

歳 出 予算現額(円) 決算額(同) 歳 入

負担金 60，000 60，000 国庫支出金

盟房両ー割色ミ
県支出金

地方債 J

訳 υ 二 その他

三三三吉守主訳曲内1主τ 

一般財源
田£泊駒 言十 60，000 60，000 d口』

人件費概算
|人エ数(人役)1λ停葺[同)1 

|0.051  288，4251 
交付税
算入

活動指標または成果指標

健康増進課保健師数

21健康増進課栄養士数

3 

|目的の妥当性 |妥当である.
妥 1...・H ・-リ .'1.............................1
当 l自治体関与の妥当性|妥当である
性| 巳ー | 
対象(受益者)の妥当住| 妥当である

目標達成度
有 l….~..・ H・.........・H・..…-… l

L荏|型子的存 I....!.在しない
I:Ef立施策へぬ貢献度|貢献している

実施主体ぬ適正花斗適正である
効 1..，...........，............，...，....'.'._.... "1 
三率三l受益者負担の適正化|適正である
三性三f;..;;.;t......，..;.，_;; ι .1 
と|コスト効率己 矛 |適正である

課題

H25 

二五五二I::::15::::

1...........筏::::::::::r::::::::));::::::::::

.レ

今後
の方
向性

計画どおり事業を進めるととが適当

特記
工事項

計

予票読覇(円) 決算額(円)

60，000 60，000 

60，000 60，000 

経常

|時|



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 健康増進課

中項目(施策)

地域医療の充実

地域医療対策室 | 回三日

二次救急医療体制支援事業

歪lZZ造事探2;言問、緊525TEZ詰言語こ|対象|幡制で二次救急を実施している医療機関
主|対応する。必要な経費は3市がそれぞれ人口に応じた負|手段|かかった経費を各市の人口割で負担する
慨|担を行う。

I~";"";" <..:.. I ~ /0  -------L-:意図|広域の二次救急医療を確保L、地域医療の充実に資する。

歳 r二出 予算現額(円) 決算額(円)

負担金、補助及び交付金 8，730，000 8，729，815 

支

認自コーo 

jEb Z 言十 8，730，000 8，729，815 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

踊訳酎肉 割吾

県支出金

地方債

その他ニ

一般財源 8，730，000 8，729，815 

iロ~ 計 8，730，000 二8，729，815
|人工教は役H入件費(円)I I交付税 I-t:.- I 長三一一I _~fù I 

人件費抑算 1 0.21 1，153，叫 | 算入 | 有 II会計種別| 一般 | 経常
※上段:目標中段:実績下段.達成率

活動指標または成果指標 ィ ; I H25 I H26 I I H27.!目標 l

I 10施設 I 10施設 I I 10施設 |達成
1 1協力医療機関 r......・5遍設…"T"…・3施証 M・E・'1 (".......9首謀H・H・'1度

100.00% 1 100.00% 

21協力医療機関での二次救急稼動日数

90.00% I 90.00% 
365日 1 365日

365日 1 365日

3 

I目的の妥当性 | 妥当である l二次救急医療体制の継続維持につながるため。
妥三トふ………H・H・....・.:....1..… | 
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|広域圏での二次救急医療体制の継続に資するため。
性 f，.....，........・M ・..................・H ・...1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|二次救急医療体制を支えているため。

目標達成度 達成している|一年中受診できる体制が維持されているため
有 t....................，........................，

=荏 l~.15号竺今i.......I....!.~と?~.~...I
7I上位施策ぷの貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である
効 1...............................:........::，.1
率 |受受j益者負担の適正化| 適正である
卜性 iトトト"……….. … .. 山..  川 .

Eヨコスト効率 主 |適正である

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

向性

.. 

一
記
項
一

一
特
事
一



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課a局宮町所(係)| 健康増進課 地域医療対策室 | 匹I40 I 

事|全国的に医師足であり、診療体制の縮小が余儀なくされる中、地域の限
lられた医療資源を効果的・効率的に活用するためには、「医療機関完結
業|型Jではなく「地域医療連携による地域完結型医療Jの推進が重要となって1=""， I 
姐~Iいる。そのため、医療圏に点在する患者情報を集約、共有し、医療資源の|手段 13市の人口に応じて経費を負担する。
副最適化を図るとともに、地域における質の高い一貫した地域医療体制の整i i 
l備を図る。 今 ー |意図 1地域完結型医療の実現を図るσ

よ歳 出 予算現額(円) 決算観(円)

負担金 310，000 310，000 

支

「訳出内 ? τ 

d よ一 一

合 計二 310，oool 310，000 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

一令 国庫支出金

Eオ 県支出金

源肉 割合 地方債一

訳 その他三 f

一般財源 310，000 310，000 

ず合+計 310，000 310，000 

「可i人件問 |宮市I~~~HUIJI 一般人件費概算

三活動指標または成果指標

1 !退院情報連携システム利用件数

※上段・目標中段:実績下段:達成率

1 H25 1 市宮古一寸 1- H27 1目標 l

|達成
…......…iS7{:平山・II…・'9s'f平…吋度

21ポークノレサイトアクセス数
件
…
件

n
U
H
A
U
 

n
o
"
の
o

n
D
n
p
o
 

弓

t
山
巧

t

4
 

h
 

100.00略

3 

経常

目的の妥当性--"'1妥当である

i |lH1骨宇幣肖A長持肖?子モ持!I併持持暢:H拘丙併併伶柑桝骨H持:55労4注併持?詩詰詩掠剖-旨券許子刻剖:手子I:~::I主王戻空ffιιι::II::::(|l[I::::::::::持号与主話記引:三三主主当?2壬主訪:三三ヨ?i古ヨ渓荒:》5汚京-占説主夜;51三三引jz三E王訂'....[男明円型?幣?烹空1JÏ惇柑幣.空竺汗黙聖子幣黙.秀烹T宅~I
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度 h筑ね達成している
有， I..:;':..;;;.c..，;:.......，......."..........! 
類似事業の存在 |存在しなし

二二J
三|斗伝説言語|長示仁三百|
l実施主体の適正化 |適正である

効 1......，....，...;.;;.0;..:.，:;;;，;............1
率 |畏益者負担の適正化|適正である
性 1....:.;，.:，.................................1
〈 1コスト効率 主|適正である .ト
課題

今の方
後

計画どおり事業を進めることが適当 改時期
善

向性

I ，'，.:~I 



様式1号(事務事業評価)

回三日地域医療対策室健康増進課平成27年度事務事業評価シート|課・局・室属所(係)I 

二歳入 予算現額(円) J決算額(円)

覇E由t:1割合

国庫支出金

県支出金、

地方債

訳一 その他

一品質財源 γ 810，000 810，000 

AEb2 • 言十 810，000 810，000 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

町~I重出内 ー
補助金 810，000 810，000 

よ訳ム

dE』3 言十 810，000 810，000 

経常閣一
|人工数(人役)1人件費(円)1 

| o叫 288，4251
一人件費概算

手活動指標または成果指標

1 1学院数

2 

3 

2 妥

当
性

目的の妥当性 I妥当である

自治体関与の妥当性|妥当である

対象(受益者)の妥当性| 妥当である

目標達成度 キ l 達成している
有ト .1 
効二|類似事業の存在 |存在しない

一世ti1ft伝言二!伝説|説仁三;ヨ|通伝説2民主万二掃にぷ両広元五五三己主主
実施主体の適正化 |適正である

効ドふ...，......;，.，;;;;.........1
率二'1受益者負担の適正化|適正である
控ド、 | 
lコスト効率 1 適正である

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

向性

.. 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局首室・所得)| 健康増進課

地域医療整備支援事業(老人保健施設整備の償還補助事業)

地域医療対策室 | 匹DO

士|医雇議蘭E在宅との中間施設として地域在宅医療を担う
主|老人保健施設の整備費の一部とその借入れ利息につい

高|て平成7年度から平成31年度までの25年間補助する。 I手段|施設整備借入金の元金の一部及び利息償還金を補助する。
要目

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

補助金 15，583，000 15，582，534 

;支
出
内
訳

£ロ』 言十 15，583，000 I J5，582，534 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 r

財 県支出金
源割
地方債'

内合
訳 その他

一般財源」 15，583，000 15，582，534 

J合計 15，583，000 15，582，534 

;人特時 |人瑚人間人件問。II官|無|同問l一般 | 経常
※上段:目標中段.実績下段:達成率

活動指標または成果指標 I H25 I H26 I I H27|日揮

1 I施設数 j 蹴 | 鍛 I I 蝋 !? 

2 

3 

目的め妥当性 I 妥当である

æ_J~}~~+~:~:~~~;~J::::~~:~~~::::t~:~?~~~?~~:~~~~:!~長REH4255:::
l対象(受益者)の妥当性| 妥当である

l目標達成度乙、
|有 1.:...:.....:......:...:;..;...，;..............，
効 !類似事業の存在 |存在しない
性 f......;.....::，;~:;.......................""

|土位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化fコ|適正である
効ff戸、 :........1
f率 |受益者負担の適正化|適正である
性十 | 
コスト効率 | 適正である

」

課題

今の両方後性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

.レ

、
、
-
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平成27年度事務事業評価シート|課・局・室=所(係)I 健康増進課

支
出
内

|ー訳

歳 出 予算現額(円)

負担金、補助及び交付金 12，312，000 

4合計

人件費概算

I 12，312，000 

2下人工数(瓦在TI
10.11 

でて活動指標または成果指標

1 I超音波画像診断装置

2 

3 

I I目的の妥当性 |妥当である
妥， ~..:.，.山H ・H・…ふー...・M・ ..........1.............................1

決算額(円) 歳入 4

10，476，000 国庫支出金

源財 割
県支出金

内合
地方債

訳 その他

ー般財源

10，476，000 JdE』3 言十

l笠 CJ 
H25 

当 1自治体関与の妥当性| 妥当である|地域医療体制を安定的に確保するため
性"-1;;;.-.....・H・..…L・P・..…H・H・…1.............................，
1対象(受益者)の妥当性| 妥当である|

l目標達成度 、 I 
有 1....，..;...，，;.;;...............;......;....1
効 |類似事業の存在 1存在しない
性 h~..'…ー;ーり・ ;...~;;，; .. -:..:.......:I 
l上位施策?への貢献度|貢献している

三|実施主体の適正化↓ |適正である
劫1 同二、|
と率 I受益者負担の適正化|適正である
三性 f..:...，..:: 主 | 
コスト効率 1 適正である

卜

課題

苓の荏方-

L且埜

f 特記、
|目標設定にそぐわない

~事項二

事業の終了

.い

様式1号(事務事業評価)

地域医療対策室 匹1 44 1 

予算現額(円〉 決算額(円)

12，312，000 10，476，000 

12，312，000 10，476，000 

臨時

改時善期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課E局冒室盲所得)I 消防課 消防庶務係 匝亡ヨ

歳 出 予算現額(円) 決算額(円〉 てこご」歳当 予算現韻(円1決算額(円)

書1-1-1 
宇部・山陽小野田消防組合費分担金 878，787，000 878，787，000 国庫支出金三

財 県支出金 液石・火薬委譲 167，000 164，000 
瀬割
地方債〉

内合
訳 訳 その他屯

一般財源 878，620，000 878，623，000 

合計三三三 三87:Mal，OOO 878，7a7，POO 合計 878; 787 ，000 878，787，000 

目 -a 且』tιーr 10-.E n、1--.:. I ，且Eニ~=，__、

一般 経常

t主ニ 活動指標または成果指事 H25 I三 H26

1 I火災件数、救急件数 火災30件救急2.980件l火災33件救急3.068件

2 

3 

|臣的の巳妥童桂三 妥当である|消防組合の運営は、消防力の充実・強化に寄与するものである。
妥 .1..:....“…ぶ・・L・..・Gを忌1.............................1
当 |同自治体関与の妥当1性主主主| 妥当である|市は、当該地域における消防を十分にはたすペき責任を有するo

l円一tt主 tt土tt竺tt空tt.そヂ-よJ、|元逗三.i品言詰.孟戸一手込ゐ芸令ぷ):泌必a戸記

三ご目標達成度
:有も三lι己-山.. 吾.
劫 I類{極匝事業亘在在三 |存在しない
性 }ト.. ふ.. ……… .. …… .. … .. θJμιぷιム一一.. 叩川.. 司..o布与与-_示.. ぷぷ:ミ示iよJ人ι 二 ~ 七斗| 
上位施策ペの貢献度1貢献している

|実施主体の適正化 >1 適正である|市は、当該地域における消防を十分にはたすべき責任を有する。
ベ亨言効i玉三当王j三当j佐-士台?ρ山‘H山….. 川叩...川….. 
1呪Jミ三1婁婁婁婁!三三|慢畏益者責担の適正化| 適正である I惟経費負担(怖施設整備を除くο)は構成市の基準財政需要額割を基本としており適正である。
喰住住t三斗|♂示ぷぷぷ〉云二示J戸示.. ぷ:弓戸孟受主主孟...言主註よ完完元そ弓示守二主一亘
|拘コ3ス正ド効率率;τ三ミ三;乙乙| 適正である

-F 今後、限られた予算内で施設・資機材の整備、更新を図っていかなければならないが、市民が安心して暮らせる環境を構築
するには計画通り事業を進めてして必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当

国主



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課開局E畳所(係)I 

童 l整備計画を実施している糊車両はいずれ匝枇によ|対象
重、|り性能低下が著しく、各消防活動に支障をきたしている。じ:三一

読ドって、消防自動車を更新するための負担金を支払い、巴到ム
ー|市民の安心、安全を確保する。平成27年度は高規格救←ーー斗♀

消防課 消防庶務係 匹1 2 1 

ミミ|急自動車及び支援車を配備した。 I意図 l各種消防活動の円滑化を図り、市民生活の安全を確保する。

ざとー:、J歳 出三
、す 宇部・山陽小野田消防組合費分担金

支て
出ド

、内
|訳

合主計

人件費概算二

予算現額(円) 決算額(円〉

2，738，000 2，738，000 

2，738，000 2，738，000 
l̂工数(人役:)Iさ入件費(円)三|
|0.11 865，2741 

活動指標または成果指標 一一一 一・-

1 I整備車両数

2 

3 

歳 i入 予算現額{円J決算額(円)

E難ー両訳置、さを手至E !主割台三

国庫支面金

県支出金

地方債J ニ

その他

ニ般財源、 2，738，000 2，738，000 

べて合 計一三 ; 2;738，000 i:C2;138，000 

臨時

E妥 l目的傾当性 ， I妥当である|高規格救急自動車及び支援車を更新し、消防力の充実強化を図っている。
t..... ・ H ・......・'竺~_，_.__ .・................・・・・1.............................1
当主|自治体関与の妥当性1妥当である|市は、当該地域における消防を十分に果たすべき責任を有するo
E ーい・…山・…・"“………………..~I...... .... .......... .........1 

五|対象(受益者)(J)_妥当性| 妥当である|老朽化し性能低下した車両であり、妥当である。

ー目標達成度 三寸|達成している|予定通り配備されており、達成している。
有 f...ヂ←?ーH・H ・-…・、山・1.............................1.
三効、|類似事:業業の存在三三ζヨI存在しリjなよ計しい、|市内全域の災害活動に従事する組織は、常備消防と非常備消防しか存在しない。
-，牲性 |ト卜ト“山……….“山…….“山…………..……......……川..…川..….“正川一…一.

|上位施策?き?きき'-0の2貢献度|貢献している

三|実施主体の適主化.I適正である|市は、当該地域における消防を十分に果たすべき責任を有する。
効 1:...ト.......・H・..…....-....……1.............................1

二 r率 |受益者負担の適正化|適正である|宇部・山陽小野田消防組合規約の経費の支弁方法による負担割としているo
iこ=壬 十 H・M・白ザ-山……ーi-.-..一円.1.............................1
ミミー;三|コスト効率 ぺ三|適正である

ー冒

の方
向性

特記
事項

.レ

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局面室慣(係)1 消防課

豆n
2，103，000 

2，103，0001 2;103;000 

交付税主主| 緋 | 
算大ニγ1 "" 1 

1三三てJ三ζ 1人工数(入役)1人件費何|
子三三J夫件雪型喜三二 1 0叶 865，2741 

11整備数

2 

3 

}活動指標または成果指標

[消伽ース40mm90本
潜水等器具一式
防火服一式 20着

※上段:目標

H25、 i 市芝百一三
消防用ホース等一式1消防用ホース等一式

消防用ホース等一式j消防用ホース等一式

消防庶務係

圭 J目的の妥当性 |妥当である|;災i足E害現場で使用する資機材の整備は、消防力の充実強化につながる。
妥三ヨl…J“….. 叩山….. 刊.. 
:三1当司自j治台剖f体本関与の妥当性| 妥当である|市は、当該地域における消防を十分に果たすべき責任を有するo
性;ンI主主rド.よ二...…….“…...モ...ち了子.で?竺竺ザ竺.. 一..千....ト日.竺1日片!竺.…….......1.............................1 

回二日

(円)

li&a'!f I 

|対象(受益者}の妥当性|妥当である|老朽化の著しい資機材及び災害現場で必要な資機材であり、妥当である。

目標達成度 三 |達成している|予定通り配備されており、達成している。
有， f………山・4・・H・M・-山山H・H・1.............................1
効 1類似事業の存在 |存在しyな旨い|市内全域の災害活動に従事する組織は、常備消防と非常備消防しか存在しないo

E 性 H卜一一一E三?一一一.一一j三V壬ごニcl土j位立施窒ペの貢献度|貢献している

有|実施主体の紅巳|適正であるfは、当該地域における消防を十分に果たすべき責任を有する。
t" ・H ・....・H ・ .t!....._..，.~勺""...，.，......，.............................，.

1 率 |受益者負担の適正化ミ|適正である|宇部・山陽小野田消防組合規約の経費の支弁方法による負担割としている。
性rι「ぺI十|ト….. ……… .. ….一…i….. ……… .. …川.. …… .. …ブ".….. 川山.. 山….. 山....……….日………….. ………… .. ……… .. …… .. 山.吋...山.……… .. 山…….. 山….. 山..山 "引山叶.. →.1 十
三ぷ三二コゑ卜効率二 い 1適正である| .. 
2課題

今の両後方性 計画どおり事業を進めることが適当

特記
〆事項

改時期善



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課 z局室f所得)I 消防課 消防庶務係

1 I償還率

2 

3 

1'.2>-_---..-_三 う三歳三三入三三弓 z 予車事覇I円1

議事主両主デ三割官
国庫支出金ニ

県支出金;三

地方債

訳 その他

一般財源 5，357，000 

4Ebヨh 計 5，357，000 

工数(人投)1人件費{円)1 1交付税〆 1_ 1 1ネょ手町，1
| 0叫 86叩~ 1-算入 |無 1 1会開型| 一般

活動指標または成果指標 l H25 I H26 
100% I 100% 
100唱 100% 

100.00% I 100.00% 

二三三|目的の妥当J控三|妥当である

匹E己

:決算額f円J_C

5，357，000 

5，357，000 

臨時

i:ー:骨子祥子券子1""詩15E::!?5:??をH55112明石21iZ21ヨ子三千五二二:::::1
対象〔受益者)の妥当性| 妥当である

I目標達成度 |達成している

iii希持与を三|::::日夜...目的設計十三謀長持jjE56HH匹??ER51J;::::
1上位施策への貢献度|貢献している

実施主i体本の適正化 I、I適正である|市は、当該地域における消防を十分に果たすベき責任を有するo
、効 }トト"…….. 叩.. ……….一…i一…司"同.....刊…‘"山.. … .. 川山….. 川.. 叩....….. 叩.. 叩 H…吋.円引…?刊1

率三I畏益者負担C適正{也ヒιι-1適正である|宇部.山陽小野田消防組合規約の経費の支弁方法による負担割合としている。
唱干内z二主与 ιL占.. 両....坦.λ----- ・山・・，..... -...::.・・・.1.............................，
竺二子Iゴズト話事三手子三|適正である

一?

の方
i向性

特記
事項

.. 

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課E局室・所(係)I 消防課 消防庶務係 匹じ己

......，消防団は、その施設及び人員を活用して市民両生命、身

芸|体、財産を火災から保護し、諸災害を防除及び災害によ
概lる被害を軽減し、市民の安心安全を確保する。

要

三三三=歳出?干 予算現額(円) 決算額C円主主

J支

負担金、補助金及び交付金 11，715，000 11，610，125 

旅費 18，176，000 14，766，230 
出
報酬 17，279，000 15，052，497 

内
訳 報償費 5，523，000 5，522，720 

その他 5，922，000 4，812，796 

~ヨh 計 三三 58，615;000 51，764，368 

人件費概算
ワ 1米朝(一城Jr一人性向 11 交付税 | 有 1 1会計種目jl 一般
1 1.41 8，075，8931 1 算大| 1 1町 1刊|

※上段:目標中段:実績下段:達成率

1 三1 H25 1 百互~ I H27 |目標 l

1485人(定員)I 485人(定員)I 1485人(定員)I達成
419人(実員)1422人(実員)1 1416人(実昌)1 度 4

|工 T 量二歳入、 予事現顧(円)I決算額(円J

Z酎額日一r割
国庫支出金J

県支面金三T

内合
地方債一二一二ーで一二

訳 その他 i且瞳報置金及び絡入 6，986，000 6，486，000 

ー般財源 51，629，000 45，278，368 

合 言十 ，- 58~6r5.000 51，764，368 

ヤ

「

ー

経常

1回員数

三宮 j舌動指標または成果福覆:
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怖
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3 

|目的の妥董桂三三 |妥当である|消防団活動事業は地域防災の根幹である。
妥 lトい.. 山山…….. 川山…….. 山山…….. 山山….. 山山.. 川.“山山‘“山山ら日山山……i一……….. ………… .. 山山…….. 山山…….. 山山…….. 山…….. …… .. … .. ふよ斗ぷぷぷLし一一..川…….“川山..山山.. 川....;..円‘h這竺 ‘句恒E
当 |同自治体関与のの」妥当1住主| 妥当である l法定事務であり弘、災害対応は市が行うべきもので、消防団はその中心となる。
性ト…円…H・H・.......←?・1.... ト
二 |対象(受益者)の妥当性| 妥当である|団員確保、装備、訓練の充実を図ることにより、災害時の活動の実効性が期待できるo

r 三三|目標達成度 |概ね達成している|当市の団員数は減少はしていないが、横ばい傾向である。
r三三有 三1，.ベ与竺h♂戸.. 片戸戸.ムムぷι=二戸iよぶ百示示Lλλi一ぷ.一iギ..一.山到-恒円...三日'……...竺山小川7一一…..山………..山…..山…..山...….日川….叩山…い刊.
効三斗|類似事業の存在 |存在しない|市内全域の災害活動に従事する組織は、常備消防と非常備消防しか存在しない。
性 i卜..…………..………..……..…..“斗い孟ヤ?
上位施策への貢献度|貢献している|

実施主体の適正化 ~I 適正である|消防組織法により、消防団は地方公共団体に付属する機関として規定されている。
効亡さい……"・H・H・..，……H・H・:1.............................1
一一言l受益者負担の適正化l適正である|消防団の運営は市が実施するものであるo

-Iヨ京五効率三三 l適正である| .. 

計画どおり事業を進めることが適当

L11 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課胃局室三所得)I 

占 IJ享:狭牙国軍庫は老朽化により防災活動に支障をきたして
芸|いる。よって、防災活動に支障のない場所に新たに厚狭
概|分団車庫を建設するものである。

要

予算現額(円H決算額C円1
16，408，9601 15，012，000 

83，0001 29，982 

22，0001 21，000 

95，0401 95，040 

387;0001 386，254 

16 ， 99~ ，oool 15， 54~4， 276 

消防課

一三 |大工数(胤)1入傾向 II交付税でI
J ご J人件費概算 、 0.81 4，210，4叫 |三豆長tl

※上段:目標

活動指標または成果指標三三 r>H25 1三 H26.
| 設計委託

1 1事業の完成 1.............................1 設計素話
100.00% 

2 

3 

消防庶務係

石備 14，803，000 

2，193，000 

16，996，000 

|目的の妥当性 |妥当である|防災拠点の整備は、消防力の充実・強化につながる。
三妥三九山…………1.............................1

匝亡口

(円)

14，260，000 

1，284，276 

15，544，276 

臨時

fziF踊国主主型住|妥当である|法定宇務であ問害活動は市が行う竺もので、翌防団がその中心となる。
対象[受益者)の妥当性|妥当である|老朽化した厚狭分団車庫の整備であり、妥当である。

目標達成度 ニ|達成している|

類似事業の存在 |存在しない|市内全域の災害活動に従事する組織は、常備消防と非常備消防しか存在しない。

よ位施策作の貢献度|貢献している|

1実施主体φ壇王化三| 適正である I市町村の防災にかかる費用は、当該市町村がこれを負担しなければならないので妥当である。
効ト……"“……一石ぷぷム1. ↓ 
率 |受益者負担の適正f化じ| 適正である I市町村の防災にカかミ功小カか為屯る費用は、当該市町村がこれを負担しなければならないので妥当である。
性 }ト里円..一"山………..山…..山..山………..山…..山…..山..山………"山..一…………..山…..山...………..山…..山………..山…..山…..山..…..山十..
三工一一J主三工;主l::::r玄卜効率一 | 適正である|分団員数を考慮し、他分団庫と同様の分団庫の建設であり、適正である。

特記
事項

事業の終了

.. 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課 z局面室a所(係)1 消防課 消防庶務係 回二つ

市7、

石備 19，342，0001 19，270，000 53，000 20，783 

33，0001 18，700 

、r

一
|
 

合

二

伺

三21，578，0001 20，840，283 

|ぷエ抗告|人?22411官 I無|匡E
2，236，000 

21，578，000 
2，118，923 

21，388;923 

一般 臨時

100.00% 

|宍圭弓= 活動指標または成栗扇la標標ご 主

I 2台
1什|整備数 1 1 2台

2 

3 

一 目的不幸手控i、 |妥当である|消防団の車両・資機材の更新は、団活動を推進し、地域防災カを高める。
唖ヂ い..............・..............り....吋叩・・.1.............................1

言|自治空関門戸性妥当である|法定事務であ問害対応は市が行うペ討ので消防団はその中心となる。

|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|老朽化の著しい車両・資機材であり、妥当である。

I厘里z揮達成度 |概ね達成しじFている|財政状況や岩朽化の状況により臥、計画見直しがあるが、概ね計画とおり更新できている。
有 lト山吋山山i….山示山戸.一川L
効 |類似事業q旦1存在三 I存在しなしい、|市内全域の災害活動に従事する組織は、常備消防と非常備消防しか存在しない。
.叫唱引叩円岨'..&.. .............. “….....…....…....山..臥“..…...…...山...・....1.............................， 
|上位施策への貢献度 I貢献している|消防団活動を推進し、地域防災力を高めることは、市民が安心して暮らせる環境づくりIこつながるo

i 三三l実施主体の適正化 | 適正である|市町村の防災にかかる費用は、当該市町村がこれを負担しなければならないので妥当である。
効三品己山...........・.............・....・H・.1.............................1

率 l憂益者負担の適正化| 適正である|市町村の防災にかかる費用は、当該市町村がこれを負担しなければならないので妥当である。
性}山内.-.-..........イー一…山|….......................1
jコスト効率子予三 r三三 |適正である|現有車両及び資機材の更新が主な事業であり、必要最低限の整備事業である。.. 

三課題

喜一

E

計画どおり事業を進めることが適当 |言語|



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課，局宮E所得)I 

主|風水吾、言言災専め広範囲に被害がおよび災害現場で、は
霊|消防団が重要な役割を担うが、災害現場において活動を
=，1安全かつ円滑に遂行するための通信手段として消防団
霊|消防救急デジタ峨線を整備する。これに伴い、無線を
l取扱うための必要な資格を団員に取得させる。

歳 出 予算現額{円)島

備品購入費 21，319，000 

支 役務費 23，000 

ζ出訳向ミ手ξ 下

負担金、補助及び交付金 314，000 

三三二三主:合 三百十 21，656，000 

. 週" 4E 

三:三
若覇宿標または成果指標

消防団消防救急デジタル無線の整備

2 

3 

決算額(円J

21，114，000 

22，750 

31.3，092 

21，449，842 

，aL言章E
入金重旦L
1，730，549 

H25 

消防課

γ歳入

主温財両訳主干さ三;→百三詞責J 九

国庫支出金

県支出金三三=

地方債三三:

その他了J

一般財源

J ぷロ』 言十

交付税| 侃|
算入 |市|

※上段:目標

消防庶務係

予算現額(円)

右備 19，187，000 

2，469，000 

三21;656，Q09

.目的の妥当性 | 妥当である|消防団活動を安全かっ円滑にすることは、消防団活動の推進となる。
ュ妥ニ l…・・亘・M・...……十 | 

匹亡己

決算額(円)

19，187，000 

2，262，842 

21，449，842 

臨時

〈当三|自j治台剖f体本蘭1皐芸の妥当性| 妥当である|法定事務であり、災害対応は市が行うベきもので、消防団はその中心となる。
性て ト..…..五らμぷふふ孟孟.“………..…….“…..…一五ん“一叩.一山f戸?山竺竺.瓦z元…t訂..ふ一り..…………..………..山…..…汁..1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|消防団が災害現場で情報伝達のため使用するものであり、妥当である。

目標達成度 品 1達成している
有 i・H・H・...……H・H・.....…H・H・.:.1.............................1
三効 01類似事業の存在 |存在しない|市内全域の災害活動に従事する組織は、常備消防と非常備消防しか存在しない。
手性一一ト竺……三...，.:.............;;......1.............................1
| 二三 |主茸施策(の貢献度|貢献して同|現場活動を安卦つ円滑に遂行するこ胤消防団活動を推進し、市民が安心して暮らせる環境つくりにつながるo

I実施主体の適正位三二| 適正である|市町村の消防にかかる費用は、当該市町村がこれを負担しなければならないので、妥当である。
| 効 ~i:...，.…...・-・7・日山一豆、一 | 
率 |受益者負担の適正化| 適正である|市町村の消防にかかる費用は、当該市町村がこれを負担しなければならないので、妥当である。
|性 1......:.……・.....・-…;;........c:;;l......c......................l
三 "1コスト効率三 |適正である|必要最低限の台数の整備であり適正である。.. 
課題

:今の向方後性 事業の終了 改時善期

豆i



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 消防課 消防庶務係

毒

消防団安全装備品整備事業(安全確保のための装備)

.".， 1 r消防団の装備の基準」が改正され、救助用半長靴、救
芸|命胴衣、防塵メガネ、防塵マスク、耐切創性手袋を計画
概|的に配備する。

要

予 (円)

1，347，300 

三 三i'，{08;OQOIこに 1;347，300
1人工数(λ役)J木件費(同ユτ1

人件費概算」三三 1 0.31 1，730，5491 

活動指標または成果指標 l子 H25

1 1整備数

2 

3 

x二二三三 、一一三一一 予算現額(円)
国庫支由壷

財 県支出金三 i
j原割
地方債

内合
訳 その他

一般財澗 1，408，000 

d回~ 計 1，408，0001' . 

間一|

匹亡己

決算額(円)

1，347，300 

1 ，司~7j300

臨時

目的o妥革推 I妥当である|災害活動中の団員の生命・身体を守ることは、消防力の充実、強化に直結し、妥当である。

自治体関与の妥当性|妥当である|法定事務であり、災害対応は市が行うべきもので、消防団はその中心となる。

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|災害現場に出場する山陽小野田市消防団員を対象にしており、妥当である。

l目標達成度、 l達成している l計画とおり整備されており、達成している。
有 1山一…ー!_o...Õ~. ~.......・.....・H・-・山 1.............................1
劫 1類似事業の存在 |存在しない l市内全域の災害活動に従事する組織は、常備消防と非常備消防しか存在しない。
性 1・H・H ・-山…;……ヶ1.............................1
上位施策への貢献度|貢献している旧員の生命・身体を守ることは、消防団活動を推進し、市民が安心して暮らせる環境づくりにつながる。

効障の適正化 lEである|市…ー蛾市町村がこれを負………
"'H.，.i...・.......，...................1.............................1

ミ三J率三霊益葦負担担.(/)の適正北| 適正である |市町村の消防にカかミ功カかミる費用は、当該市町村がこれを負担しなければならないので、妥当である。
r 性性一 'L.山一……...…'.. 山.. ち望.. 言孟首-守，.i-;..竺1、二三:手.oi.....一竺.... 竺..空?γ.. 山.. 十.
コスト効率率:三三子三rヘ¥三主¥三主三三:三:三:主| 適正である |整備計画を定め、 1叩O年計画で全分団に配備する予定であり、適正であるo

e 

計画どおり事業を進めることが適当

~里



平成2.7年度事務事業評価シート|課E局首岳所得)I 消防課

入件費概算 γ

(円)

1，080，000 

l，100，ouTI}{ {，O加，000

|人工数(人役)1守人件費〈円子|

|0.251 1，44幻 241

J活動指標または成果指標 H25 

1 I軽可搬ポンプの整備

2 

3 

歳入

国庫支出金

財三 県支出金=三
源割
地方債三

内合
訳 その他戸ニ

一般財源三

合計:

L室見

椋式1号(事務事業評価)

消防庶務係 匹亡日

予算現額(円) 決算額(円)

1，000，000 1，000，000 

100，000 80，000 

J，lOO，OOO 1，080;000 

臨時

|目的の妥当性 、 | 妥当である l消防団員を確保することは消防団活動の推進、消防体制の充実につながり、妥当である。
て妥二ト………....・M・-……|・ ..........1 
当三I自治休関与の妥当性| 妥当である|法定事務であり、災害対応は市が行うべきもので、消防団はその中心となる。
性..r.・H・H・-…日……............+............................1
対象f受益賓)の妥当性| 妥当である|女性消防団員の活性化は、女性消防団員を含めた分団員の加入促進につながる0

.目標達成度」 二三 |達成している

有 lト卜.マ………….. 一…….. 山…….. 山….. 山.日...……….. ……… .. 山….. 山....…….. 山….. 山..…一喧..山Jぷふふぷ.. 山….. 山吋.. 山.丙5
二効圭 I類似事業の存在 1三I存在する |市内全域の災害活動に従事する組織は、常備消防と非常備消防しか存在しない。
ニ-'-'_1性佐主三工q….........“M ・A・H・M ・..…・んいよ1.............................1
三三 I上位描策への貢献度|貢献している|女性消防団員の活性化により消防団員を確保することは、市民が安心して暮らせる環境づくりにつながるo

. 1実施主体の適正化 | 適正である|市町村の消防にかかる費用は、当該市町村がこれを負担しなければならないので、妥当であるo
mリ P引"川"山司山"!_~~-'里'..........・ H・?・1・・・ 1.............................1・|巳に医:2益儲者師駐脳E削|配一槻る耐陪f一カMぽる諌棚費朗用…柑町叩村桝榔カが…=

ヒ主\11:，~'三乞:k.. 山.. ……… .. 川…….. 川….. 山..山………!一…………臥"山……….. 山….. 山….. 山...川 i.，.而山山….. 而山....…斗.. 山斗.;1.............................1. . 
主主三Iコスト効率 耳|適正である l必要最低限の資機材の整備であり、適正であるo

F課題

今の後方↓

向性

特記
事項

---

事業の終了
;改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課掴局面室・所(係)I 消防課 消防庶務係 匝仁己

ー』消火栓の設置がない地区や自然水利のみの地区、消火
玉|栓の水量不足地区等、水利不便地域があり、火災時の消
概|火活動に支障を来たしている。よって消火栓を有効かっ
要|計画的に設置していく。

ζ11-;~J;496.0001 1)436，875 

三三三二弓三 |;人工数(人役)1人件費(円)1 
z 杢堵盟主 1 0.251 1，442，1241 日

r 三活動指標または成果指標 、 1 

1 1新設消火栓数

21消防水利充足率

3 

目的の去当性一二=三l妥当である|消防水利を確保し、迅速な消火活動が必要である。

d・自治体関与の妄当性三|妥当である|消火栓設置は、市が費用を水道事業者に補償するもので、法定事務である。

対象L受益者)の妥当性| 妥当である|市内に設置するものであり、妥当である。

主主il.~.!~~.!...........， .........1 明;.~:.~.~~..l芳三??明竺?と，""(弘史ゴ乃
三効 I類似事業の存在 I存在しない

性|エii幅三五五時|説石ミ|両副長在日正副長広三五山崩五日記;
実璽;主体の適正化 |適正である|水道法24条で、水道事業者の消火栓設置義務及び市町村の費用負担が定められている。

l受益者負担の適正化| 適正である|水道法24条で、水道事業者の消火栓設置義務及び市町村の費用負担が定められている。
ミ性ト…...・M ・...・H・"・H・H・..…....・1.............................1
!コスト効率三主一三三三ュ;正| 適正である|予算内で設置予定数である2基の消火栓を設置しており、適正である。.. 

計画どおり事業を進めることが適当

一
記
項
一

一
J

特
事
一



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課a局.~;所(係)I 総務課 危機管理室 匹00

E 歪

防災知識普及啓発事業

市民が災害時に迅速かっ適切な行動をとるためには、 〆対象 市民、自主防災組織及び各種団体

事童相
災害に対するより正確な知識を持つことが必要である。
出前講座や防災講演会などの機会を活用し、防災意 事段

出前講座、市広報、ホームページなど各種メプィア等を利用

識の普及啓発を図っているが、今後もさらに推進してい した防災情報の発信

要 く必要がある。 Z意図三三 市民の防災意識が向上し、災害時に市民が的確な行動をす
ることができるようになる。

出一三二 (円)

金一二三子計

人件費概算
さ|よ工数(人役).L瓦再葺(円)I 受付税nι | 

算入ーI1m I L 三1 0.21 以見6991

活語詣扉または成菓子旨標

1 1防災講演会、自主防災リーダー研修会開催件数

21防災に関する出前講座件数

3 

※上段:目標

H25 I H芝6
3回1 4回

3回1 3回

19件I ¥ 30件
12件I 7件

(円)

経常

|目的の妥当性ご主号二 |概ね妥当である叶|災害カか〉もら市民を守るために、防災意識の高揚及び普及啓発は重要であり妥当である。
、 妥 }ト.一.日且ふ三-吃-長-0江詮o“………..山……..……..…....………….“………..…….“ふ.λLし一…..…..ぷ.
了当 |同自?治奇体体:関闇与の妥当性|概ね妥当である引|防災意識の高揚及び普及啓発は市の責務であり妥当である。
，'+0 t-.・..o..o.j.・M・.，.-.....・....u.…....…"'............................1"
Jて;、|対象(受;益者)の妥当性|概ね妥当である|主には市民や自主防災組織を対象としており妥当である0

7Z!?黙竺三.二l~~~~.とだfl??.22竺????とごた!??と'"C1t \Qo
類似事業の存在二 |存在しない

上位施策への貢献度|貢献している

空警主主ぞ鰐!日翌~:~.~...l主.1U'ìrn界竺主何???竺è:L-'"C:今竺E25:
平子三二l受益者負担士の適正1B:1適正である
性三 f~竺.....・...~..~~;;;.;.c.; 九 '~d 

rコスト効率之三;主主 I適正である .. 
-出前講座等については、重複したものにならないことや興味を引くものにするなど、内容を創意工夫する必要がある。
-防災の要は啓発であり、出前講座制度自体の啓発も必要である。

主ご課毛主題三

今の後方= 
事業の進め方等に改善が必要 改時期善 28年度中に改善に着手

向性、



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課骨=室町所得)I 総務課 危機管理室 匹ou
中項目(施策)

防災体制の充実

総合的防災体制整備事業

?事撃機壬F 
市の地域並びに市民の生命、身体及び財産を災害から 対象 市民、自治会、自主防災組織
守ることは市の責務である。災害に対し、迅速かっ的確
に対応するためには、地域防災計画に基づき、市全体 手段

市地域防災計画の修正、防災用マニュアノレの作成・周知、

として組織立った活動が必要不可欠で、ある。 職員研修の実施、災害対応専門職員の育成など

要 防災体制の充実・見直しゃ職員の意識の向上により、災害
に対し、迅速かっ的確に対応することができるようになる。

r!i(PH.. |三 」歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国産支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 防災ヘリ運協負担金 2，423，000 2，418，519 

一般財源 14，522，848 14，394，767 

合 計三三三三二τ 二三二16，945，848( 16;S:J3，~86 

ー す

委託料 I 13，305，8岨I13，305，848 

-16，945，8481 16，813，286 

l人工数(人役)1人件費(円)I 1交付叫 1"" 1 l"c~gi~1 ~;ll 
1 0.51 加~，;~8 I主主|無 II 語種~ul 一般 経常ι 人件費概算

(設定しない)1 (設定しない)

活動指標または成果指標十

1 1地域防災計画の修正

21防災体制の充実・見直し

3 

目的の妥当性二ーケ:1妥当である|災害から市民の生命、身体及び財産を災害から守るためには必要である

自治体関与rの妥当桂三| 妥当である|市の地域並びに市民の生命と財産を災害から守ることは市の責務であるo

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|主には市民や自主防災組織を対象としており妥当である。

目標達成度
壬有..F~:. ，~.. 日円…・ .....…・l

逗効二l類似事業の存在 =ιi存在しない l
1't牢F三3主一戸

二-三';JI写て1巨王位;施施重吾言主む責車度~:~I 貢献している目

実施主体の適正化 '1適正である

長言語長語-る通-五1~.l一通王322一一一
I・M・..…山，..h..・H・...・M・.....・H・-・，)0---------------+--------------------・E・四一一一一一一一一ー----圃--・--------------------------園------ーー
司2-t-効率プミさす三 | 適正である

..... 
全体的に、市民の防災意識は年々両まっているものの、地域間あるいは自治会聞に温度差がある。

今の後古:
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

特記
事項



平成27年度事務事業評価シート|課・局圃室E所(係)I 総務課 危機管理室

様式1号(事務事業評価)

回三日

災害対策基本法第48条の規定により、総合防災訓練の 対象 市職員、防災関係機関

事
実施が義務付けられており、災害発生時に迅速かっ的
確な行動をとるためには、市、防災関係機関、市民それ 手段 市、防災関係機関及び住民連携による総合防災訓練の実施
業 ぞれがとるべき行動を想定した実践的訓練が必要とな
概
る。 防災計画の再考、防災関係機関相互の協力連携体制の確
要 意図 立、防災関係機関と市民との聞の協力体制の確立及び市民

に対する防災知識の普及啓発

fJi(円J 歳入 予算現額(円) 決算額(円I

重;瓶訳同事一訴合主言

国庫支出金?

県支出金三

地方債三三三ム

その岨二二一二三

:一般財j車三 955，400 445，242 

ァ;合二一;百十 955，400 445，242 

75，0001 14，256 

211，400 201，678 

260，0001 84，240 

|型?|無 1 1詞間| 一般 |経常臨時|

21総合防災訓練の開催回数 1回

3回

活動指標または成果指標 三 1 H25 
4回

1 1防災訓練検討委員会の回数 4回

l00.0略I 100.0覧

1回I 1回

1回

100.0弛I 100.0% 

3 

二三三1目的ぬ妥当性 |妥当である|災害時に迅速かっ的確に対応するためには訓練は必要不可欠であり、妥当である。
号宴竺F~;;;~;:ム-……….1............................1| 
当 |同白;治台体関与の妥当性|妥当である|災害対策基本法第4姐8条の規定により総合防災訓練の実施が義務付けられれている。
性 l卜トトい"山山……..叫……..山山.. 山山...“...…"榊山..………量...….“….“....瓦孟iι一.一一!竺...…凪山山..一'
対象{受益者Jの妥当1桂主到| 妥当である lj災i災t害時の公助の力を備えることlはま、市民の生命と財産を守ることに寄与する。

有 「持門空.子円守照 一I...~空門門門空惣労雪でil~主t主f照矧雪ぞ仔仔:竺竺引雪雪討叶:...I.~~けT士.史里空.
:勃粧J三三三777}顎劃i型亭業ぬ存在 | 存在しな加しい、
01'6:;，;:'・.....ι...忌.-.......・6・“五..;.....，.;".....1
三三きで同車整ゆ貢献度|貢献している

|実施主体句通Æ1~-.=1 適正である怖が災害対策基本法に基づき実施しており適正である。
ι1 '>>:"T"~"'''' 1，災害対策基本法第48条の規定γより総ム防災訓練の実施が義務付けられれて

I受益者負担の適正叫適正であるいり、適正である。'-- ロ

ー効率主ーいj 適正である同11練の実施により、知識の習得や災害時の幅広い対応を身に着けることが可能となる。
r 

e 
-昨卒度は台風接近のためやむを得ず中止した。昨今の気象状況を考慮すると、屋外での実働訓練を確実に実施するため
には、時期の選定などが課題となる。
・現在はより多くの職員が参加できる図上訓練が主流になっており、各種災害に対応する図上訓練も必要である。

寸防止直一

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課唱.~-~一所(係)J 総務課 危機管理室 匹DD

災害時に、迅速な市民への防災情報の伝達は、被害を }対象 市民、自治会、自主防災組織
最小限に止めるため、必要不可欠である。また、気象情
事 報、河川情報なども市の防災対策に必要不可欠であり、 気象情報・河川情報等の収集手段の整備、防災無線の整
業 これらをより早く情報収集するためにも、整備が必要であ 手段 備・拡充、防災メールの適正運用・充実・普及、エリアメー
概 る。

、
ルの活用、コミュニティFMの活用など

要

意図
災害時の情報を迅速かっ的確に収集・伝達することにより、

、 市民の生命、身体及び財産を守る

98.1%1 97.0国

市F

委託料

J 賃借料及び使用料

l，566，0001 1，484，202 

515，0001 500，000 

2，455，0001 2，453，392 

負担金補助及び交付金1 795，0001 728，007 

合 計 1. 5;9(iO，叩叶三二喧国;国

|人γ工数(大役)卜λ件費I円)1 
人件費概算 三 1 0・151 865，2741 
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※上段:目標
三活動指標または成果指標ー 1 ，H25 1. H26 

I (設定しない)I (設定しない)
1 IJ-ALERT(全国瞬時警報システム)試験放送 I 3回I 3回

21防災メール登録件数

2，700件I 3，200件
2，648件I 3，103件

3 

目的の妥当性 妥当である|災害時の情報を迅速かっ的確に収集・伝達することにより、市民の生命及び財産を守る。
妥 l……-……………….t...........................t
三当 |自治体関与の妥当性|妥当である|災害時のs情報を迅速かっ的確に伝達することは、市の責務である。
性j:.………・...・H・E…ー…ト"十
対象(受益者)の妥当性|妥当である|主には市民や自主防災組織を対象としており妥当である。

標達翌二二:二l~~.~~と~~.~~1~0.とJv開1tf~f烹た.ゴだ:明男tl~pxと -Z-v¥{) 
ヤの存在 >;1存在しない

.........・..u..・H・........・M ・...・・...“・+・・・・・・ ・H ・H ・・・・・・・・・・+・・・・・・・・・・・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・H・H ・...・H ・.....・・・・・・..................・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・....・...................

適正である|災害時の情報伝達は、市の責務である。

主言語通説j 孟~.~.~...t込-isz-i員長-孟J;論説伝達することは、市の責務で机適正である。
川町~t 通王ミぷ|二長i;長長広言語二ぷiA-ぷ可語ぷ.6: 五長雨宅福五。

-F ，昨今の複合化する災害に関する情報を正確かっ迅速に伝達するには、複数の情報伝達手段を運用することが好ましく、
三よ|新たな有効的な情報伝達手段を研究する必要がある。

課題

士写覆±
の方
向性

特記
事項

計画どおり事業を進めることが適当 1::1 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局且室E所得)I 総務課 危機管理室 INol 29 I 

津波発生時に避難の目安となることを目的に、市内の公 対象 公共施設ほか
事 共施設等の主要な箇所及び沿岸部の主要道路を中心
業 に、平成24年度から4か年計画で海抜表示板を設置す 事段 海抜表示板を人目のつきやすい場所に設置する。
J概 る。

三意図三
平常時の注意喚起につながるとともに、災害時の避難の)要

活動指標または成果指標

1 I海抜表示の設置

2 

3 

目安にもなる。

f田?

183，000 

183，336 

. c31/6;336 

臨時

;~~~-~-~l~' ;，.~ ~ 三ニI..-v 'I...~ -k ~ I海抜表示の設置により、平時の注意喚起や災害時の避難の目安にもなり、また市民
ト里fI}，](})妥当性 三|妥当である|などの海抜値に対しての関心も高く妥当である。

言|言語品目与ぷ芸守当性| 妥当主あ五|正当込-i;通達広ぶの情報を提供することは市の責務であり妥当であるo昨.ム， ， 

|対象(受益者Jり妥当性| 妥当である|市民などは一目で海抜値を知ることができ妥当である。

|目標達成度:一三二二 |概ね達成している
岨， 1'，・............・H・....…w ・・0・n・....1.....一…・・-……..，
二効三|類似事業の存在 ¥で| 存在する |ハザードマップを市ホームページに掲載し市民の危機意識を啓発しているo
ii重二|キLim--""""""""""HiふH・I・H・.....……H・H・....1
= -I土佐施議への貢献度|貢献している

明書型空11lpf??lT??王百三?:.7E!.1T.雪f;:::汗芝生el))l主主計:
受益者負担(J)適正事 I適正である
.....“・........円岬・..，.・・旦・':.，.・・・・・・・2・・・・・E・・・・..........ー....... 

コスト効率九 三I適正である .. 

事業の終了



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係).1 総務課 危機管理室 INol 30 1 

2 
r若

防災ラジオ助成事業

IFM山陽小野田と連携し、防災ラジオを災害時要援護者
事|施設や自主防災組織、一般世帯などに有償で配布する
業|ことにより、災害時の情報収集を迅速にできるようにし、
概|自発的な自助・共助の推進を図る。
要

対;長|自主防災組織、災害時要援護者施設、市民、市内事業所

豆百三|自主防災組織、災害時要援護者施設、市民、市内事業所に
三弓二|有償で配布する。

ー:一意図|災害時における市からの情報伝達手段の多様化を図る。
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一般 臨時

Z160，0001 . 2，125，440 

|人工数(人投)I人件費(円)I 
τ社説草;三三 1 0.31 1，73 

三 j舌動指標または成果指標

1 I防災ラジオの配布台数

2 

3 

r~""'h "，':T1 ili loJl- I ~\I，~~ ~ 115.t害から市民の生命及び財産を守る?めには、正確な情報を迅速に伝達すること
妥、|目的の時世; ミ|妥当である lが烹要であるf ; 

主|自治性関与の幸吉MI妥当である l災害時の情報伝達手段の確保は市の責務で;bl)， ~当さある。
|主主(受章者)のι妥当性| 妥当である|災害などの情報を得る手段の多様化が図られ、妥当である。

三三三I目標達成産 I検討が必要|配布台数が伸び悩んでおり、更なる普及啓発が必要である。
三有よ-ドーふ………・・・・山…・・十・…・...“………..….目.“…….“….日…冒.....・ H・.1

三;効手|類似事業の存在 I存在しない
三性ト………...…….，.，.，;."t
|上位施策への貢献産三|貢献している

|草地位~~i{[.1 一る-T__ .......... '~_"~'_'"・ H'~"" "_~~'_'_! '''_.~'! ._.. ，+ 

率三I受益者負担の適IE化|適正である
三世主怪示・H ・，..・・ 4 
=日!コスト効率 、 |適正である

易
地域コミュニティFM局と連携による防災ラジオを活用した情報伝達は、災害時には非常に有効であり、より多くの自主防災
組織や市民などが活用できるよう普及啓発に努める必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当

里」



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局直E所得}I 総務課 危機管理室 回三ヨ

緊急放送体制確保事業

災害時において、コミューアイFMを活用して迅速かっ 巳対象 市民、事業所、自治会、自主防災組織、災害時要援護者

事F 確実に情報を発信できる体制を確保することにより、 関連施設

業 情報伝達手段の充実強化を図る。
手段J災害時に迅速かっ確実に緊急放送が発信できる体制の確保

概
要

意図:
市民などに対し、災害情報を適時的確に発信することにより、

F 

人件費概算す

麗南7
1，200，000 

三 1，~∞却01 1，20化000

|人工数(A役)1人件費(円)1 
|0.151 865，2741 

A 活動指標または成栗指標三

災害時に迅速かっ確実に緊急放送が発信できる
1 1 
体制の確保

防災体制の強化を図ることができる

|:裂い|

21緊急放送実施回数
(設定なし~...+...~'設学し)

3 

1，200，000 

1，200，000 

一般

(円)

了..1;200tUQQ

経常

三、王 、 子三 1-k:I...L-...-.n \I/.....-:.~ -? I災害時の情報を迅速かつ的確γ収集・伝達する加とにより、市民の生命、身体及び
雪?手当性 概ね妥吋切手を守る。1，_~-7R:. 'I.D.JEE '1 '.，.)...__ 

自治体:関与の妥当世|概ね妥当であ斗災害時の情報を昼夜間わず、迅速かっ的確に伝達することは、市の責務である。

|対象l受益予搾当性|概ね妥当であ司主には市民や自主防災組織を対象としており妥当である。

目標達成度=ニミ己 |達成している

;手|殺さき存在三|:注目:;
上位施策への貢献度三|貢献している

ラ:

の方二
向性

特記
事項

実施主但草1~ I適正である|昼夜間わず、災害時の情報伝達は、市の責務である。
受益者負担の適正化| 適正である|災害時の緊急放送を行体制を維持するためには、相応の負担が必要であり、適正である。

コスト効率 三三l適正である|一度に多数の市民への伝達が可能とする体制の維持であり、効率的である。

.レ
あらゆる災害時に、昼夜を問わず、情報を迅速かつ的確に伝達する体制を維持することが重要である。

計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局、室・所(係)I 

大項目(政策)

4!市民が安心して暮らせる環境づくり
市斗計画名

総務課 回三日危機管理室

自主防災組織の活動を活発かっ継続的なものにする 対象二 自主防災組織
事ため、防災資機材や訓練に要した経費の補助を行フ。

自主防災組織が行う防災訓練、啓発活動、防災資機材の業
整備に要する経費に対して補助する

概要
三意図 自助・共助の意識の両揚及び地域防災カの向上を図る

三三ぞ歳三二出r 三 J 予算現額(円) 決算額(円)

3出t;， 
負担金補助及び交付金 1，292，000 906，900 

訳内

dEEZ 恥 計 1，292，000 90Q，900 

L 入件費概算一
n
u
-
A
U
 

n
u
-
n
υ
 

9
-
9
 

，
哩
，

p
o
-
R
U
 

A
U
-
n
U
 

Q
d
-
一H
H
d

臨時

z活動指標または成果指標 1三 CH25 三H26

52件I 45件

1 1自主防災組織補助金の交付件数 I 40件I 40件

76.9%1 、 88.9%

21自主防災組織組織率 92.8% 91.2% 

31研修会・説明会等件数
回
…
回

n
L
"
1
A
 

回
…
回

η
4
H
A
U
 
0.0 50.0弛 50.0% 

妥当である|防災訓績などが組織の活動の活性化に寄与し妥当である。
"“・・・"・・・・・・・・・ uu・-“"“・・・・~n."n・........ ...... ...... ........... ~晶.....................................................・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・M・M・.......・H・....・H・...・.........・・・z・・・・・・・n・・・・・・・・・・・・・・・・・・・..................

自治体関与の妥当性| 妥当である|公助のみならず、自助・共助の意識の高揚による地域防災力向上を図るため妥当である。
......・............・・・....“"・・..........・+.....・・..........・M・...・・・+...・・..............................・・・・-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・....・・・・・・・...............・H・...........日............・H・a・・・・

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|自主防災組織が対象であり妥当である

三概ね達成している|補助金の執行率は約8割であり、概ね達成している
.......・.....Jo・M・...・・・向"・........・....・+・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・+.................................................................・・......................・・・・・・・・..................................................................

-・ 一一 一 一一
““・"““...........““"“・・・!..~・e・.~.+・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・+・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・....・・・・・・・・・H・M・.......・M・.......・H・..........・・................・・・・・・・・・・・・....・・・・・・・a ・

上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である|補助金の対象は、自主防災組織であり適性である

適正である|防災資機材や防災訓練に要する経費の補助をするものであり、適正である.. 
主i融主ギ人r 主t 
自主防災組織聞においても活動状況に格差が生じているため、防災訓練などの活動の必要性について継続して周知、啓発
を図る必要がある。

今の向性後方 J 計画どおり事業を進めることが適当 時改期善一

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

回三日危機管理室総務課・平成27年度事務事業評価シート|課'局・畳所(係)1 

|市民の防災意識の向上及び地区防災組織活動の元実
J事|等を図るため、地区防災組織が実施する防災訓練に対
藁|し経費を補助する
概

要

三歳三τ人二三4 予算現額(円J二決算額C同3

国庫支出盆:

県支出金本J シ

地方債:ム

1その他

ι般財源 1，100，000 .999，000 

'.1.回〉 言十 せ1;1'00，000 999，000 

モτ歳三出) 予算現額(同7決算額(円)
負担金補助及び交付金 1，100，000 999，000 

支出肉訳

百十 1;100，000 9~!hOOO 

臨時一般13付税 l
Zニ算入 i 

※上段.目標

T てそご|二てcH25. 1 H26 

11件1 11件

9件1 10件

81.8覧1 90.9% 

2回1 2回

0回1 1回

0.01 50.0% 

享宗竺z弓言 ~山勺で三云ご記- 'i::~-=- '.o-

手三=ヒ子?竺ミ: 人件費型里宰竺一三三三三三三主主;三=己三±号ご三;一

己高動指標または成果指標

地区防災会(セーフティネットワーク)補助金の
1 I 
交付件数

21研修会・説明会等件数

3 

l 目 ~Q5妥当性、 |妥当である|防災訓練などが組織の活動の活性化に寄与し妥当である。
ム妥三?示.....u......……"ー……| ・|
:当三|酉治体関与の妥当性| 妥当である|公助のみならず、自助・共助の意識の高揚による地域防災カ向上を図るため妥当である。
云性三ち山…....・M ・-…ι 壬1............................，
|対象(受主益主者HρD妥当性| 妥当である|地区防災会(セ一フテイネツトワ一ク列)が対象であり妥当である

11i手1iヲ一:右有 |門里門?主竪空聖主史王ι...'ふL三.......三ム壬'....三....よ...
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 |・ザ:予言….二…...............1
二j毛並施策九の貢献度|貢献している

ー実施主体の適正化;一三|適正である|補助金の対象は、地区防災会(セーフテイネットワーク)であり適性である
う効;.;1....."………ー-…-一長話斗… J 
ミ率|受益者賃担の適正記|適正である|補助金は、防災訓練に要する経費の範囲内であり、適正である

性 I~~尚喜十三|通玉川副長il副議漏出五五日比五五ぷ
易

地蔵両lこおいても活動状証~格差が生じているため、百支罰麗などの活動の必要性について継読して周知、啓発を図る
必要がある。

方
位

寸
の
向

計画どおり事業を進めることが適当

特記
事項



様式1号(事務事業評価)

INbl 34 I 
小項目(基本事業)

地域防災力の向上

危機管理室総務課平成27年度事務事業評価シート|課E局・室圃所(係)1

災害のため被害を受け、又は被害を受けるおそれのある 三対象 P

事 市民を一時収容し、保護することを目的に市内各所に避
市民、自治会、自主防災組織

業 難場所を指定しているが、災害の種類、規模、地域別に 手段
避難場所の見直し、避難場所への防災資機材の整備・

概要
よりきめ細かに対応する必要がある。 備蓄、避難経路、避難誘導の検討、防災倉庫の検討

且図関係各課と連携し、避難対策について検討・実施するこ
三 とにより、市民の生命を守る
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歳三こ出『 予算現額(円) 決算額(円)

子Z喜E 出向
う訳

モi一二合 計 三三三O わ。

経常

活動指標または成果指標

1 I避難場所への防災資機材の整備・備蓄の検討

2 

3 

|ご二 |目一白石妥当性三号|妥当である|災害時に市民の生命、身体及び財産を守るためには、的確かつ迅速な応急活動が
L~-ð~~~~，=t ，~ -1 ~ =1 '-CY/，~ I必要となる

妥 k~;j;ι..μ刊山h~.'“山……，“山..山..……. “……“山.… 
皇主三匝陣j治台体関与の但妥当艶性|同妥当肘であ抗る l住防災賠害時の崎避難斯所の州円滑齢な運齢営な舵どの川応急舗活動蜘は、市の崎責務駅であ抗るo
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|災害時の応急活動の対象は市民である

ニ三|目標達成度
でご:耳!i 1....;向"ι.-.n.;'.'・..，............;..';;..1
ι 効 |類似事業の存在三存在しない

'I~ I・同白白山・ 4 

ー二l:e泣施策への貢献度|貢献している

討さ男子祭里子:.!.~...，.J...~.~:.~.~....I~:.~!?骨折三照明TT??!TJ.TT.TT
主主率 |受益者負担の適正化| 適正である
今性 ト卜...一.....存与一-沿，-，..川…?一一....“山…...山ヨ吋山…...…一!一更山…"…一….一一可プ一'

|恒豆1互t←効率 」ζ;三ご一主三 適正である

~Jm之課冨吉一右一 耐…対札町し日一てあるなど更なる説明なり啓発が必要である。

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

.レ

業事算予ロゼli:11i 



様式1号(事務事業評価)

INol 35 1 危機管理室総務課平成27年度事務事業評価シート|課個局・室周所帰)I 

災害が発生した場合、被害を最小限に止めるためには、 「対象 市民、自治会、自主防災組織

事
その地域がどのような災害のおそれがあるかを事前に
熟知し、それに対する対策を講じておく必要があるため、 手段

ハザードマップの市民への周知及び作成・見直し
業 ハザ}ドマップの市民への周知や作成・見直しについ
概 ての関係課との協議が必要である。 災害に対応したハザードマップを市民に対し周知することに
要

;図Zより、実際に災害に直面した場合、迅速かっ的確な対応が
可能となる

{円)入二

国庫支出金

財 |県支出金三J
源割i
内合|地方債三三三三

訳三|?をめf世主三三
三I量販財輝三

|入エ数(人役)I人件費(同)I 
1 0.21 1，153，6991 

一0。
トλ佐費概算三 経常

I 子 J 活動指標または成果指標

2 

3 

I .-r， :tll -r.'~+':_ -L I地域に起こりうる災害を事前に市民に周知することにより、被害を最小限に止めること
目的の妥当性 二三|妥当である lI .f;X.::::::t '-(J.r~ Iができる

自治体聞主恒妥当控|妥当である|地域の特性に応じた防災対策を講じることは、市の責務である。

議長益事謀議|込~;t;;~"T;~~二日;テぷ両両ζ説32

三三三三|里標達成度

三三効子|類似事業の存在 七三|存在しない
性 |… 仁川 、 J 
上位施策への貢献度1貢献している

空空整明王，1~...] 聖主主三|こた1""":>，7常任fft?frff雪.ぞを00

受益者負担の適正化|適正である

コスド効率〆 γ よよ|適正である

災害から命を守るには、地域の特性を熟知する必要があり、ハザ ドマップはその説明に最も適した性質を有しており、現

課題

存する4つのハザードマップの活用方法などの更なる啓発が必要である。

今の後
方 計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課骨宮置所得)1 総務課 危機管理室 匹1 36 1 

金
一

交
一

長一盟
主
一
補
一

龍
一
金
一

t
一
担
一

三
一
負
一-一一一主一一一司王一一己「

l

一l自主扇英語E織の活扇を元棄させ、衰主主吾ないために、
主l地域のリーダー的存在が不可欠である。そのため、地域
事|の防災リーダーを育成するため、各地区の防災士育成を

要|支援する。

予事現額(円)1決算額I同7て
330，0001 110，000 

(円)

= 活動指標または成栗福覆三士三

1 1防災士育成補助金の交付件数

|却槻|無|
三算入

※上段:目標

H25 1 H26> 

33件1 33件

18{'ヰ1 6件

60人1 85人

50人1 62人

83.3%1 72.9% 

一般 日
3JS:言十 ャ斗三 330;00QI二三 110，000

フ Tここ .w..... 三宅三|人工数(人役)1三三大件費(円)1 
γ二万件費概算ゴー| 0.21 山 3，6991

330，000 

三330，000・、

21市内防災士有資格者数

3 

三三 |目的qj妥当性 | 妥当である|地域の防災リーダー的存在である防災士を育成することは必要不可欠であり妥当である

:i ;[品以副長引語法部品五千同悩両日出iみ
封象〈受益者1の妥当性|妥当である|補助金の対象者は市内在住者で防災士の資格を取得した者であり、妥当である

主.~1青黙空空黙里空E竺;よ与ぶ.:...~:，;..!~竺守pj(，L--C三f士vどじV'Q三'.三Q摂T
三劫芋主斗1類類:似著事王婁の辱1在 1存在しない
三三4tI:....1....;.....:;ょ.-，'..iõ~..:.ぶ.......ò........ .j.

ー l上位施覧手よの貢献度|貢献している

実施主体の適正坐適正である|市が講習費用の一部を補助することにより、防災土育成に寄与でき適正である

憂益者負担位適司正|適正である|補助金は講習費用の一部であり適正である

言文通量…山山ri占日以‘
易

防災・減災あるいは災害時の対応は、男性のみの視点から捉えるのではなく、女性の意見なども必要である。今後も引き続き
.女性防災士の育成に努める必要がある。

題

EE 
計画どおり事業を進めることが適当



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課圃局，室?所{係)1 社会福祉課 地域福祉係 回二日

避難所運営事業

事|災害のため被害を受け又は被害を受けるおそれのある
業|者で、避難しなければならない者を一時的に収容し保
町|護。

霊|避難所の開設期間は、災害発生から7日以内。
1高齢者、障害者等の避難所での生活について配慮。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

委託料 270，000 270，000 

支出

内
訳

4E』3 計 270，000 270，000 

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金

源内 害合IJ 地方債

訳 その他

一般財j原 270，000 270，000 

ムロ 計 270，000 270，000 

人件費概算 |人工数(人?;|竹宮司同町下1匝画一般 経常

活動指標または成果指標 H25 H26 

1 1避難所数
…・・5i省市 ....r......5i首辞

21福祉避難所指定数
..1省高....'..r.......4箇所"・

3 

目的の妥当性 |妥当である|市民生活の安全を確保するための地域防災計画に基づき行う事業。
妥卜H ・H ・...........・H ・-…H ・H ・...・H ・-・1.............................1

l 詰|問?幣?幣空門円胃?常今何雪許空幣黙空竺引J芝詰う主三烹空吹三t照;照翌押幣!空!勿円更吹'0)00台
対象(受益者)の妥当性|妥当である|山陽小野岡市地域防災計画

目標達成度
有 1.......:'，...... :，...，. ....，..，.....，... '"' ~.I 
効 |類似事業の存在 I存在しない
性 h:...".;..~ ，.::.;，.....，.""."，.，，..;，，"~:，，';， 1

上位施策への貢献度|貢献している

効 l雪雪性?仔lE1ι!
ぐ率 |受益者負担の適正化
性 1...'..."………H・M・…...・H・"'1
l : I戸スト効率 九 |適正である .. 

J ・避難所の場所によっては開設に時間がかかることもある。運営は職員が行うが、開設について他の機関、協力団体等(消防

団、女性会、青年団、自主防災組織、ボランティア団体等)の協力を得て実施することも必要。
-備蓄計画を作成し避難所の備蓄物資の充実を計画的に図る必要がある。

謀題 -避難所ごとに物資(非常食や毛布など)を配備するのは、それぞれの施設の規模や通常の運用をかんがみると非常に困難
一

であるため、数箇所に拠点を設け、災害時には開設した避難所に向け、そこから物資を運搬し、対応することが望ましし吃考

える。

今の向後方性? 事業の進め方等に改善が必要 改時善期 29年度以降、改善する予定
・

業

一

事

一
、
‘
-

'
u
u
E
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-
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様式1号(事務事業評価)

匹1 1 1 河川港湾係土木課平成27年度事務事業評価シート|課・局宣明(係)1 

言|東日本大震災を踏まえ、近いうちに予想される東南海南
概!海地震による津波等に対して、海岸線における津波ハ
要|ザードマップを作成し配布する(17，000部印刷予定)。

歳入 予算現額(円) 決算額{円〕

国庫支出金 50 1，380，000 1，380，000 

i宮県支出金地方債
その他:

今般財源三 50 2，460，966 2，460，966 

~ c 合ご:ァ計三 3，840，966 3，840;966 

と決算額市3
1，080，000 

2，760，966 2，760，966 

p 壬二|予算現額L閉J
1，080，000 

歳出

印刷製本費

支 |委託料
、出ャト一一一

二内ニ
J訳-

川山一一附

交付税

算入

3，840，966 

入件費(円)I 

些竺~

3，840，966 

l入工~1λ在)l
人件費極主:ー | 0.21 

言十三ヤ正'-'
r 同

臨時

H25 活動指標または成果指標

1 1ハザードマップ作成数

2 

3 

{
一
妥
当
性

目的の妥当性 |妥当である|土砂災害防止法に基づき市が作成する必要があり、妥当である。

自治体関与の妥当性| 妥当である l土砂災害防止法に基づき市が作成する必要があり、妥当である。

対象(受益者}ぬ妥当性u妥当である|関係自治会住民等に周知することは妥当である。
l目標達成度 斗ー|達成している

三有 Hら岡山山H・H・........:.:.........;::.....1
三勃 l頬似事業の存在 |存在しない
噌与4ー七ニ ー...・・p・・・・u・3句リ..'..............白u・E 
|;ー |王位施長白貢献度|貢献している

実施主体の適正化......1適正である|土砂災害防止法に基づき市が作成する必要があり、妥当である。
ご効 fトトト.. 山…….. 山…….. 山…….. 山…….. 山山….. 山…….. 山.日…....…….. 叩....山….. 叩....….. 山…….. 山…….. 山.. 山..叩....山"山.叩;.1.............................1.
;二率 I受益者負担の適正化|適正である|土砂災害防止法に基づき市が作成する必要があり、妥当である。
ご性 l・h・-…F…........・-…H・H・-…| 十
.コスト効率宅三 I適正である|指名競争入札により委託する予定であり適正である。.. 

課題

今の向方後性 事業の終了
改善
時期

二特記

事項



様式1号(事務事業評価)

回三日

t円 r~

臨時

法制係総務課平成27年度事務事業評価シート|課開局声室・所得)1

面一
オ
叶
一
恥
干
一託一委一主

主
一
一
一

一一九一
J

支
出
内
訳
、

;
1
7
 

H25 活動指標または成果指標

1 I庁内プロジェクトチームの会議開催回数

2 

3 

妥 l目的の暫控 τ |妥当である|防災基盤の強化であ日当である。

三当 i自治体関写の妥当性 l妥当である|市役所本庁舎の耐震化であり、妥当である。
レ性こ:竺一一一一.日……..….....
ご三子 r三三三l対象(受益者)の蚕当性| 妥当である |市職員、市民であり妥当である。

達成度 co'l概ね達成している

類似事婁型存在 |存在しない

上位施策:~G?貢献度 1 :貢献している

三|裏施主体の適正桂三|適正である|市が実施主体となるべきであり、妥当であるo
NJ二主 1'1"'，，'"・F・山・.....叩H・・H巳H山川明...............................

率三I聖益者負担の適正化|適正である|市が負担すべきであり、妥当である0
4喧 ト山:主山・亘長竺'一一同町山......・4・・....・H・...................1 咽

ーコズト話事三喜三一 I概ね適正である|耐震診断の結果次第で、工事費などが嵩む可能性があるが、概ね妥当である。... 

計画どおり事業を進めることが適当

I :il 



平成27年度事務事業評価シート|課・局直置所得)I 

「三三入{隼費概算ア

310，000 

|人エ数(人役)1

|0.751 

一一二一 、
活動指標または成果指標

1 1木造住宅耐震診断件数

21木造住宅耐震改修件数

31多数利用建築物耐震診断件数

目的の妥当珪三|妥当である
妥ぃ...・H・-ゆ戸川!..i.~)-.....ぷ.，.

l当 |自治体関与の妥妥当性| 妥当である
性， I垣 r主言 示品ー | 

l:討象(受益者1の妥当性|妥当である

三五三二1.
1自慢成F .!??達成している

=劫 |類似事業の存在 |存在しない

性.上位施ふり貢献度|貢献している

|主1実撞主体の適正it.1適正である

r310，000 

人件費(円)1 

ど竺竺l

.c! '[希望持:lIF--JI[::治拡[::::
コスト効率三一三二 |適正である

..... 

建築住宅課

木造住宅の耐震改修の促進、多数利用建築物耐震診断の促進が必要である。

課題

特記
事項

計画どおり事業を進めることが適当

建築係

改善
時期

様式1号(事務事業評価)

78，000 

310，00。

匹[IJ

78，000 

310，00。
臨時



様式1号(事務事業評価)

匹亡日施設係教育総務課平成27年度事務事業評価シート|諒一時室=所帰)1

大項目(政策)

市民が安心して暮らせる環境づくり
自由計画名

学校施設耐震化事業

災害時の児童生徒・教職員、避難住民の安全確保

二二歳三大 予算現額(円) 決算額(円)

泥溺7主内一主J三ヨ合汚~~ ニU r 
国庫支出金 1/3 69，367，000 69，367，000 

県支出金

地方債 100%， 75% 131，000，000 131，000，000 

訳 その他

一般財源 1，198，000 1，193，4001 

合 計 .201，565jOOO 201，560;400 

三三歳三出三 ι 予算現額(円} 決算額(同)

三主三主砲聞主

調査設計委託料 4，214，000 4，212，000 

監理委託料 10，501，000 10，499，760 

工事請負費 186，850，000 186，848，640 

一訳

d回b九 「言十 ~20r， 565jOQO 2()l，560，400 

目 剥U d z ， Z主匝

臨時|宝女児|者|λ主数(入.役)1 .人件費(円)

iム埜章聖書:三三| o叫 3，172，672 

了一。元
一
一
防

空
検
一
了
石

川
町
一
点
…
完
一
川

一
棟
一
日

ハH
v
u

n〆
u

"

J ュ活動指標言而主成裏有事

1 1非構造部材の点検

了
…
完…

6

掛
…
了
…
川

施
…
。
吾
川

実
…
…
日

棟
…
n
o
H
 

A
E
E
E
E
A守

21実施設計書の作成

31非構造部材の耐震対策工事

妥 .目目的の妥当性 | 雪当三あ~....I.~全に学校生活や避難生活を送ることができるようにする必要があり弘、妥当である。

当 |自治休関与の妥当住| 妥当である |悼学校教育法、学校保健安全法ににより弘、学校の設置者である市が関与することになつており弘、妥当である。
性 |ド..…ι山五“..五坦与...竺竺.....….. 曾が.全1
j対象〈受益者)の妥当性| 妥当である l文部科学省等が定めた基準に基づづ、いて対象を選定しており、妥当である。

正玉n巨??空慢空特存持号 | 空苧Mと-rご士士士ヴ¥tど忠¥tどげ.三ご:三三T三'..1.仕.土烹f士.空ぞと三"C¥tど乃:主5烹?志号!空?与巳王王烹.空.:lJHi
効 i類似事業の存在 | 存在しじJなない

性判婦二雨量副長示日;;ぶ|五二五五五両極芸品i通説会副長記長五子五二二五三五五日正
1 1実施主体ーの適正化三|適正である|市の施設の耐震化であり、妥当である。
主効r三三;三三'ct巨主主を垣-い川...ト聞"….. 円ふぶ主Lぶ司"…….. 刊………….. 山……司"山….. 山.. 
7空更=毒暮三 i憂益者質担の適正化| 適正である|教育基本法により仇、市が全額を負担する必要があり弘、適正である。
性性 1 .. ……… .. 山….. 山.. 
ihコスト劫率 f ふヶ |適正である|競争入札を経て発注しており、適正である。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

.い

[望



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|謀局冨室置所(係)I 教育総務課 施設係 回三日

埴生幼稚園片持ち梁耐震補強・外壁改修事業

|三三二 4歳ー出 予算現額(円) 決算額(円) i二人 予算現額(円) 決算額(円〕

調査設計委託料 344，000 343，440 国庫支出金三

、支 財 県支出金三三
源割 地方債三主
内合

出
内
訳 訳 その他

一般財瀬 100百 344，000 343，4401 
: 合計、 344)000 343;440 合/計 344，000 |三 343，440J

l人工数(人役)1 
|0.11 

活動指標または成果指標

1 1実施設計書の作成

人件需司

H25 

21片持ち梁補強工事、外壁改修工事の進捗状況

3 

目的の妥当性 |妥当である I安心して幼稚園生活を送ることができるようにする必要があり、妥当である。
妥 f:...............'.. ，..............……，.1.............................十
主l.~治体開与生妥当性 l 妥当である|市の施設の耐震化であり、妥.当でで:

三手対象t受益者)の妥当性|妥当である|市が所有管理する施設であり、妥当である。

有|円i性~.!.........../jL.I..~~.とご.1JTlfzf.11jE明~m守王""(;t31) ，黙日]，，¥た
効 |類似事業の存在 I存在しない

| ?一J主三j五A巨王hE函d元瓦福:主主芯責説.示品.瓦長逗"1長ぷ;川示示弘μ長瓦=長品L込}許品品;函両戸戸ii戸;説;逼云逼弱語正函面説fザE品l長J泌?子五.Lよ
三 ~I 実施主主J体体p適正化 I 適正である|学校施設の環境整備は市が直営で行つており、適正であるo
効 ド"ー“長百円・・";"i._;j 十
率 |受益者負担の適正化二|適正である|教育基本法により、市が全額を負担する必要があり、適正である0

4性トn……・・o.........・-山…....・M・+............................1.
←ニ|コスト効率 I適正である十複数の業者から見積りを徴し、比較検討して発注しており、適正である。

:課題

今の向後方性」

特記
事項

.. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

臨時



平成27年度事務事業評価シート|課・局面室皿所(係)I 総務課 危機管理室

様式1号(事務事業評価)

匹巳ヨ

山陽小野田市国民保護計画に基づき、武力攻撃等など 対象 市民

事
から市民を保護するための措置を実施できるよう組織体
制の整備や計画内容の市民への周知を図る。また、地 山陽小野田市国民保護計画に基づき武力攻撃等から市民

γ概業 方自治法第2条及び自衛隊法第97条の規定により、市
、手股
を保護する。

要 の「第1号法定受託事務Jとして自衛官の募集に関する
;意図事務の一部を行うこととなってし唱。 関係機関との連携を図り、武力攻撃から市民を守る。

市]

。
。

経常

l;;!;動指標または成果指標

11国民保護に係る情報収集

2 

3 

目的の畏当性三iここ I概ね妥当である|武力攻撃事態等から市民を保護しなければならないため妥当である。
妥 l…........竺・.-.-.o....-o.o...日・.，;':..，............................，

I-~::~l-~ てて i:l~~-ht' .a41.Jmr.J......v '11 ~~ ~ I武力攻撃事態等における国民の保護の?めの措置γ関する法律により保護計画の
註 1 1自理由邦子当空 I.~~妥当である|策定否問寸'ftらEている。 ム : 

ヤ三;二一寸対象(受益者)の妥当性|概ね妥当である|市民は、生命及び財産を武力攻撃等から守られるべきであり妥当である。

|目標達成度 三
三有 I..."....:.....:.....::..，.......，，;~;;;~q 

効 |類似事業の存在三三云| 存在する
J 性 1..'，......ふ可~.-.~~-j-.;..-;三孟 | 

.上偉施輩与白責献度|施策体系外

実施主主7碍体の適正化 I適正である

受益者負担の適正f位じιI適正である

附効棋率車〉三〈ぎ-三:二主三i三三三三三i三= ... 
. 奇苓蚕:蘭係機関と連携方法について検討が必必、要である瓦;-一一

可能記一

計画どおり事業を進めることが適当



'様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課喝・室・所(係)I 農林水産課

天事百I政葉7
4|市民が安心して暮らせる環境づくり

実施計画名

中事百I施東7
市域保全の充実

耕地係

11海岸保全施設整備事業(高潮対策) 県営海岸保全施設整備事業(松屋埴生)

事|堤防は天端高が不十分であり、陸両苓示同・樋円等の描
品|設の老朽化が進んでいる。そのため、高潮が発生した場

匹[IJ

高|合等にその機能が十分に果たせない恐れがあり、早急な|手段|県営事業による護岸整備工事における負担金を支出する。
要|改修が必要。事業実施期間は平成18~31年度、総延長
12，503m。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

負担金 5，000，000 5，000，000 国庫支歳出金入
予算現額(円)

支
出 J

内

財源割
県支出金

内合
地方債 、 90 4，500，000 

言R 訳 、その他イ

一般財源 10 500，000 

dロ!:>. 計 5，000，000 5，000，000 合計 5，000，000 

人件費概算 |人工数(慌|人件1251|甘い|同匂| 一般
活動指標または成果指標， H25 

160.5 1 80 

1 1整備延長(m) 160.5 80 

100% 1 100% 

66.80% I 70% 
21進捗率(延長ベース) 66.80% 70% 

100.00% 1 100.00% 

3 

目的の妥当性 |妥当である I地域住民の安全を確保するものであり、妥当である。
妥 F'.::;.・H・..，..，.....，・H・司H・H・....・H・-十H・H・......................1.
当 |自治{体本関与の妥当性| 妥当である士也域住民の安全を確保するものであり弘、妥当であるo
性 I卜卜陶H山……….. 山………且u山………且H山….. 川….. 山……..山.. 山.. 山…“山~川.“叫…‘H川山……吹0山山.. …….一…1一.. ………… .. 山….. 山….. 山..“……"山…....，山正h且.. 日.. 山….. 川.. 
l対象(受益者)の妥当性|妥当である I地域住民の安全を確保するものであり、妥当である。

l岬有 i仔円胃?号空幣号明里史:..........，.....J空計幣?性.とピ三叩7三竺Jどv'三:三オ~..1刊1.史巳呪史吹吹27託7ip古?f?里?警閉:{ifîj努照空照照空主:f'i担叩!持明黙黙空tJl'(.!:'於:~.烈~.
効、l類似事業の存在 |存在しない
性ト l、 ー .1 
l上位施策への貢献度|貢献している

決算額(円)

4，500，000 

500，000 

、(j，OOO，OOO

臨時

|実施主体の適正化 |適正である|実施主体は山口県、市は事業費の10%の負担で事業が実施されるので適正である。
| 効 r.・ a ・....・H・..…“H ・H ・H・-“-… ..1..・M・...・ M ・ .......:..~.....r..…・・
率 1受益者負担の適正化|適正である
性 ι-…
1コスト効率 適正である .. 
共同漁業権区域に面した工事であり、漁期による工事実施期間の制約がある。
また、旧堤防を取り壊すため、台風襲来時の被害が発生しないよう一度に広い範囲の工事ができない。

課題

J 

今の向性後方 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

固



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|骨骨室・所(係)I 農林水産課 耕地係 匹Cf]

県営海岸保全施設整備事業(黒崎開作)

歪|芝居25f耗ZZ合技法T34官冒頭!対象|黒崎開作地区の護岸等
主|合等にその機能が十分に果たせない恐れがあり、早急な|手段|県営事業による護岸整備工事における負担金を支出する。
慨|改修が必要。事業実施期間は平成17~33年度、総延長I l 

1 2，35Ó~:-_"""'_O -r/J'-.，./'-..Nl!:I/YJlH.JIO"> I ， .. ./"J...... .....~ I I_.x_， '1 7\.o'~'-"'1 意図|市民の生命・財産(特に農地、農作物)の保全を図る。

f歳 出 至里里璽(円) 決算額t円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

負担金 2，000，000 2，000，000 国庫支出金

支 l財 県支出金
出

内
j内原 合割 地方債 90 1，800，000 1，800，000 

訳 訳 その他

一般財瀬 10 200，000 200，000 

dEb3 • 計 2;000，000 2，000，000 ムEヨ 言十 2，000，000 2，000，000 

E 血 Je 由

人工数(人役)1人件費(円)1 1交付税 1* 1 1ム一一;11 _"'''' 1 
人件費概算 I 0叫 î8~'，4;51 I 算入 | 有 I I会計種別| 一般 | 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標または成果指標 1.. H25 1 . H26 1 I H27 . 1目標 l

1 153.6 1 6印o 1 I 3訂7 1達成
1 1整備延長(m) 1'"………"…....…….H.[誌:五5.H………"山…"…""T"……"山……..….目一.目.……….“.白"…….“….目.“……"山"…""1 (".…"………"…"…....………"……"….H."3.5釘7デγ"………"………"………"………"………"………"………"山…"山""1

100% 1 100% 

48.10% 1 50.70% 

21進捗率(延長ベース) 48.10% 50.70% 

100.00% I 100.00% 

3 

Iー1目的の妥当性 I妥当である|地域住民の安全を確保するものであり、妥当であるo
f …“ " …H・・・・・・・・・・4 ・
当1自治体関与の妥当性|妥当である|地域住民の安全を確保するものであり、妥当である。
性1片山…....i...………山…1."""".""......."......1
j対象(受益者Jの妥当性| 妥当である|地域住民の安全を確保するものであり、妥当であるo

j目標達成度 |達成している
有ュ1..""，;.....i... .......... i.. ，..".~. .，..i.1 
l 効1類似事業の存在 j 存在しない
性 1，..."........;........."..."..".;........:1
-1上位施策への貢献度|貢献している

効}雪.性!?，竺E!?‘ I""~:.:.:~~"，， I明主tiffT:f???.TJfrT芳子.25里史?.??fTだ
率 1受益者負担の適正化|適正である
性 F..;，・山川町日.，.........，..~.“;，， 1

コスト効率 適正である

4易
、 関係漁協の海苔養殖に配慮した期間に工事を行うため、事業工期が長くなる。
また、旧堤防を取り壊すため、台風襲来時の被害が発生しないよう一度に広い範囲の工事ができない。

課題

J 

今の向後性方 計画どおり事業を進めることが適当
}改善

時期

L翠



様式1号(事務事業評価)

匹1 2 1 管理係土木課平成27年度事務事業評価シート|課医局直?所(係rl

事|高潮、波浪亙び津渡による被害から海岸背復両面麗住民
業|の生命や財産を防護するため、護岸、岸壁、排水機場な
~Iどの県が管理する港湾施設を順次改修し、事業負担金を
芸|支出する。
l本港地区、大浜地区

|主三 三歳入に 予算現額(円) 決算額(円)

財覇両: 工割合: 

国庫支出金

県支出金

地方債L三 90 11，200，000 11，200，000 

訳 その他三

一一般財源三 z
10 1，275，249 1，274，864 

AEbコ. 計 J 1) ，12，475，249 12，474，864 

歳三出 予算現額(円) 決算額{円)

負担金、補助及び交付金 12，475，249 12，474，864 

支

|志三ιプ守訳出同、

合、計 12;475，249 12，474;864 

交付税
算入

よ再葺I再11

笠主当
|人工数(人役)I 
|0.051 

よ{牛費概算 臨時

芝草E動指標または成果指標

1 I本港、大浜地区護岸整備事業の進捗率(m)

己」
※上段:目標

2 

3 

I巨的の妥当性 1妥当である l市民の生命や財産を守る義務があり、妥当である。

|ミ妥 1;~~~~:{~~:~~~~:~~l:::~~:~~~:::1 当三|同自泊休関」与子の妥当性| 妥当である|公共施設は自治体で整備すベきであり玖、妥当である。
性 fドF一千山.ιι.....
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|県事業に対し地元自治体が応分の負担金を支払うことは、妥当である。

目標達成度三主 1概ね達成しFてている|公共事業削減により整備が遅れてしい、泊るが、概ね達成しているo
有 lト..山.. 山…….. 山.. 山..…….…….山….. 山.. 山.日.山…"山…….“山.. …. 
;一効三1類似事業の存在ゴ|存在しない

ゴ主主1i員長二両両|説CEi、よ|伝説ふ幸福戸:伝説雇通みぷ云長じぷ:五;
|実施主体の適正化 |適正である|山口県が管理する施設であり、県が事業主体なのは適正である。

効 ト…H・H・-ぷ"ーぶり~........…山l ・4
二JごごJ率 |受益者負担の適正f化じ| 適正である}負担割合は県下統一であり適正である。
三性世l.了一一.
|ココIZ;ト効率 | 適正である l県が競争入札により請負者を決定しており弘、適正である。.. 

課題

1==1 計画どおり事業を進めることが適当
査
方
一
性

五
寸
の
向

園



様式1号(事務事業評価)

匹LIJ管理係

事|国交省河川局所管海岸のうちHll存立ccz事業で整備し
~Iた焼野海岸は今後も利用者が安全・快適に利用できるよ
毒|うヘドロ除去や施設更新を行う必要がある。また郡・津布
要|回海岸は度重なる波浪により河川の河口が閉塞状態に
!なっているため流下断固を確保する対策が必要がある。

土木課平成27年度事務事業評価シート|課a局室・所(係)I 

歳入d 予算現額(円) 決算額(円)

r一J調酎向士4三三割合

国庫支出金

県支出金

地方債 5，800，000 5，700，000 

訳 その他

一般財源 45，300 4，020 
「合三官十 .5，845，300 5，704，020 

ーが
歳出 予算現額{円) 決算額(円)

負担金、補助及び交付金 5，845，300 5，704，020 

|支
出

内、
訳

合メ計 5，845，300 I 5;704，020 

経常

ー

l
l
a
標
，
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l人工数(人役)1人件費(円)I 
|0.051  288，4251 

ζ)よ件費概算

活動指標または成果指標

1 Iきららピーチ事故件数

2 

3 

目的の妥当性二 |妥当である|市民の生命や財産を守る義務があり仇、妥当である。
妥 ト山一…μ同而I
| 立;[;自治体関門妥当性|妥当である|公共存ぞはeraf*で整備すべきでキリ当である:

|対象C受益者)の妥当性| 妥当である|県事業に対し地元自治体が応分の負担金を支払うことは、妥当である。

有
効
性

円開?空里幣F;; ;=iιι一，.1守幣男?片己三1.-\三:三~..1全然主?芳子吻 f;::三;::J::♂:1-)竺?
類似事業の存在?二ペ..1存在しない

二|エ尚弘説説|説日;;ぶ|房長説伝説記逼ふ:両面記長五説日;;五

五?I実施主体の適正化 |適正である|山口県が管理する施設であ日が事業主体なのは適正である。
..ó. õ ..... ・ ......t... ó •••• ・ H・"白H ・H ・..!'.・・.，.............................，

率:I受益者負担の適正化|適正である|負担割合は県下統一であり適正であるo
性 }ト卜"山……..日山……..……….山…柿山…..……L 
|三 F 主寸|恒ヨJ主，1守f;，ト効率三 ゾ | 適正である|県が競争入札により請負者を決定しており、適正である。

課題

今の後方、
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

.レ

団



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課掴局室・所得)I 土木課 河川港湾係 匝仁日

違 I I対象|急傾斜地の指定を受け対策工事を実施した箇所(施設)
事|既に急傾斜地の指定を受けて対策工事を実施した箇所~
概|において、民家や施設に影響を及ぼす恐れのある雑木をl手段|施設や民家に影響を及ぼす恐れのある樹木の伐採
要|伐採することで、災害を防止する。~

歳 出 予算現額C円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

委託料 220，000 216，000 

咽一覇向=守ι?守じL寺:ユ割合二

国庫支出金

県支出金

地方債

訳 訳 その他

一般財源4 100 220，000 216，000 

合計 220，000 216;000 合;計 220;000 216，000 

| 三JA費鵬-0:l人工数(官~人{牛1251| 宮町無 I I会計主計 一般 | 経常

三ミプうプ舌動指標または成果指標 1 H25 

1 I現況調査の結果、施設の醐や樹木の影響が懸1.............................1
念された10箇所の対応数

2 

3 

，目的の妥当性 1妥当である I対策工事で実施した構造物の機能を維持するための事業なので妥当である。
妥キi・山H・H・...…“…….::;;.，;.1.............................1.
当 1自治体関与の妥当性|妥当である I急傾斜地対策事業実施時に法面を寄附採納してもらっているので妥当
一性二]二H・H・-……".・-…・子一ふ1........... ↓ 
三 |対象(受益者)の妥当性|妥当である l対策事業実施時に補助事業採択に必要な保全対象物を特定している。

|目標達成度 I達成している
?で有 l ♂ ご | 

効 |類似事業の存在 |存在しない

竺f!E長伝説言語|長山花|副長;戸山五議長雨ZZLi五五言房長ぷ
|実施主休の適正f化ビ 1適正である|施設(構造物)の維持管理は県、通常維持管理は地元だが、地元の手に負えない部分を市が行う

r 効効、 卜トトトト.. …… .. 叩山.. 山….日…，'..ヤ....~一円.. 勺.吃.~~~..そ空竺rゲ4竺~~..一…曙.. 
J率率i ト受益者負担の適正化| 適正である|施設(構造物)の維持管理は県、通常維持管理は地元だが、地元の手に負えない部分を市が行う
性ドーい…ー・....・H・...…い| ・.....1
壬|訂スト効率 、 1適正である|複数社の見積を徴収して実施しており適正である。... 
謀題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

向性

笠|



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課骨・室・所(係)I 土木課 管理係 匹I29 I 

士 1国の補扇を受けて施工じ正取設わ室蘭語面崩壊防正扇
主|設について、緊急改築を行うことで地域における安全の
読|向上を図ることを目的lこ山口県が事業を実施する。市は、
要|事業費の10%を負担する。

対象|国の補助を受けて施工した既存の急傾斜地崩壊防止施設

手段|県が実施する事業費の一部を負担する

意図|既存の施設を緊急改修することで、地域の安全向上を図る。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

負担金、補助及び交付金 3，300，000 3，180，816 国庫支出金

ヨ町内己主
財 県支出金

J頂内 割 地方債二 90 2，900，000 2，800，0001 
dロ』

ヲ訳 訳 その他よ

ー般財源 10 400，000 380，8161 

合計 3，300，000 3，180，816 合 計 3;300，000イ 3，180，8161 

入件費概算 一般 臨時

活動指標または成果指標 I H25 H26 

1 I緊急に改築が必要な急傾斜地崩壊防止施設数

2 

3目、

1-* l開努黙 ~..2..1 子力ザ|????万三??!if!!?里士TF55fTFfffl:三
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|山口県が施工した施設の改築である

|トJ 性 lトい"…………..……..…………..……..……..…...一一;一一一…"………..……..ι.λ...一E……….目...…………..……..…....…E一一……..山.
対象(受益者)の妥当性|妥当である|急傾斜地崩壊危険区域が指定してある箇所

|目標達成度三?とコ I達成している|急傾斜地崩壊防止施設の改築であり達成している
有三}日.~ .~.~. ...・H・・M・...・H・..1....・H・........... …l 
ミ劫 |類似事業の存在 、 | 存在しない

二 j性 1..:，...二三 .:~:ó..........:... ， )..ól

|上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正m..1適正である|県所有施設の改築であり適正
効宅 I・M・...，.....・p・..-....-..λ山 H・H・...・I・H・ ↓ 
率E之斗I受益者負担の適正化| 適正である|負担率は、法で定められており適正である
主三;性主 }トトト.. 山………圃H山……….. ………… .. 山……….. 山…….. 山…….. 山.. 

|hコスト劫率 :三三守 I適正である|県が競争入札で行うため適正である.. 
一 一ー一ム一ー一一

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当

1/
0

:;.  

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 農林水産課 水産係 3 匹仁司
中項目(施策)

市域保全の充実

雨水排水ポンプ場維持管理事業

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円〉 決算額(円)

需用費 2，170，300 2，159，072 国庫支出金

支 役務費 140，000 56，290 財 県支出金
出
委託料 2，599，000 2，511，232 

内

j原割
地方債

内合
訳 使用料及び賃借料 658，000 630，548 訳 その他 3，819，000 3，519，210 

負担金 147，700 147，700 一般財源 1，896，000 1，985，632 

• ，'.g-コ 言十 5，715，000 5，504，842 ムロ 言十 5，715，000 5，504;842 

人件費概算 |人工数(矧人件52411宝?|無lI会計種別| 一般 | 経常
活動指標または成果指標

1 1点検回数

100% I 100% 

21安全訓練

3 

1 1目的の妥当性 、 |妥当である|地域住民の安全を確保するものであり、妥当である。

言|台間関与ぷ妥当性|妥当であるいの施設であ日石住持管理することが妥当であるo
性 f..川川・…円…・山1.............................1.
対象(受益者)の妥当性l妥当である士也域住民の安全確保と施設の延命化を図るものであり、妥当である。

有府門竺人 I.~.吹fピ三-0叶1
効 |類似事業の存在 | 存在しyな旨い
性ト ':~~~'j ~ ..~....I~.，.. j ，， ~.I 

E土位施策への貢献度|貢献している

| γ |実施主体の適正化 |適正である|市の施設であり、市で実施すべきであり、適正である。
)(JJ t・・・....・“・....・H・....・H・...・H・H・H・.1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|維持管理は市の負担で行うものであり、適正である。
|性.'1……………ー……|・ l
;1コスト効率 I概ね適正である|日常管理は漁協及び個人に委託しており、概ね適正である。.. 
施設の老朽化により、排水機能に支障が考えられる。このことから、今後の施設整備について長寿命計画を策定するなど進
めていく必要がある。

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
、改善
時期、

I:'=~ 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課z局宮'所得)1 土木課

官|山陽小野田市は、干拓地や埋立地などの低平地などが i対象|雨水排水機場
事|多いため過去に幾度も浸水被害を受けたため、その対策
概|として雨水排水機場を整備してきた。その排水機場の適
要|切な維持管理を行うことで、浸水被害を最小限に抑えるo

ヰ歳 出 予算現額(円) 望璽璽(円) 歳入

需用費 6，813，288 5，325，225 国庫支出金

二支出 修繕料 938，000 756，000 

2 内 役務費 639，000 353，464 源財内 割合
県支出金?

地方債

訳 管理委託料 12，498，712 12，484，997 訳 その他ァ三

一般財源;

合計 I 20;889，000 18，919;686 合」 言十 J

11 4主時三 |人工数(人?i|人件問。II宝jF|無|
※上段:目標

活動指標または成果指標 I H25 I H26 

1 I床上一戸数一) l~二

2 

3 

100 

目的の妥当性 三 |妥当である|市民の生命や財産を守る義務があり仇、妥当である。
妥 1-山……..山…"山.，.…..山山….叫叫.叫叩負い.…山川.山…..山..ザら…"山川.一一一正白.山山.

管理係

予算現額(円)

20，889，000 

20，889，000 

当当" I自治体関与の妥当性|妥当である|公共施設の維持管理は市で負担すべきであり、妥当である
性~・h・山円……1.............................1

l対象C受益者)の妥当性|妥当である|低地の浸水被害を軽減するための防災施設であり、妥当である。

| 十 |目標達成度 |達成している|昨年度は浸水家屋がなく、目標を達成している。
眉 b・・・山・・・・M・……....…・・........・・4 ・，.
効|類似事業の存在 | 存在する {也課管理の排水機場がある。
性.~.......….......・H・..ん・ ;'1.............................1ト

I土位施策^-の貢献度|貢献しているI浸水被害の軽減は、市民の生命や財産を守ることに貢献している。

回ココ

決算額〈円)

18，919，686 

18，919，6861 

経常

|実施主体の適正化 |適正である|市の施設、または県から管理委託を受けている施設の管理であり、適正である。
効 f:.・H・-…-………H・R・H・…・・1.............................1
率 |受益者負担の適正化|検討が必必、要|県施設の管理委託料について、人{件牛費や物価上昇分のコスト増を求めてしい、てく。

[tt竺片主ι勺主J土t;;ご:¥ : Tγ竺竺γ三竺一円γ?竺り竺一(|い汁疋b虫丸引毒 L一 1検討が必要|人件費や建設資材の物価が高騰している中、管理委託料の見直し検討が必要である。，. 

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

団



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課首局・室・所(係)I 土木課 河川港湾係

一|市が管理する準用河川及び普通河川の中には、長い年
主|月により土砂が堆積しており河積阻害率(河道障害)が高
歪|まっているo近年はゲリラ豪雨が頻繁しており、流下能力

劃の低下による河川の氾濫が危倶されるため、堆積土を計
二百画的に竣諜する。

I 歳 出 予算現額(円) 決算額(円〉 歳入 杢璽里璽(円)

三元三出重一
工事請負費

|内
訳

合計二

1，860，840 1，860，840 

1，860，840 

|人工数(人役)I人件費(円)I 
|0.151 865，2741 

活動指標または成果指標 H25 

1 I河川波諜工事

2 

3 

国庫支出金

財 県支出金
;胃割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 100 

合計て

妥 ・目的位手当性 <~:...I妥当である|市民生活の安全安心に寄ザ?ものであり、妥当である。

1，860，840 

1，860，840 

当:斗~I 自 j治台剖{体本聞与の妥妄;当当性| 妥当である|準用河川及び普通河川は市が管理すベきであり、妥当である。
性 三主lドJιふぷぷり伊山い~山..õ.丙..ヤヤ円円..…….“…..……一一………~山….. …...……… .. …… .. …….“…...…. 
|対象C受益者)の妥当性| 妥当である|準用何川及び普通河川は市が管理すべきであり弘、妥当であるo

| 右右:三|恒目標違成度 |達成している'

効 |類似事業の存在二勺 |存在しない

?rエ説会羽詰瓦|読し~'~'~6"1雇通説泳三i三日本房長記長長ii説日伝
三ご|実施主体の適正化 |適正である|準用河川及び普通河川は市が管理すべきであり、適正である0
4 効〆 I ・M・......・H・...…H ・H・..……I.......................~....l

率 |受益者負担の適正化|適正である|準用河川及び普通河川は市が管理すべきであり、適正である。
性ト……バ......…........山山I・M・....・H・...・H・-….....1
lコスト効率 三 | 適正である l指名競争入札により請負者を決定しており、適正である。

..... 

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

向性

団

匹仁日

決算額(円〉

1，860，840 

1，860，840 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課局・室刊(係)1 土木課 河川港湾係 回二日

ーl東:下捧埴雇は過去に狭間)11の氾濫による浸水被害を受
主|けてきた。山口県が平成7年に東下津排水機場を設置し
まlたが、近年の豪雨により平成21年平成22年に連続して
霊|浸水被害が発生している。このため、浸水被害を軽減す
lる喫緊の対策を検討し実施する。

と歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

委託料 18，861，080 4，861，080 

合計七 18，861，080 4，8o1，080 

じ人件費概算

歳入 予算現額(円) 決算額(円)1 

財

国庫支出金

県支出金
源割 地方債、; 14，000，000 。
内合
訳 その他

?般財源 4，861，080 4，861，080 

三 J合計 J 18，861，080 4，861，080 

一般 臨時

活動指標または成果指覆 J H25 土J_ H26 

1 I合意形成に向けた市民fの説明会の開催

21基本計画の策定

31対策事業

一
一
一
妥
当
性

目的の妥当性 妥当である|内水対策は住民の安全・安心に寄与するものであり、妥当である。
-・・・・・・・........・・..........................1...・・・ ・・・・ a ・・..........1.....・・・・・・・・........................・・・・・・・..........................・・・・・・・・・・・ .....・・・z・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.........................・・・・・・・・・・..........

自治体関与の妥当性|妥当である|準用河川の内水対策は市がすべき事業であり、妥当である。
........o........-..........・・・n・・n・・....・4・・・・・・・・・・・・・H・H ・..........1・・・・・・...........................................................................................................・・・・・・・・......・H・..................................

対象L受益者)の妥当性|妥当である|準用河川周辺地区における内水対策であり、妥当である。

主~r~:!~特異 ".....".""..lA 宇佐-Cv三|ヲ!.ffZ?と三.t31J，子氏ごと全
効三|類似事業の存在予 |存在しない
一性 l…H・H・....・H・-ぷぷ | 
.上位施策合の貢献度|貢献している

|実施主休の適正化 |適正である|準用河川は市の管理するものであり弘、適正である。
二効三三:ご二1一二二一一+トι"占.

三三主率三~1憂益者負担の適正f化1:1適正である l準用河川は市の管理するものであり弘、適正である。
ウ三ニ 性性.Iト卜卜"山…….目山.. 山…….. 山…….“山…….. 山.. 山....……….. …..…H…….二ムl一.. 勺.
|hコス卜効率三ジよ主こ一 I 適正である↓委託金額を指名競争入札で決定しており、適正である。

-v 
東下葎排水機場は、山口県の施設であり既存の排水機場を活用した検討には山口県の承認が必要である。

計画どおり事業を進めることが適当

平成28年度へ詳細設計委託料13，932，000円繰越



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 土木課 河川港湾係

I~七竜王遊水池は、排水機場の調整池であるが、長年の流入土
事|砂の堆積が調整池としての能力を低下させるとともに、ガマなど、
業|の雑草が育成して周辺の住環境にも悪影響を及ぼしている。
概|このため、毎年、遊水池内の草刈を実施する。なお、将来的に
要lは、遊水池の波諜を行い調整池の能力を確保する必要がある。

歳、出 予算現額(円)|決算額{円) 歳 入 予算現額(円)

工事請負費 1，539，000 1，539，000' 国庫支出金

支出

内
掘前丙 三割合
県支出金

地方債

訳 訳 その他

一般財源 f 100 1，539，000 
dEEヨh 言十 、 1 ， 5~9iOOO 1，5?9，0001 合計 1，539，000 

rI数(守~人空間 |宝T|ムII会合間| 一般
通覇指覆孟正面Jl[果指標 l H25 

1回

1 I草刈工事 1回 1回

100.00% I 100.00% 

2 

3 

I目的の妥当性τ:ミ |妥当である|市民の生活環境の確保に必要なものであり、妥当である。
妥 l…………………-…|↓
| 当 |自治体関与の妥当性|妥当である|遊水池は市が管理すべきであり、妥当である0
1 怯~..，，:...........・M・…M・M・ .1.............................1.

'|対象(受益者)の妥当性| 妥当である I地区の浸水を防ぐための施設であり、妥当である。

エ l.~..~~~.~.:. ‘ I~.~~~~~.~.:~I.空4'-~，望号竺骨子持竺?と?:.F?吹J:Tf
| 効 |類似事業の存在て|存在しない
性 l…ト.…~山日←山J旦--戸.日.ち片片戸………….….一…………i一一…..山….，山...…………..……..山…..山..……….日山..………“一ι主…….戸Jん.日……..…斗..
|..t:位施策への貢献度|同概ね貢献して叩bい、泊叶る|毎年必必、要最低限の維持管理を実施しており玖、概ね達成している。

詰|実施き持住P適正化 l適正である|遊遊水池はTが管理すベきであり、適正三ある。
率 |受益者負担の適正化|適正である|遊水池は市が管理すべきであり、適正である。
性 }ι山・母……...・H・.....，....::;;:.;1.............................1
三}コスト効率 三 l適正である l指名競争入札により請負者を決定しており、適正である。

、課題

写葎
Tの方

向性

特記 | 
べ事項;一一 1

.. 

計画どおり事業を進めることが適当 |時|

回二日

決算額(円)

1，539，000 
1，539，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局 z室E所(係)I 下水道課

歳 出

委託料

支
出
内

dEL ヨ 計

人件費概算

予算現額(円) 決算額(円)

650，000 228，960 

， 650，000 228，960 

l人工数(人投)1入再葺(PDi
10.151  865，2741 

歳 入

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源

合計

|官見|無|
※上段:目標

活動指標または成果指標

出動回数

1 (随時) | (随時)

0回 I 0回
21浸水被害 | 石田 r.......u国

100% 1 100% 

3 

維持係

予算現額(円)

繰入金 650，000 

650，000 

|目的の妥当性 |妥当である|スクリーンは雨水渠の付属施設で、あり、妥当である。
妥ト…H・H・.....・H・....・I・H・...・・....・H・.• ~ 1. ... .... . . . . . . . ... . .... . . . . ..1 

匹Eヨ

A 決算額(円〕

228，960 

228，960 

経常

当↓自治体関与の妥当性| 妥当である|下水道法に「下水道施設の維持管理は、市町村が行なうものとする。 Jとの規定があり、妥当である。
性 1.................・.....................…1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|スクりーンが設置された雨水渠付近の冠水防止であり、妥当である。

有 l.~~号空:~...ii ，.....;.........1空努?三11'乏万烈:三三刀T三引'..]翌?守f空?竺雪lsなく三:干tnt任とごご士?どIi'
効~. 1類似事業の存在 三|存在しない
性ドー .1 
.上位施策への貢献度|貢献している

E三二

，実施主体の適正化 |適正である|雨水施設の維持管理は市が主体で実施すべきであり、適正である。
効 1..・H・.........…………H・..…ト・ | 
l 率 |受益者負担の適正化|適正である|施設の維持管理は市の負担で行うものであり、適正である。
性 1.:・H・H・.....で"・・M・..:....~...I ・…|
.コスト効率 1適正である|活動頻度が少なく、コストも低く、適正である。

課題

J今の方後

向性ヤ

ー特記

事項

.. 

計画どおり事業を進めることが適当 改時期善



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)I 下水道課 |山陽水処理センター! 匹[IJ

手段|直営により修繕・監理監督・民間委託により運転・保守を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入、 予事事面l円) 決算額(円)
委託料 2，662，040 2，662，040 国庫支出金

支 需用費 1，403，416 1，403，416 財 J 県支出金
-出
役務費 52，749 52，749 

内
源割
地方債，

内合
訳 その他

一般財源 繰入金 4，118，205 4，118，205 

1rdEEヨh 計 ヤ 4，118，205 4，118，205 ニ合計 4，1l8~205 4，118，205 

| |人工数(人役)1人件費(円UI交付税r-:I I ~~_J_~$.à~ 1 
人件費概算 I 0叶 86;'， 2~41 I 算入 | 無 I I~計種別|特会(下水)1 経常

※上段:目標中段:実績下段:達成率

0件 I 0件 110件 |達成

1 1雨水ポンプ不備による浸水被害件数 r 6件 1 0件 I r 0件 l 度
|100% 1 100% 

(随時) 1 (随時)

21年間運転日数 21日 19日

3 

目的の妥当性 、 | 妥当である|同目的は低地の保全を図ることであり玖、妥当でで、あるo
妥 Iト“山山…..円.ザ
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である |下水道法に「下水道施設の維持管理は、市町村が行うものとする。 J止との規定があり弘、妥当である。
性 |トト"…………..……..………..….日….…日.日…………..………..…….日…冒...一……盆山………..山……….目…….日…….目….目....……"…………"…………..日…………..………..………..……..….…寸一
I I対象(受益者)の妥当性| 妥当でで、ある l対象は、目的を達成するためのポンア場施設でで、あり弘、妥当でで、あるo

有 l.~~~~明守男してしヲI円It*~空翌I;:::J:り年計作舎で訣T.b.??!f空Fftff
効 |類似事業の存在 |存在しない
す性 | 一 | 
|土位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化.--1適正である|運転・保守については民問委託を行っており、適正である。
効ト...・P・-・.:;:...:..;......，.. ，-..:.:;:.:.01-............................1 
l 率 |受益者負担の適正化|適正である|維持管理は市で行うものであり、適正である。
性三 F.;~:;:.).;………・・…十一…・ | 
Iコスト効率 | 適正である|維持管理業者と複数年契約することでコスト縮減を図る。... 
-一部の設備に塩害、経年劣化、耐周年数超過による機能低下が見られており設備の更新が必要となっているo

|課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

|亙



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局直面所得)I 

大項目(政策)

41 市民が安心して暮らせる環境づくり

下水道課 |山陽水処理センター| 匹[TI

雨水排水ポンプ場整備事業

事|若沖雨水排水ホ.ンプ。場は供用開始後23年が経過し、経
1業|年劣化による機能低下が顕著になっている。これらの機
概l能を回復させるため施設の長寿命化・改築・更新を実施
要|するとともに未整備施設の整備を行う。

手$5t1事業計画に基づき施設の長寿命化・改築・更新及び未整備施設の整備を行う。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

二支出

工事請負費 5，529，600 5，529，600 

己内
:訳

合計 5;529，600 三 5;529，600

歳入t 予事事覇1円) 決算額(円)
国産支出金 担金賞本E個個合室付金 2，764，800 2，764，800 

財 県支出金

源内 割含 地方債 2，400，000 2，400，000 

訳 その他

一般財源 繰入金 364，800 364，800 

合計 I 5，529，600 5，529，600 

;人件費概算
費(円)I I交付税 I*" I Iι I M;.L>.{-r~[，\ I 

| 0吋 865'， ~~41 I 算入 | 有 I I写計種別|特会(下水)I 臨時

詳細設計

100% 

活動指標または成果指標

1 1長寿命化・改築・更新及び整備工事

H25 H26 

21若沖雨水ポンプ場長寿命化計画 …了
…ゥ一ん

3 

目的の妥当性 妥当である|対象施設の機能回復、整備が目的であり、妥当である。
妥 t........…...............………，.............................，
当 |自治休関与の妥当性| 妥当である|下水道法に「下水道施設の設置、改築は、市町村が行なうものとする。」との規定があり、妥当である。
性 I・M ・.........・"・M ・M ・....ぎ...:........:...1.............................1

E対象(受益者)の妥当性|妥当である|整備事業の対象そのものであり、妥当である。

|目標達成度 |達成している
一二有ゴ ::......................;.:..._....-:.:..:.:1
?効三|類似事業の存在工て|存在しない
三性 f;.....................，..._.....，.::...;...::.1 
上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 |適正である|公共施設整備は、市が主体で実施すべきであり、適正である。
効 I・M・-…………川?…“1...:.........................1
三率、お|受益者負担の適正化|適正である|施設整備は、市の負担で行うものであり、適正である。
性 f..・H・-山H・H・-・............…H・H・...;1........................ ・|

|コスト効率 | 適正である|長寿命化計画策定時に、ライフサイクノレコスト縮減を検討しているo

.い
課題

今の向方後性 計画どおり事業を進めるととが適当
改善
時期

匡E



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課局・室町所(係)1

古'1高千帆地区の内水は、潮位により自然排水が不可能な時
エ|は横土手と下木屋のポンプ場で排水しているが能力的に

下水道課 計画係 匹I4 I 

事|は限界がある。近年農地の都市化が進み、保水能力が低|手段|浸水対策の立案とそれに基づき事業化を進める。
|下し、豪雨時の浸水被害が懸念される。そこで有効な浸
|水対策を立案し、それを事業化する。 I意図|浸水防除による低地の保全を図るo

歳出 予算現額(円) 決算額(円) 歳、入 予算現額(円7
委託料 4，320，000 4，320，000 国庫支出金 社会買事亘圃島台交付金 2，160，000 

支

|出
内 吾雪

県支出金

地方債

訳 訳 その他 J

一般財源 繰入金 2，160，000 

dE』3 計 4，320，000 4，320，000 合 計 4，320，000 

人件 |人工数峨)|人件費立|
0.71 4，037，947 ltTl有| |会計種別 l特会(下水)1 

活動指標または成果寵標 l H25 

'1 1浸水対策基礎調査・事業計画変更
且.................・・・・・・............・・・ー・・・・・・.........

100% 

-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.・......-・・・・・・・・・・・・・・・・・....冒冒・・...
21浸水対策基本設計・詳細設計

-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・..・・・・・・・ ー.且・・・・ー・・・・・・・・・・・・・........

...........・・・・・・・...........
31浸水対策工事

......ー・・・・・・・・・・....冒.....・・

I I目的の妥当性子 1妥当である|雨水施設は市が建設すべきであり、妥当である。
妥~.;.，oo......oo..……........-...・… ..1.............................1

当 |自治体関与の妥当性|妥当である|雨水施設は市が建設すべきであり、妥当である。
性 1.......... 手.................1.............................1
|対象(受益者]の妥当性|妥当である|沖中川流域の浸水防止を目的とする業務であり、妥当である。

I壬 |目標達成産 |達成している.
有[......，.;;.;c，;;，.;;:......................;;.1
効 l類似事業の存在 |存在しない
性二…….............←・ l 
I上位施策への貢献度|貢献している

1 1実施主株の適正化 |適正である|雨水施設は市が建設すべきであり、妥当である。

効 lト"……….. 山…….. ……… .. …… .. 一.一1吋.
率 |受益者負担の適I正E化|適正である|沖中川流域の浸水防止を目的とする業務であり弘、妥当である。
性性 Fド品可ん戸E百而よ己示山〕戸.二戸…ぶ戸.. 一J戸.“バι"λコ元.. 日………….日……….日…….日…..………'帥...………"………圃H山….. 山".山Jιム山ん"山………"山….. 山…"山"一…1.............................， 
戸|コスト効率 1 適正である .. 
課題

今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

笠l

決算額(円〉

2，160，000 

2，160，000 

4，320，000 

臨時



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局宮・所(係)I 

大項目(政策)

41市民が安心して暮らせる環境づくり

下水道課 維持係 回二日

事l地元の古関作水利組合にため池の管理業務を委託す
業|る。水利組合は水位の管理を行うとともに、堤体・斜樋・土
概|砂吐・余水吐・水路スクリーンなどの草刈り、清掃を実施
要|する。なお、ため池は雨水調整池の役割を持つo

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

委託料 450，000 450，000 

支
出

訳内

合計 450，000 450，000 

歳入 予事事麗I円) 決算額(円)
国庫支出金

源財 割
県支出金

地方債
内合
訳 その他

一般財源 繰入金 450，000 450，000 

子倉計寸 450;000 450，000 

| τプ 1..¥工数(人役)1人情円UI交付税 1_1 Iム | 
1 欄算 r ，-~..- '~íl -m ~~6'， 8501 I 算人 |無 II~計種別|特会側| 経常

※上段:目標中段:実績下段・達成率

活動指標または成果指標 I H25; I H26 I I H27 |目標
(随時) I (随時) I I (随時) I達成

1 1出動回数 I 6回 I 6回 116回 | 度

100弛 1 100% 
浸水防止率=(出動回数一浸水回数)/出動回
21数XI00

100略 1 100覧

100% 1 100% 

3 

目的の妥当性 1妥当である|ため池は雨水の調整池の役割があり、妥当である。
妥「トぷ........‘H・H・.......…山.-..-.・1 ・ | 
当 |自治体関与の妥当性| 妥当である l下水道法に「下水道施設の維持管理は、市町村が行うものとする。 jとの規定があり、妥当である。
性ドヂ...................……....・H ・-一..1.............................1
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|ため池下流域の浸水防止を目的とする調整池であり、妥当である。

I有 I.~ザ?空黙守巴竺:三.:....，.........1 号努存三1t'三乏汀:三三刀刀T三引引'..1.腔.空狩望
効 |類似事業の存在 | 存在する
性 f....".~.;;........:.........;.......... ，.....1

↑上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 I適正である|雨水施設の維持管理は市が主体で実施すべきであり、適正である。
効トH・H・.....・......・H・~~~..~_.;，..~...・H・ ..1… | 

率 |受益者負担の適正化|適正である|施設の維持管理は市の負担で行うものであり、適正である。
性 1......
12スト効率 1

ニ|適正である|活動頻度が少なく、コストも低く、適正である。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

.. 

J

釦一



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局面室1所(係)I 下水道課 |山陽水処理センター| 匹CIJ

事|若沖遊水池の樋門スクリーンにゴ‘ミや草が流れ着き、排水
業|の妨げとなっているため、これらのゴミ揚げ・搬出を行う。
概|また、そのことによりポンプへ損傷を与える異物等の流入
要Jを防ぐ。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円〕

国庫支出金

|支 財 県支出金
出

内
源割
地方債=

内合
訳、 訳 ーその他三

-般財源

dEb ヨ 計 。 。 £E』3 言十 。
目 -a 品ML，•. t 円.， EE ，~，.a ，~円、 l

経常

苦言方指標または成果指標 H25 H26 

1 Iゴミ類搬出量 830kg 910kg 

2 

3 

目的の妥当性三 |妥当である|雨水を速やかに若沖雨水ポンプ場まで流下させる必必、要があり弘、妥当であるo
妥妥r寸り…"山....…….. 山…….. 山….. 山.“.山……"山.色……"“川……….日……..….日.山.. 川…山.. 山山.山山戸九.日.. 斗.
当:三1自j治台体関与の妥当性| 妥当である |下水道法に「下水道施設の維持管理は、市町村が行うものとする。 J止との規定があり弘、妥当である。
了性主1..・H・............・H・...二......;...........1.............................1
| ァ |対象(受益者)の妥当性|妥当である|若沖雨水排水ポンプ場の機能を保全するためのものであり、妥当である。

|目標達成度
有 lト.. 山.切P川‘“山山…‘一山L心'
|二効.1類{似以事業の存在 I 存在しない
性子IぶH・M・…..... ノ|

| 三 I土位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である|民間委託しており、適正である。
効 l トふ・H・H・...・H・-….~ ...・.1.............................1
率 |受益者負担の適正化|適正である|維持管理は市で行うものであり、適正である。
性 1.'，..山……・".・H・-一円・-十 ........................1 
=|司スト効率;二 二| 適正である|維持管理業者と複数年契約することでコスト縮減を図る。

.レ
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性 と時期

歳出については小野田水処理センター維持管理事業で一括計上

。



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局ー室冊{係)1 生活安全課 防犯交通係

大項目(政策)

41市民が安心して暮らせる環境づくり

士 E交通安至E、想の普及徹底を図るため三吾季の交通安全
霊|運動をはじめ、啓発活動、交通安全教育を推進するととも
::!:Iに、交通事故の未然防止を図るため、交通安全対策協議
室|会を中心に警察署及び交通安全協会等関係機関と緊密
lに連携し、交通事故防止活動を推進する。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 1，155，000 904，1671 

支 需用費 148，000 118，3031 
出
役務費 32，000 32，000 

内
訳 負担金、補助及び交付金 3，601，000 3，601，000 

公課費 9，000 8，8001 

合計 4;945，000 4;664，2701 

交通安全事務

歳入 予算現額(円)

国庫支出金

財 県支出金
j原割
地方債

内合
訳 その他 雑入 180，000 

一般財源 4，765，000 

、合 計 4，945;000 

人件費概算 l人エ数(慌|竹宮山|官|無|同問l一般
活動指標または成栗詣扉 H25 

1 1交通安全教室開催数

98.90% 1 125.56% 

21交通安全指導員数 32人 32人

31各種運動・行事開催数 9回 9回 9回

妥 |聞の妥当性 |妥当である|交通安全教育啓発活動向、て、妥当である。
......，;，."・.，.，.・H・..・"';"・H・附，............1.............................1

回二日

決算額(円)

188，190 

4，476，080 

4，664，270 

経常

当 j自;治台休関与の妥当性| 妥当である |ド交通安全対策基本法で義務付けられたものであ制り、市民の生命等を苛守zると以bい、ちう地方白f治台体の責務であり、妥当である弘。
性 ト卜卜“山.山….. 山.. ….戸…i一…...... … .. 山....…….一…i一.…H……….. 一...日.….. 山…….. 山….. 山..“..1ト卜トト.. ……… .. ……… .. ……… .. ……… .. …… .. ….......................1 
対象(受益者Jの妥当性|妥当である|市民を対象にしたものであり、妥当である。

|目標達成度 |達成している
有ト…h……... . . ~ . .一 | 

i 効 |類似事業の存在 I存在しない

性}王伝説員二伝説|品二~.~6..1福山両:ぷ芯量五五両
効 '1実施主体の適正化 |概ね適正である
...・H・....• • ~..， ，.，・・.." ，.... ... i .". • • ~ • ~. "! I 

率 |受益者負担の適正化|適正である t

性} ーち ".""...;..，...1 
|ι |コスト効率 1適正である

...... 
両齢者が関与する事故やドフイパーの不注意が原因の事故が多発している。これらは、交通環境、交通マナ の欠如や両
齢化の進展が原因と考えられる。また、自転車の乗車マナーについて苦情がある。
交通安全教育の開催希望は多く、年間119回開催している。

課題 山陽小野田警察署、山陽小野回交通安全協会等との連携を図りながら、交通安全教室の推進、交通安全意識の高揚・啓発
活動の強化等に取り組み、交通ルールやマナーの徹底を図る。

、

)今の向方性後 計画どおり事業を進めることが適当 改時期善

I :~ 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課局・室・所(係)I 土木課 道路整備係

交通事故防止

歳出' 予算現額(円)工決算額(円) 歳入: 予算現額(円)

需用費 701，000 691，897 国庫支出金

支 工事請負費 9，799，000 9，796，680 
出
肉、

訳
三財覇訳貞三士t主三詞吾壬

県支出金

地方債

その他

一般財源

~ヨh 計ごキ 10，500，000 l(l，488 ，577 合計

人件費概算
l人工数(人役)I 人件費(円)I I交付税| 血 | 
| 0.41 2，307，3981 1 算入 | 燕 i

※上段:目標

活動指標または成栗藷扉 H25 I H26 

1 I事業費(工事費)

2 

3 

工事費 | 工事費

9974千円 I 9736千円

100 10，500，000 

10，500，000 

|旧目的の妥当性， 妥当である|交通安全施設は交通安全に必必、要なものであり玖、妥当である。
1三:妥妥/1ト卜ト..山……..山山..山…..川...………..山………..山……….. 山……….. 山………..山….“山….“山.“.叫γ.，
τ 当 I自治体関J与与の妥当性 l妥当である|市道は市が整備すベきであり玖、妥当である。
1-性 |ト日………….町山…一..….. 

一~，対象 f受益者)の妥当性| 妥当である|道路利用者の多くは市民であり、妥当であるo

目標達成度 主 |達成している
有. ~川ァ・....…ー......... 主二;....1
効 I類似事業の存在:戸三ア l存在しない
|七了性el辛Iド二.山…......…盆H山.“..，竺....…….“…一.日.
|上位施策イ今... ち"、..の貢献度|貢献してしい、泊る|施設整備により安全環境は向上しており仇、貢献している。

「ドて |実施主体の適正化 r己 1適正である|市道は市が整備すベきであり弘、適正である。
効トー~山...・H・H・...“....・'-'~'山1.............................1
率三|受益者負担の適正化l適正である|市道の整備は市の負担で行なうものであり、適正である。

J牲二h.;;...……目前ぷ川町一….，.............................，
三j三C"Iコスト効率三二 I適正である|施工金額を指名競争入札で決定しており、適正である。.. 
課題
一

今の向方性後= 計画どおり事業を進めることが適当
ヤ改善

時期

圏

匹UJ

決算額(円)

10，488，577 

10，488，577 



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課F局宮'所(係)! 

大項目(政策)

41市民が安心して暮らせる環境づくり

ーi小・中学校の通学路の安全確保を目的に、道路管理者と
豆|学校・保護者・警察等が連携して行なった合同点検により
Z，iI抽出された要対策箇所について、防災・安全交付金を活

芸|用して、路側帯や歩道の整備を行なう。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

工事請負費 29，282，920 16，285，960 

支 公有財産購入費 2，378，202 2，378，202 
出
補償補填及び賠償金 717，089 717，089 、内 r

訳

合計 32，378，211 I ..19，381，251 

土木課 道路整備係 匹[J?J

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金 17，493，000 10，518，000 

財 県支出金
源割
地方債 10，200，000 7，700，000 

訳内 z 合
その他

竺-般財源そ 4，685，211 1，163，251 

二 dロ』 計、 32，378，211 19，381，251 

| 人件費概算 :三 1人工数{官~人fttL| |官|有|同町| 一般 | 臨時

活動指標または成果霜覆

1 1路側帯整備延長

2 

3 

H25 H26 

整備延長

144m 

|目的の妥当性 !妥当である|路側帯の整備は通学路の安全向上につながるものであり、妥当である。
妥 f..・M・..…ー…~…・1・|・・十
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|市道は市が整備すべきであり、妥当である。
性 |…・・ … … H ….... …..! 十
.対象(受益者)の妥当性|妥当である|道路利用者の多くは市民であり、妥当である。

目標達成度
有 .1::0.';"'"・-一日…...・H・..............."1

効|類似事業の存在 |存在しない

主三五砕石議長|説仁三;:五|説説i;五五芸員五五日以;説日三
|実施主体の適正化 |適正である|市道は市が整備すべきであり、適正である。
効 }トいいq明引Pい.. 川.. 

f 一率ニ l要受j益者負担の適正化|適正である!市道の整備は市の負担で行なうものであり、適正であるo
1百三性ア Iい.."叩?円一...円.. ……….寸....丙丙.. ι;λ-ιι川 λ“…-￥....土ヤ一山;……"川山…….. 川斗.日..!.............................!
|コスト効率三 三三|適正である|施工金額を指名競争入札で決定しており、適正である。.. 
社会資本総合交付金の交付額が減ってきており、事業進捗に影響が出ている。

課題

今の向方後性

ら

計画どおり事業を進めることが適当
改
一一時善期

平成28年度へ工事請負費12，996，960円繰越



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課皿局・室ー所(係)I 

ーl市道栄町六十番組(カルチャーロード)の北側の連続照
豆|明が地下配線の老朽化により消灯しているため、架空配
高|線に改修する。また、市道公園通り丸河内線(シンボル
要lロード)の街灯は灯具が老朽化しているため、落下する前
lに交換する。(平成23年度:27灯交換済)

土木課 管理係

歳)出パ 予算現額(円) 決算額(円j 歳入 予算現額(円)

支
出

訳向三

工事請負費

i:ι コ E十

人件費概算三

600，000 538，974 

600，000 538，974 

じ人工数I瓦夜司三人件費(?fFl
|0.051  288，4251 

活動指標または成果指標 H25 

シンボルロ}ド街路灯の改修進捗

21カルチャーロード街路灯の改修進捗

3 

国庫支出金 94.6 568，000 

掘訳財向 調語J 

県支出金{

地方債、

その他

一般財源ごャ 5.4 32，000 

合計 三600，000

|同目的の妥当性 I妥当である↓街路灯は歩行者の安全な通行に寄与するものであり弘、妥当である。
三妥 lι}ド...…..山山.. 山..………....山..山..山…..山山…..山..山.“.山'..且九川1
三当当2こ|同自治休聞与の妥当性| 妥当である|市が設置した施設の修繕であり弘、妥当である。
-工性 トH・H ・....一一・円・……+.. 十
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|道路利用者の多くは市民であり、妥当である。

目標達成度 |達成している
有ト山・，;""，;"::--";";"~，，，，，，，，， "............I

効 1類似事業の存在 1存在しない
¥性千 五|
2|土位施策への貢献度|貢献している

I <3h 1実施主体の適正化 |適正である|市が設置した施設であり、適正である。
効 lトトい刊山m川 .. 川……….. 山…，.山…..…………..…….“山…盆H山..…型?一一.. 山...………..山…司H山…司H叩苛.... …………..山……町"山…..山....…..…1.............................1
率 |受益者負担の適正化| 適正である|市の施設は市の負担で行なうものであり弘、適正である。
佐 fト叫山………..山…..山…..山..山………..山…..山…..山.... ……….吋川山.“山..川川...•. …....…?←山...………..山…..山…..山.日...……..山..川……..山...…ぷ.一i
l::lコスト効率 主 |適正である|施工金額を指名競争入札で決定するため、適正であるo

4易

謀題
ι 

l 今の向方後性一 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

石油貯蔵施設立地対策等補助金事業を活用して事業実施

匹LliJ

決算額(円〉

510，000 

28，9741 

乙538，9741

臨時



平成27年度事務事業評価シート|課骨・室・所(係)I 

1.14 1 ..... ."..-c...Iの安全や防犯対策として、スポンサー付街路灯t珪航
事|明)を整備しているが、施設は老朽化しており、また、スポンサー
業|が撤退するなどで、街路灯管理団体による維持管理の運営が困
概|難となっている。そのため、駅前広場や市役所関連施設の周辺
要|の街路灯は、市がスポンサーとなって管理団体による維持管理
主主量主主

様式1号(事務事業評価)

土木課 管理係 匹1 12 1 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円J 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

支
出

内
訳

管理委託料

dEEコh 言十 4

1，110，000 

.. 1，110，000 

l瓦主薮京在刀
10.251 

活動指標または成果指標

1 I市がスポンサーの街灯数

2 

3 

1 ， 1~0 ， 000 

1，110，0001 

入件費(円ITl
1，442，124 

H25 

財
j原書IJ
内合
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他三

ー般財源 100 

合計

|旧目的の妥当性、 l 妥当である I交通安全施設は交通安全に必必、要なものであり弘、妥当である。
1勺.日T妥 主}ド;孟=忌戸一"川"呼そ山山り仰.ι川i
=当ご I自治{体本関与の妥当性|概ね妥当である叶|市道は市が整備すベきであり弘、妥当であるo
〈 性 ; ドドトい..………….日…………..………….目…….日…山.日一.“畠一…….町山.. ………… .. 叩….. 山….. …....…………H……..且......日…….. … .. 山句山山Pρ戸.. 川.“...….. 叩.
l対象(受益者)の妥当性l概ね妥当であるI道路利用者の多くは市民であり弘、妥当である。

I I目標達成度主 I達成している
有 f............t.;....;.~;;;.i;;.;.;;...:..;...1

効 |類似事業の存在 | 存在する

生iLi元副長持|説仁三;;ぶ|伝説手伝説記広三五ぶ説山花;
|実施主体の適正化三|概ね適正である|市道は市が整備すべきであり、適正である。

効効、 lトトト.. 山.. ……司H山…町"山……….. 山….. 山….. ….. 一.占凶...日聖…}
率 I畏益若負3担Eの適正化|概ね適正である斗|市道の整備は市の負担で行なうものであり弘、適正である。
性 三iい巳恒明山.. 山…….. 山…丙ぷぷ.. 一丙示.. 有示示λ戸;λ.山川山山.“山……….. 山……….. 山…….. 山….. 山.“・H ・-…1.............................1.
|コスト効率 1適正である I施工金額を指名競争入札で決定しており、適正である。

T課題

、今の方後

向性

特記コ
ミ事項

.. 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

1，110，000 1，110，000 

1，110，000 1，110，000 

経常



様式1号(事務事業評価)

学校教育課 学務係 INol 11 I 

主お翠ぽ57Z:L232童謡ZTZS|対象|市内小中学校
事|学路の緊急合同会議・点検を実施し、必要な対策を考じ1=:rn:1通学路交通安全プログラムに基づき、必要な対策を講じてい
聾|てきた。その対策を更に推進するため、平成26年度中に|手民|く
J概|通学路安全推進会議を設置の上、「通学路交通安全プロl マ宍・
要lグラム」を策定し、そのプログラムに基づき、関係機関と連
主|携を図りながら、通学路の安全確保を図っていく予定であ|意図|児童生徒が安全に通学できるように通学路の安全確保を図る

二壬=一歳 出 予算現額(円) r決算額f円)
報償費 4，000 4，000 

董;主

合芸計=三 も000 4，000 

l人王数(入役)1人件費(円)1 
005 I 288，425 込件費概算

二て--:)吾動指標、または成果指標

1 1合同点検を実施した箇所数

七三 H25

2 

3 :r::::::::::::::::::::::::::::I r:::::::::::::::::::::::::: 

三三fご_:'+.三ヨ~I旧目的の妥当性三孟=よ三三午| 妥当である|児童生徒の通学路の安全を確保するものであり札、妥当である
J葺 主 lトトト“…………..一一且日一一一一.一一………L一一…..山….，山...... 
ご正ご当 |同自j治台休聞与の妥当性| 妥当である l策定が義務付けられている交通安全プログラムに基づき実施
三性 |ト卜.. 川……"山……"山.. …..山竺?亘.一示子J戸山~一………"山"リ?一一一.. 

|対s象~(受益者)の妥当性| 妥当である|小中学校に通う児童生徒

有存有二4一E標達蹴成度 l 
'一 -・・・ 2 

?二効三|類似事業の存在rて三 I存在しない
:三f主「性q卜ト日………….. 川山…….，叩山"山山"山..リ?山…….，巾…"山…….. 一竺土.. 竺土一主f一一.. 刊"一
三 l上位施東ヘの貢献度|貢献している

勃望空さ??空空~.~."，.J 再三T21.T27TT.F空守男聖?と芳三芳三<b6
率三I受益者負担の適正化q適正である
一一一佐子二I百.....1..・H・竺竺 ;;L';I 
宅三c_~ Iコスト効率? 屯 I概ね適正である

-F 

一般

保護若や学校からの改善要望を受けて、関係課と連携しながら優先順位を付けて実扇していく必要がある。

計画どおり事業を進めることが適当

園

経常



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 生活安全課 防犯交通係

大項目(政策)

4|市民が安心して暮らせる環境づくり
一一計画名

地域防犯対策推進事業 i

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入

旅費 18，800 18，800 国庫支出金

支 使用料及び賃借料 11，000 4，200 財 県支出金
出
負担金、補助及び交付金 1，901，000 1，900，800 

内

j原割
地方債

内合

~R !訳 その他

一般財源

dE』:亀 計 1，930，800 1，923，800 A ロ 計

E 山 4， 由

人件費概算 ld官|入{τ需~ I官同医到
i!言語?副書または成果指標

1 1各種大会等への参加

21刑法犯認知件数

3 

H25 

2回

2回

H26 

2回

2回

100.00% I 100.00% 

…・1干2存H・H・r...... 4.S'Z{'平H・H・.

E目的の妥当性 |妥当である|犯罪や事故の発生の防止のためであり、妥当である。
妥}………H・H・H・H・..，・....・H・.....・H・1........・H・.................1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|地域社会の犯罪防止であり、妥当である。
性 L…H・H・....山……山H・H・....1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である

I c I目標達成度 |達成している
4ヨ ト・・・・・"“'P・M ・..・ E 

効 |類似事業の存在ち I存在しない

性『エ伝説二伝説|品二.~.~6.l日正記長ZZGぷおぶ兆五局面

効 l帯熱(J):宅~~.~，......I 丹念三|秀忠c!::lv\却が舟守ただ:空Eヨ27.
率ノ|受益者負担の適正化|適正である
性 ト・・川....・ ;.，00' .，~..，... ，-.. .1.............. ...............1 
コスト効率、 I適正である

....... 

予算現額(円)

1，930，800 

1，930，800 

一般

回二日

決算額(円)

1，923，800 

1，923，800 

経常

地域の犯罪抑止力を向上させるには、住民による自主的な防犯活動が有効であり、これを継続して支援するための運営補
助金の適正な交付が必要である。
補助金が有効に使われるよう適性な交付に努める。

課題

fの今方後
、

計画どおり事業を進めることが適当
改善

向性、 時期

[J111 



様式1号(事務事業評価)

防犯交通係 回二己平成27年度事務事業評価シート|課・局 E室・所(係)1 生活安全課

ー，防福耳正Tの新設経費及び蕗遍雇費面二言~を補助するこ
主|とにより、自治会の防犯活動を支援し、地域の安全の確

毒|保を図る。
要|平成25年度から10年聞を目途にLED化を促進する。

歳 出 予算現額〔円) 決算額C円)

消耗品費 6，099 6，061 

支 防犯外灯設置補助金 9，687，000 9，645，900 
出

内

~R 

ぷロ』 計 9，693，099 9，651;961 

人件費概算
|人工数(人役)1人件費(円) 1 

|o吋 4，326，3721

進
5
一
推

重
〓
の
享
一
策
事
一
対

面
盟

-
H
U

弓

-
ι
-
Y
%
マ

亨，a
、圃宇
E
f

同ロ一一市品川

項
一
掬

K
H
a
一
品
川
町

三，-

防犯外灯助成事業

歳 入 予算現額{円)〉決算額(円)

国庫支出金

財) 県支出金 J

源割
地方債

内合
訳 その他 地域づくり推進事章 1，800，000 1，817，000 

一般財源 7，893，099 7，834，961 

，ロ6. 計 9，693，099 9，651，961 

官見|無||会計種別| 一般 |経常臨時|

H25 活動指標または成果指標

1 1防犯外灯助成新設・修理灯数

H26 

470百:…..r......5S2h'

21防犯外灯助成修理灯数(促進分) "・・5[正前:.......T......・'337If

3 ILED化率

w渇
山

W
河

O
山

44

円

L
H
n
L

E
E
-
E
4

・・・E

W
苅
山

N
河

口
U
い

4
4
4

1
E
A
M
4
E
A
 

30% 

35% 

116.67% 140.00% 116.67% 

目的の妥当性 妥当である|自治会等の負担を軽減することにより、防犯環境の整備を促進するものである。
妥 r・・・H・H・...・H・H・H・-・M・M・……川1......................…"'1
当 |自治体関与の妥当性|妥当である|地域の安全確保のための自治会等への補助であり、妥当である。
性 L・H・H・-………H・H・“…叫ん..1......・H・..………..1

対象(受益者)の妥当性|妥当である|自治会等の防犯灯への補助であり、妥当である。

| ← l目標達成度 |達成している 110年間でLED100%をめざす。 目標 1年10% 3年目はLED化30%
個 い・…..."・・・・H・・・・・・"叩・・・・・・・......1……・・………・・・・・・・・・・・H…・・・・・
効 |類似事業の存在 1存在しない
性 l'…....・H・…oin'・;.，.，....，....'1
|上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化， 1適正である|自治会等への補助であり、適正である。
効 1..... ，.;;...・H・-…....・M ・~'，" ."・-….:1.............................1
率 |受益者負担の適正化1適正である|設置、修理費の60%又は上限額までの補助であり、適正である。
性 1...・M ・.....・H・.....・H・H・H・....・H・....1.............................1
コスト効率 適正である .. 
防犯外灯のLED化は、自治会等の電気料金の負担軽減、また、電力消費が抑えられることから地球温暖化対策にも貢献で
きるため、蛍光灯からLED灯に取り替える自治会が増えており、 LED灯の早期設置を希望する自治会が多い。
平成25年度から10年間でLED化率100%を目指し、計画の早期実現に努める。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

r向性
時期

記
項
特
事



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室且所(係)I 生活安全課 防犯交通係 匹[IJ

大項百て政葉)

4|市民が安心して暮らせる環境づくり
実施計画名

空き家適正管理推進事業

中項目T施東I
交通安全日台安の確保

空き家適正管理推進事業

5割|住民消防隣等の協力
に努め、当該所有者等に対する行政指導を粘り強く継続
出し、周辺の生活環境に与える危険や不安の解消を図る。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 46，101 46，101 

支
出
内
訳

dEbヨ、 計 46，101 46，101 

し入件費概算
I人工甑て瓦在刀一人再葺I再n
|0.651  3，749，5221 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 割 県支出金

源内合 地方債

訳 その他

一般財瀬 46，101 46，101 

合計 46，101 46，101 

官見|無II会計種別| 一般 経常

H25 活塾塑標または成璽璽扉

100% I 100% 

1 1連絡のあった物件に対する対応率 100% 100% 

• • • • ;
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• 
・21空家等が適正な管理に至った割合
63.60% I 61.00% 

3 

目的の妥当性 妥当である|管理不全な状態にある空き家の是正を推進するもので、妥当である。

i11繰り5245I22151:lfH551Y55投手j主主訪;225555521当日羽房長:
対象(受益者Jの妥当性|妥当である

目標達成度 概ね達成してしも|管理不全な状態にある空き家の是正を推進するものである。

al桜子守主::::::::!:55251::二
上位施策への貢献度|貢献している

実施主体の適正化 |適正である

11対戦前::[:5551:::::::::::
コスト効率 適正である

..... 
管理不全な状態にある空き家は増加傾向にあり近隣住民に危険と不安をもたらすが、 相続人の死亡等で所有者の不明な
家屋が存在している。所有者等に粘り強く行政指導を繰り返すとともに、対応について庁内空き家対策委員会において協議

課題
検討する。最終的な手法として代執行が考えられるので、この研究をしていく。
また、①空家対策の体制整備(関係部局による連携体制(住民情報、固定資産税情報の内部利用等)・協議会の組織・相
談体制の整備)、②空家対策計画の作成(空家の実態把握・データベースの整備等)、@必要な措置の実施(空家等及びそ
の跡地の活用の促進特定空家等に対する措置の促進・対策に必要な財政上、税制上の措置)なと計画的な対応に努め
る。

今の向性後方 事業の進め方等に改善が必要
改善
29年度以降、改善する予定

時期

一
人
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様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課M局ー室・所(係)I 生活安全課

大項目{政策)

4|市民が安心して暮らせる環境づくり

実施計画名

消費者保護事業

消費生活センター| 匹c:o

.複雑多様化する社会システムに対応できない市民、特に消費者
事|弱者といわれる人々 の被害が急増している。また、相次ぐ偽装間
業|題等に対応するため、不正表示への監視指導体制の強化や悪
概|質商法による高齢者被害の防止に取り組む。また、消費生活サ
要lポーターとして消費者団体の育成に取り組む。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 200，000 195，682 

、支 負担金、補助金及び交付金 48，000 48，000 
出
旅費 38，000 

内
~R 

』E為:亀、 言十 286，000 284，502 

消費者被害の未然防止・被害救済

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財源割
県支出金

地方債
内合
訳 その他

一般財j原 286，000 284，502 

dロh 計 286，000 284;502 

人件費概算 |人工数(入問人{支払II官II有1同問l一般 経常

H25 

300人

活動指標または成果指標

1 1消費生活関連事業・研修への参加促進(市民)

6
一人
。ι-
n
v

H
一却

517人 524人

川
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舗
一
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庖
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A吐21商品表示の立ち入り検査

31消費者団体の会員数

100.00% 

120人

100.00% 

120人

109人 109人

91.00% 91.00% 88.00% 

目的の妥当性 妥当である |地方自治法、消費者安全法、消費者基本法、消費者教育の推進に関する法律に規定されている自治事務である

iIH--HFE--11:[::22151::155主253FZ説明当主主:張5112警告日正
目標達成度 概ね達成している

対象(受益者)の妥当性| 妥当である|全市民を対象としており、妥当である

有 t....・H・....".....，.................，.....'.1
効 |類似事業の存在 ， 1存在しない
性 ~;..ó~.~ ';~:"." '.，.... i.Ho" 九|

|上位施策への貢献度|貢献している

|実施主体の適正化 1適正である
| て効 1....;;.........，.........;............，;....1 
率 |受益者負担の適正化|適正である
性~...，..，:.'..;，;....，.;.................;， ....I

コスト効率 概ね適正である|概ね適正ではあるが、消費者団体の補助金が少ないため、消費者団体の育成に抑制がかかっている

..... 
社会シスァムの複雑・多様化による消費者トフブ、ルが増加している。また、不当表示など、の問題発覚による市民の不安増加
により、消費生活センターによる監視機能が熱望されている。このような消費者トラブルを未然防止するためには能動的に活
動する必要がある。今後の対策としては、消費者団体の年齢構成が高齢化しているため、若年層の消費者サポークーを育

課題 成し、見守りの担い手を増加することが必要となる。

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
今時期

2 

L里



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 生活安全課 消費生活センター

中項目〈施策)

消費者の保護と意識啓発

一l人口の高齢化率に比例して消費相談件数が増加してい
喜子。相談内容も複雑多様化しており、相談員等の資質向
町|上と消費生活センターの周知が急務である。そのため、消
芸|費者行政の低力化に歯止めをかけるべく地方消費者行
l政活性化事業を実施する。

地方消費者行政活性化事業

全市民

消費者被害の未然防止・被害救済

消費者行政の強化

歳 出? 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円)

給料

支巳 職員手当等
出
共済費

訳内
報償費

旅費他

d同b、 計

，人件費概算

1，682，000 1，681，200 

927，000 857，636 

630，000 598，144 

20，000 20，000 

811，000 803，766 

4，070，000 3，960，746 

E 組， t 、目 ，.且 J
仁人工数(人役)1人件費(円)1 

| 0.451 2，595，8231 

活動指標または成果指標

1 1相談員等の研修参加

21市民向けセミナーの開催

国庫支出金

目オ 県支出金 1/2 
j原害IJ
地方債内合

訳 その他

一般財j原 1/2 

~ 計

31相談件数 :::::::giiE:::]:::::111庄::::|l::::51話........]

間的の妥当性 |妥当である|消費者安全法に規定されている業務目的である
妥1・"山川H・H ・ 'n...，';"~・H・-…“・ ..1.............................1

1，953，000 

1，994，000 

3，947，000 

当、|自治体関与の妥当性|妥当である|地方自治法、消費者安全法に規定されている自治事務である
性 1........・H・..…山H・H・.....・H・山H・I・H・ | 
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|全市民を対象としており、妥当である

有 |目標達成度 |達成している
ト...・・りH・M・E・............................1 
効 |類似事業の存在〈、 |存在しない

J 性、 1.. ・H・....・H・-…..~.........，.. .........1 
-l上位施策への貢献度|貢献している

効 実施主体の適酎ヒ |適正である|地方自治法、消費者安全出こ規定されている自治事務である
，..“...・・・り .~.' o '.' o. • • • ••• ..... ~ • ••• ..! I 

率 |受益者負担の適正化|検討が必要|自治事務であり、自主財源化計画を立てる必要がある

匝亡ヨ

決算額{円)

3，897，190 

63，556 

3，960，746 

臨時

性 t;.;，~弘一: |副長;~.~I概ね適正ではあ材、相談員の賃金が県内で安価であり、検討が必要である.. 
消費者を取り巻く契約シスァム等の複雑化・両度化が進む中、人口の向齢化率に比例して相談件数が増加している。相談
内容も複雑多様化しているため、今以上の相談員等の資質向上が急務である。(法律の改正やだましの手口の多様・複雑
化、システムの多様・複雑化)

課題

の今向方後性 〈 計画どおり事業を進めることが適当 》改時期善

固



様式1号(事務事業評価)

平成27年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 生活安全課 消費生活センターコ 匹E己
中項目(施策) 小項目(基本事業〕

消費者の保護と意識啓発 21消費生活センターの相談体制の充実

悪質商法被害防止のための「通話録音装置J設置事業

官 160面広王の契約者の相談が急増している。振込詐欺亮

芸|悪質商法の被害も急増しており、特に判断能力の低下し
四|た高齢者の被害が多いことから国のモデル事業によって

芸|効果が実証された「警告メ、片ージ付通話録音装置」の普
l及促進を図るため、県の推奨事業として実施する。 I意図|悪質事業者の手口及び情報の収集並びに被害の未然防止

ィ歳 出 予算現額(円) 決算額(円) 歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

手当等 40，000 。 国庫支出金

支 消耗品費 360，000 259，177 財 県支出金 10/10 400，000 
出

内

j原害Ij
地方債内合

訳 訳 その他

一般財源

d同h 計 400，000 259;177 必同』 計 400，000 

人件費概算 l人工数(官|人T羽 |官l，I無|同問l一般
活言語指標または成果指標

1 1通話録音装置の設置件数

2 

3 

H25 

け|目的の妥当性 I妥当である|国が平成25年度に実施し、対象区域の電話被害が減少した実績がある。
妥 トト“…….，山.. 山.

当 |旧自治休関与の妥当性|概ね妥当である叶|国が平成25年度に実施し、対象区域の電話被害が減少した実績がある。
性 ，.仲い.. 山冒H….

1対象(受益者)の妥当性|概ね妥当である叶|陥希望者及び被害者に期間限定で貸し出すもので、妥当である。
目標達成度 |概ね達成している

有 f;，.，.:~...，....， ...... ...，... 川|
効 |類似事業の存在 I存在しない

性|半面員二伝説伝説石市五説話;三五:延長雨量議長編広三員長以2:
'実施主体の適正化

••

I適正である'
効 t'...o...........o.....o..............，........1
率 |受益者負担の適正化|適正である
性 H 川 J
コスト効率 l適正である

... 

259，177 

259.177 

臨時

通話録音装置の普及促進についてはかなり実績を上げることができたが、通話録音装置のレンタル事業については、個人
情報の取り扱いについて、市民の理解を得る事が難しく、また貸与でないこ左で設置数が伸び悩んだ、。

課題、

今の向後方

性

、
l改善

事業の進め方等に改善が必要
時期
28年度中に改善に着手

L塁
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